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１．はじめに 
性能規定化された規制要求に対する容認可能な実施方法として、許認可申請図書におい

て引用される日本原子力学会、日本機械学会及び日本電気協会（以下「３学協会」という。）

等の民間規格について、あらかじめ評価しておくことは、効率的な審査の実施に資すると考

えられる。 

原子力規制委員会は、平成３０年に民間規格の活用について見直しを行い「原子力規制委

員会における民間規格の活用について」（平成３０年６月６日原子力規制委員会了承）とし

てとりまとめている。この中で、技術評価は、３学協会の意見を参考に規則解釈等の改訂が

必要となるものの存否を原子力規制庁において検討し、被規制者から意見（技術評価を希望

する３学協会規格）を聴取することとされた。 

これを踏まえ、令和３年に公開の会合1において、被規制者から技術評価を希望する３学

協会規格を、３学協会から技術評価を行うに際しての参考意見を聴取するとともに、規制執

行部局の意向を確認した結果、令和３年度の技術評価の対象として、「中深度処分対象廃棄

物の放射能濃度決定方法の基本手順：2019（AESJ-SCF015:2019）」（以下「放射能濃度決定標

準」という。）を選定し、これらの技術評価を行うことについて原子力規制委員会の了承を

得た2。 

本書は、放射能濃度決定標準の技術評価について取りまとめたものである3。 

 

２．放射能濃度決定標準の技術評価に当たって 

２．１ 技術評価の範囲と手順 

放射能濃度決定標準の技術評価は以下に示す範囲と手順により行う。 

 ① 技術評価は、本文を対象とする。なお、附属書（参考）においても必要と判断した場合

には、評価を行う。具体的対象については、「３．１ 技術評価の対象となる規定の選定」

参照。 

 ② 解説は、原則として技術評価の対象外であるが、記載内容を精査し、規格本文における 

規定内容への充足性に関係する場合には、技術評価の対象とする。 

 ③ 検討に当たっては、原子力規制委員会委員、外部専門家、原子力規制庁職員及び日本原

子力研究開発機構安全研究センターの職員から構成される「中深度処分対象廃棄物の放

射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討チーム」（備考参照）

 
 
1 第 15 回新規制要件に関する事業者意見の聴取に係る会合（令和３年１月 22 日） 
2 令和３年度第 15 回原子力規制委員会（令和３年６月 23 日） 
3 令和５年度第 62 回原子力規制委員会（令和６年１月 31 日）において、放射能濃度決定標準に関する技

術評価書の案及び同技術評価書の案を踏まえた核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物の第二

種廃棄物埋設の事業に関する規則の解釈の制定案の了承を諮るとともに、これらの案に対する意見公募

の実施の了承を諮った。同委員会における議論の結果、現段階では、技術評価書の案及び二種埋設事業

規則解釈の制定案の了承を見送ることとし、今後の日本原子力学会による標準の改定に資するよう、技

術評価の結果を報告書として取りまとめた。 
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を設置して検討を行い、技術評価を行う。 

 

（備考） 

中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関

する検討チーム構成員名簿 

原子力規制委員会 

田中 知 原子力規制委員会委員 

外部専門家  

渡邊 直子 北海道大学 工学研究院 応用量子科学部門 准教授  

富田 英生 名古屋大学 大学院工学研究科 エネルギー理工学専攻 准教授 

原子力規制庁 

佐藤 暁 技術基盤グループ長 

遠山 眞 技術基盤グループ 技術基盤課長 

佐々木 晴子 技術基盤グループ 技術基盤課 企画調整官 

大塚 伊知郎 技術基盤グループ 放射線・廃棄物研究部門 主任技術研究調査官 

佐藤 由子 技術基盤グループ 放射線・廃棄物研究部門 技術研究調査官 

古田 美憲 技術基盤グループ 放射線・廃棄物研究部門 技術研究調査官 

前田 敏克 原子力規制部 研究炉等審査部門 安全規制調整官 

藤澤 博美 技術基盤グループ 技術基盤課 技術参与 

川﨑 智 技術基盤グループ 放射線・廃棄物研究部門 技術参与 

技術支援機関  

武田 聖司 日本原子力研究開発機構 安全研究センター 

燃料サイクル安全研究ディビジョン 

廃棄物・環境安全研究グループリーダー 

島田 太郎 日本原子力研究開発機構 安全研究センター 

燃料サイクル安全研究ディビジョン 

廃棄物・環境安全研究グループ研究主幹  

島田 亜佐子 日本原子力研究開発機構 安全研究センター 

燃料サイクル安全研究ディビジョン 

廃棄物・環境安全研究グループ研究主幹  

（令和５年２月 21 日時点） 

 

２．２ 第二種廃棄物埋設事業規則との対応 

法4第 51 条の６第２項において、「廃棄物埋設事業者は、廃棄物埋設を行う場合において

 
 
4 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 166 号） 
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は、埋設しようとする核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物及びこれに関する

保安のための措置が原子力規制委員会規則で定める技術上の基準に適合することについて、

原子力規制委員会規則で定めるところにより、原子力規制委員会の確認を受けなければな

らない。」と規定している。 

第二種廃棄物埋設事業規則5第８条第１項において、「法第五十一条の六第二項に規定する

原子力規制委員会規則で定める技術上の基準は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に

定めるところによる」とし、同条第２項において廃棄体に係る技術上の基準を規定している。 

（放射性廃棄物等の技術上の基準） 

第八条 法第五十一条の六第二項に規定する原子力規制委員会規則で定める技術上の基

準は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定めるところによる。 

一 中深度処分を行う場合 次のいずれにも該当すること。 

イ 埋設しようとする放射性廃棄物が原子力施設を設置した工場又は事業所におい

て生じたもの（放射性同位元素等の規制に関する法律（昭和三十二年法律第百六十

七号）第三十三条の二の規定により核燃料物質等とみなされた放射性同位元素又

は放射性汚染物を含む。）であること。 

ロ 埋設しようとする放射性廃棄物が廃棄体であること。 

ハ 当該廃棄体が次項各号に掲げる技術上の基準に適合するものであること。 

二 （略） 

２ 廃棄体に係る技術上の基準は、次の各号に掲げるとおりとする。 

一 液体状の放射性廃棄物又はイオン交換樹脂、焼却灰、フィルタスラッジその他の粉

状若しくは粒状の放射性廃棄物若しくはこれらを成型した放射性廃棄物にあって

は、容器に固型化してあること。 

二 固体状の放射性廃棄物（前号に掲げるものを除く。）にあっては、容器に封入し、

又は固型化してあること。 

三 放射能濃度が法第五十一条の二第一項又は第五十一条の五第一項の許可を受けた

ところによる最大放射能濃度を超えないこと。 

四 表面の放射性物質の密度が第十四条第一号ハの表面密度限度の十分の一を超えな

いこと。 

五 中深度処分に係る廃棄体にあっては埋設の終了までの間、ピット処分又はトレン

チ処分に係る廃棄体にあっては廃棄物埋設地に定置するまでの間に、廃棄体に含ま

れる物質により健全性を損なうおそれがないものであること。 

六 埋設の終了までの間において受けるおそれのある荷重に耐える強度を有するこ

と。 

七 廃棄物埋設地に定置するまでの間に想定される最大の高さからの落下による衝撃

により飛散又は漏えいする放射性物質の量が極めて少ないこと。 

八 容易に消えない方法により、廃棄体の表面の目につきやすい箇所に、放射性廃棄物

を示す標識を付け、及び当該廃棄体に関して前条第一項の申請書に記載された事項

と照合できるような整理番号の表示その他の措置が講じられていること。 

九 前各号に定めるもののほか、法第五十一条の二第一項又は第五十一条の五第一項

の許可を受けたところによるものであること。 

以上より、放射能濃度決定標準と廃棄体の放射能濃度に関する規則要求事項との対応関

 
 
5 核燃料物質又は核燃料物質によつて汚染された物の第二種廃棄物埋設の事業に関する規則（昭和 63 年総

理府令第１号） 



 

6 
 

係については、「法第五十一条の二第一項又は第五十一条の五第一項の許可を受けたところ

による最大放射能濃度を超えないこと」が該当する。 

なお、第二種廃棄物埋設事業規則第６条において、廃棄物埋設施設等の技術上の基準を次

のように規定しており、埋設する廃棄体の集合としての総放射能量及び区画別放射能量が

規定されている。 

（廃棄物埋設施設等の技術上の基準） 

第六条 法第五十一条の六第一項に規定する原子力規制委員会規則で定める技術上の基

準は、次の各号に掲げるとおりとする。 

一 埋設を行うことによって、廃棄物埋設施設を設置した事業所に埋設された放射性

廃棄物に含まれる放射性物質の種類ごとの総放射能量及び区画別放射能量が、法第

五十一条の二第一項又は第五十一条の五第一項の許可を受けたところによる放射性

物質の種類ごとの総放射能量及び区画別放射能量をそれぞれ超えないこと。 

二～八 (略) 

 

３．放射能濃度決定標準の技術的妥当性の確認方法 

３．１ 技術評価の対象となる規定の選定 

「民間規格の技術評価の実施に係る計画」（令和３年５月 12日原子力規制委員会了承）を

踏まえ、放射能濃度決定標準の技術評価を、以下の点を確認すること等により実施する。 

放射能濃度決定標準には、原子力発電所から発生する中深度処分対象廃棄物の放射能濃

度の決定方法に関する以下の二つの手法が規定されている。 

(a) 理論的方法として、放射化した材料（金属等）を対象とした放射化計算における、

評価対象核種及び放射化条件の設定方法 

(b) 実証的方法として、使用済樹脂等の試料分析における、代表性を有する試料の採取

方法 

したがって、当初は以下の論点について議論することとし、必要に応じ日本原子力学会か

ら説明を求めることとした6。 

（１）適用範囲と理論的方法の特徴 

○ 標準の適用範囲（対象とする炉型及び廃棄物） 

○ 標準の目的 

・第二種廃棄物埋設を行う放射性廃棄物に含まれる放射性物質の種類ごとの最大放

射能濃度、総放射能量及び区画別放射能量7の設定 

・廃棄体の放射能濃度が第二種廃棄物埋設に係る許可を受けたところによる最大放

射能濃度を超えないこと8の確認 

 
 
6 第１回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム資料 1-2「中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に

関する検討チームにおいて議論する内容について（案）」 
7 第二種廃棄物埋設事業規則第２条第１項第１号 
8 第二種廃棄物埋設事業規則第８条第２項第３号 
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・政令9第 31 条で定める放射性物質10（以下「政令記載核種」という。）の放射能濃度

の確認 

・廃棄物埋設施設からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価11 

・廃止措置の開始までに廃棄物埋設地の保全に関する措置を必要としない状態に移

行する見通しがあるものであることの評価12 

○ 評価対象核種の選定方法 

○ 点推定法と区間推定法の適用範囲と使い分けの判断基準 

○ 区間推定法のうち、換算係数法、濃度比法、濃度分布評価法の適用範囲と使い分け

の判断基準 

対象とする規定 

１．適用範囲（解説 3．適用範囲を含む） 

４．評価対象とする廃棄物及び評価対象核種 

５．放射能濃度決定方法 

附属書 A（参考） 理論計算法の適用方法及び手順 

附属書 D（参考） 区間推定法のための放射化計算の入力データ設定の推奨方法 

（２）理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ 

○ 起源元素濃度の具体的設定方法 

○ 中性子条件の具体的設定方法 

対象とする規定 

６．１ 理論的方法の手順 

附属書 C（参考） 点推定法のための放射化計算の入力データ設定の推奨方法 

附属書 D（参考） 区間推定法のための放射化計算の入力データ設定の推奨方法 

附属書 G（参考） 放射化計算の入力条件の設定例 

附属書 H（参考） 検出困難元素の濃度分布評価方法 

附属書 I（参考） 濃度比を用いる場合の計算例 

附属書 J（参考） 換算係数を用いる場合の計算例 

附属書 K（参考） 濃度分布評価法によって決定する場合の計算例 

（附属書 L（参考） 不確かさなどによる計算結果の評価） 

（３）実証的方法のうち原廃棄物分析法の適用方法と廃棄体の放射能濃度の評価方法 

○ 試料の代表性の確保方法 

○ 採取試料数の決定方法 

○ 分析手法の妥当性 

○ 廃棄体の放射能濃度の評価方法（理論的方法、実証的方法共通） 

対象とする規定 

６．２ 実証的方法の手順 

附属書 E（参考） 原廃棄物分析法の基本的な適用方法 

 
 
9 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令（昭和 32 年政令第 324 号） 
10 C-14、Cl-36、Tc-99、I-129、アルファ線を放出する放射性物質 
11 第二種廃棄物埋設許可基準規則第８条第１項 
12 第二種廃棄物埋設許可基準規則第 12 条８（例えば、自然事象シナリオにおける「放射性廃棄物に含まれ

る主要な放射性物質」の放射能量） 
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しかし、第１回から第３回検討チーム会合において、日本原子力学会から説明を受けたと

ころ、最大放射能濃度の算出方法に関する規定と総放射能量の算出方法に関する規定が混

在しており、それぞれをどのように算出するのかが明確にならなかった。このため、第３回

会合において、原子力規制庁より技術評価の対象は、最大放射能濃度の算出方法に限定し総

放射能量の算出方法は対象外とすること、第４回会合において、換算係数法については現時

点で最大放射能濃度の計算例がなく技術的妥当性を確認することができないことから対象

外とすること、また、技術評価に時間を要していることから実証的方法である原廃棄物分析

法についても対象外とすることとし、今後の技術評価は、本文規定を対象に実施することと

し、本文規定を充足するのに必要な範囲で附属書における記載内容（図、表を含む。）を対

象とすることに変更した13。したがって、技術評価の対象は、「4 評価対象とする廃棄物及び

評価対象核種」、「5 放射能濃度決定方法」、「6 放射能濃度決定方法の手順」、「7 記録」及び

「8 品質保証」から選定されることとなる。 

以上より、技術評価の対象とする規定の検討を行った。技術評価対象項目の候補を表 3-1

に示す。このうち、技術評価の対象となる規定の選定において技術評価の対象外としたもの

及びその理由は以下のとおりである。 

① 原廃棄物分析法に関するものは、技術評価に時間を要したことから技術評価の対象外

とした（表 3-1 の 9、18、20、24）。 

② 品質保証活動について、原子力規制委員会は、「原子力施設の保安のための業務に係る

品質管理に必要な体制の基準に関する規則（令和２年原子力規制委員会規則第２号）」

及び「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する規

則の解釈（令和元年１２月２５日原子力規制委員会決定）」を制定し、令和２年４月１

日から施行しており、同規則が適用されるので技術評価の対象外とした（表 3-1 の 25）。 

技術評価の対象としたもの（上記①及び②以外）については、事項毎に技術的妥当性を検

討した。 

表 3-1 技術評価対象項目の候補 

No. 項目 記載箇所 記載内容 

1 評価対象核種 4 評価対象とする

廃棄物及び評価対

象核種 

・評価対象廃棄物は放射化金属等及び使用済

樹脂等 

・評価対象核種は申請核種 

2 放射能濃度決

定方法の種類 

5.1 放射能濃度決

定方法の適用 

・放射化金属等は基本的に理論的方法を適

用、ただし、実証的方法、理論的方法と実

証的方法との組合せも可 

・使用済樹脂等は実証的方法を適用 

3 5.2.1 理論計算法

の種類 

・放射化金属等の放射能濃度の評価に適用で

きるのは点推定法と区間推定法 

・詳細は附属書 A 及び附属書 B参照と注記 

 
 
13 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム資料 4-3「放射能濃度決定標準の技術評価の進め方の変更について」 
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4 5.2.2 点推定法 ・特定対象（部位）ごとに材料仕様、中性子

条件及び照射条件を含む適切又は保守的

なパラメータを用いて計算 

・詳細は附属書 C 参照と注記 

5 5.2.3.1 区間推定

法の種類 

・区間推定法として理論計算法は換算係数

法、濃度比法、濃度分布評価法 

・詳細は附属書 D 参照と注記 

6 5.2.3.2 換算係数

法 

・管理指標に対する放射能濃度への換算係数

を求め、管理指標に換算係数を乗じること

で放射能濃度を評価 

・詳細は附属書 D 参照と注記 

7 5.2.3.3 濃度比法 ・難測定核種と Key 核種との濃度比を算定

し、濃度比に Key 核種の放射能濃度を乗じ

ることで難測定核種の放射能濃度を評価 

・詳細は附属書 D 参照と注記 

8 5.2.3.4 濃度分布

評価法 

・中性子フルエンス率を網羅する放射化計算

によって放射能濃度の分布を評価し，平均

放射能濃度などを評価 

・詳細は附属書 D 参照と注記 

9 5.3 実証的方法 ・原廃棄物分析法と AESJ-SC-F022:2011 の

5.1.2～5.1.4 の方法と規定 

・詳細は附属書 E 参照と規定 

10 放射化計算の

基本手順 

6.1.1 放射化計算

の基本手順 

・放射化計算の基本手順は対象・目的などの

設定、計算方法の選択、入力パラメータの

選択・決定、計算の実施及び計算結果の処

理と規定 

・詳細は附属書 A 参照と注記 

11 放射化計算の

条件設定方法 

6.1.2.1 放射化計

算の入力条件 

・入力パラメータ（元素成分条件、中性子条

件、照射条件）及び条件設定の手順は文書

化 

・詳細は附属書 C 及び附属書 D参照と注記 

12 6.1.2.2 元素成分

条件 

・起源元素の選定方法、成分データの収集方

法、成分条件の設定方法を規定 

・詳細は附属書 F 及び附属書 G参照と注記 

・検出困難な元素に関する濃度分布の評価方

法は附属書 H を参照と注記 

13 6.1.2.3 中性子条

件 

・中性子フルエンス率・中性子スペクトル及

び放射化断面積の設定を規定 

・詳細は附属書 F 及び附属書 G参照と注記 

14 6.1.2.4 照射条件 ・個別に照射履歴を設定する方法と代表照射

履歴を設定する方法を規定 

・詳細は附属書 F 及び附属書 G参照と注記 

15 放射化計算方

法 

6.1.3.1 放射化計

算方法 

6.1.3.2 計算用入

力条件の設定 

・区間推定法を適用する場合は入力条件の分

布又は範囲からランダムに抽出して設定

するか、又は適切な代表的条件を放射化計

算の入力条件として設定 

・詳細は附属書 A、附属書 I、附属書 J 及び
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附属書 K 参照と注記 

16 6.1.3.3 放射化計

算の計算数の設定 

・点推定法と区間推定法の放射化計算の必要

計算数の設定方法を規定 

・区間推定法については、詳細は A.4.3 参照

と注記 

17 6.1.4 表面汚染の

取扱い 

・除染の有無で表面汚染の考慮の必要性を規

定 

18 6.2 実証的方法の

手順 

・原廃棄物分析法の試料採取方法は廃棄物の

均一性が確認できる場合とできない場合

の方法を規定 

・詳細は附属書 E 参照と規定 

・放射化学分析し、廃棄体の放射能濃度とし

て決定する方法、廃棄体中の放射性核種の

組成比を適用して決定する方法を規定 

19 6.3.1 理論的方法

の妥当性確認 

・理論計算法の近似性の正確さ及び適正さ、

相関性の適用性で妥当性を評価 

・計算の正確さ及び不確かさを評価と規定 

・詳細は附属書 A 及び附属書 L参照と注記 

20 6.3.2 実証的方法

の妥当性確認 

・分析方法の信頼性、分析の誤差、目的核種

の回収率を評価と規定 

・分析結果の不確かさを評価と規定 

21 6.4 数値の丸め方 ・JIS Z 8401:1999 に従うと規定 

22 6.5 放射能濃度の

評価における裕度 

・最大放射能濃度を超えないことを確認する

ために適切な裕度の考慮を規定 

・詳細は附属書 M 参照と注記 

23 記録 7.1 理論的方法の

記録 

・記録は評価対象の放射化金属等、放射化計

算方法、計算用入力条件及び計算の設定条

件を記した計算書 

・理論計算法の記録の詳細は附属書 N 参照と

注記 

24 7.2 実証的方法の

記録 

・記録は評価対象とした廃棄物の代表試料の

採取方法、評価対象核種の分析方法、分析

値、使用した測定器の校正記録及び評価値

を設定した方法 

・原廃棄物分析法の記録の詳細は附属書 O 

参照と注記 

25 品質保証 8 品質マネジメン

トシステム 

・利用者が規定している品質マネジメントシ

ステムの適用を明確にすると規定 

 

４．技術評価の内容 

４．１ 評価対象核種 

 中深度処分対象廃棄物の評価対象と核種については「4 評価対象とする廃棄物及び評価

対象核種」に規定している。 
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（１）規定の内容14 

4 評価対象とする廃棄物及び評価対象核種 

a) 評価対象とする廃棄物は，放射化金属等及び使用済樹脂等とする。 

b) 評価対象核種は，申請核種とする。 

（関連規定） 

序文 

この標準は，原子力発電所から発生する低レベル放射性廃棄物のうち，中深度処分対象

廃棄物の放射能濃度を決定する方法を示すことを目的としている。 

1 適用範囲 

この標準は，原子力発電所の運転中及び解体時に発生する低レベル放射性廃棄物の

うち，中深度処分を行う廃棄物中の放射能濃度を決定する理論的方法及び実証的方法

の使用条件・手順を規定する。 

3 用語及び定義 

この標準で用いる主な用語及び定義は，JIS Z 4001:1999 による。また，統計上の用

語は，JIS Z 8101-1:2015 及び JIS Z 8101-2:2015 によるほか，この標準に使用する用

語の定義は，次による。 

3.5 使用済樹脂等 

液体状の放射性廃棄物又はイオン交換樹脂，フィルタスラッジその他の粉状若しく

は粒状の放射性廃棄物。 

3.14 放射化金属等 

原子炉内及び周辺で中性子照射によって放射化された部材，機器。 

例 制御棒，チャンネルボックス，バーナブルポイズン，炉心支持構造物，生体遮

蔽コンクリート，黒鉛など。 

 

（２）検討の結果 

① 放射能濃度決定標準の解説「3 適用範囲」において、「この標準は，中深度処分対象で

ある放射化金属等及び使用済樹脂等について，“核燃料物質又は核燃料物質によって

汚染された物の第二種廃棄物埋設の事業に関する規則”第八条第 2 項第二号に定める

廃棄体の放射能濃度に係る技術基準を満足していることを確認するとともに，同規則

第六条第 1 項第一号に定める事業所に埋設された放射性物質の放射能の総量を超えて

いないことを確認するための標準的な放射能濃度決定方法を規定することを目的に作

成されたものである。」と記載されている。また、説明資料「L1 放射能評価標準に規定

されている評価方法の概要及び理論的方法の技術的ポイント」15では、適用する評価対

象として、「廃棄体の放射能濃度」及び「埋設施設の総埋設放射能」とされている。 

一方、第二種廃棄物埋設事業規則、第二種廃棄物埋設許可基準規則16及び許可基準規

 
 
14 技術評価の対象ではない関連する規定についても記載している。以下同じ。 
15 第１回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム資料 1-1､5 頁 
16 第二種廃棄物埋設施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成 25 年原子力規制委員会規則第 30

号） 
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則解釈17は、以下の確認・評価を求めている。 

・第二種廃棄物埋設を行う放射性廃棄物に含まれる放射性物質の種類ごとの最大放

射能濃度、総放射能量及び区画別放射能量の確認 

・廃棄体の放射能濃度が第二種廃棄物埋設に係る許可を受けたところによる最大放

射能濃度を超えないことの確認 

・政令記載核種の放射能濃度の確認 

・廃棄物埋設施設からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価 

・廃止措置の開始までに廃棄物埋設地の保全に関する措置を必要としない状態に移

行する見通しがあるものであることの評価 

上記確認・評価のうち、放射能濃度決定標準が適用できるものについて、日本原子力

学会は、次のように説明している18。 

標準の目的は、解説「３適用範囲」に示すとおり、「中深度処分対象である放射

化金属等及び使用済樹脂等について、“核燃料物質又は核燃料物質によって汚染さ

れた物の第二種廃棄物埋設の事業に関する規則”第八条第 2項第二号注 1）に定める

廃棄体の放射能濃度に係る技術基準を満足していることを確認するとともに、同

規則第六条第 1 項第一号に定める事業所に埋設された放射性物質の放射能の総量

を超えていないことを確認するための標準的な放射能濃度決定方法を規定するこ

とを目的に作成されたものである。」としており、上に示した技術基準を確認する

ための方法を規定しています。 

注 1：標準改定後、2019 年 12 月 5日に規則改正が行われ第八条第 2 項第三号に改

正された。 

日本原子力学会は、放射能濃度決定標準は「第二種廃棄物埋設を行う放射性廃棄物に

含まれる放射性物質の種類ごとの最大放射能濃度、総放射能量及び区画別放射能量の

確認」及び「廃棄体の放射能濃度が第二種廃棄物埋設に係る許可を受けたところによる

最大放射能濃度を超えないことの確認」のための方法であるとしている。技術評価の対

象とする放射能濃度の評価方法については、「４．２．３ 点推定法」（２）①で述べる。 

中深度処分対象廃棄物の評価対象核種の検討において、表面汚染の影響を含めるか

否か、特に、除染を行わない場合に、表面汚染が評価対象核種の選定に影響を及ぼす可

能性と、その影響の程度について、日本原子力学会は、次のように説明している19。 

放射性廃棄物の埋設事業許可申請書に記載する放射性核種は、旧原子力安全・保

安院の内規等を参考に、事業者が評価を実施して選定し、選定根拠は審査の中で説

 
 
17 第二種廃棄物埋設施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の解釈（平成 25 年 11 月 27 日原子力規

制委員会決定） 
18 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム資料 4-2-1 回答 3 
19 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 1 
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明することになりますが、原子力学会標準「AESJ SC F012:2008 余裕深度処分の安

全評価手法：2008」において、中深度処分の地下水移行を介した線量評価例として、

汚染起源の C-14 と放射化物起源の C-14 を評価対象核種とした評価が示されてい

るように、「放射化分」と「汚染分」の評価をしたうえで「汚染分」の影響を評価

することになると考えています。 

汚染が評価対象核種の選定に影響を及ぼす可能性と、その影響の程度について

は、金属母材とクラッドの物性値の違い（溶出率や分配係数など）による埋設施設

の移行シナリオへの影響等を踏まえて定める必要があるため、現時点では提示で

きません。今後、事業者が中深度処分施設の設計及び評価を進める中で、表面汚染

による放射性物質の影響を把握した上で、具体的な条件（判断基準）が定められる

ものと考えます。   

ただし、中深度処分対象廃棄物の放射能濃度は、「放射化分」と「汚染分」を評

価した上で、「汚染分」の影響を評価します。原則、二次的な汚染による影響を考

慮することを想定しています。 

表面汚染が評価対象核種の選定に影響を及ぼす可能性については現時点で提示され

なかったことから、表面汚染がないものに対する評価対象核種の評価方法として検討

する。 

② 中深度処分については、埋設しようとする放射性廃棄物に含まれる放射性物質が、第

二種廃棄物埋設事業規則別表第一に規定されているピット処分に係る放射性物質の放

射能濃度を超え、政令記載核種の放射能濃度を超えないものとされている。一方で、放

射能濃度決定標準では、中深度処分対象廃棄物であることを前提にその放射能濃度の

決定方法を規定している。 

a) 放射能濃度決定標準の「序文」及び「1 適用範囲」において、原子力発電所から発生

する低レベル放射性廃棄物のうち中深度処分対象廃棄物の放射能濃度を決定する方法

を対象とする旨記載されている。 

原子力発電所には種々の炉型があるが、放射能濃度決定標準が対象とする炉型につ

いて、日本原子力学会は、次のように説明している20。 

標準の作成に当たっては、原子力発電所の炉型として、次の原子炉を対象として

います。 

・ 沸騰水型軽水炉（BWR） 

・ 加圧水型軽水炉（PWR） 

・ ガス冷却炉（GCR） 

上記炉型は原子力発電所のうち、実用発電用原子炉が対象であることから、「原子力

 
 
20 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-1 回答 2 
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発電所」は「実用発電用原子炉及びその附属施設」として技術評価を行う。 

b) 「3 用語及び定義」に記載されている「3.5 使用済樹脂等」及び「3.14 放射化金属

等」は放射能濃度によってピット処分対象物と中深度処分対象物に分かれる可能性が

ある。 

対象物の全体の放射能濃度の評価結果から中深度処分対象物を選定する方法及びそ

の際に政令濃度上限値を超えるものとピット処分対象とを区分する方法について、そ

の考え方を、日本原子力学会は次のように説明している21。 

＜標準が想定している中深度処分対象廃棄物の考え方＞ 

放射化金属等の中には放射能濃度によって「ピット処分対象物」と「中深度処分

対象物」に分かれますが、本標準の策定にあたっては、廃棄物の全体の放射能濃度

評価結果を基に、中深度処分対象物を選定したものではありません。 

旧原子力安全委員会が示した中深度処分対象廃棄物（使用済制御棒、チャンネル

ボックス、炉内構造物など）1）を主な対象に、本標準を整備したものです。 

注 1）出典：低レベル放射性廃棄物の陸地処分の安全規制に関する基準値につい

て（第 3 次中間報告）平成 12年 9月 14 日 

＜事業者が想定している区分の考え方＞ 

対象物の放射能濃度の評価結果と浅地中ピット処分場の廃棄体受入れ条件（最

大放射能濃度、総放射能量など）を比較し、浅地中ピット処分場の受入れ条件を超

え、かつ、中深度処分場の廃棄体受入れ条件（最大放射能濃度など）を超えない廃

棄物を中深度処分対象として選定すると聞いています。 

上記「3.5 使用済樹脂等」における「その他の粉状若しくは粒状の放射性廃棄物」

及び「3.14 放射化金属等」における「黒鉛など」の「など」について、日本原子力学

会は、次のように説明している22。 

「使用済樹脂等」の定義である「液体状の放射性廃棄物又はイオン交換樹脂、フ

ィルタスラッジその他の粉状若しくは粒状の放射性廃棄物」の表現は、第二種埋設

事業規則の第八条第 2 項第一号の表現を踏襲したものですが、現時点では、「その

他の粉状若しくは粒状の放射性廃棄物」に該当する廃棄物は想定しておりません。 

「放射化金属等」の定義に示しております「例」（代表的な放射化金属を示して

います）にある放射化金属に関しましては、現時点では、原子炉内やその周辺で中

性子照射によって放射化された機器等を想定しており具体的には以下のとおりで

す。 

 
 
21 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-1 回答 4(1) 
22 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-1 回答 4(2)及び第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原

子力学会標準の技術評価に関する検討チーム参考資料 3-2 回答 4(2) 
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炉型 対象物 対象物の発生部位注２) 

BWR 上部格子板、燃料支持金具、シュ

ラウド、炉心支持板、炉心スプレ

イスパージャ、CRD ガイドチュー

ブ、シュラウドヘッドフランジ、

ジェットポンプ、制御棒、チャン

ネルボックス、炉内計装管 

 

PWR バッフル、バッフルフォーマ板、

炉心槽、上部炉心板、制御棒クラ

スタ案内管、熱遮へい体、下部炉

心板、下部プレナム、下部炉心支

持板、コンクリート、制御棒、バー

ナブルポイズン、プラキングデバ

イス 

 

GCR 炉内挿入物（黒鉛スリーブ付属金

属、制御棒、ディスタンスチュー

ブ 1)、燃料要素(FE)グラブ 1)及び

FE ホース 1)、熱電対ケーブル 1)）、 

炉内構造物（断熱材（天井部）、BCD

チューブ、ポット接続キー、レス

トレイントスリーブ（小））、 

BCD チューブ切断ドロス、 

黒鉛ブロック 

 

注 1) 事業者が提示した「余裕深度処分対象廃棄物に関する基本データ集（一

部改訂）」（平成 28年 8月 23 日）より抜粋 

注 2) 上表に示した対象物以外に、浅地中ピット処分の最大濃度を下回ると推

定されるが、中深度処分の可能性がある対象物として、圧力容器などがある。 

「放射化金属等」は、原子炉内やその周辺で中性子照射によって放射化された機器

等を想定しており、例に示されている「生体遮蔽コンクリート」は、セメント、骨材、

混和材及び水で構成されているので、他の放射化金属と同等に扱うのは適切ではない。
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また、「使用済樹脂等」には「その他の粉状若しくは粒状の放射性廃棄物」に該当する

廃棄物は想定されていないとしており、「5.1 放射能濃度決定方法の適用」には「b) 

使用済樹脂等 実証的方法を適用する。」とあるが、「実証的方法」は技術評価の対象外

としている（「４．２．１ 放射能濃度決定方法の種類」参照）。 

したがって、本技術評価書においては「4 評価対象とする廃棄物及び評価対象核種」

の「使用済樹脂等」は対象外とし、「放射化金属等」は「放射化金属等（原子炉内及び

周辺で中性子照射によって放射化された部材（生体遮蔽コンクリートは除く。），機器。）」

として評価を行う。 

c) 解体作業においては炉内構造物のほとんどが切断されて容器に収納されると想定さ

れる。日本原子力学会は、上記 b)において、検討の対象を「原子炉内やその周辺で中

性子照射によって放射化された機器等を想定」しており、具体的には、PWR、BWR 及び

GCR から発生するものと説明している。これらの炉型の大型の対象物（例えばシュラ

ウド）は、放射能濃度に分布があると想定されるが、大型の対象物の放射能濃度の計

算結果から、個々の切断片の放射能濃度を算出する方法について、日本原子力学会は、

次のように説明している23。 

大型の対象物については、炉内での物理的配置によって、中性子フルエンス率に

分布が生じるため、廃棄物中に放射化による放射能濃度の分布が生じます。したが

って、個々の切断片の放射能濃度は異なります。 

しかしながら、廃棄体確認などの際に実施する放射能濃度評価は、切断片ごとの

放射能濃度を考慮するのではなく、評価対象機器の部位（必ずしも切断区分と一緒

ではない）ごとに放射能濃度を評価し、評価対象機器全体としての放射能濃度を把

握します。 

この結果を使用して、当該評価対象物（例 シュラウドの切断片、大型機器の切

断片）を収納した廃棄体としての放射能濃度を評価します。具体的には、次のよう

な基本的考え方で評価します。 

 当該対象物の最大値を示す代表位置の放射能濃度を、切断した放射化金属等を

収納した廃棄体の放射能濃度として保守的に決定します。 

 代表位置での評価を行わない場合、区間推定法の濃度分布評価法、濃度比法など

を適用して、中性子フルエンス率分布を考慮した放射化計算によって、対象廃棄

物の放射能濃度分布、Key 核種の濃度に対する濃度比を評価して、これを用いて

放射化金属等を収納した個々の廃棄体の Key 核種の放射能濃度を非破壊外部測

定した結果に乗じることで、平均濃度、最大濃度などを決定します。 

これらの詳細については、事業者が行う廃棄確認段階で実際に適用した条件が

 
 
23 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-1 回答 4(3) 
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示されることになります。 

放射能濃度決定標準は、実用発電用原子炉施設等の解体により発生する廃棄物の放

射能濃度を評価することにより廃棄体製作の準備を行い、廃止措置を計画的に進める

ために必要となるものである。最大値を示す代表部位での評価を行わない場合は、廃

棄体の設計条件が定まらないと個々の廃棄体の Key 核種の放射能濃度を非破壊外部測

定する方法は適用できない。 

したがって、本技術評価書においては、容器に収納前の PWR、BWR 及び GCR に係る廃

棄物の放射化金属等の代表位置での評価を対象とし、代表位置での評価を行わない場

合の方法は技術評価の対象外とする。 

③「4 評価対象とする廃棄物及び評価対象核種」には「b) 評価対象核種は、申請核種と

する。」と規定されているが、具体的な決定方法は規定されていない。 

旧原子力安全・保安院の「放射性廃棄物に含まれる放射性物質の種類について（内規）」

24には次のように選定方法が規定されている。 

（抜粋） 

③ ②で選定された各被ばく経路について、管理期間中及び管理期間終了以後の公衆の

年間被ばく線量を評価する。その結果、選定された被ばく経路ごとに、当該放射性廃棄

物中に含まれる全ての放射性物質の種類の中から、最大の線量値を持つ放射性物質の

線量の最大値と比較して、当該放射性物質の線量の最大値が１パーセント以上である

放射性物質を、影響をもたらすことが予想される放射性物質として選定する。このと

き、放射性物質の線量値は、管理期間中及び管理期間終了以後にわたる当該放射性物質

の線量値の最大値を用いて比較すること。 

申請核種の決定方法について、放射能濃度決定標準との上記規程との関係を、日本原

子力学会は、次のように説明している25。 

申請核種については、旧保安院の内規等を参考に、事業者が選定することになる

と想定されます。 

標準では、どのような申請核種が選ばれたとしても、放射能評価上の申請核種に

対応する元素の選定は、本標準に示している方法で対応できるものとなっており

ます。 

なお、標準の「附属書 G(参考) 放射化計算の入力条件の設定例」では、放射化

計算の例を示す上で、法令で規制される核種、浅地中埋設の事業申請で申請核種と

なった次の核種を評価対象核種として設定して、起源元素を評価選定し理論的方

法の計算例を示すと共に、計算結果の評価を行っています。 

C-14，Cl -36，Co -60，Ni -63，Sr-90，Nb -94，Tc -99，I -129，Cs -137，

全α1) 

注 1)α線を放出する全ての放射性物質 

 
 
24 放射性廃棄物に含まれる放射性物質の種類について（内規）平成 24・03・22 原院第 1 号 
25 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-1 回答 5 
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また、標準 AESJ-SC-F012:2008 余裕深度処分の安全評価手法：2008 において、

中深度処分の基本シナリオの被ばく経路ごとの決定核種（支配的な核種又は重要

な核種）の例として提示されている核種には、上記以外に Ni-59 及び Cs-135 があ

ります。 

中性子照射によって評価対象核種を生成する起源元素の適切な選定がなされ、放射

化計算が行われれば、その出力である評価対象核種の一覧は適切なものと判断するこ

とができる。これに関する技術評価は、「４．４．１ 元素成分条件の設定方法」、「４．

４．２ 中性子条件の設定方法」及び「４．４．３ 照射条件の設定方法」の評価にお

いて検討する。 

 

４．２ 放射能濃度決定方法の種類と方法 

４．２．１ 放射能濃度決定方法の種類 

 放射能濃度決定方法の種類については、「5.1 放射能濃度決定方法の適用」に規定してい

る。 

 

（１）規定の内容 

5.1 放射能濃度決定方法の適用 

放射能濃度決定方法は，次のとおり，表 1 に示す方法の中から評価対象とする廃棄物

の性状及び評価対象核種に最も適した方法を選定する。 

a) 放射化金属等 基本的に理論的方法（理論計算法）を適用する。ただし，非破壊外

部測定法，スケーリングファクタ法などの実証的方法，又は，理論的方法と実証的

方法とを組み合わせることもできる。 

b) 使用済樹脂等 実証的方法を適用する。 

 

表 1－放射能濃度決定方法の種類及び内容 

放射能濃度決定方

法の種類 

内  容 

理

論

的

方

法 

理論計算法 廃棄物ごとに放射化計算の条件を設定して放射化計算を行い， 

廃棄物又は廃棄物グループごとの放射能濃度を決定する方法，原

子炉燃焼計算などによって理論的に得られる放射性核種の濃度

比及びほかの手法で求めた放射能濃度を用いる方法。 

実

証

的

方

法 

スケーリング

ファクタ法 a) 

代表試料の放射化学分析等の測定結果から得られる難測定核種

と Key 核種との相関関係と，個々の廃棄体外部による非破壊測

定結果とを組み合わせ評価する方法。 

非破壊外部測

定法 a) 

廃棄体の外部から非破壊測定する方法。 

平均放射能濃

度法 a) 

代表試料の放射化学分析等の測定結果から得られる平均的な放

射能濃度を用いる方法。 

廃棄体破壊分

析法 a) 

廃棄体から代表試料を採取し，放射化学分析等を行い得られる放

射能濃度などを用いる方法。 

原廃棄物分析 固型化処理前の廃棄物から代表試料を採取し，放射化学分析等を
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法 行い得られる放射能濃度などを用いる方法。 

注 a) AESJ-SC-F022:2011 の 5.1.2～5.1.4 及び 5.1.6 の方法を参照。 

 

5.3.2 その他の方法 

AESJ-SC-F022:2011 に示される 5.1.2～5.1.4 の方法。 

 

（２）検討の結果 

①「5.1 放射能濃度決定方法」には、「放射能濃度決定方法は，(中略)表 1 に示す方法の

中から評価対象とする廃棄物の性状及び評価対象核種に最も適した方法を選定する。」

と規定しており、スケーリングファクタ法等の実証的方法も適用可能としている。「表

1－放射能濃度決定方法の種類及び内容」に示された方法は、放射性汚染物が主体であ

るピット処分対象廃棄体の放射能濃度決定方法として旧原子力安全委員会が示した手

法26である。 

放射化物が主体である中深度処分対象廃棄物に、表 1 の手法が適用できる根拠につ

いて、日本原子力学会は、次のように説明している27。 

旧原子力安全委員会が示した手法 1)は、浅地中処分を対象とした二次的汚染物が

対象の放射能評価方法ですが、評価対象としている核種の生成過程は、原子炉内で

の中性子の照射による構造材などの放射化、核分裂生成、中性子多重捕獲です。こ

のため、放射化物の内部に放射化によって生成した核種がそのまま残る放射化物

か、放射化された機器の腐食生成物などの移行によって廃棄物表面に付く二次的

汚染かの差異であり、放射性物質の生成過程は同じであることから、放射化金属等

を対象とします中深度処分対象廃棄物にも適用できる方法と考えます。 

注 1)出典：廃棄体中の放射能濃度の決定手順について 科学技術庁原子力安全局 

平成 3年 12 月 

この放射能評価方法の中で、スケーリングファクタ法、非破壊検査外部測定法、

平均放射能濃度法、廃棄体破壊分析法は、既に手法が確立している方法であり、こ

の方法を主な対象とします浅地中処分対象の放射能評価方法を規定する標準注）に

示しております。 

注記 AESJ-SC-F022 ピット処分及びトレンチ処分対象廃棄物の放射能濃度決定

に関する基本手順:2019 

「AESJ-SC-F022 ピット処分及びトレンチ処分対象廃棄物の放射能濃度決定に関する

基本手順:2019」は技術評価していないが、ピット処分対象廃棄物及び中深度処分対象

廃棄物は「放射性物質の生成過程は同じである」ことを根拠としており、中深度処分対

 
 
26 日本原燃産業株式会社六ケ所事業所における廃棄物埋設の事業に係る重要事項（廃棄体中の放射性物質

濃度の具体的決定手順について）に対する報告について（平成４年４月２日 原子力安全委員会） 
27 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-1 回答 6 
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象廃棄物に対して表１の手法を適用することが妥当と判断する。 

また、「評価対象とする廃棄物の性状及び評価対象核種に最も適した方法」の選定に

おいて、考慮すべき具体的内容及び最も適した方法であると判断する上での判断基準

について、日本原子力学会は、次のように説明している28。 

標準が対象としている廃棄物に対しては、比較的放射能濃度が高く、サンプリン

グや分析の際の被ばく低減の観点から、旧原子力安全委員会が示した 6 つの手法

の中から「理論計算法」と「原廃棄物分析法」とを本標準で規定することにしまし

た。 

標準が対象とする「理論計算法」及び「原廃棄物分析法」に対する「評価対象と

する廃棄物の性状及び評価対象核種に最も適した方法」の選択は、対象物の下表に

示す考慮内容、判断内容によって行います。 

適用方法 考慮すべき具体的内容 最も適した方法であるとの判断 

理論計算法 ・評価対象の放射性核種の特徴（放射

化／汚染といった）。 

・評価対象とする放射性廃棄物の特

徴。 

・評価対象の放射性核種は、炉内での

中性子照射によって生成する核種

であること。 

・評価対象とする放射性廃棄物の原

子炉内設置位置、形状、材質、中性

子照射履歴が把握できること。 

原廃棄物分

析法 

・評価対象の放射性核種の特徴（放射

化／汚染といった）。 

・評価対象とする放射性廃棄物の保

管状態、特徴。 

・評価対象の放射性核種は、系統水か

らの汚染によって評価対象廃棄物

に付着、又は吸着されていること。 

・液体状又は粉・粒状の廃棄物で、代

表サンプルの採取が可能なこと。 

・評価対象廃棄物が、未固化で貯槽な

どに保管管理されていること。 

放射能濃度決定標準の対象は、「理論計算法」及び「原廃棄物分析法」であるとして

いることから、これらに含まれない実証的方法（スケーリングファクタ法、非破壊外部

測定法、平均放射能濃度法及び廃棄体破壊分析法）は技術評価の対象外とする。また、

「原廃棄物分析法」については、本技術評価の対象外とする29（「３．１ 技術評価の対

象となる規定の選定」参照）。 

②理論計算法の「ほかの手法で求めた放射能濃度を用いる方法」の適用 

「表 1－放射能濃度決定方法の種類及び内容」の理論計算法において、内容欄に「ほ

かの手法で求めた放射能濃度を用いる方法」と規定されている。これについて、日本原

子力学会は、次のように説明している30。 

 
 
28 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-1 回答 6 
29 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム資料 4-3 
30 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 3-1 回答 1(1) 
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「原子炉燃焼計算などによって理論的に得られる放射性核種の濃度比 1)及びほ

かの手法で求めた放射能濃度を用いる方法」とは、平成 4年当時に原子力安全委員

会（当時）が了承した廃棄体中の放射性物質濃度の決定方法の内容を示したもので

す。 

注 1) 原子力安全委員会が了承した手法では「濃度比」ではなく、「組成比」

と表記されていますが、標準内では、放射化計算での濃度の比率は、「濃

度比」で統一しています。（「組成比」と表記すると、浅地中処分対象廃

棄体向けのスケーリングファクタ法の組成比と誤解を生む恐れがあるた

め） 

この中の「ほかの手法」とは、理論的な方法以外の手法を意味し、標準では、理

論的方法とそれ以外の方法と組み合わせて評価することによって放射能濃度を決

定する方法も理論的方法に分類しています。 

具体的には、下記のように 3 つの方法を組合せて評価している実績があります。 

Ni-59放射能濃度＝濃度比(Ni-59/Ni-63)2)×SF(Ni-63/Co-60)3)×Co-60放射能

濃度 4) 

注 2) 理論計算法（原子炉燃焼計算）で理論的に求めた濃度比 

注 3) 放射化学分析データによってスケーリングファクタ法で求めた SF 

注 4) 非破壊外部測定法で測定した廃棄体の放射能濃度 

なお、「廃棄物ごとに放射化計算の条件を設定して放射化計算を行い，廃棄物又

は廃棄物グループごとの放射能濃度を決定する方法」とは、学会標準で示す点推定

法及び区間推定法を示しております。 

旧原子力安全委員会は理論計算法における「ほかの手法」の具体を示していない。日

本原子力学会は、「ほかの手法」とは「理論的な方法以外の手法を意味し」としている

が、「理論的な方法以外の手法」の具体は示されていない。また、上記注４に示す廃棄

体の放射能濃度を非破壊外部測定法で測定することは、「４．２．１放射能濃度決定方

法の種類」（２）①において技術評価の対象外としている。したがって、理論計算法に

おける「ほかの方法」は本技術評価の対象外とする。 

 

４．２．２ 理論計算法の種類 

理論計算法の種類については「5.2.1 理論計算法の種類」に規定している。 

 

（１）規定の内容 

5.2.1 理論計算法の種類 

次の 2種類の方法が，放射化金属等の放射能濃度の評価に適用することができる。 

― 点推定法 放射化金属等の特定の部位，又は代表的な部位の放射能濃度を計算する

ために適用する方法。 

― 区間推定法 点推定法を発展させた方法で，同様の廃棄物特性，照射状態にあった
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放射化金属等に適用できる。代表的な放射能濃度の分布又は範囲の評価によって，

対象物の平均放射能濃度などを計算する方法である。 

注記 詳細は，附属書 A 及び附属書 B 参照。 

 

（２）検討の結果 

「5.2.1 理論計算法の種類」には、「点推定法」及び「区間推定法」が規定されている。 

①「点推定法」と「区間推定法」の使い分けについては、「附属書 A（参考）理論計算法の

適用方法及び手順」の「A.1.3 STEP2:評価方法の選択」に「例えば、評価対象とする放

射化金属等の詳細情報が特定されない場合、区間推定法の選択が適切である」と規定さ

れている。 

それぞれの手法を選択する場合の判断基準について、日本原子力学会は、次のように

説明している31。 

標準が示します「点推定法」と「区間推定法」、いずれの評価方法も全ての放射

化金属等への適用が可能ですが、その評価方法の特徴から、「判断基準」と言うよ

り、より合理的に放射能濃度を評価することを考えて、下表のように方法ごとに適

用する評価対象候補を選定します。 

全ての放射化金属等の放射能の評価を点推定法で行うことも可能ですが、複数

の条件の設定に際し、評価対象を適切に網羅し、かつ、恣意的な設定にならないよ

うに設定することは、難しいと考えられます。 

このため、大型の機器、同じような条件で大量に発生する機材は、評価対象範囲

全体を恣意的にならず、網羅できるランダムサンプリングによって、複数の入力条

件を設定できる「区間推定法」の適用が望ましいと考えております。 

なお、放射化金属等の詳細情報が特定されない場合、すなわち、切断した廃棄物

のように、廃棄体に収納した個々の切断片の詳細情報を把握することが難しい場

合には、切断前の機器の状態での評価を行うことが出来る区間推定法の適用が望

ましいと考えます。 

 点推定法 区間推定法 

評価方法の

概要 

選定した評価対象廃棄物の特定位置

の特定照射条件での放射化計算によ

って放射能濃度を決定する。 

このため、代表位置（例 最大値を

示す位置）が選定できない放射化金

属等の場合、多数の放射化計算（特

定位置の特定照射条件での）を実施

する必要性が生じる。 

評価対象廃棄物の条件範囲を網羅し

た放射化計算によって放射能濃度を

決定する。 

このため、同種の放射化金属が多数

発生し、かつ、条件範囲が明確な放

射化金属等に向く注）。 

適する放射 代表位置（例 最大値を示す位置、  同種の放射化金属が多数発生する

 
 
31 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-1 回答 7(1) 
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 点推定法 区間推定法 

化金属等 小型機器）が選定できる放射化金属

等（挿入先端位置の濃度が高い制御

棒、チャンネルボックスのファスナ

部） 

もの（例 CB、BP、制御棒、黒鉛ブ

ロック） 

 大型の放射化金属（例 シュラウ

ド、炉心そう） 

向かない放

射化金属等 

 代表位置が明確に特定できない放

射化金属等 

 （多数の計算が必要となる）大量

に発生する放射化金属等 

 （多数の計算が必要となる）大型

の放射化金属等 

発生量の少ない、小型の放射化金属 

注記 「条件範囲が明確な放射化金属等」とは、放射化金属等の切断等の処理が行

われることによって、位置ごとの詳細条件の特定が難しくなった廃棄物（一部の

切断 CB が相当する）に対しても、その廃棄物全体の条件範囲（材料、中性子、

照射）は明確であるため、条件範囲を網羅する放射化計算によって評価する方法

である区間推定法を適用して評価できるものを示します。 

また、「「判断基準」と言うより、より合理的に放射能濃度を評価することを考えて」

とした点について、「より合理的な放射能濃度の評価」を日本原子力学会は、次のよう

に説明している32。 

標準 5.2.1 に示しています「より合理的な放射能濃度の評価」とは、次の項目に

関する利用者の負荷などを総合的に勘案して、適用する評価方法を選択すること

を意味しています。 

－入力用条件の整備（対象放射化金属等の発生量、大きさに応じた整備が必要） 

－総放射化計算回数 

－廃棄体製作段階までの管理（履歴管理、測定作業） 

－中深度処分対象廃棄物の発生量（数量だけでなく大きさも対象） 

－評価結果の保守性の程度 

「利用者の負荷などを総合的に勘案」は、上記の「評価結果の保守性の程度」を

除く項目ごとに各評価方法の作業負荷に関して、例えば「ポイント」による相対比

較し、これらを積算するような評価のことを意味しています。 

放射化金属等の詳細情報が特定されない場合（例えば、照射履歴が追えない場合）の

評価方法について、日本原子力学会は、以下のように説明している33。 

「放射化金属等の詳細情報が特定されない場合」ですが、基本的には放射化金属

等は、対象物の材質（元素）、照射履歴（中性子、照射時間）は管理されており、

この情報が各放射化金属（対象物）として追えないことはありません。 

 
 
32 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 2(1) 
33 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 2(2) 
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ただし、各放射化金属を切断して、廃棄体に収納する際に、大量に発生する運転

廃棄物であるチャンネルボックスなどに関しては、切断片 1 個ごとの履歴情報が

廃棄体に連関されない場合も想定されます。 

この場合においては、廃棄体に収納された評価対象物自体の種類が特定される

ことは必要ですが、区間推定法の濃度比法などを適用することによって、事前に評

価した評価対象物の濃度比を適用し、廃棄体の Key 核種濃度を非破壊外部測定す

ることによって、情報（履歴情報を踏まえて評価する Key 核種濃度）を補うことが

できます。 

切断する前の機器の状態での評価が可能な区間推定法によって得られた平均放射能

濃度などの評価結果を廃棄体の放射能濃度決定に反映する方法について、日本原子力

学会は、次のように説明している34。 

「区間推定法によって得られた平均放射能濃度などの評価結果を廃棄体の放射

能濃度決定に反映する方法」は、標準の内容（主に附属書 D）を要約すると下表に

示す方法で決定することになります。 

濃度比法 換算係数法 濃度分布評価法 

評価結果である濃度比の
最大放射能濃度の評価に
は算術平均、放射能量の評
価には幾何平均を使用し
て、廃棄体の Key 核種濃度
（非破壊測定又は集積計
算結果）に乗じて放射能濃
度を決定します。 

評価結果である換算係数
の最大放射能濃度の評価
には最大値、放射能量の評
価には平均値を使用して、
廃棄体に収納した放射化
物の燃焼度を乗じて放射
能濃度を決定します。 

評価結果である放射能濃
度の平均値及び最大値を
使用します。 

上記の濃度比法は、廃棄体の Key 核種濃度（非破壊測定又は集積計算した値）と対象

核種の Key 核種に対する濃度比を乗じることで対象核種の放射能濃度を求めるとして

いるが、附属書 D「1.3 濃度比法」においては、Key 核種濃度を測定すれば適用できる

手法と規定しており、集積計算結果の適用の規定は見当たらない。また、「４．２．１  

放射能濃度決定方法の種類」（２）①で述べたとおり、廃棄体の放射能濃度を非破壊外

部測定法で測定することは、技術評価の対象外としている。本件については、「４．２．

６ 濃度比法」（２）①において検討する。 

② 「5.2.1 理論計算法の種類」は、「次の 2種類の方法が，放射化金属等の放射能濃度の

評価に適用することができる。」として、点推定法と区間推定法についての補足説明が

記載されている。しかし、「原子力規制委員会における民間規格の活用について」にお

いて、民間規格の技術評価は、「性能規定化された規制要求に対する容認可能な実施方

法としてあらかじめ評価しておく」ものであり、技術評価後の民間規格は、「原子力規

 
 
34 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 2(3) 
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制委員会の定める規則解釈又は審査基準等で行政手続法第５条に規定する審査基準に

該当するものに引用」され、基準の一部となるものであり、その中に補足説明のような

記載を含むことは想定されていない。 

補足説明のような記載は削除し「点推定法 放射化金属等の特定の部位，又は代表的

な部位の放射能濃度を計算するために適用する方法」は単に「点推定法」と、「区間推

定法 点推定法を発展させた方法で，同様の廃棄物特性，照射状態にあった放射化金属

等に適用できる。代表的な放射能濃度の分布又は範囲の評価によって，対象物の平均放

射能濃度などを計算する方法」は単に「区間推定法」とするよう要望する。 

補足説明は、用語の定義として位置づける、解説とする等して整理することを要望す

る。 

 

（３）要望事項 

○ 補足説明のような記載は削除し「点推定法 放射化金属等の特定の部位，又は代表

的な部位の放射能濃度を計算するために適用する方法」は単に「点推定法」と、「区

間推定法 点推定法を発展させた方法で，同様の廃棄物特性，照射状態にあった放

射化金属等に適用できる。代表的な放射能濃度の分布又は範囲の評価によって，対

象物の平均放射能濃度などを計算する方法」は単に「区間推定法」とするよう要望

する。 

○ 補足説明は、用語の定義として位置づける、解説とする等して整理することを要望

する。 

 

４．２．３ 点推定法 

 理論計算法のうち点推定法については、「5.2.2 点推定法」に規定している。 

 

（１）規定の内容 

5.2.2 点推定法 

この方法は，放射化計算の基本となる方法である。通常，放射化金属等の内部に含まれ

る特定対象（部位）ごとに材料仕様，中性子条件（6.1.2.3 参照）及び照射条件（6.1.2.4

参照）を含む適切又は保守的なパラメータを用いて計算する。 

この方法は，全てのタイプの放射化金属等の評価に適用できる。一般的に，特定の放射化

金属等が最大放射能濃度に近い場合に適用する。 

注記 詳細は，附属書 C参照。 

 

（２）検討の結果 

① 点推定法は、「特定対象（部位）ごとに材料仕様，中性子条件及び照射条件を含む適切

又は保守的なパラメータを用いて計算する。」と規定されている。 

ここでの「適切なパラメータ」及び「保守的なパラメータ」について、日本原子力学
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会は、次のように説明している35。 

放射化計算に適用する適切なパラメータ及び保守的なパラメータは、標準

6.1.2.2.3 及び 6.1.2.4 に記載しておりますように、それぞれ次のようになりま

す。 

 

区分 評価条件 平均放射能濃度の評価 最大放射能濃度の評価 

適切な 

パラメータ 1) 

代表位置での 

設定による評価 

－ 評価対象とする放射化金属等

の代表とできる位置 2)が選択

できる場合に、その位置での

パラメータで設定する。 

平均的条件での 

設定による評価 

各パラメータの平均値を

適用する。 

－ 

保守的な 

パラメータ 1) 

保守的条件での 

設定による評価 

－ 評価対象とする放射化金属等

の中性子条件、照射条件、元素

条件の最大値、又は信頼上限

値を適用する。 

注 1) パラメータとは、放射化計算に入力する材料仕様，中性子条件及び照射条件 

注 2) 代表とできる位置の例：チャンネルボックスの中央位置、制御棒の先端位置 

日本原子力学会は、「適切なパラメータ」として、「評価対象とする放射化金属等の代

表とできる位置におけるパラメータ」又は「平均的な条件とできる各パラメータの平均

値を適用したパラメータ」の２種類を指すとしているが、それぞれをどのように使い分

けるのかを示していない。一方、「保守的なパラメータ」としては、「評価対象とする放

射化金属等の中性子条件、照射条件、元素条件の最大値、又は信頼上限値を適用する」

としている。 

放射能濃度決定標準は、最大放射能濃度と総放射能量の評価方法を規定していると

のことであるが、それぞれの規定がどちらを指しているのかは判別できない。「適切な」

の用語は、「適切な代表的条件」、「適切な放射化計算」、「適切な代表値（又は範囲）」、

「適切な中性子条件」等、多数用いられている。このため、最大放射能濃度と総放射能

量の評価方法それぞれについて技術評価することは困難である。 

被規制者より、「技術評価を希望する学協会規格について」36において「事業許可申請

書に記載した最大放射能濃度を超えないこと」の審査37に用いるとの説明があったこと

から、本技術評価は、最大放射能濃度の評価方法について対象とする。「5.2.1 理論計

算法の種類」は、放射化金属等の最大放射能濃度の評価に適用することを明確にするよ

う規定を整理することを要望する。なお、総放射能量の評価方法については、今後の改

定において、最大放射能濃度の評価方法と整理し規定されてから技術評価する。 

 
 
35 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 3-1 回答 2 
36 第 15 回新規制要件に関する事業者意見の聴取に係る会合資料 16-1 
37 埋設事業者が定める保安規定のうち廃棄物受け入れ基準（WAC）及び廃棄物埋設申請書（廃棄体）の審

査 
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また、「適切な代表的条件」、「適切な放射化計算」、「適切な代表値（又は範囲）」、「適

切な中性子条件」等の記載は、適切な、とは何を指すのかを整理し明確化することを要

望する。 

「この方法は，全てのタイプの放射化金属等の評価に適用できる。一般的に，特定の

放射化金属等が最大放射能濃度に近い場合に適用する。」は解説に当たる内容であるこ

とから、点推定法を適用する具体的な場合について規定を整理することを要望する。 

 

（３）要望事項 

○ 「5.2.1 理論計算法の種類」は、放射化金属等の最大放射能濃度の評価に適用する

ことを明確にするよう規定を整理することを要望する。 

○ 「適切な代表的条件」、「適切な放射化計算」、「適切な代表値（又は範囲）」、「適切

な中性子条件」等の記載は、適切な、とは何を指すのかを整理し明確化することを

要望する。 

○ 「この方法は，全てのタイプの放射化金属等の評価に適用できる。一般的に，特定

の放射化金属等が最大放射能濃度に近い場合に適用する。」は解説に当たる内容で

あることから、点推定法を適用する具体的な場合について規定を整理することを

要望する。 

 

４．２．４ 区間推定法 

 区間推定法の種類については「5.2.3.1 区間推定法の種類」に規定している。 

 

（１）規定の内容 

5.2.3 区間推定法 

5.2.3.1 区間推定法の種類 

中性子条件及び照射条件は、評価対象とする放射化金属等の炉内の物理的配置によっ

て定まる中性子フルエンス率に依存するため、放射化金属等全体の放射能濃度は、“特定

の放射化金属等の全体に対する中性子照射”を網羅する中性子条件によって、特定の放射

化金属等に関する放射化計算を繰り返すことで評価できる。この方法は、代表的又は平均

的な値及び分布を提供する。 

幾つかの種類の放射化金属等の放射能濃度は、燃料の燃焼度などと密接な関係をもつ。 

一旦、平衡状態に達すると、同じ放射化金属等の同じ部位の元素組成、中性子条件及び

照射条件は同じであることから、生成された各々の放射性核種は一定の濃度比率をもつ。 

原子炉中の固定された放射化金属等（例 原子炉圧力容器）は、起源元素の成分条件（以

下、元素成分条件という。）及び照射条件が同じで、原子炉での水平位置・垂直位置の設

置部位に依存する中性子フルエンス率だけが異なる。 

このため、次の 3 種類の理論計算法が区間推定法として、適用できる。 

― 換算係数法 

― 濃度比法 

― 濃度分布評価法 

注記 詳細は，附属書 D 参照。 
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（２）検討の結果 

① 「5.2.3.1 区間推定法の種類」には、換算係数法、濃度比法、濃度分布評価法の３種類

が記載されている。 

換算係数法は、放射化物の放射能濃度を、原子炉の運転で管理されている核種の生成

因子である燃料の燃焼度などの管理指標の値から評価する方法、濃度比法は、同種の放

射化物の中で同時に中性子照射され生成した核種間の濃度比が一定であることを利用

し、計算により求めた濃度比に、測定又は計算により求めた Key 核種（Co-60 等）の放

射能濃度を乗じて対象核種の放射能濃度を評価する方法、濃度分布評価法は、同一の照

射時間及び材料組成の放射化物中に生成する核種の放射能濃度を部位ごとに計算し、

対象とした放射化物全体の対象核種の放射能濃度を評価する方法としている。 

ここで、「表 D.1―各区間推定法の基本的な特徴及び適用対象放射化金属等」（添付資

料－１参照）には、三つの手法について、代表的な評価対象とする放射化金属等の種類

がそれぞれ記載されている。三つの手法は原理的には放射化金属等であれば評価対象

とする放射化金属等の種類によらず適用できるものと想定される。 

対象となる放射化金属等が異なることについて、日本原子力学会は、次のように説明

している38。 

「換算係数法」、「濃度比法」も、適用する個々の放射化計算は、入力用設定分布

（「入力用基礎データベース」基づき保守的に設定した分布）から、ランダムサン

プリングで選定した入力条件を用いて「点推定法」と同じ理論計算で求めるもので

す。 

このため、区間推定法は、この点推定法（ただし、入力条件はランダムに選定し

た条件）による計算を多数行った結果ですので、「換算係数法」、「濃度比法」とも

同じ計算結果（核種の放射能濃度）がベースとなります。 

この計算結果を用いて、評価対象核種と燃焼度との換算係数、又は評価対象核種

と Key 核種（例 Co-60、Cs-137）との濃度比で評価する方法が区間推定法で、それ

ぞれの評価方法の特徴（例 運転管理データを利用、非破壊測定結果を利用）を踏

まえて選択するものです。 

すなわち、下表に示すように、両者は同じ計算結果を使用して放射能濃度を評価

しているものです。 

 

理論的計算法の入力条件設定から廃棄体の放射能濃度の決定までの流れと保守性 

理論的方法 点推定法 
区間推定法 

換算係数法 濃度比法 

 
 
38 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-1 回答 8 
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入力条件の設定 代表位置（例 最大を

示す位置）の、中性

子、照射条件及び元

素（例最大値）で設定

する。 

入力用設定分布から「ランダムに選択した位

置での中性子、照射条件」に加え、入力用設

定分布から「ランダム抽出した元素条件」を

繰り返し設定する（必要数量に達するまで）。 

放射化金属等の各

位置における放射

能濃度の計算結果 

1 回の放射化計算の

結果である放射能濃

度が得られる。 

各入力条件での放射化計算の結果（上記の必

要数量の放射能濃度の結果）が得られる。 

なお、計算方法は、点推定法と同じ。 

放射能濃度の計算

結果を使用した評

価 

－ 上記の複数の放射能

濃度の計算結果を使

用して、放射能濃度

と管理指標（例 燃焼

度）との「換算係数」

を評価、設定する。 

上記の複数の放射能

濃度の計算結果を使

用して、評価核種と

Key 核種の「濃度比」

を評価、設定する。 

廃棄体の放射能濃

度の決定 

1 回の放射化計算の

結果を廃棄体の放射

能濃度として、その

まま適用する。 

廃棄体に収納した放

射化金属等の管理指

標（例 燃焼度）に上

記「換算係数」を乗じ

て、放射能濃度を決

定する。 

放射化金属等を収納

した廃棄体の Key 核

種を非破壊測定、又

は放射化計算結果の

集積結果に、上記「濃

度比」を乗じて、放射

能濃度を決定する。 

保守性 ・入力データごとの

最大値などの適用 

・入力データごとの

保守性の適用 

・換算係数の評価・決

定における保守性の

適用 

・燃焼度に関する保

守性 

・入力データごとの

保守性の適用 

・濃度比に評価・決

定における保守性の

適用 

・Key 核種濃度非破

壊測定結果 

さらに、いずれの手法でも、実際の運用段階における入力条件の設定において、

不確定性があるものは、十分な保守性をもって設定するため、保守的な結果によっ

て評価できる方法となっています。 

日本原子力学会の説明には濃度分布評価法についての記載がなく、同手法をチャン

ネルボックスに適用した場合の問題点等が確認できない。 

② 同一の放射化金属等を三つの手法で計算した場合の評価結果の同等性について、日本

原子力学会は、次のように説明している39。 

濃度比法、換算係数法及び濃度分布評価法の 3 つの区間推定法は、下表に示しま

すように、それぞれの特徴である下記の点を踏まえた最も適性を示す放射化金属

への適用が望ましいと考えます。 

・ 濃度比法： 同時に中性子照射され、生成した核種間の濃度比は一定性を示す

放射化物放射化物への適性を示す。 

 
 
39 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-1 回答 10 
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・ 換算係数法： 燃料の燃焼度などと密接な関係性を示す放射化物への適性を示

す。 

・ 濃度分布評価法：同一の照射時間、材料組成で、中性子分布だけが異なる放

射化物への適性を示す。 

なお、各手法の個々の放射化計算自体は、点推定法と同じ（ただし、恣意的な入

力条件でないように各条件をランダムサンプリングで設定）であり、個々の計算結

果は、同じ結果を使用します。 

区間推定法は、その多数の放射化計算の結果を使用して評価する方法（比で評価

する、管理指標との係数で評価する、濃度分布で評価する）が異なるだけです。 

したがって、各手法を選択する場合においては、「判断基準」と言うより、より

合理的に放射能濃度を評価する観点で選択するため、次表に示します評価方法ご

との特徴、適する対象及び適用条件を踏まえた評価対象の具体例が考えられます。

さらに、いずれの手法でも、入力条件の設定において、不確定性があるものは、十

分な保守性をもって設定するため、保守的な結果をもって評価できる方法となっ

ています。 

 

評価法 濃度比法(5.2.3.3) 換算係数法(5.2.3.2) 濃度分布評価法(5.2.3.4) 

基礎デ

ータ模

式図 

 

1) 
 

評価方

法の特

徴 

同種の放射化物の中で同

時に中性子照射され生成

した核種間の濃度比が一

定であることを利用し、

Key 核種（Co-60）の放射能

濃度に計算で得られた濃

度比を乗じて対象核種の

放射能濃度を評価する方

法 

核種の生成因子である燃

料の燃焼度などの管理指

標と密接な関係性をもつ

放射化物の放射能濃度を、

原子炉の運転で管理され

ている管理指標（燃焼度）

の値から対象核種の放射

能濃度を評価する方法 

同一の照射時間、材料組成

（中性子分布だけが異な

る）の放射化物中に生成す

る核種の放射能濃度を位

置ごとに計算し、対象とし

た放射化物全体の対象核

種の放射能濃度分布とし

て評価する方法 

適する

評価対

象 

材料、中性子条件、照射時

間の変動範囲を考慮した

評価方法であるため、これ

らの変動があり、多数の発

生が想定される放射化物、

多数の位置に配置される

放射化物又は大型の放射

化物に向く 

燃焼度、中性子照射量との

強い関係性を考慮した評

価方法であり、これを管理

指標として適用するため、

燃料との関係が強い放射

化物に向く 

放射能濃度分布が比較的

狭い範囲となる解体廃棄

物、特に、原子炉軸方向又

は径方向の中性子分布だ

けが異なる大型の固定さ

れた放射化物に向く 
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適用条
件 3) 

①評価対象とする切断等
が行われた機器／機材
を廃棄体に収納した状
態での放射能濃度の評
価に適用する。 

②廃棄体と対象放射化金 

属等との連関管理が出来

ていること。 

①燃料の燃焼度、原子炉内
での中性子照射量の管
理記録が示せる燃料及
び燃焼制御に使用して
いる機器／機材の放射
能濃度の評価に適用す
る。 

②燃料の燃焼度又は照射 

量と対象放射化金属等と

の連関記録が示せること。 

①解体する大型の機器、機
材全体の放射能濃度の
評価に適用する。 

②機器／機材が、部分的 

に交換されていないこと

及び炉内での移動が無い

こと。 

適する

評価対

象の具

体例 3) 

BWR：多数発生するチャン

ネルボックス、制御棒、多

数の位置に配置された解

体廃棄物（CRD ｶﾞｲﾄﾞﾁｭｰﾌﾞ

など）、大型の放射化物（シ

ュラウド、圧力容器 2）、上

部格子板、炉心支持板） 

PWR：多数発生するバーナ

ブルポイズン、制御棒、多

数の位置に配置された解

体廃棄物（制御棒クラスタ

案内管など）、大型の解体

廃棄物（圧力容器、炉心槽、

熱遮へい体、バッフル、下

部炉心支持板） 

BWR：燃焼度との関係が強

いチャンネルボックス、中

性子照射量との関係が強

い制御棒 

PWR：燃焼度との関係が強

いバーナブルポイズン、中

性子照射量との関係が強

い制御棒 

BWR：大型の固定されたシ

ュラウド、圧力容器、格子

板、支持板 

PWR：大型の固定された圧

力容器、炉心槽、熱遮へい

体、炉心バッフル、支持板 

注 1 換算係数法の模式図では、燃焼度ごとの個々の計算結果を評価した場合

で例示している。 

注 2 圧力容器などは、浅地中ピット処分の最大濃度を下回ると推定されるが、

中深度処分の可能性がある廃棄物である。 

注 3 適用条件及び具体例は、標準中に具体的には示していないが、標準はこ

れらを踏まえている。 

上記の説明は適用性の観点から同等性を説明したものである。同一の対象物に対し

てそれぞれの手法を適用した際の評価結果の同等性について、日本原子力学会は、次の

ように説明している40。 

「換算係数法」、「濃度比法」も、適用する個々の放射化計算は、入力用設定分布

（「入力用基礎データベース基づき保守的に設定した分布）から、ランダムサンプ

リングで選定した入力条件を用いて「点推定法」と同じ理論計算で求めるものです。 

このため、区間推定法は、この点推定法（ただし、入力条件はランダムに選定し

た条件）による計算を多数行った結果ですので、「換算係数法」、「濃度比法」とも

 
 
40 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-1 回答 8 
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同じ計算結果（核種の放射能濃度）がベースとなります。 

この計算結果を用いて、評価対象核種と燃焼度との換算係数、又は評価対象核種

と Key 核種（例 Co-60、Cs-137）との濃度比で評価する方法が区間推定法で、それ

ぞれの評価方法の特徴（例 運転管理データを利用、非破壊測定結果を利用）を踏

まえて選択するものです。 

すなわち、下表に示すように、両者は同じ計算結果を使用して放射能濃度を評価

しているものです。 

 

理論的計算法の入力条件設定から廃棄体の放射能濃度の決定までの流れと保守性 

理論的方法 点推定法 
区間推定法 

換算係数法 濃度比法 

入力条件の設定 代表位置（例 最大を

示す位置）の、中性子、

照射条件及び元素（例 

最大値）で設定する。 

入力用設定分布から「ランダムに選択した位置

での中性子、照射条件」に加え、入力用設定分布

から「ランダム抽出した元素条件」を繰り返し設

定する（必要数量に達するまで）。 

放射化金属等の

各位置における

放射能濃度の計

算結果 

1 回の放射化計算の結

果である放射能濃度

が得られる。 

各入力条件での放射化計算の結果（上記の必要

数量の放射能濃度の結果）が得られる。 

なお、計算方法は、点推定法と同じ。 

放射能濃度の計

算結果を使用し

た評価 

－ 上記の複数の放射能濃

度の計算結果を使用し

て、放射能濃度と管理

指標（例 燃焼度）と

の「換算係数」を評価、

設定する。 

上記の複数の放射能濃

度の計算結果を使用し

て、評価核種と Key 核

種の「濃度比」を評価、

設定する。 

廃棄体の放射能

濃度の決定 

1 回の放射化計算の結

果を廃棄体の放射能

濃度として、そのまま

適用する。 

廃棄体に収納した放射

化金属等の管理指標

（例 燃焼度）に上記

「換算係数」を乗じて、

放射能濃度を決定す

る。 

放射化金属等を収納し

た廃棄体の Key 核種を

非破壊測定、又は放射

化計算結果の集積結果

に、上記「濃度比」を乗

じて、放射能濃度を決

定する。 

保守性 ・入力データごとの最

大値などの適用 

・入力データごとの保

守性の適用 

・換算係数の評価・決

定における保守性の適

用 

・燃焼度に関する保守

性 

・入力データごとの保

守性の適用 

・濃度比に評価・決定

における保守性の適用 

・Key 核種濃度非破壊

測定結果 

さらに、いずれの手法でも、実際の運用段階における入力条件の設定において、

不確定性があるものは、十分な保守性をもって設定するため、保守的な結果によっ

て評価できる方法となっています。（参考資料 4-2-1 の回答 10(前出)も参照くださ

い。） 
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しかしながら、それぞれの方法の適用条件については、放射能濃度決定標準には規定

されていない。また、評価結果の同等性やそれぞれの評価結果の保守性についても示さ

れていない。 

「表 D.1―各区間推定法の基本的な特徴及び適用対象放射化金属等」には、「代表的

な廃棄物の種類」として、例えばチャンネルボックスについては「換算係数法」及び「濃

度比法」が適用可能とされている。「濃度比法」と「換算係数法」の放射化計算の結果

の同等性について、日本原子力学会は、次のように説明している41。 

標準の附属書 I及び附属書 J に示しています「濃度比法」と「換算係数法」は、

前述のように、入力条件の設定方法が異なりますので、同じ評価結果ではありませ

んが、前述しました方法で、他の核種での評価結果を比較しましたものを表 3(2)

に示します。 

表 3(2) チャンネルボックスの他の核種の放射能濃度の評価方法による差異 

 濃度比法による評価

結果 

換算係数法による評

価結果 

比（濃度比法／換算係数

法） 

C-14 1.4 E+11 Bq/t 5.4 E+10 Bq/t 2.60 

Tc-99 2.4 E+07 Bq/t 1.5 E+07 Bq/t 1.60 

注記：比較のための計算方法は、表 3(1)-2 と同じ 

また、放射能濃度の計算結果を使用した評価の方法は同じではないことから、同じ計

算結果（核種の放射能濃度）を用いて「換算係数法」及び「濃度比法」で評価した場合、

どの程度の差が出るのかについて、日本原子力学会は、次のように説明している42。 

区間推定法の評価には、表 3(1)の①及び②の 2 種類の方法がありますが、附属

書 J に示します「換算係数法」については、②の平均的条件で設定する方法の例を

示しています。 

このため、①の方法で評価した例を示している「濃度比法」との直接的な評価は

難しい。 

 

表 3(1)-1 附属書の例示に適用した区間推定法の入力条件の設定 

 設定方法 入力条件の設定 例示している方法 

① 条件範囲を

網羅する設

定 

評価対象廃棄物の入力条件（中性子条件の例：

炉内の中性子照射位置ごとの中性子条件の分

布）を踏まえ、この分布の範囲からランダム

にサンプリングを行い、計算条件を設定する。 

附属書 I の濃度比法 

② 平均的又は

保守的条件

での設定 

評価対象廃棄物の平均的又は保守的入力条件

（中性子条件の例：中性子照射位置ごとの中

性子条件の分布を踏まえ、この分布の範囲か

附属書 J の換算係数法 

 
 
41 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 3(2) 
42 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 3(1) 



 

34 
 

ら平均的な中性子フルエンス率・中性子スペ

クトル分布、又は放射能濃度を保守的に（大

きめに）評価できる代表値、放射化断面積）を

設定する。 

なお、「濃度比法」と「換算係数法」の放射能評価に適用した入力計算条件は上

記のように異なり、放射化計算の結果が異なることから、同等性の直接比較はでき

ませんが、単純にそれぞれの計算結果（評価係数：濃度比と換算係数）を踏まえ、

Nb-94 の放射能濃度に関して「濃度比法」と「換算係数法」による評価結果を比較

したものを下表に示します。 

 
表 3(1)-2 チャンネルボックスの Nb-94 放射能濃度の評価方法による差異 

濃度比法による評価結果 換算係数法による評価結果 
比 

（濃度比法／換算係数法） 

5.1 E+09 Bq/t 4.4 E+09 Bq/t 1.16 

注記：燃焼度（45 GWd/t）で換算係数法によって評価した Co-60 放射能濃度を基本

として、「濃度比法」は、この Co-60 放射能濃度に Nb-94/Co-60 濃度比を乗じて、

「換算係数法」は、燃焼度に Nb-94 の換算係数を乗じた評価結果で比較した。 

同じ評価対象物（チャンネルボックス）に対して、①点推定法、②濃度比法、③換算

係数法及び④濃度分布評価法を用いて、最大放射能濃度を算出した例について、日本原

子力学会は、次のように説明している43。 

説明

して

欲し

い内

容  

点推定法 

区間推定法 

濃度比法 
換算 

係数法 
濃度分布評価法 

（最

大の

放射

能濃

度の

評価

結果

の比

較） 

表 1 最大の放射能濃度

の評価条件と評価結果 

Nb-94 

の 最 大

の 放 射

能 濃 度

の 求 め

方 

計 算 し

た Nb-

94 の放

射 能 濃

度 の 結

果 1)の

最 大 値

を 使 用

し て 、

Nb-94 

の 最 大

の 放 射

能 濃 度

と し て

評価 

評 価 し 6.2 E+9 

表 2 最大の放射能濃度の

評価条件と評価結果 

Co-60 

の 最 大

の 放 射

能 濃 度

の 設 定

方法 

計算した結

果 1) の

Co-60 の放

射能濃度の

最 大 値 を

Co-60 の最

大の放射能

濃度と適用 

Nb-94 

の 最 大

の 放 射

能 濃 度

の 求 め

方 

 

①  Co-60 

放射能濃度

と一緒に計

算 さ れ た

Nb-94 放射

能濃度を使

用して、Nb-

94 ／ Co-60 

（現状、最

大 の 放 射

能 濃 度 の

評価は、評

価 で き て

お り ま せ

ん。 

今後、前述

し た 最 大

の 放 射 能

濃 度 を 算

出 す る 手

順 に 従 っ

て 計 算 し

た 結 果 を

示します） 

表 3 最大の放射能濃度

の評価条件と評価結果 

Nb-

94 

の最

大の

放射

能濃

度の

求め

方 

計算した Nb-

94 の放射能

濃度の結果

1)の最大値

を使用して、

Nb-94 の 最

大の放射能

濃度として

評価 

評価

した

Nb-

94 

最大

の放

射能

6.2 E+9 Bq/t 

 
 
43 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム資料 4-2（資料 4-1 の別紙１抜粋） 
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た Nb-

94 最大

の 放 射

能濃度 

Bq/t 

注1 附属書I の表I.21 

に示す放射化計算の結

果から決定 

濃度比（算

術平均）を

評価 

② 上欄の

Co-60 放射

能濃度（最

大値）に、

①で求めた

Nb-94／Co-

60 濃度比

を 乗 じ て

Nb-94 の最

大の放射能

濃度を評価 

評 価 し

た Nb-94 

最 大 の

放 射 能

濃度 

4.9 E+9 

Bq/t 

注 1 附属書 I の表 I.21 

に示す放射化計算の結果 

濃度 

注 1 附属書 I 

 

日本原子力学会によれば、換算係数法については最大放射能濃度の算出例がないと

のことであり、技術的妥当性が確認できなかった。このため、換算係数法は技術評価の

対象外とする。また、いずれの方法を選択したかについては、その妥当性が説明される

ことが必要である。 

「5.2.3.1 区間推定法の種類」の「中性子条件及び照射条件は，評価対象とする放射

化金属等の炉内の物理的配置によって定まる中性子フルエンス率に依存するため，放

射化金属等全体の放射能濃度は，“特定の放射化金属等の全体に対する中性子照射”を

網羅する中性子条件によって，特定の放射化金属等に関する放射化計算を繰り返すこ

とで評価できる。この方法は，代表的又は平均的な値及び分布を提供する。幾つかの種

類の放射化金属等の放射能濃度は，燃料の燃焼度などと密接な関係をもつ。一旦，平衡

状態に達すると，同じ放射化金属等の同じ部位の元素組成，中性子条件及び照射条件は

同じであることから，生成された各々の放射性核種は一定の濃度比率をもつ。原子炉中

の固定された放射化金属等（例 原子炉圧力容器）は，起源元素の成分条件（以下，元

素成分条件という。）及び照射条件が同じで，原子炉での水平位置・垂直位置の設置部

位に依存する中性子フルエンス率だけが異なる。」は解説に当たる内容であるため、解

説に移行する等規定を整理することを要望する。 

 

（３）要望事項 

○ 「5.2.3.1 区間推定法の種類」の「中性子条件及び照射条件は，(中略)原子炉での

水平位置・垂直位置の設置部位に依存する中性子フルエンス率だけが異なる。」は

解説に当たる内容であるため、解説に移行する等規定を整理することを要望する。 
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４．２．５ 換算係数法 

区間推定法のうちの換算係数法については「5.2.3.2 換算係数法」に規定している。 

 

（１）規定の内容 

5.2.3.2 換算係数法 

燃料と組まれる放射化金属等（チャンネルボックス、バーナブルポイズンなど）の中に

中性子照射によって生成する放射性核種の放射能濃度は、燃料の燃焼度と密接な関係が

ある。これは、評価対象とする放射化金属等が同じ設計、材料仕様で、かつ、同じ照射条

件及び中性子フルエンス率で照射されて原子炉に存在しているからである。 

管理指標（例 燃料の燃焼度など）と放射化金属等の内部の放射能濃度との関係を、管

理指標が取り得る範囲を網羅する放射化計算によって評価することで、管理指標に対す

る放射能濃度への換算係数を求め、管理指標に換算係数を乗じることによって放射化金

属等の内部の放射能濃度を評価する。 

注記 詳細は，附属書 D 参照。 

 

（２）検討の結果 

① 換算係数法は、燃焼度など放射能濃度と相関の高い管理指標を用いることで、対象物

の放射能濃度を管理指標と換算係数との積として求める方法であるが、「４．２．４ 区

間推定法」（２）②に述べたとおり、最大放射能濃度の算出例がないことから、本技術

評価においては対象外とする。 

 

４．２．６ 濃度比法 

区間推定法のうちの濃度比法については「5.2.3.3 濃度比法」に規定している。 

（１）規定の内容 

5.2.3.3 濃度比法 

放射化金属等の特定部位では、中性子照射によって同時に生成する放射性核種の濃度

の比は、特定部位における元素成分条件、中性子条件及び照射条件がほとんど同じことか

ら一定条件にある。 

同じ種類の複数の放射化金属等の複数の部位の元素成分条件、中性子条件及び照射条

件を網羅する放射化計算によって、評価対象とする放射化金属等全体の難測定核種の放

射能濃度と同時に生成する Key 核種 1)の放射能濃度との相関関係を評価し、難測定核種

と Key 核種との濃度比を算定しておき、濃度比に Key 核種の放射能濃度を乗じることに

よって、放射化金属等の内部に含まれる各評価対象核種の放射能濃度を評価する。 

なお、半減期が大きく異なる難測定核種と Key 核種との比率に、照射終了後の減衰時

間が影響を与える場合は、減衰時間を考慮する（考慮する必要がない場合を，例に示す）。 

注記 詳細は，附属書 D 参照。 

例 Key 核種[ Cs-137（半減期 30.1 y）]と難測定核種[ Sr-90（半減期 28.8 y）]との

ように，半減期の差異が小さく，かつ，減衰時間が 1 年未満などの場合は，難測定

核種と Key 核種との比率に与える影響が小さい。 

注 1) Key 核種の半減期が，評価する対象の時間に関して，評価対象核種の濃度比に際

立った影響を与えないように，十分に長い半減期の Key 核種を考慮するのがよい。 
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（２）検討の結果 

濃度比法は、対象とする放射化金属等の放射化に係る条件（元素成分、中性子フルエン

ス率及び照射履歴）の変動範囲を網羅する放射化計算を行い、その計算結果を用いて難測

定核種と Key 核種の濃度比を設定する方法である。 

① 難測定核種と Key 核種の比は、半減期の違いにより設定時から時間とともに変化して

いくと想定される。放射化計算で求める濃度比から廃棄体の放射能濃度に換算する際

に、上記の濃度比の変化をどのように考慮するかについて、日本原子力学会は、次のよ

うに説明している44。 

「濃度比」は、比較する核種間の半減期の差異によって、照射終了後の経過時間

と共に変化します。このため、「濃度比」は、この照射後の減衰の影響を受けない

よう放射化金属等の照射完了時点での放射化計算に統一することによって評価し

ます。 

なお、廃棄確認時の申請する各核種の放射能濃度は、まず Key 核種に関して半

減期を考慮して減衰補正した値（例えば、非破壊測定して得られる Key 核種濃度

を照射完了時点まで減衰補正した値に濃度比を乗じることによって評価対象核種

の放射能濃度を評価）で評価し、この評価対象核種の放射能濃度を申請時点まで、

再度減衰させた値で申請することになると想定されます。 

「「濃度比」は、この照射後の減衰の影響を受けないよう放射化金属等の照射完了時

点での放射化計算に統一することによって評価」するとあり、附属書の「表 D.8―プラ

ント寿命中における中性子の照射時間及び照射停止時間の基本的考え方」（別添１参照）

において、照射停止時間（原子炉供用期間中）の注記 a）には、「全ての中性子の照射が

終了した後の保管している経過時間は，基本的に照射条件として設定せず，評価結果に

減衰補正を加えて評価することが望ましい。」とされている。上記日本原子力学会の説

明と注記 a)の考え方は理解できるが、規定として明確にするよう要望する。 

さらに、「同じ種類の複数の放射化金属等の複数の部位の元素成分条件」との記載に

関し、放射能濃度決定標準の「6.1.2.2.2 起源元素の元素成分データの収集方法」でも

「同じ材料の種類」、「同じ材料種類」、「同種の材料種類」という用語が使用されている。

「同じ」、「同種の」の用語の使い分けについて、日本原子力学会は、次のように説明し

ている45。 

標準では次のように扱っています。なお、「同じ材料の種類」と「同じ材料種類」

は同じです。 

同じ材料種類： 品番までが同じ材料種類（例 SUS304） 

 
 
44 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-1 回答 9(3) 
45 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 6 
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同種の材料種類： 品種までが同じ材料種類（例 SUS） 

「同種の材料種類」の「品種までが同じ材料種類」は、品番ごとに化学成分の種類と

量が異なっており、添加元素の違いもあるので同じ化学成分量と見なすことは妥当で

はない。例えば、日本産業規格 JIS G 3459「配管用ステンレス鋼鋼管」の SUS304TP と

SUS316TP は「同種の材料種類」になるが、Ni は SUS304TP が 8.00～11.00%であるのに

対し、SUS316TP は 10.00～14.00%、Cr は SUS304TP が 18.00～20.00%であるのに対し、

SUS316TP は 16.00～18.00% 、Mo は SUS304TP が規定されていないのに対し、SUS316TP

は 2.00～3.00%であり、必要に応じて、この表に記載していない合金を添加してもよい

とされている。また、これらの元素が最大量含まれた場合、SUS304TP が 31%であるのに

対し、SUS316TP は 35％となり、起源元素である Feの成分量も異なることになる。日本

原子力学会の説明から、「同じ種類の複数の放射化金属等の複数の部位の元素成分条件」

は「同種の材料種類」に該当する場合、妥当ではないことから、「同じ材料種類」は「材

料の種類の記号（JIS 規格等による。単に「記号」という場合もある。）が同じもの。」

であることが分かるよう、規定を明確にすることを要望する。 

加えて、「評価対象とする放射化金属等全体の難測定核種の放射能濃度と同時に生成

する Key 核種 1)の放射能濃度との相関関係を評価し，難測定核種と Key 核種との濃度比

を算定しておき、濃度比に Key 核種の放射能濃度を乗じる」に関し、「附属書 D（参考） 

区間推定法のための放射化計算の入力データ設定の推奨方法」の「D.1.3 濃度比法」に

おいては「評価対象とする放射化金属等全体の難測定核種の放射能濃度と同時に生成

する Key 核種の放射能濃度との相関関係を評価し，中性子の照射履歴の詳細が明確で

ない場合でも、Key 核種濃度を測定すれば適用できる方法」としている。 

濃度比法の適用方法を明確にする意味から「難測定核種と Key 核種との濃度比を算

定しておき、濃度比に Key 核種の放射能濃度を乗じる」ことが分かるよう、規定を整理

することを要望する。 

 

（３）要望事項 

○ 「「濃度比」は、この照射後の減衰の影響を受けないよう放射化金属等の照射完了

時点での放射化計算に統一することによって評価」するとあること、附属書の「表 

D.8―プラント寿命中における中性子の照射時間及び照射停止時間の基本的考え

方」の注記 a）に、「全ての中性子の照射が終了した後の保管している経過時間は，

基本的に照射条件として設定せず，評価結果に減衰補正を加えて評価することが

望ましい。」とあることを踏まえ、濃度比の変化をどのように考慮するかについて

規定として明確にするよう要望する。 

○ 「同じ材料種類」は「材料の種類の記号（JIS 規格等による。単に「記号」という

場合もある。）が同じもの。」であることが分かるよう、規定を明確にすることを要

望する。 
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○ 濃度比法の適用方法を明確にする意味から「難測定核種と Key 核種との濃度比を

算定しておき、濃度比に Key 核種の放射能濃度を乗じる」ことが分かるよう、規定

を整理することを要望する。 

 

４．２．７ 濃度分布評価法 

区間推定法のうちの濃度分布評価法については「5.2.3.4 濃度分布評価法」に規定し

ている。 

 

（１）規定の内容 

5.2.3.4 濃度分布評価法 

原子炉内の固定された放射化金属等は、元素成分条件及び照射条件（時間）が同じで、

原子炉内での設置部位による中性子フルエンス率だけが異なる。 

放射化金属等の各照射部位の中性子フルエンス率を網羅する放射化計算によって、放

射化金属等全体における放射性核種の放射能濃度の分布を評価し、この分布に基づき、放

射化金属等の内部に含まれる平均放射能濃度などを評価する。 

注記 詳細は，附属書 D 参照。 

 

（２）検討の結果 

濃度分布評価法は、放射能濃度分布が比較的狭い範囲となる解体廃棄物、特に、原子炉

軸方向又は径方向の中性子分布だけが異なる放射化物に対して、同一種類の複数の放射

化金属等を一つのグループとして、計算条件（例えば、中性子フルエンス率）の変動範囲

がある一定の範囲内となる場合に、放射化金属等グループを代表する放射能濃度を適用

する方法としている。 

①「5.2.3.4 濃度分布評価法」に、「原子炉内の固定された放射化金属等は、元素成分条

件及び照射条件（時間）が同じで、原子炉内での設置部位の中性子フルエンス率だけが

異なる」とあるが、対象部位によっては中性子スペクトルの変動のケースも考えられ、

その変動性を踏まえた放射化断面積の条件に影響する可能性が考えられる。中性子フ

ルエンス率だけとしている理由について日本原子力学会は次のように説明している46。 

中性子スペクトルの変動は、標準「6.1.2.3 中性子条件」の「b) 放射化断面積」

及び「附属書 D(参考)区間推定法のための放射化計算の入力データ設定の推奨方法」

の「D.5.1 中性子条件の設定における基本事項」に示しますように放射化断面積に

中性子スペクトルの特性を考慮して反映します。 

したがって、「標準 6.1.2.1 放射化計算の入力条件」に示します放射化計算の入

力条件としては、「元素条件」及び「照射条件」及び「中性子条件（中性子フルエ

ンス率・中性子スペクトル）」ですが、標準 5.2.3.4 では、放射化計算の入力条件

 
 
46 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 3-1 回答 3 
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の内、「元素条件」及び「照射条件」は一定で、かつ、中性子スペクトルは放射化

断面積のパラメータに反映されますので、「中性子フルエンス率だけ」との表現と

しています。 

例えば、BWR のチャンネルボックス及び PWR の制御棒では、放射化断面積への反

映方法が使用する放射化計算コードによって、次のように異なります。 

ORIGEN-S: 中性子スペクトルを表すインデックスによって、計算コートの内部

にて放射化断面積を計算 （附属書 F の図 F.1 参照：BWR のチャンネ

ルボックスの例） 

ORIGEN2： 中性子スペクトルを考慮した放射化断面積を作成 （附属書 Fの図 F.4

参照：PWR 制御棒の例） 

このように、いずれの計算コードでも中性子スペクトルは、最終的に放射化断面

積として考慮します。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 F.1－BWR チャンネルボックスの放射化計算フロー図 

対象燃料集合体

のボイド率 

モンテカルロコード（MCNP）による燃料集合体内の 
中性子フルエンス率計算（サイクルごとの代表点） 

放射化計算コード（ORIGEN-S）による 
放射化計算 

未照射材の 
元素分析データ 

運転データ（燃料配置，炉心出

力，炉心流量，制御棒位置など） 

燃料棒の 
組成 

チャンネルボックス位置での 
中性子フルエンス率，中性子スペクトル 

（サイクルごと） 

放射能濃度評価 

対象燃料集合体の 
燃料棒の出力 

中性子の照射 
履歴データ 

炉心管理用の計算コードによる炉心計算 
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図 F.4－PWR 制御棒の放射化計算フロー図 

日本原子力学会は、ORIGEN-S コードでは中性子スペクトルを表すインデックスにより

コード内部にて放射化断面積を作成していること、また、ORIGEN2 コードではユーザーが

中性子スペクトルに基づいてあらかじめ１群放射化断面積をライブラリから選択あるい

は作成するものであるから「中性子フルエンス率だけ」としている。濃度分布評価法にお

いては、中性子スペクトルの特性が反映された放射化断面積が使用されることから、「中

性子フルエンス率だけ」とされていることは妥当と判断する。 

「5.2.3.4 濃度分布評価法」は、濃度分布評価法の適用条件を規定していないことか

ら、適用条件を明確にすることを要望する。 

 

（３）要望事項 

○ 「5.2.3.4 濃度分布評価法」は、濃度分布評価法の適用条件を規定していないこ

とから、適用条件を明確にすることを要望する。 

 

中性子フルエンス率・

中性子スペクトル 
（事前評価） 

 
照射条件 

放射化計算 

中性子 
フルエンス率 

元素成分 
条件 

放射能濃度 
評価 

 

 

：放射化計算個別に設定 

：PWR 制御棒代表値として事前設定 

放射化断面積 

評価対象廃棄物（PWR 制御

棒）の中性子の照射履歴 
（炉心管理データ） 
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４．３ 放射化計算の基本手順 

放射化計算の手順は「6.1.1 放射化計算の基本手順」に規定している。 

 

（１） 規定の内容 

6.1.1 放射化計算の基本手順 

放射化金属等の内部に含まれる評価対象核種の放射能濃度の決定のために実施する理

論計算法に適用する放射化計算の基本手順は，次の過程に従う。 

a) 対象・目的などの設定 計算の目的の明確化。評価対象とする放射化金属等及び核種，

正確性・精度の要求，幾何形状並びに必要な計算の全体スコープの設定。 

例 放射化に影響を与える，放射化金属等の構成材料，評価対象とする放射化金属等

の量，類似性，形状，サンプリングの可能性などを整理する。 

b) 計算方法の選択 （例 点推定法又は区間推定法の選択） 

c) 入力パラメータの選択・決定 入力パラメータ及び境界条件は，選択した計算方法に

依存する。 

d) 計算の実施 選定した方法及び入力パラメータを使用した放射化計算の実施。 

e) 計算結果の処理 選択した方法に依存する相関，換算係数などを決定するための放射

化計算した結果の処理。 

注記 詳細は，附属書 A 参照。 

 

（２）検討の結果 

① 「6.1.1 放射化計算の基本手順」は、基本手順を規定する必要性及び本文において放

射化計算の基本手順の過程を順に a)～e)に列挙し、詳細は附属書 A 参照としている。

本文と「附属書 A（参考）理論計算法の適用方法及び手順」のいずれが優先されるかに

ついて、日本原子力学会は、次のように説明している47。 

規定である標準本文が優先されます。附属書 A（参考）は、規定ではなく、標準

本文の理解又は利用を助けるための参考となる詳細情報をまとめたものです。 

なお、現在、附属書（参考）となっている附属書は、将来的な実績などを踏まえ

て、附属書（規定）とすることを想定しています。 

② 「a) 対象・目的などの設定」は「計算の目的の明確化。評価対象とする放射化金属等

及び核種，正確性・精度の要求，幾何形状並びに必要な計算の全体スコープの設定。」

と規定し、放射化金属等の構成材料，評価対象の量，類似性，形状，サンプリングの可

能性などの整理を例示している。しかし、「正確性・精度の要求」とは何を対象として

いるか、評価位置は関係しないのか等、明確ではない。一方、「附属書 D(参考)区間推

定法のための放射化計算の入力データ設定の推奨方法」の「D.2 放射化計算の入力条件

の基本設定フロー」においては、次の手順を規定している。 

a) 評価対象とする放射化金属等の選択及び特性の調査 

b) 評価対象とする放射化金属等の内部における評価位置の選択（評価位置） 

 
 
47 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 3 
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c) 元素成分の濃度の設定 

d) 原子炉運転サイクルにおける設置位置の選択 

e) 中性子の照射時間の選択 

f) 中性子フルエンス率の設定 

g) 放射化断面積の設定 

h) 放射化計算用の入力データの設定 

また、「D.3 評価対象放射化金属等の評価位置の選択」においては、「D.3.1 評価対象

放射化金属等の形状及び設置方向による照射位置の設定」及び「D.3.2 評価対象放射化

金属等の原子炉内での設置位置の移動を踏まえた照射位置の設定」において、放射化金

属等の評価位置の選択を規定している。「附属書 D(参考)区間推定法のための放射化計

算の入力データ設定の推奨方法」の「D.2 放射化計算の入力条件の基本設定フロー」、

「D.3.1 評価対象放射化金属等の形状及び設置方向による照射位置の設定」及び「D.3.2

評価対象放射化金属等の原子炉内での設置位置の移動を踏まえた照射位置の設定」の

規定を踏まえて、放射化計算の入力条件の設定に係る規定を明確にすることを要望す

る。 

③ 「c) 入力パラメータの選択・決定」は「入力パラメータ及び境界条件は，選択した計

算方法に依存する。」と規定されているが、入力パラメータが何を指すのかが規定され

ていない。「D.2 放射化計算の入力条件の基本設定フロー」には、入力条件がより具体

的に記載されていることから、これを参考に規定を明確にすることを要望する。 

④ 「d) 計算の実施」は「選定した方法及び入力パラメータを使用した放射化計算の実

施。」と規定されている。上記③に対する要望を踏まえ、規定を明確にすることを要望

する。 

 

（３）要望事項 

○ 「a) 対象・目的などの設定」は「附属書 D(参考)区間推定法のための放射化計算

の入力データ設定の推奨方法」のの記載を踏まえて、規定を明確にすることを要望

する。 

○ 「c) 入力パラメータの選択・決定」は「D.2 放射化計算の入力条件の基本設定フ

ロー」には、入力条件がより具体的に記載されていることから、これを参考に規定

を明確にすることを要望する。 

○ 「d) 計算の実施」は「選定した方法及び入力パラメータを使用した放射化計算の

実施。」と規定されている。（２）③に対する要望を踏まえ、規定を明確にすること

を要望する。 

 

４．４ 放射化計算の条件設定方法 

 放射化計算の条件設定方法については「6.1.2 放射化計算の条件の設定」に規定してい
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る。 

 

（１）規定の内容 

6.1.2 放射化計算の条件の設定 

6.1.2.1 放射化計算の入力条件 

入力パラメータ及び条件を設定する一般的な手順は，点推定法による計算方法及び区

間推定法による計算方法として文書化する。また，放射化計算には，次に示した基本的な

入力パラメータ及び条件が必要となる。 

― 元素成分条件 

― 中性子条件 

― 照射条件（例 中性子照射時間，照射停止時間） 

注記 詳細は，附属書 C 及び附属書 D 参照 

 

（２）検討の結果 

① 放射化計算の入力条件は、「入力パラメータ及び条件を設定する一般的な手順は，点推

定法による計算方法及び区間推定法による計算方法として文書化する。また，放射化計

算には，次に示した基本的な入力パラメータ及び条件が必要となる。」と規定されてい

る。「４．３ 放射化計算の基本手順」（２）③に対する要望を踏まえ、規定を明確にす

ることを要望する。 

 

（３）要望事項 

○ 「４．３ 放射化計算の基本手順」（２）③に対する要望を踏まえ、規定を明確に

することを要望する。 

 

４．４．１ 元素成分条件の設定方法  

元素成分条件の設定方法については「6.1.2.2 元素成分条件」に規定している。 

 

（１）規定の内容 

6.1.2.2 元素成分条件 

評価の条件，評価対象とする放射化金属等の構成材料を考慮して，起源元素を選定し，

元素成分データを収集する。種々のソースから収集した起源元素の元素成分データを放

射化計算に用いることができる。 

注記 詳細は，附属書 F 及び附属書 G 参照。 

6.1.2.2.1 起源元素の選定方法 

起源元素は，評価対象とする放射化金属等の種類（材料）ごとに，次の考え方を踏まえ，

選定する。 

― 起源元素は，不純物，又は微量元素として存在していると考えられる元素とともに，

評価する材料の化学組成から選定する。 

― 評価対象核種（評価対象核種と相関関係をもつ Key 核種を含む）を生成する元素は，

起源元素として抽出しなければならない。 

なお，起源元素は，次のステップ（全て又はいずれか）によって，対象からスクリーニ
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ングすることができる。 

― 原子炉内で放射化によって生成する放射性同位体は，起源元素から除外できる。た

だし，天然に広く存在する放射性同位体は除外しない。 

例 Pu などのように材料の放射化によって生成する放射性同位体。 

― 評価対象核種を生成しない元素は，起源元素から除外できる。 

― 材料の精錬時などに揮散する可能性が高いと判断できる元素は，起源元素から除外

できる。ただし，対象物の範囲及び評価によっては，完全に除去されず，放射化計

算に考慮した方がよい元素もある。 

― 評価対象核種の総生成放射能に対する寄与が小さい元素は，起源元素から除外でき

る。 

6.1.2.2.2 起源元素の元素成分データの収集方法 

評価対象とする放射化金属等の種類，材料を考慮した上で，次のいずれかの方法で起源

元素の元素成分データを収集する。 

― 放射化金属等の試料（品質管理用保存試料など）又は同じ材料の種類の試料の化学分

析を行う方法。 

― 放射化金属等と同じ材料種類の試料，又は同種の材料種類の試料の化学分析結果の

文献データ，材料証明書を収集する方法。 

― 放射化金属等と同じ材料種類に関する材料規格の元素成分データを収集する方法。 

6.1.2.2.3 起源元素の成分条件の設定方法 

起源元素の元素成分条件は，次のいずれかの方法で設定する。 

― 代表値を設定する方法 収集した起源元素の元素成分データによって，濃度の代表値

を設定する。 

― 濃度分布から設定する方法 収集した起源元素の元素成分データの濃度分布を踏ま

え，複数の代表的濃度（例 平均濃度，信頼上限値など）を設定する。 

― 濃度範囲を設定する方法 収集した起源元素の元素成分データの濃度範囲を踏まえ，

最大濃度，最小濃度を設定する。 

注記 検出が困難な元素に関する濃度分布の評価方法は，附属書 H を参照。 

 

（２）検討の結果 

起源元素の選定及び元素成分条件の設定は、その後の放射化計算を経て、中深度処分対

象廃棄物の放射能濃度に直接的に影響する因子である。そのため、中深度処分対象廃棄物

の放射能濃度の決定のためには、放射能濃度の評価を行う核種を確実に把握する必要が

ある。 

① 「6.1.2.2 元素成分条件」には、「評価の条件，評価対象とする放射化金属等の構成材

料を考慮して，起源元素を選定し，元素成分データを収集する。」と規定されているが

「構成材料を考慮して」では、当該材料以外のものでも許容されるような記載であるこ

とから、「評価の条件，評価対象とする放射化金属等の構成材料に基づき，起源元素を

選定し，構成材料の元素成分データを収集する。」ことが分かるよう規定を明確にする

ことを要望する。また、「種々のソースから収集した起源元素の元素成分データを放射

化計算に用いることができる。」と規定されているが、「種々のソース」は適用可能範囲

が広すぎて当該構成材料の元素成分の特徴を希薄にする可能性があることから、規定

を整理することを要望する。他方、当該材料の元素成分においては意図しない循環性元

素の存在や溶着金属の存在に着目する必要があることから、「原材料・銑鉄工程にスク
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ラップ（購入スクラップ、リターンスクラップ）材が含まれている場合は，意図しない

循環性元素（トランプエレメント）の存在を考慮する。溶接部にあっては必要に応じて

溶着金属の化学組成を考慮する。」ことが分かるよう、規定を明確にすることを要望す

る。 

② 「6.1.2.2.1 起源元素の選定方法」において、「起源元素は，評価対象とする放射化金

属等の種類（材料）ごとに，次の考え方を踏まえ，選定する。」と規定されている。

「6.1.2.2.2 起源元素の元素成分データの収集方法」では、「同じ材料の種類」と「同

種の材料種類」は異なるとされており、「放射化金属等の種類（材料）」が両者のどちら

に区分されるのか不明確であることから、規定を明確にすることを要望する。 

起源元素選定の考え方において、「起源元素は，不純物，又は微量元素として存在し

ていると考えられる元素とともに，評価する材料の化学組成から選定する。」と規定さ

れている。材料の特性改善のための添加元素及び溶接性の改善のために特別要求仕様

として添加された合金元素等、JIS 等の材料規格に規定する試験成績書（ミルシート）

に記載されない添加元素の確認方法について、日本原子力学会は、次のように説明して

いる48。 

起源元素の選定は、ミルシートに基づいて行うものではなく、申請核種を生成す

る起源元素を全 103 元素から選定して評価しますので、申請核種を生成する起源

元素を落とすことはありません。 

なお、ミルシートの利用は、起源元素が決まった後に、対象元素の分析値がミル

シートに記載されている場合に、この分析データを利用するものです。 

また、記載されていない元素は、化学分析又は文献によるデータを適用します。 

JIS 等の材料規格に規定する試験成績書（ミルシート）に記載されない添加元素につ

いては、品質管理用保存試料の化学分析結果を利用する方法や材料メーカ又はプラン

トメーカが保存している分析記録を利用する方法がある。特別要求仕様を考慮する必

要があることが分かるよう、規定を明確にすることを要望する。 

「6.1.2.2.1 起源元素の選定方法」には、「なお、起源元素は，次のステップ（全て

又はいずれか）によって，対象からスクリーニングすることができる。」とされ、四つ

のステップが規定されている。四つのステップのいずれを省略しても、起源元素として

の選定対象が増えるだけで非保守的にはならない。「対象からスクリーニングすること

ができる」は、スクリーニングアウトであることを明確にすることを要望する。 

ステップの三つ目には「材料の精錬時などに揮散する可能性が高いと判断できる元

素は，起源元素から除外できる。ただし，対象物の範囲及び評価によっては，完全に除

去されず，放射化計算に考慮した方がよい元素もある。」と規定されている。「除外でき

 
 
48 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 3 
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る」か「考慮した方がよい」かのいずれを選ぶのか曖昧な規定である。材料の精錬時な

どに揮散によって除去されることが説明できる元素及び揮散後にも一部が残留すると

想定されるが、評価対象核種の総生成放射能に対する寄与が小さいことが説明できる

元素は除外できる。しかし、後工程で添加される元素，混入する可能性が高い物質の元

素は考慮する必要があることから、規定を明確にすることを要望する。 

ステップの四つ目に「評価対象核種の総生成放射能に対する寄与が小さい元素は，起

源元素から除外できる。」と規定されている。中性子スペクトルは、高速中性子が支配

的な場合（スペクトルが硬い）と熱中性子が支配的な場合（スペクトルが軟らかい）で、

生成核種の放射化断面積の中性子エネルギー依存性を考慮する必要がある。評価対象

核種の総生成放射能に対する寄与は一律に求まるものではないことから、「寄与が小さ

い元素」は「寄与が小さいことが説明できる元素」であることが分かるよう、規定を明

確にすることを要望する。 

③「6.1.2.2.2 起源元素の元素成分データの収集方法」には、「評価対象とする放射化金

属等の種類，材料を考慮した上で，次のいずれかの方法で起源元素の元素成分データを

収集する。」とされ、次の三つの方法が規定されている。 

― 放射化金属等の試料（品質管理用保存試料など）又は同じ材料の種類の試料の

化学分析を行う方法。 

― 放射化金属等と同じ材料種類の試料，又は同種の材料種類の試料の化学分析結

果の文献データ，材料証明書を収集する方法。 

― 放射化金属等と同じ材料種類に関する材料規格の元素成分データを収集する方

法。 

三つの方法を適用した例である、「附属書 I（参考） 濃度比を用いる場合の計算例」

の「表 I.3－各元素の元素分析データ収集結果（ZrTN804D）」（別添１参照）（BWR のチャ

ンネルボックス本体材料であるジルカロイ 4（ZrTN804D）に適用した例）には、材料の

規格に主成分及び不純物成分（「表 G.10―ZrTN804D の化学成分の製造管理目標値（主

成分）」、「表 G.11―ZrTN804D の化学成分の製造管理目標値（不純物成分）」（別添１参

照）として規定されている Cr、Sn が記載されていない。また、Cr については Fe+Cr と

しての制限もある。同様に、「表 I.4－各元素の元素分析データ収集結果（SUS304）」（PWR

の制御棒被覆管材料である 18-8 ステンレス鋼（SUS304）に適用した例）には、材料の

規格に主成分及び不純物成分（「表 G.12―SUS304 の化学成分の製造管理目標値」別添

１参照、ただし、残量としての Feは未記載）として規定されている Cr、C、Si、Mn、P

が記載されていない。いずれも起源元素のみを対象としてデータ収集していることが

原因で、非起源元素を含む総量が 100%であることを考慮した記載は見当たらない。 

また、上記三つの方法の文中に「同じ材料の種類」、「同じ材料種類」、「同種の材料種

類」という用語が使用されているが、これらの用語の使い分けについて、日本原子力学
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会は、次のように説明している49。 

標準では次のように扱っています。なお、「同じ材料の種類」と「同じ材料種類」

は同じです。 

同じ材料種類： 品番までが同じ材料種類（例 SUS304） 

同種の材料種類： 品種までが同じ材料種類（例 SUS） 

評価対象材料には化学成分規定元素と規定されていない添加元素及び微量元素が含

まれている。起源元素の成分量を適切に推定するには、非起源元素の成分量も把握して

材料の規格規定値を逸脱しないようにする必要があるが、上記説明を踏まえると、評価

対象材料の化学成分規定に外れた材料も「同種の材料種類」としてデータ収集できると

している。「同種の材料種類」の場合は、品番ごとに化学成分の種類と量が異なってお

り、添加元素の違いもあるので同じ化学成分量と見なすことは妥当ではない。また、文

献データについては相当古いものも存在すると考えられるが、最新の分析技術に基づ

く検出感度を考慮すると適切な値ではない可能性がある。したがって、評価対象とする

放射化金属等の種類、材料を考慮した上で、元素成分データの収集方法は、 「放射化

金属等の試料（品質管理用保存試料など）又は採取した試料の化学分析を行う方法（過

去に分析した試料であって微量元素が検出限界未満のものについては,分析技術の進歩

を踏まえて再分析した値に置き換えることができる。）」又は「放射化金属等の当該材料

又は同一化学成分仕様の材料の化学分析記録（材料証明書を含む。）を収集する方法。」

であることが分かるよう、規定を明確にすることを要望する。 

「6.1.2.2.2 起源元素の元素成分データの収集方法」は「6.1.2.2.2 元素成分データ

の収集方法」に適正化することを要望する。 

④ 「6.1.2.2.3 起源元素の成分条件の設定方法」において、「起源元素の元素成分条件は，

次のいずれかの方法で設定する。」と規定し、「代表値を設定する方法」、「濃度分布から

設定する方法」、「濃度範囲を設定する方法」の方法を規定している。 

― 代表値を設定する方法 収集した起源元素の元素成分データによって，濃度の代

表値を設定する。 

― 濃度分布から設定する方法 収集した起源元素の元素成分データの濃度分布を踏

まえ，複数の代表的濃度（例 平均濃度，信頼上限値など）を設定する。 

― 濃度範囲を設定する方法 収集した起源元素の元素成分データの濃度範囲を踏ま

え，最大濃度，最小濃度を設定する。 

いずれかの方法を選択可能とするには同等性が必要であるが、同等性について、日本

原子力学会は以下のように説明している50。 

評価対象とする放射化金属の放射能（最大放射能濃度又は総放射能量）によって、

 
 
49 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 6 
50 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム資料 4-1「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 1 
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適用する元素成分条件の設定方法、及びそれぞれの保守性などの設定条件が異な

るため、同等性が得られるものではありません。 

なお、概ね、下記の大小関係にあると考えられます。 

「濃度範囲を設定する方法」（最大値）≧「代表値を設定する方法」（最大値） 

≧「濃度分布から設定する方法」（信頼上限）≧「濃度分布から設定する方法」（平

均）≒「代表値を設定する方法」（平均）≧「濃度範囲を設定する方法」（最小値） 

その元素成分条件の設定方法を適用の評価方法による区分は、表 1-1 に示す適

用を想定しています。 

 

表 1-1 元素成分条件の設定方法 

評価対象及

び方法 

点推定法 区間推定法 

最大放射能濃度 平均放射能濃度 最大放射能濃度 平均放射能濃度 

適用する元

素の成分条

件の設定方

法 

代表値を設定す

る方法（最大値） 

・濃度分布から設

定する方法（平

均） 

・代表値を設定す

る方法（平均） 

・濃度範囲を設定

する方法（最大

値） 

・代表値を設定す

る方法（最大

値） 

・濃度分布から設

定する方法（信

頼上限） 

・濃度分布から設

定する方法（平

均） 

・代表値を設定す

る方法（平均） 

適用区分 ・収集した元素分

析結果の最大

値が利用でき

る場合 

・ JIS などの規

格値の上限値

を適用する場

合 

 

①収集した元素

分析結果が利

用できる場合

（平均） 

② JIS などの規

格値の平均値

を適用する場

合 

 

①JIS などの規格

値の上限値を

適用する場合 

②収集した元素

分析結果の最

大値が利用で

きる場合 

③ランダムサン

プリング用の

入力用設定分

布から設定す

る場合（評価結

果の信頼上限） 

①ランダムサン

プリング用の

入力用設定分

布から設定す

る場合（評価結

果の平均） 

② 収 集 し

た 元 素

分 析 結

果 が 利

用 で き

る場合 

換算係数法で評価対象物の条件を網羅する評価（ランダムサンプリングによっ

て）した場合の換算係数及び放射能濃度の決定方法を附属書 J に示しました代表

値（平均など）による評価と比較する形で表 1-2 に示しました。 

なお、標準附属書 J には換算係数法における「J.1.2 放射化計算の条件の設定」

の例として、「a)元素成分条件」を「各元素の代表値を 1点設定する」としていま

すが、これは平均放射能濃度を評価する例を示しているため代表値で設定してい

ますが、標準では代表値、ランダムサンプリングどちらでも設定可能としており、

最大放射能濃度の評価では入力条件をランダムサンプリングとすることを考えて
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います。 

 

表 1-2 ランダムサンプリング及び代表値による換算係数及び放射能濃度の決定方法 

 評価対象物の条件を網羅する評価 代表値（平均など）による評価 

元素成分

条件 

濃度分布から設定する方法でランダ

ムサンプリングによって濃度を設定

（必要数を繰り返し設定） 

濃度分布から設定する方法によって

代表値（平均値）を設定 

中性子条

件 

事前に燃焼度ごとに、個々に評価した

炉内の中性子フルエンス率（中性子ス

ペクトル含む）の分布から、ランダム

サンプリングによって選択し、その位

置の中性子フルエンス率で設定（必要

数を繰り返し設定） 

事前に燃焼度ごとに、軸方向は 24分

割ごとに計算した平均値、径方向は燃

焼度の違いを補正した炉内平均中性

子フルエンス率で設定 

燃焼度 管理指標とする燃焼度（例 0～

55GWd/t の管理範囲から、数点の代表

燃焼度：例（10、20、30、40、45、50、

55 GWd/t））を設定する。 

同左 

換算係数 上記の入力条件での各燃焼度に対す

る放射能濃度の分布を評価し、分布よ

り換算係数（放射能濃度／燃焼度）を

平均又は信頼上限値として算出する。 

上記の入力条件での各燃焼度に対す

る放射能濃度を評価し、換算係数（放

射能濃度／燃焼度）を算出する。 

放射能濃

度 

管理記録から評価対象物の燃焼度を

設定し、換算係数を乗じて、放射能濃

度（平均値、最大値）を決定する。 

管理記録から評価対象物の燃焼度を

設定し、換算係数を乗じて、放射能濃

度（平均値）を決定する。 

ここで示します「信頼上限」の評価に適用する有意水準に関しては、表 1-3 の考

え方を基本としています。 

 

表 1-3 信頼上限の適用区分 

有意水準 95 % 99 % 

適用理由 平均値と平均値の信頼下限値の差

（すなわち不確定性の大きさ）の推

移評価を行う「相対比較」に関して

は、一般的な有意水準としての適用

が多い 95 %を適用する。 

評価する分布の標準偏差の「値」とし

て適用する場合に関しては、より信

頼を高くするために、99 %を適用す

る。 

元素成分条件を「代表値を設定する方法」、「濃度分布から設定する方法」及び「濃度

範囲を設定する方法」のいずれかの方法で設定と規定されているが、日本原子力学会は、

同等ではなく使い分けるものとしている。また、換算係数法に関する「附属書 J（参考） 

換算係数を用いる場合の計算例」の「J.1.2 放射化計算の条件の設定」において、「a)

元素成分条件」を「各元素の代表値を 1点設定する」と規定されていることについて、

「これは平均放射能濃度を評価する例を示しているため代表値で設定していますが、

標準では代表値、ランダムサンプリングどちらでも設定可能としており、最大放射能濃

度の評価では入力条件をランダムサンプリングとすることを考えている」としている。

「J.1.2 放射化計算の条件の設定」は換算係数法の「J.1 基本的な考え方」の下位規定
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であり、換算係数法全体に適用される。また、「附属書 J（参考） 換算係数を用いる場

合の計算例」には「平均放射能濃度」の記載はない。「附属書 J（参考） 換算係数を用

いる場合の計算例」は最大放射能濃度及び総放射能濃度に対応する記載であることが

分かるよう整理が必要である。 

「附属書（参考） 換算係数を用いる場合の計算例」に示された例によれば、BWR の

チャンネルボックス本体材料であるジルカロイ 4（ZrTN804D）の主成分は「表 G.10ー

ZrTN804D の化学成分の製造管理目標値（主成分）」に示すように、Sn+Fe＋Cr が 1.48～

2.07%あるので、残部の Zr は最大でも 98.52%を超えることはない。しかし、「表 I.17 ｰ

ZrTN804D の元素成分条件の放射化計算用データの設定結果」（添付資料－２参照）に示

す値は、ランダムサンプリングの 40 点中№1,4,8,9,10,13,17,23,24,28,36 を除く 29

点が Zr の許容最大値を超えている。同様に、PWR の制御棒被覆管材料である 18-8 ステ

ンレス鋼（SUS304）の主成分は「表 G.12ーSUS304 の化学成分の製造管理目標値（主成

分）」（別添１参照）に示すように、Niが 8.0～10.5%、Cr が 18.0～20.0%あるので、残

部の Fe は最大でも 74.0%を超えることはない。しかし、「表 I.19 ｰ SUS304 の元素成分

条件の放射化計算用データの設定結果」（添付資料－３参照）に示す値は、ランダムサ

ンプリングの 40 点中№6,8,16,26,30,33,37,38,40 の 9 点が Fe の許容最大値を超えて

いる。また、「表 G.12」に記載する不純物成分（C+Si+Mn+P+S）と主成分（Ni+Cr）の最

大値の合計は 33.655%であり、それに微量元素の存在を考慮すると、残部の Fe は最小

でも約 66.2%を下回ることはないが、「表 I.19」においては No.17 の 1点が Fe=60.0%と

下回っている。ランダムサンプリングで設定する場合は規格制限値を外れないように

起源元素以外の元素も含めて総和が 100%となるように設定する必要がある。 

起源元素の成分量を適切に設定するには、上記③でも述べたように、非起源元素を含

む元素成分条件（元素個々の成分範囲、特定の元素の組合せによる成分範囲及び主成分

元素が総量 100%の残量として規定される場合の成分範囲）を満足するように決定する

必要がある。起源元素の元素成分条件の設定においては、材料の主元素については残量

とし、起源元素及び非起源元素の総和を 100%とすること、低炭素ステンレス鋼におけ

る C 量＋N量のように、元素ごとの成分範囲に加えて特定の元素の組合せで成分範囲が

規定されているものは、その条件を満足するように設定することが分かるよう、規定を

明確にすることを要望する。 

また、「代表値を設定する方法」、「濃度分布から設定する方法」、「濃度範囲を設定する

方法」の規定については、上記及び最大放射能濃度を求める観点を考慮し、いずれの方

法を選択したかについては、その妥当性が説明されるよう、「点推定法における設定方

法」は「収集した起源元素及び非起源元素の元素成分データによって，濃度の保守的な

値を設定する。」、「区間推定法において濃度分布から設定する方法」は「収集した起源

元素及び非起源元素の元素成分データを踏まえ，濃度分布の型及びその平均値・標準偏

差等から複数の代表的濃度（例 平均又は中央値濃度，信頼上限値など）を設定する。」、
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「区間推定法において濃度範囲を設定する方法」は「収集した起源元素及び非起源元素

の元素成分データの濃度範囲を踏まえ，最大濃度，平均又は中央値濃度，最小濃度を設

定する。」ことが分かるよう、規定を明確にすることを要望する。 

「6.1.2.2.3 起源元素の成分条件の設定方法」は「6.1.2.2.3 起源元素及び非起源元

素の成分条件の設定方法」に適正化することを要望する。 

 

（３）要望事項 

○ 「6.1.2.2 元素成分条件」における「構成材料を考慮して」は、当該材料以外のも

のでも許容されるような記載であることから、評価の条件，評価対象とする放射化

金属等の構成材料に基づき，起源元素を選定し，構成材料の元素成分データを収集

することが分かるよう規定を明確にすることを要望する。 

○ 「種々のソース」は適用可能範囲が広すぎて当該構成材料の元素成分の特徴を希

薄にする可能性があることから、規定を整理することを要望する。 

○ 当該材料の元素成分においては意図しない循環性元素の存在や溶着金属の存在に

着目する必要があることから、原材料・銑鉄工程にスクラップ（購入スクラップ、

リターンスクラップ）材が含まれている場合は，意図しない循環性元素（トランプ

エレメント）の存在を考慮すること、溶接部にあっては必要に応じて溶着金属の化

学組成を考慮することが分かるよう、規定を明確にすることを要望する。 

○ 「6.1.2.2.2 起源元素の元素成分データの収集方法」における「同じ材料の種類」

と「同種の材料種類」は異なるとされており、「放射化金属等の種類（材料）」が両

者のどちらに区分されるのか不明確であることから、規定を明確にすることを要

望する。 

○ JIS 等の材料規格に規定する試験成績書（ミルシート）に記載されない添加元素に

ついては、品質管理用保存試料の化学分析結果を利用する方法や材料メーカ又は

プラントメーカが保存している分析記録を利用する方法があり、特別要求仕様を

考慮する必要があることが分かるよう、規定を明確にすることを要望する。 

○ 「6.1.2.2.1 起源元素の選定方法」における「なお、起源元素は，次のステップ（全

て又はいずれか）によって，対象からスクリーニングすることができる。」のスク

リーニングは、スクリーニングアウトであることを明確にすることを要望する。 

○ 材料の精錬時などに揮散によって除去されることが説明できる元素及び揮散後に

も一部が残留すると想定されるが、評価対象核種の総生成放射能に対する寄与が

小さいことが説明できる元素は除外できる。しかし、後工程で添加される元素、混

入する可能性が高い物質の元素は考慮する必要があることから、規定を明確にす

ることを要望する。 

○ 中性子スペクトルは、高速中性子が支配的な場合（スペクトルが硬い）と熱中性子

が支配的な場合（スペクトルが軟らかい）で、生成核種の放射化断面積の中性子エ



 

53 
 

ネルギー依存性を考慮する必要がある。評価対象核種の総生成放射能に対する寄

与は一律に求まるものではないことから、「寄与が小さい元素」は「寄与が小さい

ことが説明できる元素」であることが分かるよう、規定を明確にすることを要望す

る。 

○ 元素成分データの収集方法は、「放射化金属等の試料（品質管理用保存試料など）

又は採取した試料の化学分析を行う方法（過去に分析した試料であって微量元素

が検出限界未満のものについては,分析技術の進歩を踏まえて再分析した値に置き

換えることができる。）」又は「放射化金属等の当該材料又は同一化学成分仕様の材

料の化学分析記録（材料証明書を含む。）を収集する方法。」であることが分かるよ

う、規定を明確にすることを要望する。 

○ 「6.1.2.2.2 起源元素の元素成分データの収集方法」は「6.1.2.2.2 元素成分デー

タの収集方法」に適正化することを要望する。 

○ 起源元素の元素成分条件の設定においては、材料の主元素については残量とし、起

源元素及び非起源元素の総和を 100%とすること、低炭素ステンレス鋼における C

量＋N量のように、元素ごとの成分範囲に加えて特定の元素の組合せで成分範囲が

規定されているものは、その条件を満足するように設定することが分かるよう、規

定を明確にすることを要望する。 

○ 「点推定法における設定方法」は最大放射能濃度を求める観点を考慮し、規定を明

確にすることを要望する。 

○ 「6.1.2.2.3 起源元素の成分条件の設定方法」は「6.1.2.2.3 起源元素及び非起源

元素の成分条件の設定方法」に適正化することを要望する。 

 

４．４．２ 中性子条件の設定方法 

 中性子条件の設定方法については「6.1.2.3 中性子条件」に規定している。 

 

（１）規定の内容 

6.1.2.3 中性子条件 

評価対象とする放射化金属等に対する次の中性子フルエンス率・中性子スペクトル，及

び放射化断面積を設定する。 

注記 詳細は，附属書 F 及び附属書 G 参照。 

a) 中性子フルエンス率・中性子スペクトル 中性子フルエンス率・中性子スペクトルは，

原子炉及び燃料の配置を考慮した中性子輸送計算コードなどによって適切に評価して

設定する。中性子輸送計算コードは，詳細モデルの要求レベル及び精度の要求レベルと

合わせて適用することが適切である。 

例 中性子輸送計算のモンテカルロ法などは，原子炉の中性子の詳細条件及び評価対

象範囲に設置されている構造物などの条件への適合が要求される場合にも，構造

物などの条件に合わせることが可能である。 

b) 放射化断面積 a)の条件を考慮して，次のいずれかの方法で設定する。 

― 使用する放射化計算コードに内蔵又は附属されている放射化断面積ライブラリか
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ら選択する。このとき，最新の計算コード及び放射化断面積ライブラリを確認する。 

― 中性子フルエンス率の評価結果から，放射化範囲の中性子スペクトルの特性を考慮

して放射化断面積を設定する。 

 

（２）検討の結果 

① 「6.1.2.3 中性子条件」において、「評価対象とする放射化金属等に対する次の中性子

フルエンス率・中性子スペクトル，及び放射化断面積を設定する。」と規定し、注記で

「詳細は，附属書 F 及び附属書 G 参照」としている。「附属書 D（参考） 区間推定法の

ための放射化計算の入力データ設定の推奨方法」の「表 D.7―中性子フルエンス率の設

定における基本的な考慮事項」（別添１参照）には、「燃料条件」や「炉内位置」のほか

に「その他」として「ボイド率（BWR）」、「ホウ素濃度（PWR）」、「温度分布」及び「ディ

プレッション効果」が記載されている。BWR のボイド率については、ほかに「附属書 F

（参考）放射化計算を行う場合の計算例」、「附属書 G（参考）放射化計算の入力条件の

設定例」、「附属書 I（参考）濃度比を用いる場合の計算例」及び「附属書 J（参考）換

算係数を用いる場合の計算例」においても記載があり、考慮すべき重要な因子であるこ

とは明確である。これらを踏まえ、規定を明確にすることを要望する。 

② 「a)中性子フルエンス率・中性子スペクトル」には、「中性子フルエンス率・中性子ス

ペクトルは（中略）中性子輸送計算コードなどによって適切に評価し設定する。」とさ

れている。「中性子輸送計算コードなど」の具体的内容について、日本原子力学会は、

次のように説明している51。 

「中性子輸送計算コードなど」については、中性子輸送計算コードの他に、炉心

核的性能計算（単位燃料集合体核特性計算コード、3 次元核熱水力解析）、放射化

計算コードを含みます。放射化計算コードについては、ORIGEN2 コードにて燃焼計

算を実施する際に付随的に中性子フルエンス率が計算されることから、含めてお

ります。 

計算コードについては、下記③で述べるように断面積ライブラリの更新等により、従

前の計算コードが使えなくなることもあり、信頼性が確認された最新のものを適用す

ることが望ましい。 

また、「中性子輸送計算コードは，詳細モデルの要求レベル及び精度の要求レベルと

合わせて適用することが適切である。」と規定し、「例 中性子輸送計算のモンテカルロ

法などは，原子炉の中性子の詳細条件及び評価対象範囲に設置されている構造物など

の条件への適合が要求される場合にも，構造物などの条件に合わせることが可能であ

る。」としている。要求レベルを満足するものを使用することが前提であることを踏ま

え、規定を明確にすることを要望する。 
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③ 「b)放射化断面積」には、使用する放射化計算コードの放射化断面積ライブラリ又は

中性子フルエンス率の評価結果のいずれかの方法で設定すると規定されている。 

a)の条件を考慮して，次のいずれかの方法で設定する。 

― 使用する放射化計算コードに内蔵又は附属されている放射化断面積ライブラリ

から選択する。このとき，最新の計算コード及び放射化断面積ライブラリを確認

する。 

― 中性子フルエンス率の評価結果から，放射化範囲の中性子スペクトルの特性を

考慮して放射化断面積を設定する。 

その同等性について、日本原子力学会は、次のように説明している52。 

ORIGEN2 コードシリーズについては、コードに付属する放射化断面積ライブラリ

の使用又は中性子フルエンス率の評価結果である中性子スペクトルに基づき放射

化断面積を作成して使用することとなります。 

ORIGEN コードシリーズについては、中性子フルエンス率の評価結果より、3群の

中性子フルエンス率の比（スペクトルインデックス）に基づく放射化断面積がコー

ド内で作成されることとなります。 

以上のいずれの方法においても、評価対象位置の中性子スペクトルを考慮した

放射化断面積を使用して放射化計算を実施するという観点においては同等と考え

ます。 

計算コードから求めた放射化断面積(ORIGEN2 コードに付属する放射化断面積)

と、中性子フルエンス率の評価結果から放射化断面積を設定した値を比較した例

がないため、両者の計算式が同等であることを示します。 

ORIGEN2 コードにおける中性子スペクトルの評価結果から放射化断面積を作成

する処理は、以下のとおり行います。(6)式は、ORIGEN2 コード付属の放射化断面

積ライブラリである ORLIBJ40[1]での 1群断面積の作成の式（[1]文献の 2-5 式）と

同じであるため、計算式は同等です。 

＜中性子スペクトルの評価結果から放射化断面積（1 群断面積）の作成処理＞ 

放射化反応率 Iは連続的な分布を持つ中性子フルエンス率Φ（E）と放射化断面

積σ（E）に対して、エネルギーで積分することで(1)式により求めることが出来る。 

= ( ) ∙ ( ) (1) 
しかし、本検討における中性子フルエンス率は、輸送計算コードを利用して得ら

れる中性子フルエンス率は、多群のエネルギー群構造のものとなる。 

そのため、放射化反応率 I は、(2)式で与えられることとなり、輸送計算コード

のエネルギー群構造に応じた放射化断面積σgを(3)式により求める必要がある。 
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= ∙ (2) 

= ( ) (3) 
また、ORIGEN2 コードで用いる 1 群縮約された放射化反応率 I は、(4)式により

求められる。 

= ∙ 〈 〉 (4) 
ここで、Φは全中性子フルエンス率であり、〈 〉は 1 群縮約された放射化断面積

である。 

全中性子フルエンス率Φは、(5)式のとおり定義される。 

= ( ) ≈ (5) 
よって、1群縮約された放射化断面積〈 〉は、(1)、(2)、（4）、(5)式を用いて、(6)

式により求めることが出来る。 

〈 〉 = ∫ ( ) ∙ ( )
∫ ( ) ≈ ∑ ∙

∑ (6) 
一方、ORIGEN2 コード付属の放射化断面積ライブラリである ORLIBJ40[1]での 1 群

断面積の作成の式（[1]文献の 2-5 式）は以下のとおりであり、(6)式と同じです。

（ は放射化断面積、ψは中性子フルエンス率を表します。） 

 

 
なお、(6)式、(2-5)式共に左辺の積分に対して右辺では∑となっているが、近年

の輸送計算では 100～200 群程度で取り扱っており、結果への影響は小さいものと

考えられる。 

[1]奥村啓介他「JENDL-4.0 に基づく ORIGEN2 用断面積ライブラリセット」JAEA-

Data/Code2012-032 

また、「最新の計算コード及び放射化断面積ライブラリを確認する」と規定されてい

る。最新の計算コード及び放射化断面積ライブラリの妥当性の確認方法について、日本

原子力学会は、次のように説明している53。 

 
 
53 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討
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利用する計算コード及び核データ（放射化断面積ライブラリ）が最新であること

の確認は、以下のウェブサイトを参照して確認します。最新版が発行された際には、

初期不具合等の報告が収束するのを確認してから使用します。 

計算コード：高度情報科学技術研究機構（RIST） 

放射化断面積ライブラリ（核データ）： 

日本原子力研究開発機構 核データ研究グループ 

米国ブルックヘブン国立研究所 国際核データセンター 

放射化断面積ライブラリの変更された場合の妥当性評価については、発行元の

文献にて妥当性評価を参照して確認します。 

例えば、JENDL 4.0 の放射化断面積が発行された際の文献[1] を参照し、PWR 使

用済み燃料の照射後解析の結果（下の図 3.4-7 及び図 3.4-8）から、計算値（C）

と実験値（E）について、JENDL-4.0 による計算結果は、ほぼ 10 %以内で実験値を

再現しており、JENDL-3.3 に比べて JENDL-4.0 の予測精度が改善されていると評

価されています。 

[1]奥村啓介他「JENDL-4.0 に基づく ORIGEN2 用断面積ライブラリセット」JAEA-

Data/Code2012-032 
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放射化断面積ライブラリは使用する放射化計算コードに内蔵又は附属されているも

のから選択し、最新の計算コード及び放射化断面積ライブラリを確認するとしている

が、同ライブラリは更新されるため信頼性が確認された評価済の核データライブラリ

から作成されたものを使用する必要がある。また、ライブラリによっては放射化断面積

の値が異なることも想定されるので、その場合は適切なものを選定する必要があるこ

とから、「放射化断面積ライブラリは信頼性が確認された評価済核データライブラリか

ら作成されたものを使用する。なお、使用する放射化断面積の値がライブラリによって

異なる場合は適切なものを選定する。」ことが分かるよう、規定を明確にすることを要

望する。また、「―中性子フルエンス率の評価結果から，放射化範囲の中性子スペクト

ルの特性を考慮して放射化断面積を設定する。」と規定されているが、中性子スペクト

ルのことも述べているので、中性子フルエンス率・中性子スペクトルの評価結果から、

放射化断面積を設定することが分かるよう、規定を明確にすることを要望する。 

 

（３）要望事項 

○ BWR のボイド率については、「附属書 F（参考）放射化計算を行う場合の計算例」、

「附属書 G（参考）放射化計算の入力条件の設定例」、「附属書 I（参考）濃度比を

用いる場合の計算例」及び「附属書 J（参考）換算係数を用いる場合の計算例」

を踏まえ、規定を明確にすることを要望する。 

○ 「中性子輸送計算コードは，詳細モデルの要求レベル及び精度の要求レベルと合

わせて適用することが適切である。」については要求レベルが何かが分かるよう、

規定を明確にすることを要望する。 
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○ ライブラリによっては放射化断面積の値が異なることも想定されるので、その場

合は適切なものを選定する必要があることから、規定を明確にすることを要望す

る。 

○ 「中性子フルエンス率の評価結果から，放射化範囲の中性子スペクトルの特性を

考慮して放射化断面積を設定する。」と規定されているが、中性子スペクトルのこ

とも述べているので、中性子フルエンス率・中性子スペクトルの評価結果から、

放射化断面積を設定することが分かるよう、規定を明確にすることを要望する。 

 

４．４．３ 照射条件の設定方法 

 照射条件の設定方法については「6.1.2.4 照射条件」に規定している。 

 

（１）規定の内容 

6.1.2.4 照射条件 

評価対象とする放射化金属等に関する照射条件に用いる照射時間及び照射停止時間

（例 原子炉運転時間及び照射終了後の減衰時間）は，次のいずれかの方法で設定する。

また，全体の計算対象時間には，運転サイクル（例 中性子照射及び照射停止時間並びに

回数）も考慮する。 

注記 詳細は，附属書 F 及び附属書 G 参照。 

a) 個別に照射履歴を設定する方法 放射化金属等ごとに，中性子の照射履歴に基づき，

適切又は保守的に代表する照射条件を設定する。 

b) 代表照射履歴を設定する方法 中性子の照射履歴に基づき，放射化金属等のグループ

を適切又は保守的に代表する照射条件を設定する。 

なお，換算係数法，濃度比法及び濃度分布評価法によって決定する場合は，複数の放射

化金属等を適切に代表する照射条件の範囲又は分布を設定してもよい。 

 

（２）検討の結果 

① 本文の規定内容は照射条件としての照射時間及び照射停止時間の設定に関するもので

あり妥当と判断する。 

② 「a)個別に照射履歴を設定する方法」には、「放射化金属等ごとに(中略)適切又は保守

的に代表する照射条件を設定する」とされている。「適切」に代表する照射条件ついて、

日本原子力学会は、次のように説明している54。 

照射条件設定の基本的な考え方は「附属書 D(参考)区間推定法のための放射化計

算の入力データ設定の推奨方法」の「D.6.1 中性子の照射条件設定の基本的考え方」

の「表 D.8―プラント寿命中における中性子の照射時間及び照射停止時間の基本的

考え方」（別添１参照）に示しております。また、照射条件設定における考慮事項

は「D.6.2 中性子の照射条件設定における考慮事項」の「表 D.9―照射条件の設定

 
 
54 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討
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において考慮が必要な基本事項」に示しており、「D.6.2.2 中性子の照射時間」、

「D.6.2.3 照射終了後の時間（全ての照射が終了した後の）」、「D.6.2.4 照射停止時

間（供用期間中における）」ごとに、「適切」の考え方を説明しています。 

例えば、「D.6.2.3」においては、60Co のような比較的短半減期核種の放射能濃度

を評価する場合、照射終了後から廃棄体検査日までの減衰補正を行うことが、「適

切」の一例として挙げられます。 

なお、本標準で使用しております「適切」の個々の意味を整理したしたものを別

紙に示します。 

上記の別紙については検討チーム会合で提示されていない55が、日本原子力学会は

「a)個別に照射履歴を設定する方法」における「適切な」は最大放射能濃度を評価する

場合には適用せず「保守的に代表する照射条件」を適用、総放射能量を評価する場合に

は「平均値が設定可能な場合は、平均値によって設定した照射条件」を適用としている。

本技術評価書は最大放射能濃度を求めることに限定しており、点推定法と区間推定法

で適切と保守的の意味合いが異なることから、「個別に照射履歴を設定する方法」は、

点推定法の場合は、放射化金属等ごとに、中性子の照射履歴に基づき、保守的（放射化

量が大きくなるよう）に代表する照射条件を設定すること、区間推定法の場合は、中性

子の照射履歴に基づき、適切に代表する照射条件を設定することが分かるよう、規定を

明確にすることを要望する。 

③ 「b)代表照射履歴を設定する方法」には、「放射化金属等のグループを適切又は保守的

に代表する照射条件を設定する」とされている。「適切」に代表する照射条件について、

日本原子力学会は、以下のように説明している56。 

「a)個別に照射履歴を設定する方法」と「適切」の意図するところは同じですが、

放射化金属等のグループに対して代表的に適用する場合を示します。 

「適切」については上記②と同様に「適切な」は最大放射能濃度を評価する場合には

適用しないこと、「グループを（中略）代表する」については「グループ」の指す意味、

「代表する」は保守的（放射化量が大きくなるよう）に代表することが明確になるよう、

規定を明確にすることを要望する。 

また、「なお、換算係数法、濃度比法及び濃度分布評価法によって決定する場合は、

複数の放射化金属等を適切に代表する照射条件の範囲又は分布を設定してもよい。」が

適用される範囲は「6.1.2.4 照射条件」全体か、「b）代表照射履歴を設定する方法」の

みであるかについて57、及び「適切に」設定する必要性について、日本原子力学会は、

 
 
55 被規制者等との面談記録（原子力の規制）令和 4 年 3 月 22 日、放射能濃度決定標準の技術評価に係る

日本原子力学会との面談、資料６（1/37 頁）に記載 
56 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 8(2) 
57 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 8(3) 
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次のように説明している58。 

換算係数法、濃度比法及び濃度分布評価法のいずれの評価手法において、代表的

に照射条件を設定できることから、b)に適用されるものです。 

「適切に」設定する必要性については、換算係数法、濃度比法及び濃度分布評価

法のいずれも評価対象をグルーピングして評価する手法であり、それぞれの評価

手法に応じた照射条件の設定をする必要があることを、ここでは「適切に」と表現

しています。 

例えば、換算係数法においては照射量に比例する管理指標、濃度比法においては

Key 核種に対する照射停止時間、濃度分布評価法においては照射条件の変動範囲が

挙げられます。 

「複数の放射化金属等を適切に代表する照射条件の範囲又は分布」は、照射条件の範

囲又は分布を適切に代表するのか、複数の放射化金属等を適切に代表するのか不明確

であることから、規定を明確にすることを要望する。 

 

（３）要望事項 

○ 点推定法と区間推定法で適切と保守的の意味合いが異なることから、点推定法と

区間推定法それぞれについて「個別に照射履歴を設定する方法」はどのような方

法であるか、規定を明確にすることを要望する。 

○ 「グループを（中略）代表する」については「グループ」の指す意味、「代表す

る」は保守的（放射化量が大きくなるよう）に代表することが明確になるよう、

規定を明確にすることを要望する。 

○ 「複数の放射化金属等を適切に代表する照射条件の範囲又は分布」は、照射条件

の範囲又は分布を適切に代表するのか、複数の放射化金属等を適切に代表するの

か不明確であることから、規定を明確にすることを要望する。 

 

４．５ 放射化計算方法 

 放射化計算方法については「6.1.3.1 放射化計算方法」及び「6.1.3.2 計算用入力条件の

設定」に規定している。 

 

（１）規定の内容 

6.1.3 放射化計算 

6.1.3.1 放射化計算方法 

放射化計算を行うに当たっては，適切な放射化計算方法を選定し，計算範囲の中性子条

件の特徴を考慮し，使用する。 

 
 
58 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討
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注記 詳細は，附属書 A 参照。 

6.1.3.2 計算用入力条件の設定 

6.1.2 を踏まえ，適用する理論計算法（点推定法又は区間推定法）ごとに必要となる，

次の放射化計算の入力パラメータ及び条件を，評価対象とする放射化金属等ごとに設定

する。 

― 元素成分条件 

― 中性子条件 

― 照射条件 

なお，区間推定法を適用する場合は，各入力パラメータ及び条件について，6.1.2 で評

価した入力条件の分布又は範囲から，ランダムに抽出して放射化計算の入力データとし

て設定するか，又は，適切な代表的条件を放射化計算の入力条件として設定する。 

注記 詳細は，附属書 I，附属書 J 及び附属書 K 参照。 

 

（２）検討の結果 

① 「6.1.3.1 放射化計算方法」には、「放射化計算を行うに当たっては,適切な放射化計

算方法を選定し，計算範囲の中性子条件の特徴を考慮し，使用する」とされている。何

に対して「適切な」のかについて、日本原子力学会は、次のように説明している59。 

適切な放射化計算方法の選定に関しては、別紙「Ⅱ．附属書に関する気付き事項」

の「１．附属書 A （参考） 理論計算法の適用方法及び手順」の「④「A.3 放射化

計算コードの例」の計算コードについて」にその考え方をご提示しておりますので、

これを参照ください。 

上記は５種類の ORIGEN コードの特徴と使い分けについて記載してものであり、何が

適切かは示していない。規定は、「放射化計算を行うに当たっては,適切な放射化計算方

法を選定し，計算範囲の中性子条件の特徴を考慮し，使用する。」とあるが、日本原子

力学会の説明によれば、「計算範囲の中性子条件の特徴を考慮」して適切な放射化計算

方法を選定するとのことであり、放射化計算方法の選定に考慮すべきことであること

から、「放射化計算を行うに当たっては, 計算範囲の中性子条件の特徴を考慮し，適切

な放射化計算方法を選定し，使用する。」ことが分かるよう、規定を明確にすることを

要望する。 

② 「6.1.3.2 計算用入力条件の設定」は、次のように規定している。 

6.1.2 を踏まえ，適用する理論計算法（点推定法又は区間推定法）ごとに必要となる，次

の放射化計算の入力パラメータ及び条件を，評価対象とする放射化金属等ごとに設定す

る。 

― 元素成分条件 

― 中性子条件 

― 照射条件 

入力パラメータの「パラメータ」については規定されていないこと、「パラメータ」

とは元素成分、中性子、照射履歴を指すことから、以下のように、規定を明確にするこ
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とを要望する。 

6.1.2 を踏まえ，適用する理論計算法（点推定法又は区間推定法）ごとに必要となる，次

の放射化計算の入力条件を，評価対象とする放射化金属等ごとに設定する。 

a) 元素成分 

b) 中性子 

c) 照射履歴 

また、区間推定法を適用する場合は，各入力パラメータ及び条件についてランダムに

抽出するか、又は、適切な代表的条件を設定すると規定されている。何に対して「適切」

なのかについて、日本原子力学会は、次のように説明している60。 

ランダム抽出以外の「適切な」代表的条件としましては、標準 6.1.2.2.3 及び

6.1.2.4 に記載しておりますように、次のようになります。（４．２．３（２）①参

照） 

適切なパラメータ：評価対象とする放射化金属等の代表とできる位置 1)における

パラメータ、又は平均的な条件とできる各パラメータの平均値の適用 

 注 1) 例 チャンネルボックスの中央位置 

最大放射能濃度を求める場合と総放射能量を求める場合とでは、適切な代表的条件

は異なる。「４．４．３照射条件の設定方法」（２）②で紹介した別紙では、日本原子力

学会は「適切な代表的条件を放射化計算の入力条件として設定」を次のように説明して

いる。 

区間推定法： 

― 元素成分条件：元素濃度分布の「平均＋３σ濃度」、「99%信頼上限濃度」、「最

大値」 

― 中性子条件：最大値 

― 照射条件：最大値 

元素成分条件の範囲については、特定の濃度分布に基づく場合には平均値や標準偏

差が利用できるが、濃度範囲に基づく場合にはその最大値と最小値から複数の値を設

定する必要がある。 

区間推定法を適用する場合は、起源元素の成分条件の範囲について、特定の濃度分布

に基づく場合は、その平均値や標準偏差から、濃度範囲に基づく場合は、その最大値と

最小値から複数の値を設定し、他の各入力条件について、最大放射能濃度を求める観点

に立って、6.1.2 で評価した入力条件の分布又は範囲から、ランダムに抽出して放射化

計算の入力データとして設定するか、又は、適切な条件を放射化計算の入力条件として

設定することが分かるよう、規定を明確にすることを要望する。さらに、適切な条件、

とは何か規定を明確にすることを要望する。 

なお、「6 放射能濃度決定方法の手順」で参照する附属書について、「附属書 F（参考）

放射化計算を行う場合の計算例」の評価対象物と、「附属書 I（参考）濃度比を用いる

場合の計算例」、「附属書 J（参考）換算係数を用いる場合の計算例」及び「附属書 K（参
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考）濃度分布評価法によって決定する場合の計算例」の評価対象物は同じであるが、「附

属書 F（参考）放射化計算を行う場合の計算例」で用いている理論計算法61は、点推定

法又は区間推定法のいずれを用いたかについて、明確には記載されていない。これにつ

いて、日本原子力学会は、次のように説明している62。 

PWR 制御棒について、「附属書 F（参考）放射化計算を行う場合の計算例」の「F.2  

PWR 制御棒」 に示している評価は、「図 F.5－分析試料の採取概念図（PWR 制御棒）」

に示します制御棒の特定位置から採取した試料の放射化分析結果と比較するため

に行っております。したがって、点推定法を用いています。 

また、GCR 黒鉛減速材について、附属書 Fの「F.3  GCR 黒鉛減速材」に示してい

る評価は、「図 F.10－黒鉛減速材及び分析試料採取概念図」に示します原子炉内の

特定位置から採取した試料の放射化学分析結果と比較するために行っております。

したがって、点推定法を用いています。 

附属書の記載内容を精査すれば点推定法を用いていると推定することは可能である

が、利用者の便宜のために用語の統一を含めて適正化することを要望する。 

 

（３）要望事項 

○ 「放射化計算を行うに当たっては,適切な放射化計算方法を選定し，計算範囲の中

性子条件の特徴を考慮し，使用する。」は「計算範囲の中性子条件の特徴を考慮」

して適切な放射化計算方法を選定するとのことであり、放射化計算方法の選定に

考慮すべきことであることから、これを踏まえ規定を明確にすることを要望する。 

○ 入力パラメータの「パラメータ」については規定されていないこと、「パラメータ」

とは元素成分、中性子、照射履歴を指すことから、規定を明確にすることを要望す

る。 

○ 区間推定法を適用する場合は、起源元素の成分条件の範囲について、特定の濃度分

布に基づく場合は、その平均値や標準偏差から、濃度範囲に基づく場合は、その最

大値と最小値から複数の値を設定し、他の各入力条件について、最大放射能濃度を

求める観点に立って設定することが分かるよう、規定を明確にすることを要望す

る。 

○ 適切な条件、とは何か規定を明確にすることを要望する。 

○ 「附属書 F（参考）放射化計算を行う場合の計算例」で用いている理論計算法は

点推定法であることが分かるよう、用語の統一を含めて適正化することを要望す

る。 

 

 
 
61 PWR 制御棒では「理論計算法」、GCR 黒鉛減速材では「理論計算値法」と記載されている。 
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４．５．１ 放射化計算の計算数の設定 

 放射化計算の計算数については「6.1.3.3 放射化計算の計算数の設定」に規定している。 

 

（１）規定の内容 

6.1.3.3 放射化計算の計算数の設定 

6.1.3.3.1 点推定法 

必要計算数は，評価対象とする放射化金属等の大きさ及び中性子フルエンス率の差異

（例 1参照），評価対象とする放射化金属等の部位の特徴（例 2参照）などを考慮して決

定する。 

例 1 大型又は複雑な対象物の場合で，中性子フルエンス率が対象物の異なる部位で変

化する場合は，中性子フルエンス率を考慮した幾つかの区分に分割して計算した平

均値又は代表値を使用する。 

例 2 評価対象とする放射化金属等の放射能濃度の最大値を示す部位が明確な場合は，

その部位 1点で計算した代表値で評価する。 

6.1.3.3.2 区間推定法 

実施した放射化計算結果の数が，放射能濃度決定のための評価データとして十分かに

ついては，放射化計算を行った数とその放射化計算結果とが示す統計値の安定性の推移

を踏まえて判断する。 

注記 詳細は，A.4.3 参照。 

 

（２）検討の結果 

① 「6.1.3.3 放射化計算の計算数の設定」における本文規定はないが、計算数の設定に

は評価対象起源元素の種類数等の元素成分条件が大きく影響することから、元素成分

条件は評価対象の起源元素の種類と分布又は範囲の組合せを考慮することが分かるよ

う、規定を明確にすることを要望する。 

② 「6.1.3.3.1 点推定法」において、「必要計算数は，評価対象とする放射化金属等の大

きさ及び中性子フルエンス率の差異（例 1 参照），評価対象とする放射化金属等の部位

の特徴（例 2 参照）などを考慮して決定する。」として、例 1及び例 2を記載している

が、両者とも参考であることから、必要な計算数は、評価対象とする放射化金属等の大

きさ及び中性子フルエンス率の差異、評価対象とする放射化金属等の部位の特徴など

を考慮して決定することがわかるよう、規定を明確化することを要望する。 

③ 「6.1.3.3.2 区間推定法」において、「実施した放射化計算結果の数が，放射能濃度決

定のための評価データとして十分かについては，放射化計算を行った数とその放射化

計算結果とが示す統計値の安定性の推移を踏まえて判断する。」としているが、計算数

の設定には元素成分条件が大きく影響することから、実施した放射化計算結果の数が，

放射能濃度決定のための評価データとして十分かについては、起源元素の種類と分布

又は範囲の組合せも考慮して放射化計算を行った数とその放射化計算結果とが示す統

計値の安定性の推移を踏まえて判断することが分かるよう、規定を明確にすることを

要望する。 
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（３）要望事項 

○ 「6.1.3.3 放射化計算の計算数の設定」における計算数の設定には評価対象起源

元素の種類数等の元素成分条件が大きく影響することから、元素成分条件は評価

対象の起源元素の種類と分布又は範囲の組合せを考慮することが分かるよう、規

定を明確にすることを要望する。 

○ 「6.1.3.3.1 点推定法」における必要な計算数は、評価対象とする干す屋課金続

投の大きさ及び中性子フルエンス率の差異、評価対象とする放射化金属等の部位

の特徴などを考慮して決定することがわかるよう、規定を明確化することを要望

する。 

○ 「6.1.3.3.2 区間推定法」における計算数の設定には元素成分条件が大きく影響

することから、実施した放射化計算結果の数が、放射能濃度決定のための評価デ

ータとして十分かについては、起源元素の種類と分布又は範囲の組合せも考慮し

て放射化計算を行った数とその放射化計算結果とが示す統計値の安定性の推移を

踏まえて判断することが分かるよう、規定を明確にすることを要望する。 

 

４．５．２ 表面汚染の取扱い 

 理論計算法における表面汚染の取扱いについては「6.1.4 表面汚染の取扱い」に規定して

いる。 

 

（１）規定の内容 

6.1.4 表面汚染の取扱い 

理論計算法の適用において，放射化金属等の表面に付着した放射性物質を十分に低減

できるよう除染する場合は，表面の汚染を考慮する必要はない。また，除染しない場合

は，放射化金属等の表面に付着した放射性物質の放射能濃度を評価し，必要に応じて理論

計算法で決定した放射能濃度に加える。 

 

（２）検討の結果 

① 「6.1.4 表面汚染の取扱い」には、「除染しない場合は，放射化金属等の表面に付着し

た放射性物質の放射能濃度を評価し，必要に応じて理論計算法で決定した放射能濃度

に加える。」とされている。除染しない場合に、放射化金属等の表面に付着した放射性

物質の放射能濃度の評価結果を加える必要がない条件について、日本原子力学会は、以

下のように説明している63。 

クラッドの影響がないと判断できる基準については、金属母材とクラッドの物

性値の違い（溶出率や分配係数など）による埋設施設の移行シナリオへの影響等を
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踏まえて定める必要があるため、現時点では提示できません。今後、事業者が中深

度処分施設の設計及び評価を進める中で、表面汚染による放射性物質の影響を把

握した上で、具体的な条件（判断基準）が定められるものと考えます。 

なお、標準では、「必要に応じて理論計算法で決定した放射能濃度に加える。」と

規定していますので、技術評価では表面汚染を理論計算法で決定した放射能濃度

に加えることとすることについて問題はありません。 

表面汚染による影響を加えて評価する方法としては、主に以下の方法が考えら

れますが、具体的な方法については現時点では回答できません。 

① 放射化と表面汚染の放射能の比率を予め設定し、理論計算で決定した放射化

放射能に、この比率を掛けて求めた表面汚染放射能を加える方法 

② 事前の表面汚染分析、または、理論計算により表面汚染の放射能濃度を評価

し、理論計算で決定した放射化放射能に加える方法 

また、「放射化金属等の表面に付着した放射性物質を十分に低減できるよう除染する」

と記載されているが、「十分に低減できる」ことの判断基準について、日本原子力学会

は、以下のように説明している64。 

上述のとおり、今後、事業者が中深度処分施設の設計及び評価を進める中で、具

体的な条件（判断基準）が定められ、その後の事業者による個別審査もしくは標準

改定後に受ける技術評価の中で確認を受けるものと考えます。 

標準の「放射化金属等の表面に付着した放射性物質を十分に低減できるよう除

染する場合は、表面の汚染を考慮する必要はない」について、今回の技術評価では

「除染後に残存する放射能に応じて放射能濃度に加える」と読み替えることに異

存ありません。 

表面汚染の取扱いについては、基本的な考え方が規定されているのみであり、具体的

な方法については現時点では回答できないとのことである。また、理論計算法としての

具体的な評価方法は示されていない。仕様規定としては不十分であることから、技術評

価対象外とする。 

 

４．５．３ 理論的方法の妥当性確認 

 放射化計算の妥当性確認については「6.3.1.1 妥当性確認の方法」及び「6.3.1.2 不確か

さの扱い」に規定している。 

 

（１）規定の内容 

 

6.3.1 理論的方法の妥当性確認 
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6.3.1.1 妥当性確認の方法 

妥当性確認は，理論計算法の放射化計算方法及び計算手順が期待される結果を与える

ことを（客観的，文書化された証拠によって）明示し，計算が恒常的に，正確に実施でき

ることを確認する。 

妥当性確認は，適用する計算方法の結果に関する正確さ及び適用性を確認することで

あり，近似性の正確さ及び適正さ，相関性の適用性などで評価できる。 

注記 1 妥当性確認は，放射化計算方法を周知のテストケース，既に妥当性確認された

計算方法などと比較することなどで行うことができる。また，放射化計算方法に関

する妥当性確認は，AESJ-SC-A008:2015 を参照する。 

注記 2 詳細は，附属書 A 参照。 

6.3.1.2 不確かさの扱い 

理論計算法の結果の代表性を定量化するために，計算の正確さ及び不確かさを評価す

る。 

注記 1 “正確さ”は，理論計算結果が真値にどれだけ近いかを示す。偏り及び保守性

の程度は，放射能濃度の許容限度（廃棄体の受入基準，放射線防護，輸送などの限

度）から決まる。また，“正確さ”は決定した放射能濃度の偏りを示し，“代表性”

は正確さ及び精度を反映したパラメータで考慮することができる。 

注記 2 詳細は，附属書 L 参照。 

 

（２）検討の結果 

① 第２段落において、「妥当性確認は，適用する計算方法の結果に関する正確さ及び適用

性を確認することであり，近似性の正確さ及び適正さ，相関性の適用性などで評価でき

る。」と規定されている。入力条件が記載通りに設定されているか確認するためには、

主要な核種についての放射化学分析等による実測値との比較が必要である。また、「相

関性の適用性」は意味が不明確であり、相関係数の安定性などで評価することは可能で

ある。妥当性確認は、主要な核種についての放射化学分析等による実測値との比較を行

い、適用する計算方法の入力条件と結果に関する正確さ及び適用性を確認することで

あり、近似性の正確さ及び適正さ、相関係数の安定性などで評価することができるとい

うことが分かるよう、規定を明確にすることを要望する。 

注記１の「妥当性確認は，放射化計算方法を周知のテストケース，既に妥当性確認さ

れた計算方法などと比較することなどで行うことができる。」は上記の妥当性確認の例

としては適切でないことから、削除することを要望する。 

② 「6.3.1.2 不確かさの扱い」において、「理論計算法の結果の代表性を定量化するため

に，計算の正確さ及び不確かさを評価する。」と規定されているが、正確さ及び不確か

さは入力条件と結果との比較であることから、理論計算法の結果の代表性を定量化す

るために、点推定法又は区間推定法で設定した入力条件を踏まえて、計算の正確さ及び

不確かさを評価することが分かるよう、規定を明確にすることを要望する。 

また、注記 1 に記載する「偏り及び保守性の程度」が本文に記載がないことについ
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て、日本原子力学会は、次のように説明している65。 

標準の本文 6.3.1.2 に示しています計算結果の「正確さ」（真値にどれだけ近い

かを示すもので、その偏り及び保守性の程度は，放射能濃度の許容限度（廃棄体の

受入基準，放射線防護，輸送などの限度）から決まる）などを、注記で示している

もので、この注記において「正確さ」は「偏り」の程度を示しています。 

注記の「偏り及び保守性の程度」は、意味が不明確である。 

したがって、濃度比法と濃度分布評価法における計算の正確さ及び不確かさを評価

する方法を示すこと、注記１の記載は削り、区間推定法のうち濃度比法における濃度比

(係数)にあっては、難測定核種と Key 核種の放射能濃度のばらつきを踏まえ、係数の統

計的変動範囲を考慮すること、区間推定法のうち濃度分布評価法による放射能濃度は、

評価結果の最小値、最大値を含む分布の形状を考慮することが分かるよう、規定を明確

にすることを要望する。 

 

（３）要望事項 

○ 妥当性確認は、主要な核種についての放射化学分析等による実測値との比較を行

い、適用する計算方法の入力条件と結果に関する正確さ及び適用性を確認するこ

とであり、近似性の正確さ及び適正さ、相関係数の安定性などで評価することが

できるということが分かるよう、規定を明確にすることを要望する。 

○ 「6.3.1.1 妥当性確認の方法」の注記１は妥当性確認の例としては適切でないこ

とから、削除することを要望する。 

○ 「6.3.1.2 不確かさの扱い」は、正確さ及び不確かさは入力条件と結果との比較

であることから、理論計算法の結果の代表性を定量化するために、点推定法又は

区間推定法で設定した入力条件を踏まえて、計算の正確さ及び不確かさを評価す

ることが分かるよう、規定を明確にすることを要望する。 

○ 濃度比法と濃度分布評価法における計算の正確さ及び不確かさを評価する方法を

示すことを要望する。 

○ 「6.3.1.2 不確かさの扱い」の注記１の記載は削除することを要望する。 

○ 区間推定法のうち濃度比法における濃度比(係数)にあっては、難測定核種と Key

核種の放射能濃度のばらつきを踏まえ、係数の統計的変動範囲を考慮すること、

区間推定法のうち濃度分布評価法による放射能濃度は、評価結果の最小値、最大

値を含む分布の形状を考慮することが分かるよう、規定を明確にすることを要望

する。 

 

 
 
65 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「実証的方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 3 
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４．５．４ 数値の丸め方 

 理論計算法における数値の丸め方については「6.4 数値の丸め方」に規定している。 

 

（１）規定の内容 

6.4 数値の丸め方 

計算結果の整理，数値の丸め方は，JIS Z 8401:1999 に従う。ただし，放射能濃度評価

結果の有効数字を丸めるときは，大きめにとってもよい。 

 

（２）検討の結果 

① 「6.4 数値の丸め方」において、数値の丸め方は「JIS Z 8401:1999 数値の丸め方」に

従うと規定されている。JIS には数値の丸め方が複数規定されている。放射能濃度決定

標準で採用する数値の丸め方について、日本原子力学会は、以下のように説明している

66。 

「放射能濃度」及び「濃度比などの係数」は、これまでの廃棄体確認申請などを

踏まえると、有効数字として 2桁としているため、標準 6.4 に示している丸め方に

従いますと、次のような具体例（「JIS Z 8401:2019 数値の丸め方」の「2.数値の

丸め方」に例示されている丸めの幅：0.1 の適用、JIS の例：12.223→12.3）とな

ります。 

 放射能濃度 濃度比などの係数 

申請値の例 1.0×1010 Bq/t 1.0×1010 

丸め方 小数点 2 桁目を切り上げ 小数点 2 桁目を切り上げ 

 

なお、放射性廃棄物に関する過去の申請などに使用されています数値の表示例

（丸め方の参考）を下表に示します。 

申請書など 項目 値の表記 

廃棄物埋設事業変更許可申請書 最大放射能濃度 1.0×1010 Bq/t 

廃棄物確認に関する運用要領 スケーリングファクタ 1.0×10-10 

また、この数字の丸め方は、最終段階での放射能濃度、評価係数の決定時に適用

するもので、評価途中の計算結果、設定値などに関しては、適用せずに使用してお

ります。 

なお、「表 G.6―起源元素の推定存在濃度レベル例（オーダー）」に示しておりま

す推定存在濃度レベルに関しましては、主成分以外の元素は、ここではオーダーと

して 1及び 5 に区分して元素濃度を設定したものです。 

この数字の丸め方の考え方は、JIS Z 8401 の規則 B 中でも、「丸めの幅を 5×10k

（k は整数）とした二捨三入・七捨八入も特定の分野で用いられている」との例示

 
 
66 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム資料 4-1「その他」回答 1 
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があります。（ただし、標準では指数表示のため 0ではなく 1としています） 

また、具体的な「二捨三入・七捨八入」は、分析データ及び文献データにおいて、

まず、平均濃度が得られている値に対して行い、次に検出下限値だけの場合は、そ

の検出下限値に対して行っているものです。 

なお、表 G.6 に示しています「成分管理目標値」は、参考までに示しているもの

で、「二捨三入・七捨八入」の対象ではありません。 

補足：数字の丸め方の適用内容 

・ 推定濃度レベルの設定においては、1 桁レベルに区切るのは、設定間隔が大

きいので、「二捨三入・七捨八入」として、各桁（１～10）の中央でも区切る

方法を適用し、1×10Ｘ，5×10Ｘの間隔で設定したものです。 

なお、標準に示しています数字の丸め方は、 

・ JIS Z 8401 の Bの方法は、放射化計算によって得られた最終評価値（放射能

濃度、濃度比など）の数字の丸め方に関して、JIS Z 8401 に準拠して数字を

丸める方法を示したもので、評価の途中の段階（スクリーニング段階の設定値

など）の数値の設定方法を規定しているものではありません。 

数値の丸め方については、正解というものはなく適切に処理されておればよいこと

から、技術評価の対象外とする。 

 

４．５．５ 放射能濃度評価の裕度 

 理論計算法における放射能濃度評価の裕度については「6.5 放射能濃度の評価における

裕度」に規定している。 

 

（１）規定の内容 

6.5 放射能濃度の評価における裕度 

理論的方法又は実証的方法による放射能濃度決定方法によって放射能濃度を評価する

場合，最大放射能濃度を超えないことを確認するため，適切な裕度を考慮する。 

注記 詳細は，附属書 M 参照。 

 

（２）検討の結果 

① 「6.5 放射能濃度の評価における裕度」において、「理論的方法又は実証的方法による放

射能濃度決定方法によって放射能濃度を評価する場合，最大放射能濃度を超えないこと

を確認するため，適切な裕度を考慮する。」としている。実証的方法は、「４．２．１ 放

射能濃度決定方法の種類」の（２）①において技術評価の対象外としている。末尾の「適

切な裕度を考慮する」は「6.3.1.2 不確かさの扱い」で評価した不確かさを考慮して適切

な裕度を設定することが分かるよう、「適切」とは何かを含め規定を明確にすることを要

望する。 
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（３）要望事項 

○ 「適切な裕度を考慮する」は 6.3.1.2 で評価した不確かさを考慮して適切な裕度

を設定することが分かるよう、「適切」とは何かを含め規定を明確にすることを要

望する。 

 

４．６ 記録 

 記録については、「7.1 理論的方法の記録」に規定している。 

（１）規定の内容 

7.1 理論的方法の記録 

記録は，評価対象とした放射化金属等，計算に使用した放射化計算方法，トレース可能

な計算用入力条件及び計算の設定条件が明確にされた計算書が示されなければならな

い。また，確認のために，第三者が容易に把握できるようにする。 

記録は，簡単で，容易に把握でき，追加操作を行わずに理解できるようにする。報告の

単位は，記録中に明示し，かつ，特段の指示がなければ，国際単位系で記録する。 

注記 理論計算法の記録の詳細は，附属書 N 参照。 

（２）検討の結果 

原子力施設の記録については、「原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要

な体制の基準に関する規則」が適用される。「7.1 理論的方法の記録」においては計算書

（「評価対象とした放射化金属等」、「計算に使用した放射化計算方法」、「トレース可能な

計算用入力条件」及び「計算の設定条件」が明確にされたもの）が記録であるとしている

が同規則で求める記録はそれだけではない。なお、注記で「理論計算法の記録の詳細は，

附属書 N 参照」としているが、附属書 Nは記録の例であり、本文の規定内容と整合がと

れていない。したがって、「7.1 理論的方法の記録」は技術評価の対象外とする。 

 

５．日本原子力学会規格の策定に関する要望事項 

放射能濃度決定標準の各規定についての要望事項は評価項目ごとに記載しているので、

ここでは技術評価を通じて気づいた規格の策定に関する要望事項を述べる。 

（１）放射能濃度決定標準は、最大放射能濃度の算出方法に関する規定と総放射能量の算出

方法に関する規定が混在した記載になっており、それぞれをどのように算出するのか

明確にされていない。また、規定において「適切な」、「代表的な」等が多用されており、

利用者によって自由な解釈が可能な記載となっている。放射能濃度の最大値を求める

場合と総放射能量を求める場合を区分して具体を規定することを要望する。 

（２）放射能濃度決定標準は本文と附属書（参考）で構成されており、本文で附属書を参照

しているが、附属書は過去に評価した一例を示すものであり、附属書の記載内容が必ず

しも本文と整合しているものではなく異なる規定や重複している部分も多い。本文を

正として附属書の記載内容を見直すことを要望する。 

（３）換算係数法、濃度比法及び濃度分布評価法の計算例は同じデータ（元素成分、中性子、

照射履歴）を用いたものとし、評価結果が比較可能なものであることを要望する。 
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添付資料 

表 D.1―各区間推定法の基本的な特徴及び適用対象放射化金属等 

方法 換算係数法 濃度比法 濃度分布評価法 

評価のイメージ 

 
  

基本的な特徴 

管理指標 [燃焼度（通常，燃料は燃焼度で管理

される）] と放射化金属等中に生成する核種の

放射能濃度とには，密接な関係がある。 

放射化金属等の内部に含まれる難測定核種の

放射能濃度は，実際の原子炉の条件範囲（例え

ば，元素組成，中性子フルエンス率，照射条件）

を考慮した放射化計算によって得られる換算

係数と管理指標（燃焼度など）とを乗じること

で，計算できる。  

原子炉構成材の同じ部位が放射化した際に生成す

る核種間には，全ての放射化条件が同じため，特別

な関係がある。 

難測定核種と Key 核種間との濃度の比は，実際の

原子炉の条件範囲を考慮した放射化計算によって

評価できる。 

 

元素成分条件，中性子の照射履歴は，固定さ

れた原子炉及び構成材では，ほとんど同じ

で，唯一，個々の部位での中性子フルエンス

率だけが異なっている。核種の放射能濃度の

違いは，中性子フルエンス率の違いによって

生まれる。 

構成材中の放射能濃度は，実態の原子炉の条

件及び機材の位置の範囲を考慮した放射化

計算によって評価できる。 

代表的な評価対象 

とする放射化金属等 

チャンネルボックス，制御棒 ，バーナブル

ポイズンなど。 

チャンネルボックス，制御棒 ，バーナブルポイ

ズン，黒鉛，シュラウド，圧力容器など。 
黒鉛，シュラウド，圧力容器など。 

注記 “難測定核種”とは，廃棄体などの外部からの非破壊測定が困難な放射性核種。 

      

添付資料－１ 
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添付資料－２ 
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添付資料－３ 
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別紙 

Ⅰ．本文の技術評価対象外項目及び解説に関する気付き事項 

① 放射能濃度決定標準の「序文」及び「1 適用範囲」において適用対象プラントを「原子

力発電所」としている。日本原子力学会が対象とするのは BWR、PWR、GCR であり実用炉

であることから、「原子力発電所」は「実用発電用原子炉及びその付属施設」と明確に

することが望まれる（「４．１ 評価対象核種」参照）。 

② 「3 用語及び定義」において、「3.5 使用済樹脂等」には「液体状の放射性廃棄物又は

イオン交換樹脂，フィルタスラッジその他の粉状若しくは粒状の放射性廃棄物。」と定

義されているが、日本原子力学会は「その他の粉状若しくは粒状の放射性廃棄物」に該

当する廃棄物は想定していないとのことであるので、「使用済樹脂等」の定義を明確に

することが望まれる（「４．１ 評価対象核種」参照）。 

③ 「6.2.1 原廃棄物分析法の試料採取方法」には、a)として「AESJ-SC-F022:2011 に適用

方法が示されている原廃棄物分析法の代表試料の採取方法を示す。」とされ、b)として

廃棄物の均一性が確認できる場合とできない場合の「いずれかの方法で代表試料を採

取する」と規定されている。a)と b)の関係について、日本原子力学会は、次のように

説明している67。 

「AESJ-SC-F022:2011 に適用方法が示されている」は、「原廃棄物分析法」に掛

かる修飾語で、代表試料の採取方法は、本標準 附属書 Eの E.2 に示しています。 

a)の「AESJ-SC-F022:2011 に適用方法が示されている原廃棄物分析法の代表試料の採

取方法を示す。」とは、b)に採取方法が規定されており、「詳細は，附属書 E参照。」と

している附属書にも AESJ-SC-F022:2011 の記載がないので、AESJ-SC-F022:2011 の何を

適用するのか明確でない。a)と b)の記載を見直すことが望まれる。 

④ 「6.3.2 実証的方法の妥当性確認」において、「6.3.2.2 不確かさの扱い」は「結果の

正確さを定量化するために」実証的方法の評価結果の不確かさを評価するとし、例とし

て真度と精度で評価すると規定されている。その具体的事例について、日本原子力学会

は、以下のように説明している68。 

標準では具体例を示していませんが、一般的な分析結果の妥当性を確認するた

めの方法としては、下記の「真度」と「精度」の評価方法を適用して評価すること

が考えられます。 

真度（分析結果の真の値からの偏りの程度）： 

検量線上の濃度（測定値）とその濃度（理論値：標本サンプルの濃度）との一

致の程度を真度として評価する。 

 
 
67 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「実証的方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 1(1) 
68 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「実証的方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 4(2) 
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精度（分析結果間の一致の程度）： 

均質なサンプルから採取した複数の試料を繰り返し分析して得られる一連の

測定値が一致する程度（相対標準偏差など）で評価する。 

評価結果の不確かさを評価する指標として真度と精度を用いるのであれば、それら

を組み合わせた評価方法と判定基準を規定することが望まれる。 

⑤ 濃度比法に関する「解説 6.2.1 元素成分条件の設定」に「（略）同一の濃度分布（対数

正規分布）を設定する元素の濃度分布データの標準偏差の分布を評価した結果を，解説

図 1 に示すが，標準偏差の分布に大きな差異は，見受けられない（収集した元素分析デ

ータの標準偏差の最大は，SUS304 中の Coである。これは，試料サンプルに一般材料及

び原子力仕様材料の両者を加えたことによって元素濃度分布範囲が大きくなったもの

で，一般材料を除いた場合の標準偏差の分布の範囲は，ほぼ同等である）。」とある。 

試料サンプルを一般材料及び原子力仕様材料とに区別した濃度分布データの標準偏

差の分布について、日本原子力学会は、以下のように説明している69。 

原子力仕様材料とは、炉内構造物からのγ線などに起因する被ばく低減の観点

から、γ核種である放射性核種 Co-60 を生成する Co などの元素成分の含有量が一

般材料より低い材料を採用しているプラントの材料を意味します。 

この結果、原子力仕様材料の方が一般材料に比べ、Co の元素濃度の下限範囲が

低くなっていることがあります。 

試料サンプルを一般材料及び原子力仕様材料とに区別した濃度分布データの標準偏

差の分布を示すことにより「一般材料を除いた場合の標準偏差の分布の範囲は，ほぼ同

等である」ことを説明できるので、そのような資料を追加することが望まれる。 

⑥ 「解説 6.2 濃度比法を用いる場合の基本的な考え方及び計算例」の「6.2.2 SUS304（PWR

制御棒）」（「解説図 2－PWR 制御棒の最終照射条件の異なる極端な配置位置の組合せ」、

「解説表 4－主な放射化計算の条件（概要）」及び「解説図 3－極端な配置位置の組合せ

での各核種の放射能濃度の比較」を含む。）は本文及び附属書のどこに対応するものか

について、日本原子力学会は次のように説明している70。 

解説の 6.2.2 SUS304（PWR 制御棒）は、附属書 Iに示しています内容を補足す

るための計算例（極端な配置条件であっても、その影響は大きくはない）で、下記

の部分が該当します。 

I.2.2.2 中性子条件の I.2.2.2.2 SUS304（PWR 制御棒） 

I.2.2.3 中性子照射条件の I.2.2.3.2 SUS304（PWR 制御棒） 

I.2.3.1 放射化計算用データの設定 

 
 
69 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 49 
70 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 50 
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表 I.19 SUS304 の元素成分条件の放射化計算用データの設定結果の計算 No.4 

表 I.20 SUS304 の中性子条件及び中性子照射条件の放射化計算用データの設定結

果の計算 No.4 

本文及び附属書には、解説との関係が分かるように引用先を明示することが望まれ

る。 

⑦ 濃度比法に関する「解説6.2.3.2擬似乱数を使用した放射化計算用データの作成方法」

で正規分布、対数正規分布、一様分布及び指数分布のいずれにおいてもデータ数は 40

点としているが、データ数による分布形状の適切性について日本原子力学会は次のよ

うに説明している71。 

附属書 I の「図 I.12－相関係数の安定性の評価（放射化計算結果の数（評価デ

ータ数）及び相関係数の統計値の推移による評価）」及び「図 I.13－濃度比の安定

性の評価（放射化計算結果の数（評価データ数）及び濃度比の統計値の推移による

評価）」並びに「附属書 K（参考）濃度分布評価法によって決定する場合の計算例」

の「図 K.5－放射能濃度評価値の安定性及び充足性の確認（原子炉停止直後）」に

示しておりますように、データ数が約 30 点程度で統計値である平均値と信頼区間

値が漸近し、一定の差にほぼ収束していることから、これ以上のデータを収集して

も、統計値の信頼性向上は望めないことから、放射化計算結果から評価される放射

能濃度データの分布は統計的に安定している領域に達していると判断して、ほぼ

分布が確定されるデータ数として、標準に示した例では、40 点までの計算例で示

しています。 

なお、データ数量による統計値の推移（安定性）に関しましては、別紙「Ⅱ．附

属書に関する気付き事項」の「９．附属書 I（参考） 濃度比を用いる場合の計算

例」②j)」の「＜放射化計算の充足数として、40点で良いのか＞について」を参照

ください。 

統計的に安定すると判断するには、入力条件が適切であることが前提であるが、後述

のように、附属書 I で使用された放射化金属の元素成分の設定結果は適切とはいえな

いことから、適切な設定結果に基づくデータ数により分布形状の適切性を見直すこと

が望まれる。 

⑧ 濃度比法に関する「解説 6.2.4 適用例」の「b)元素成分条件が放射化計算結果に与える

影響」の末尾に、「放射化計算で得られた各核種の放射能濃度データのばらつきは，基

本的に，元素成分条件のばらつき，Key 核種とした 60Co の減衰などに起因して生じてい

る。」とある。 

これに対応する附属書 I の該当部分について、日本原子力学会は次のように説明し

 
 
71 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 51 
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ている72。 

「元素成分条件のばらつき，Key 核種とした 60Co の減衰」に関する附属書 Iの該

当部分は、下記のとおりです。 

元素成分条件のばらつき：I.2.2.1.2 元素成分条件の設定及び I.2.3.1 放射化計算

用データの設定 

Key 核種とした 60Co の減衰：I.2.4.2 適用性の判断 

本文及び附属書には、解説との関係が分かるように引用先を明示することが望まれ

る。 

⑨  「解説 6.2.5 濃度比の決定方法」の「b)相関係数の安定性による充足数の評価方法」

の末尾に、「相関係数が 0.6 以上の相関関係をもつデータ群であれば，40点程度のデー

タを集積することで統計量は，十分安定するといえる。」とある。相関係数 0.6 以上の

適切性について、日本原子力学会は次のように説明している73。 

相関性の判断においては、「附属書 I の I.2.4.2 適用性の判断」に示しましたよ

うに、相関係数だけで判断しておらず、「相関関係に関して t 検定を実施して判断

を行う」ようにしています。 

なお、相関性の判断は t 検定で行いますが、目安として示しました 0.6～0.7 以

上で相関性があると評価されている事例（参考資料を参照ください）があります。 

＜参考資料（相関係数関係）＞ 

・ https://ocw.nagoya-u.jp/files/193/siryou_13.pdf（名古屋大学講義資料） 

・ 佐藤，統計学のすすめ－決定と計画の科学（講談社）（データ数 10 点程度で相

関係数 0.6 程度） 

・ https://www.ai.u-hyogo.ac.jp/~arima/lectures/JT-13.pdf（兵庫大学講義資

料） 

参考資料に示す名古屋大学講義資料においては、「相関係数の大きさの解釈（心理・

教育など社会科学系での）」として、 

±0.4～±0.6 中程度の相関 …散布図を見て相関ありと思えるのはこの辺から 

±0.6～±0.8 強い相関 

とあるが、「相関係数に関する注意点」として「１つの相関係数の値が安定してくるの

は，経験的に言って，被験者数が１５０程度以上」とも記載している。 

また、t 検定を実施して判断を行うようにしているとのことであるが、「附属書

I.2.4.2 適用性の判断」においては、「参考として（中略）相関関係を検定する統計手

法（t 検定）を適用して難測定核種及び Key 核種の相関関係を確認している。」と記載

 
 
72 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 52 
73 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 53 
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しているのみで、ｔ検定を必須とはしていない。 

相関係数を用いる場合のデータ点数及び統計的手法の規定については、さらに充実

させることが望まれる。 

⑩ 「解説 6.7.4 材料の製造工程の影響の確認」 

a)「解説 6.7.4 材料の製造工程の影響の確認」の「b)“鉱物，岩石などからの試料”と

材料中との標準偏差の比較」において、「なお，SUS304 の原材料使用されるスクラッ

プに Mo が含まれている可能性があるように，ほかの元素に対しても同様の事象が生

じる可能性も否定はできないが，一般には当該元素が添加されたスクラップと，添加

されていないスクラップとを混合して利用した場合，材料中の標準偏差は“鉱物，岩

石などからの試料”の標準偏差より大きくなる（元素濃度データのばらつきは大きく

なる）と考えられる。このため，有識者検討会の報告書では，検出困難元素の濃度分

布評価（元素成分条件の設定）において，“鉱物，岩石などからの試料”の標準偏差

を用いることによって，放射能濃度の評価結果が過小評価にはならないと考察され

ている。」とされている。材料中の標準偏差が大きくなっても放射能濃度の評価結果

が過小評価にはならない理由について、日本原子力学会は、以下のように説明してい

る74。 

引用した報告書では、解説 6.7.4 に示しますように、スクラップ混合試料の標準

偏差と鉱物，岩石などからの試料の標準偏差は、下記の関係があるとしているため、

入力条件の設定として、鉱物，岩石などからの試料の標準偏差を適用する方が、よ

り標準偏差を小さく設定して評価を行うことから濃度分布を狭く評価するため、

保守的と考えられます。 

スクラップ混合試料の標準偏差の平均≧鉱物，岩石などからの試料の標準偏差の

平均 

なお、上記の評価は、本書の別紙「Ⅱ．附属書に関する気付き事項」の「８．附

属書 H（参考） 検出困難元素の濃度分布評価方法」の「②「H.2 基本的な考え方」

について」b)の回答を参照ください。 

「「８．附属書 H（参考） 検出困難元素の濃度分布評価方法」の③「H.3 検出困難

元素の濃度分布の評価例」について」a)においては、検出困難元素を「起源元素のう

ち、「Cl，Th 及び U」が検出困難元素としての適用対象元素であり、その他の元素は、

検出できる可能性のある元素」と回答している。Mo は添加元素の一つであるが、検

出困難元素として例示するのが適切か検討することが望まれる。 

b)「解説 6.7.4 材料の製造工程の影響の確認」において引用する「解説図 15－地殻試

料の種類ごとの Cl 濃度の標準偏差との関係」の図中の凡例に示す安山岩、流紋岩及

 
 
74 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 55 
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び土壌は濃淡が類似した丸印であり、区別しにくい。同図について、日本原子力学会

は、以下のように説明している75。 

発行済みの標準の記号は変えられませんが、元々、標準の原紙では、色で識別し

ている図になりますので、この図を示します。 

 
「解説図 15－地殻試料の種類ごとの Cl濃度の標準偏差との関係」は、凡例の記号

を○表示だけでなく△や□等を組み合わせて識別容易な図にすることが望まれる。 

 

  

 
 
75 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 56 
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Ⅱ．附属書に関する気付き事項等 

１．附属書 A （参考） 理論計算法の適用方法及び手順  

①  「A.1.2 STEP1：計算のための基本の設定」において、「対象とする放射化金属等の特

性（幾何形状，元素成分条件など），原子炉の運転条件（中性子条件及び照射条件）な

どの放射化計算に必要なデータを事前に収集する」と記載されている。「図 A.1―理論

計算法の適用基本フロー」（別添１参照）の該当箇所には、「放射化金属等の幾何形状」

に代わり「原子炉及び放射化物の特性」が記載されている。「原子炉及び放射化物の特

性」に関してどのようなデータを収集するのか、日本原子力学会は次のように説明して

いる76。 

「A.1.2 STEP1：計算のための基本の設定」では、放射化金属等の特性（幾何形

状，元素成分条件など），原子炉の運転条件（中性子条件及び照射条件）を事前に

収集します。 

放射化物の放射能濃度の評価のためには、まず、基礎となる評価対象である「原

子炉の特性（炉型、燃料）及び放射化物の特性（材質、幾何形状）」を踏まえて、

放射化計算に必要なります入力データの収集が必要となることを示したものです。 

したがって、「原子炉及び放射化物の特性」とは、評価の対象となります原子炉

の特性（炉型、燃料）及び放射化物の特性（材質、幾何形状）を把握することを意

味しています。 

「A.1.2 STEP1：計算のための基本の設定」の規定内容と「図 A.1―理論計算法の適

用基本フロー」の内容が整合するよう見直すことが望まれる。 

② 「A.1.5 STEP4：結果の提示」において、「適切な計算コードを選択し（中略）放射化計

算を実施し，直接的に放射能濃度を算出するか，又は濃度比などの評価係数を計算す

る。」と記載されているが何をもって計算コードの適切性を確認するのか、また、「図

A.1―理論計算法の適用基本フロー」（別添１参照）には「検証された放射化計算方法の

選択」とあるが、どのように放射化計算方法を検証するのかについて、日本原子力学会

は次のように説明している77。 

計算コードの適切性の確認については、「原子力施設における許認可申請等に係

る解析業務の品質向上ガイドライン」（JANSI-GQA-01-第 3 版）[1] 4.2.2 計算機プ

ログラムの検証に示される下表に示します確認方法を適用して、可能な方法（複数）

にて確認します。 

確認項目・確認方法 適切と判断する基準等 

・汎用ソフトウェアの導入評価（解析条件に

応じた使用実績確認等）の確認 

使用実績における計算値と分析値の比較評価

（傾向分析）が妥当であること 

 
 
76 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム資料 4-1「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 5 
77 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム資料 4-1「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 6 
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・トピカルレポート（許認可申請において原

子力施設共通事項として取りまとめた技術

文書）審査等の規制機関による確認 

許認可審査等により規制機関に確認を受けて

いる実績があること 

・実機運転データとの比較 計算値と分析値の比較評価（傾向分析）が妥

当であること 

・大型実験又はベンチマーク試験結果との比

較 

計算値と分析値の比較評価（傾向分析）が妥

当であること 

・規制機関によるクロスチェック 規制機関によるクロスチェックされている場

合はその実績があること 

・他の計算機プログラム（他機関、社内）によ

る計算結果との比較 

他の計算コードの計算値と比較評価（傾向分

析）が妥当であること 

・簡易モデル（サンプル計算例）、標準計算事

例を用いた解析結果との比較 

サンプル計算例との計算値が一致すること 

・手計算又は理論解との比較 手計算結果との比較評価（傾向分析）が妥当

であること 

 

 また、放射化計算コードの適切性の確認においては、放射化範囲の中性子条件

（中性子フルエンス率、スペクトル）を反映した放射化計算ができるコードを選択

することが必要であることから、ORIGEN 又は ORIGEN2 コードシリーズを選択しま

す。 

次にどのように放射化計算方法を検証するのかについてですが、上記の確認の

中で計算値（予測値）と分析値（実験値）との比較（実機運転データとの比較又は

大型実験又はベンチマーク試験結果との比較）を通じた放射化計算方法全体の妥

当性を確認することを意味しております。 

その妥当性評価の事例として、実機運転データとの比較について以下に示しま

す。 

例えば、ORIGEN2 用の JENDL-4.0 の放射化断面積が発行された際の文献[1]にお

いて、PWR 使用済み燃料の照射後解析の結果（下図）から、実験値（E 値）と ORIGEN2 

による計算値（C 値）との比較結果（C/E-1）を図に示しています。JENDL-4.0 によ

る計算結果（PWR41J40 の結果：下図の赤い■）は、Cm-246,Cm-247 では 20～30%程

度のずれがありますが、その他の核種については 10%以内で実験値を再現している

ことが傾向分析されており、計算値と実験値はよく一致していることが評価され

ています。 

＜参考＞文献[2]の P36 抜粋 

●ORLIBJ40 による計算結果は、Cm-246 と Cm-247 を除けば、ほぼ 10%以内で

実験値を再現しており、ORLIBJ33 で見られた一部核種に対する過小評価も

改善されている。 

 

[1]http://www.genanshin.jp/archive/qualityimprovement/data/jansi-gqa-

01.pdf 

[2]奥村啓介他「JENDL-4.0 に基づく ORIGEN2 用断面積ライブラリセット」JAEA-
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Data/Code2012-032 

 

 
 

 

補足：計算コードの適切性確認の組み合わせについて 

計算コードの適切性の確認には、A:Verification（検証）と B:Validation（妥当性

確認）の組み合わせが必要と考えます。C：その他 はもしあればという位置づけです。

項目分けを下表に示します。 

Verification（検証）は計算コードの基礎となる計算モデル（計算式）が正しいかを

確認する過程であり、表中の項目のうち、「他のプログラム（他機関、社内）による計

算結果との比較」、「簡易モデル（サンプル計算例）、標準計算事例を用いた解析結果と

の比較」、「手計算又は理論解との比較」が該当します。 
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Validation(妥当性確認)は、計算コードが現実の物理現象を正しく表現している

かを確認する過程であることから、表中の項目のうち、「実機運転データとの比較」、

「大型実験又はベンチマーク試験結果との比較」が該当します。 

なお、トピカルレポート（許認可申請において原子力施設共通事項として取りまと

めた技術文書）審査等の規制機関による確認では上述の Verification（検証）と

Validation(妥当性確認)の両方が確認されていると考えられます。 

確認項目・確認方法 項目分け 

・汎用ソフトウェアの導入評価（解析条件に応じた使用実績確認等）の確

認 

C 

・トピカルレポート（許認可申請において原子力施設共通事項として取り

まとめた技術文書）審査等の規制機関による確認 

A+B 

・実機運転データとの比較 B 

・大型実験又はベンチマーク試験結果との比較 B 

・規制機関によるクロスチェック C 

・他の計算機プログラム（他機関、社内）による計算結果との比較 A 

・簡易モデル（サンプル計算例）、標準計算事例を用いた解析結果との比

較 

A 

・手計算又は理論解との比較 A 

計算コードの適切性確認方法及び放射化計算方法の検証方法については、要求事項

として記載を充実することが望まれる。 

なお、「図 A.1―理論計算法の適用基本フロー」のフロー図が主で「A.1.2 STEP1：計

算のための基本の設定」から「A.1.5 STEP4：結果の提示」までの各ステップの内容が

従の構成になっているが、各ステップの内容を主とし、図は理解を助けるための参考と

することが望まれる。 

③ 「A.3 放射化計算コードの例」の冒頭に、「基本的に一般的に使用されている放射化計

算コードを放射化範囲の中性子条件の特徴を勘案し、適切に使用する必要がある。」と

ある。評価対象核種となりうる全ての核種に対して当該計算コードが適用できるのか、

日本原子力学会は次のように説明している78。 

評価対象核種の生成反応が収納された核データライブラリを用いれば、評価対

象核種に対する計算自体は可能と考えます。 

例えば、ORIGEN、ORIGEN2 コードシリーズにおいての放射化計算結果の妥当性確

認状況は次のとおりです。 

FP やアクチニドについては、ORIGEN2 コードシリーズにおいて燃料照射後の試

験解析により分析値と計算値がよく一致することが確認されています[1][2][3][4]。 

また、主要な放射化核種については、「附属書 F（参考） 放射化計算を行う場合

の計算例」において 60Co、108mAg、14C の分析値との比較により、放射化計算結果の

 
 
78 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 14(3) 
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妥当性が確認されています。 

それ以外の妥当性確認の事例がないようなマイナーな核種も多数存在しますが、

上記で妥当性が確認された主要な放射化核種と同様に熱中性子エネルギーにて生

成する核種が主であること及び各国の研究機関において、実験値をベースとして

核物理の理論計算値や統計学による推定値を加えることによってもっとも真値に

近づくよう核データを評価された評価済核データ[5]に基づく放射化断面積が用い

られていることから、マイナーな核種の放射化計算結果についても概ね妥当な結

果が得られるものと推測されます。 

[1] JAEA-Data/Code 2012-032「JENDL4.0 基づく ORIGEN2 用断面積ライブラリ

セット：ORLIBJ40」（2013 年 4月） 

[2] JAERI-Data/Code 2004-015「JENDL3.3 に基づく ORIGEN2 用断面積ライブ

ラリセット：ORLIBJ33」（2004 年 11 月） 

[3] JAERI-Data/Code 2000-036「JENDL3.2 に基づく軽水炉 MOX 燃料用 ORIGEN2

ライブラリ」（2000 年 11 月） 

[4] A. G. Croff, “ORIGEN2：A Versatile Computer Code for Calculating 

the Nuclide Compositions and Characteristics of Nuclear Materials”, 

Nuclear Technology, Vol.62, (1983). 

[5] https://wwwndc.jaea.go.jp/Labo/index_J.html 

「評価対象核種となりうる全ての核種に対する当該計算コードの適用性」について

の回答が、FP核種、アクチニド、Co-60、Ag-108m、C-14 に限定されており、「評価対象

となりうる全ての核種」に対する適用性の回答となっていない。例示された核種以外の

評価対象となりうる核種への適用性を確認することが望まれる。 

④  「A.3 放射化計算コードの例」に 5 種類の ORIGEN コードが記載されている。それぞ

れの特徴と使い分けについて、また、各コードに内蔵される断面積ライブラリの基とな

る核データとその処理方法について、日本原子力学会は次のように説明している79。 

いずれの ORIGEN コードも放射化計算の対象としている放射化金属等の特徴によ

らず、放射化金属等の計算位置の中性子スペクトルを反映した放射化計算を実施

することが可能です。 

ただし、いずれの ORIGEN コードにおいても、検証され、分析値との比較により

妥当性確認された計算コード、断面積ライブラリを使用することが必要となりま

す。 

ORIGEN コードシリーズ（ORIGEN79、ORIGEN-S）は、複数群の中性子断面積を内蔵

しており、熱中性子、共鳴領域中性子及び高速中性子の中性子フルエンス率の比を

 
 
79 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-1 回答 7(2) 
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入力することによって、中性子スペクトルを反映できる放射化計算コードです。 

ORIGEN2 コードシリーズ（ORIGEN2、ORIGEN2.1、ORIGEN2.2）は、燃焼計算用に原

子炉型式、燃料の組み合わせに対する燃料領域における 1 群実効核反応断面積ラ

イブラリがあらかじめ計算コードと共に準備されています。ただし、燃料領域以外

については、JENDL 等の核データ及び、放射化計算位置における中性子スペクトル

を用いて 1群に縮約した断面積をユーザーが作成し、計算を実施します。 

各コードに内蔵又は付属する断面積ライブラリの基となる核データ及び断面積

ライブラリの取扱いについて、以下に整理します。 

 

コード 

内蔵又は付属の 

断面積ライブラリの

基となる核データ 

断面積ライブラリの取扱い 

ORIGEN コ

ード 

シリーズ 

ORIGEN79 ENDF/B-Ⅳ ・左記の核データに基づく複数群の

中性子断面積を内蔵しており、熱

中性子、共鳴領域中性子及び高速

中性子の中性子フルエンス率の比

を入力することによって、中性子

スペクトルを反映した放射化断面

積を使用できる。 

ORIGEN-S ENDF/B-Ⅵ 

ORIGEN2 コ

ード 

シリーズ 

ORIGEN2 ENDF/B-Ⅳ ・左記の核データに基づく原子炉型

式、燃料の組合せに対する燃料領

域における 1 群実効核反応断面積

ライブラリがあらかじめ準備され

ている。 

・上記以外については、核データ及

び放射化金属等の計算位置の中性

子のスペクトルを用いて 1 群に縮

約した放射化断面積をユーザーが

作成する。 

ORIGEN2.1 ENDF/B-Ⅴ 

JENDL-3.2*1 

JENDL-3.3*1 

ORIGEN2.2 
ENDF/B-Ⅴ 

JENDL-3.2*1 

JENDL-3.3*1 

JENDL-4.0*1 

*1 ORIGEN2.1 及び ORIGEN2.2 では、日本原子力研究開発機構から公開されている

JENDL シリーズの ORIGEN2 用 1 群実効核反応断面積ライブラリ（ORLIBJ32、

ORLIBJ33、ORLIBJ40）の使用が可能。 

断面積ライブラリの基となる核データは計算コードごとに複数の版が示されている

が、旧版でも使用可能としている理由について日本原子力学会は次のように説明して

いる80。 

本標準「6.1.2.3 中性子条件」に「使用する放射化計算コードに内蔵又は附属さ

れている放射化断面積ライブラリから選択する。このとき，最新の計算コード及び

放射化断面積ライブラリを確認する。」と記載されているとおり、基本的には最新

 
 
80 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-1 回答 7(2)への更問回答 
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の計算コード及び最新の核データを使用して計算を行います。 

なお、旧版の計算コード及び核データライブラリであっても分析値のある対象

物について、最新版に対して旧版の計算コードまたは核データライブラリで評価

した結果、主要核種に大幅な差異がない場合は使用可能と考えます。 

上述のとおり旧版を使用する場合、最新版との差異を評価した上で使用するこ

とから、技術評価のスタンスとして最新のコード及び最新の核データを使用する

スタンスとすることについて、本標準と乖離はありません。 

〇標準に記載している計算結果について 

標準に記載している計算結果は最新版と旧版の両方で評価されていないため大

幅な差異がないことは確認されていませんが、下表に示す、付属書 I 及びＪの評価

例に示される核種のうち放射化以外から発生するＦＰおよびアクチニドを除いた

放射化核種についての主要な核データライブラリの比較により大幅な差異はない

と考えております。大幅な差異がないとは、図 B.4「放射化計算結果への主な計算

条件の影響評価結果（放射化断面積の影響）」の脚注 b)に示すように、放射能濃度

への影響が 2～3 倍程度以内の場合は影響が小さく、大幅な差異はないとしていま

す。 

 
計算コードについては断面積ライブラリの更新等により、従前の計算コードが使え

なくなることもあり、信頼性が確認された最新のもの81を適用することを明確にするよ

う記載の充実が望まれる。 

⑤ 「A.3 放射化計算コードの例」の「c) ORIGEN コードの種類」において、末尾のなお書

きに「評価対象とする放射化金属等を照射する中性子スペクトルを反映した断面積を

ユーザーが準備して使用する」と規定されている。具体的な断面積の設定方法につい

て、日本原子力学会は次のように説明している82。 

「評価対象とする放射化金属等を照射する中性子スペクトルを反映した断面積

をユーザーが準備する」については、ORIGEN2 コードシリーズの手順です。ORIGEN2

 
 
81 参考文献：奥村啓介「原子炉の廃止措置における放射化断面積データの現状と利用(2)近年の評価済み核

データライブラリを用いた放射化計算における留意点」日本原子力学会 2022 年秋の大会 3N_PL02 
82 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム資料 4-2-1 回答 7(3)及び更問回答 
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コードシリーズについては、炉内で照射される放射化金属等（制御棒、バーナブル

ポイズン棒などの運転中廃棄物）に対しては、炉内の燃料領域のスペクトルで縮約

された 1 群実効核反応断面積ライブラリが使用できますが、燃料領域以外など中

性子スペクトルが異なる位置の放射化金属等（バッフルなどの解体廃棄物）に対し

ては、当該位置の中性子スペクトルを反映した 1 群縮約断面積を準備する必要が

あります。断面積の作成フローを下図に示します83。 

 

図 1 群実効核反応断面積ライブラリの作成フロー 

 

計算コードについては断面積ライブラリの更新等により、従前の計算コードが使え

なくなることもあるので、計算に用いる核反応断面積の作成手順の記載を充実するこ

とが望まれる。 

⑥ 「A.4.1 妥当性確認」において、「放射化計算などによって得られた結果に関する正確

さ及び適用性を確認する。」とある。放射化計算のほかに想定している方法及び放射化

計算などによって得られた結果の「正確さ」及び「適用性」はどのように確認するのか、

 
 
83 断面積作成フローは、以下の文献[1]における断面積作成フロー（図 3.2-1）を参考としている。 

断面積処理（NJOY）：JENDL4.0 等の評価済核データは連続エネルギーのデータであるため、放射化金

属等の評価対象核種に対して、別途、中性子輸送計算コードで計算した中性子スペクトルと同一

のエネルギー群構造となるように、断面積処理コードの NJOY を用いて多群エネルギー群構造を

有する断面積に処理する。 

1 群縮約処理：多群エネルギー群構造化した放射化断面積に、対象部位における中性子スペクトルの

各エネルギー群毎の割合により重み付けすることで、ORIGEN2 コードで利用可能な 1 群縮約断面

積を作成する。 

[1]奥村啓介他「JENDL-4.0 に基づく ORIGEN2 用断面積ライブラリセット」JAEA-Data/Code2012-032 

評価済核データ（JENDL4.0 など） 

放射化断面積 
（多群） 

1 群縮約処理 

 断面積ライブラリ 
（ORIGEN2 用） 

対象核種 

対象位置毎のエネルギース

ペクトル（多群） 

断面積処理（NJOY） 
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日本原子力学会は次のように説明している84。 

放射化計算のほかに、中性子輸送計算の各計算コードに関しては、それぞれに別

途検証が行われていると考えられるため、その検証された結果の確認があります。 

また、結果の「正確さ」と「適用性」に関しましては、「附属書 F（参考）放射化

計算を行う場合の計算例」１）に示しましたように、評価対象廃棄物のサンプリン

グ・分析結果と理論計算法の計算結果との比較検証によって計算の正確さと、この

理論計算の入力条件の設定の適用性が確認できます。 

注 1：附属書 Fには、BWR のチャンネルボックス、PWR の制御棒、GCR の黒鉛ブロッ

クのサンプリング・分析結果と理論計算法（点推定法）の計算結果との比較評価

結果を示している。 

「得られた結果に関する正確さ及び適用性を確認する」方法として、「放射化計算な

ど」とするのではなく、適用する計算コードの検証結果を明確にすることが望まれる。

また、得られた結果の「正確さ」及び「適用性」については、引用先を記載するなど明

確にすることが望まれる。 

また、「A.4.1 妥当性確認」のなお書きにおいて、「放射化計算方法に関する妥当性確

認は、AESJ-SC-A008:2015 を参照する。」とある。「参照」の意味するところ、及び「計

算の準備」「計算の実施」「計算結果の記録」それぞれのステップについて、放射能濃度

決定標準の参照範囲とその内容、適用できる根拠について、日本原子力学会は次のよう

に説明している85。 

「AESJ SC-A008:2015 シミュレーションの信頼性確保に関するガイドライン」

の「3.4 エレメント 4：シミュレーションモデルの予測性能の判断」に示される考

え方（評価指標、不確かさ、予測性能と実験値の比較）を踏まえ、「計算の準備段

階」で、放射化計算方法・計算コードが検証・妥当性確認された際の結果を確認、

若しくは計算者自らが放射化計算方法全体を通じた計算値（予測値）と分析値（実

験値）との比較を通じて、放射化計算方法・計算コードの妥当性を確認します。 

したがって、上記ガイドラインの考え方（3.4 エレメント 4：シミュレーション

モデルの予測性能の判断）を踏まえ、これを適用する箇所は「A.4.2 計算の準備段

階」だけとなります。 

また、AESJ SC-A008:2015 は原子力学会にて審議・制定されたガイドラインであ

り、対象がシミュレーションモデルと本標準の放射化計算との相違はあるものの、

計算の妥当性に関しては、その考え方を適用できるものと考えます。ただし、この

確認対象の差異を考慮し、限定的な適用として、ガイドラインの参照部分（3.4 章

 
 
84 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 15 
85 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム資料 4-1「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 7 
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エレメント 4 だけ）と標準への適用範囲を A.4.2 章の計算の準備段階としている

ものです。 

さらに、放射化計算などによって得られた結果を確認しますが、そのプロセスは、

下表に示しますように「計算の準備」、「計算の実施」及び「計算結果の記録」の段

階に分けて、実施します。 

放射能評価の各段階 妥当性確認などの内容 

計算の準備段階 

 

・ 放射化計算方法又は放射化計算コードの妥当性の確認 

・ 必要な手順書、計算書の準備（文書化） 

計算の実施段階 

 

・ 文書化された放射化計算方法に従っての実施の確認 

・ 必要な放射化計算の条件を記録 （入力データの明確化

及びトレーサビリティの確保） 

計算結果の記録段階 ・ 実施した放射化計算の結果の記録及び確認 

・ 放射化計算の結果を踏まえた放射能濃度の評価の確認 1) 

注 1) 放射能濃度の評価結果に含まれる入力データの妥当性、不確かさなどを踏ま

えた評価は、この中で行います。 

「A.4.1 妥当性確認」のなお書きの内容が計算の準備段階に関するものであれば、記

載場所を「A.4.2 計算の準備段階」に移した方が理解しやすい。「計算の準備」「計算の

実施」「計算結果の記録」それぞれのステップについては、引用先を明確にするなど何

の妥当性確認をするのか、明確にすることが望まれる。 

⑦ 「A.4.2 計算の準備段階」には、「妥当性確認された放射化計算方法又は放射化計算コ

ードを使用するために必要な手順書の準備を行う」とある。手順書に記載すべき内容に

ついて日本原子力学会は次のように説明している86。 

放射能評価の手順書（文書化）を定めることを標準は求めていますが、手順書に

記載すべき内容までは、標準では示しておりません。 

ただし、放射能評価を行う事業者が標準の内容を踏まえ、手順書を作成するもの

と考えられます。このことを踏まえますと、基本的には、標準の「6.放射能濃度決

定方法の手順」、附属書 Aの「A.1 理論計算法の基本的な適用方法」（別添１の図 A.1

参照）及び附属書 D の「D.2 放射化計算の入力条件の基本設定フロー」（別添１の

図 D.1 参照）に示す基本的なステップに沿った手順、並びに標準の「7.記録」と附

属書 Nの記録とを含めた下表に示す内容の手順書になるものと考えられます。 

  

 
 
86 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 16 
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項目 主な内容 

適用対象と適用方法 評価対象とする廃棄物及び核種、並びに起源元素の選定の手順 

評価対象の条件の整

備 

評価対象原子炉条件及び放射化計算に必要となる入力条件のための

基礎データ整備の手順 

適用する評価手法 評価対象ごとの適用する評価手法及び評価手法の妥当性の確認 

入力条件の設定 放射化計算に必要となる元素、中性子、照射の各条件の設定手順及び

区間推定法における入力条件の抽出の手順 

放射化計算 放射化計算の手順及び計算結果の評価の手順 

計算の充足度の評価の手順 

放射能濃度の決定 放射計算結果を踏まえた廃棄体の放射能濃度の決定手順 

妥当性確認 計算準備段階から計算結果の記録までの妥当性確認の手順 

記録 各手順における記録及び廃棄体（廃棄物）との連関確保の手順 

参考資料 計算コード及び計算コードの妥当性確認結果 

上記説明を踏まえて、手順書に記載すべき最低限の内容について明確にすること

が望まれる。 

⑧ 「A.4.3 計算の実施段階」において、「計算条件の入力データを、第三者のトレーサビ

リティが得られるように、明確に記録する」とある。記録すべき項目について日本原子

力学会は次のように説明している87。 

放射能評価を行った結果としての記録の項目としましては、「附属書 N （参考） 

理論計算法の記録の例」（下記参照及び ISO 1696688を参照）に示しております項目

の内、トレーサビリティに関しては、a)、b)、d)、h)になります。 

N.1 結果の記録内容 

放射化計算の結果の主要な記録は，評価者が計算の背景及び計算をトレースできるよ

うにするために，次の情報を含むことが望ましい。 

a) 理論計算の内容及び範囲 

b) 評価対象とした放射化金属等の説明 

c) 放射線（線量率）測定方法の説明（放射線測定を適用した場合） 

d) 理論計算方法の説明 

e) 理論計算の結果の要約 

f) 結果の妥当性確認，及び／又は不確定性の検討 

g) 参考文献（含むことが望ましい） 

h) 評価，検証などの結果 

トレーサビリティが要求される記録については、引用先を明確にすることが望まれ

る。 

⑨ 「A.4.4 計算結果の記録段階」には、「放射化計算の結果を記録し、妥当性を確認する」

とある。妥当性の確認方法について、また、AESJ-SC-A008:2015「シミュレーションの

信頼性確保に関するガイドライン」に従うのであれば、AESJ-SC-A008:2015 のどの部分

 
 
87 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 17 
88 ISO 16966:2013 Theoretical activation calculation method to evaluate the radioactivity of 

activated waste generated at nuclear reactors 
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を用いて妥当性を確認するのか、日本原子力学会は次のように説明している89。 

「計算結果の記録」の段階における妥当性の確認方法とは、必要な計算条件を明

確化し、理論計算法の放射化計算方法及び計算手順が期待される結果を与えるこ

とを（客観的、文書化された証拠によって）明示することです。 

なお、「計算結果の記録」の段階における妥当性確認には、AESJ-SC-A008:2015 を

適用しません。 

「A.4.4 計算結果の記録段階」では、必要な計算条件を設計図面等の入力根拠と

共に文書化し、理論計算法の放射化計算方法と計算手順の文書化によりプロセス

が妥当であることを示し、得られた放射化計算の結果の妥当性を確認します。放射

化計算の結果の妥当性確認方法は、原子力施設における許認可申請等に係る解析

業務の品質向上ガイドライン（JANSI-CQA-01－第 3 版）における「4.3 解析結果の

審査、検証」が該当します。 

放射化計算の結果の妥当性確認においては、計算条件を明確化した類似解析結

果との比較、または、既知の理論値や経験値との比較（物理的又は工学的整合性の

確認）により傾向分析（条件ごとに結果に与える影響度を評価し、すべての条件に

よる影響が結果に反映されていることの確認など）を行い妥当であることを確認

します。条件ごとに結果に与える影響度を評価し、すべての条件による影響が結果

に反映されていることの確認事例を本書別紙の別添３90に示します。 

客観的、文書化された根拠とは、第三者が評価を再現できるような図書及び結果

の妥当性を示す図書を想定しています。 

放射化計算の結果の妥当性確認方法として、「原子力施設における許認可申請等に係

る解析業務の品質向上ガイドライン（JANSI-CQA-01－第 3 版）」における「4.3 解析結

果の審査、検証」が該当するのであれば、それを記載して確認方法を明確にすることが

望まれる。 

 

２．附属書 B（参考） 放射化計算の条件が放射能濃度に与える影響の評価例  

① 「B.2 元素成分条件」の「表 B.2－元素成分条件（変化率は，SUS304 を想定したもの）」

に記載する元素 Co及び Cu は JIS SUS304 の化学成分には規定されていない。材料の種

類から元素成分条件をどのように想定するかについて、日本原子力学会は次のように

説明している91。 

評価対象とする元素（申請核種の起源元素）は、JIS 規格から定めるものではな

 
 
89 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム資料 4-1「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 8 及び更問回答 
90 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム資料 4-2「資料 4-1 別紙」の別紙 3「放射化計算結果の妥当性確認について」 
91 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 11(1) 
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く、標準 6.1.2.2.1 及び附属書 G の G.1.1 に示します起源元素の選定方法に従っ

て、全元素を対象として、その中から選定するものです。 

具体的には、「第 1 回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原

子力学会標準の技術評価に関する検討チーム」でご提示しました資料 1－1の 26 頁

の例（下図参照：SUS304 の Ni-63 の起源元素の選定例）に示しております。 

 

なお、選定した起源元素の元素成分濃度は、化学分析、文献、規格値などを踏ま

えて設定します。 

起源元素の設定手順については材質に関係なく全元素を対象としている。元素成分

条件の設定については「附属書 I（参考） 濃度比を用いる場合の計算例」に関する気

付きで述べる。 

また、元素成分 B／元素成分 A 比が Co は 10 倍、Ni は 5 倍、Cu は 0.2 倍とされてい

るが、比の妥当性について、日本原子力学会は、以下のように説明している92。 

附属書 B において示しておりますのは、元素条件、中性子条件、照射条件の放射

化計算の入力条件が放射化計算結果に及ぼす影響度を標準の利用者に把握しても

らうために、試算した結果を示しているものです。 

そのため、その設定は、B.1 に示しておりますように、放射能評価に適用する入

 
 
92 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 11(2) 
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力条件とは異なり、仮想の条件（ただし、設定した条件は明確にしたもの）で、そ

の条件の差による影響が、放射能濃度と濃度比とに、どの程度現れるかを示したも

のです。 

このため、設定値の妥当性を問うような性格の設定値ではありません。 

B.1 概要 

6.1.2 に示した各種の放射化計算の条件の変動は，条件によっては，放射能濃度及び難

測定核種と Key 核種との濃度比の各々に対する影響が異なる場合があることから，適用

する放射能濃度決定方法の種類に応じて，適切，又は放射能濃度評価結果が保守的となる

よう条件の設定を考慮する必要がある。この附属書では，放射化計算の条件設定のための

補足として，起源元素の元素成分条件，中性子条件，中性子照射条件について，想定条件

における解析を行い，各条件が放射化計算結果に与える影響の程度を整理した。 

元素成分条件が解析結果に与える影響を評価したものであるが、図 B.1 は Co 量を 10

倍、Ni 量を半分にした条件で 10 年連続照射時間を 1 日から 10 年まで変化させた場合

の 63Ni と 60Co の放射能が比例関係で示されているのみで Fe や Cu との関係は示されて

いない。元素成分 B／元素成分 A 比は結果を比較しやすいように設定したと推測する

が、元素成分条件に示す他元素の解析結果を示さずに「元素成分条件は，放射能濃度及

び濃度比のいずれに対しても影響の比較的大きい条件である」と結論づけている。解析

条件と解析結果の範囲が整合するように記載することが望まれる。 

② 「B.2 元素成分条件」の解析結果を示す「図 B.1―放射化計算結果への主な計算条件の

影響評価結果（元素成分条件の影響）」ほかにおいて、放射化計算の核データライブラ

リに JENDL3.3 シリーズ（「図 B.4―放射化計算結果への主な計算条件の影響評価結果

（放射化断面積の影響）」は 3.2 シリーズ）が使用されている。これらのライブラリは

2010 年 5 月に 4.0 シリーズが公開されているが、4.0 シリーズを使用した場合の影響

について、日本原子力学会は次のように説明している93。 

放射化計算の核データライブラリについて、JEDNL-3.2,JENDL-3.3,JENDL-4.0 を

基 に 日 本 原 子 力 研 究 開 発 機 構 に て 整 備 さ れ 公 開 さ れ て い る

ORLIBJ32,ORLIBJ33,ORLIBJ40 の 1 群の放射化断面積の値の比較例を以下に示しま

す。 

BS200,BS270 は BWR の炉心条件、PWR34,PWR47 は PWR の炉心条件のスペクトルで

縮約された放射化断面積です。 

下表の例においては、ORLIBJ32 と ORLIBJ33 について断面積の影響は小さく、

ORLIBJ33 と ORLIBJ40 についても大幅な影響がないと考えられます。 

 
 
93 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 11(3) 
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上記表中の Nb-94 は ORLIBJ40 で約 0.4 倍に低下している。標準策定で使用した資料

に年代差があり核データライブラリの版が異なるものと推測するが、どのような核デ

ータライブラリを用いるのが妥当かについて、具体的記載を加えることが望まれる。 

③ 「B.3.2 放射化断面積」の「b）解析結果」において、「中性子スペクトルの変化による

放射化断面積の変化は，それほど大きくなく，放射能濃度及び濃度比のいずれに対して

も影響は小さい」とし、「B.5 放射化計算の条件の影響評価結果（解析結果のまとめ）」

においても、「放射化断面積については，放射能濃度，濃度比のいずれに対する影響も

比較的小さいため，（後略）」としているが、「表 B.4－放射化断面積の影響評価の計算

条件」に示す元素成分条件は 1 点のみで放射能濃度の大小については計算条件に入っ

ていない。「図 B.4―放射化計算結果への主な計算条件の影響評価結果（放射化断面積

の影響）」に示す解析結果から、放射能濃度及び濃度比への影響は小さいとする根拠、

及びここでの濃度比は何を比較するのかについて、日本原子力学会は次のように説明

している94。 

附属書 B の図 B.4 は放射化断面積の変化として、PWR 制御棒を例として、定格出

力時における全引き抜き状態の ARO バンク位置と先端が挿入状態の D バンク位置

を想定した放射化断面積の違いによる放射能濃度及び濃度比への影響について確

認しています。評価条件は表 B.4 に示します。 

  

 
 
94 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 14 

BS200 BS270 PWR34 PWR47 BS200 BS270 PWR34 PWR47

N-14(n,p) 1.03 1.03 1.03 1.03 1.34 1.08 1.00 1.06

Cl-35(n,γ) 0.85 1.32 1.09 1.37 1.53 0.78 0.87 0.74

Co-59(n,γ) 1.00 1.00 1.00 1.00 1.22 1.05 1.00 1.04

Ni-62(n,γ) 1.00 1.00 1.00 1.00 1.29 1.03 0.95 1.02

Nb-93(n,γ) 0.99 0.99 0.99 0.99 0.41 0.39 0.38 0.39

Mo-98(n,γ) 0.99 1.00 1.00 0.99 1.05 1.07 1.08 1.07

*：アイソトープ手帳12版（公益社団法人　日本アイソトープ協会）より

ORLIBJ33/ORLIBJ32 ORLIBJ40/ORLIBJ33

C-14

生成核種 主な生成反応*

Cl-36

Co-60

Ni-63

Nb-94

Tc-99
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 63Ni／60Co 

解析結果 a) 

 

計算条件 

PWR 制御棒の次の条件を想定して重み付けした放射化断面積を利

用して，放射化計算を実施。 

放射化断面積 1： ARO バンク位置を模擬 

放射化断面積 2： D バンク位置を模擬 

影響の程度 b) 
放射能濃度への影響：小 

濃 度 比 へ の 影 響：小 

注 a) 放射化計算コード：ORIGEN2，ライブラリ：JENDL Activation File [ 59Co（n，γ）60Co ]，JENDL3.2 

[ 62Ni（n，γ）63Ni ]シリーズ 
b) 影響の程度は，“小：2～3 倍程度以内の差異を生む”を意味する。 

図 B.4－放射化計算結果への主な計算条件の影響評価結果（放射化断面積の影響） 

放射化断面積の違いによる放射能濃度及び濃度比への影響については、下

表のとおりです。ARO バンクと D バンクの放射能濃度の比は 2～3 倍程度とな

っており、63Ni／60Co の濃度比についての ARO バンク／D バンクの比は 1.5 倍

となっています。本標準での影響程度として 2～3倍程度以内の差異を生むこ

とを“小”としています。 

 

表 放射能濃度への影響（ARO／D バンク） 

放射能濃度(ARO バンク／D バンク) の比較 1) 
63Ni 60Co 

3.2 2.1 

注 1) 照射 5.5y の ARO バンク/D バンクの放射能濃度を示す 

 

表 放射能濃度比への影響（ARO／D バンク） 

濃度比 2)（63Ni／60Co） 濃度比の比較 

ARO バンク D バンク ARO バンク／Dバンク 

4.8×10-2 3.2×10-2 1.5 

注 2) 照射 5.5y の 63Ni と 60Co の放射能濃度の比を示す 

放射能濃度決定標準では２～３倍程度以内の差異を影響の程度として小と区分して

いる。放射化断面積の差異が放射化計算結果に与える影響は放射能濃度及び濃度比の

いずれに対しても小さいとしているが、放射能濃度は 3.2 倍程度（対数で半目盛）の影

1E+09

1E+10

1E+11

1E+12

1E+13

1E+14

1E+15

1E+16

1E+17

1E+11 1E+12 1E+13 1E+14 1E+15 1E+16 1E+17 1E+18 1E+19
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3
N
i
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B
q
)

60Co(Bq)

放射化断面積1（AROバンク位置模擬）

放射化断面積2（Dバンク位置模擬）

←連続照射7d

（断面積2）

←5.5y

（断面積2）

5.5y
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↓
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（断面積1）
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響があることを解説等に追加することが望まれる。 

④ 「B.4.2 中性子の照射停止時間（中性子の照射停止後の核種の減衰）」の解析結果を示

す「図 B.7－放射化計算結果への主な計算条件の影響評価結果（中性子の照射停止後の

核種の減衰の影響）」において、連続照射 10 年の放射能を示す点から縦軸に沿って上

方に太い実線が描かれている。この実線の意味について、日本原子力学会は次のように

説明している95。 

附属書 B の図 B.7（抜粋を下図に示す）に示しています「縦軸に沿って上方に太

い実線」は、ここで照射が停止し、減衰期間に入ったことを示している時点の境界

線として、記載しているもので、計算結果ではありません。 

解析結果のプロットを示す図中に補助目盛線以外の線を記載する場合は、注意書き

で説明することが望まれる。⑤「B.5 放射化計算の条件の影響評価結果」 

「B.5 放射化計算の条件の影響評価結果」における、「濃度比法」と「濃度比」との使

い分け、及び「換算係数」と「換算係数法」の使い分けについて、日本原子力学会は次

のように説明している96。 

標準では、基本的に、下記のように用語として使い分けています。 

評価方法を示す場合 濃度比法、換算係数法 

評価値を示す場合 濃度比、換算係数 

使い分けしているとこことであるが、複数箇所に「濃度比を用いる場合」及び「換算

係数を用いる場合」が使用されており、当該部分は「濃度比法を用いる場合」及び「換

算係数法を用いる場合」の方が適切と思われることから見直すことが望まれる。 

 

３．附属書 C（参考） 点推定法のための放射化計算の入力データ設定の推奨方法  

① 「附属書 C」には、複数箇所に ISO16966:2013 の Annex B が参照されている。

ISO16966:2013 の「Annex B(informative) Suggested procedure for the point method 

for activation calculation」（仮訳：(参考）点推定法による放射化計算の推奨手順)

には、放射化計算に必要な諸条件の設定の考え方及び手順並びに計算コードが示され

ているが、推奨事項であり、それ以外の手順を制限するものではない。当該文献の何を

参照しているか、日本原子力学会は次のように説明している97。 

ISO 標準の Annex B 全体が適用対象です。なお、特定の部分を念頭に参照すると

したわけではありません。また、ISO 標準の詳細内容については、転載許諾の制限

で、現段階では学会として内容の詳細を示すことが出来ないため、正式手続きにて

 
 
95 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 15 
96 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 16 
97 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム資料 4-1「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 3 
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当該標準を参照願います。 

また、点推定法は理論計算法の一つとされているが、「C.3 線量率測定による検証，

調整」に「ISO16966:2013 の Annex B には，必要に応じた，線量率測定による放射化計

算結果の補正などの考え方が示されている。」とある。線量率測定による放射化計算結

果の補正について、日本原子力学会は次のように説明している98。 

ISO 標準では、米国の放射化金属の評価の実例として、線量測定結果を利用して

放射化計算結果の補正を行っている実績及び廃棄体の埋設が行われていたため、

これを取り込んでいますが、この方法は、必ず必要となるものではないこと（米国

以外での実績、必要性の話は無かった）から、「必要に応じ」を付けているもので

す。 

なお、原子力学会としては、線量測定結果による補正の必要性はないものと判断

しています。 

附属書 C は入力データ設定のための推奨方法を記載したものであるが、放射能濃度

決定標準の「6.放射能濃度決定方法の手順」において附属書 C を引用しているのは

「6.1.2.1 放射化計算の入力条件」のみであり、「C.3 線量率測定による検証，調整」

に関係する「6.3 妥当性確認」には引用がない。Annex B 全体が適用対象であれば、「C.2

放射化計算の実施順序」から「C.3 線量率測定による検証，調整」までの各項目につい

て、ISO16966:2013 Annex B の適用項番号を明確にすることが望まれる。   

 

４．附属書 D（参考） 区間推定法のための放射化計算の入力データ設定の推奨方法 

①「D.1.2 換算係数法」 

a)「D.1.2 換算係数法」において、「したがって，この方法は，評価対象とする放射化

金属等に対する照射量と比例する因子とが原子力発電所などで管理され管理指標と

して利用できること，又は対象物の代表的な，若しくは保守的な中性子フルエンス率

が設定できることが適用の条件となる。」と規定されている。 

「又は」とする理由について、日本原子力学会は次のように説明している99。 

換算係数法による評価では、下記のいずれかの管理指標を適用して評価するこ

とが想定されます。管理指標は評価対象物に応じて選択するため、「又は」で表現

したものです。 

① 「対象物」に対して「照射量」と「比例する因子」が管理され「管理指標と

して利用できます」 

⇒ 例えば、発電所ではチャンネルボックス 1体毎に、照射量と比例する「燃焼

 
 
98 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 17 
99 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討

チーム参考資料 3-1 回答 4(1) 
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度」を管理しています。この場合、管理指標 Bは「燃焼度」になります。 （主

な適用対象：チャンネルボックス、制御棒） 

もう一方は、 

② （個々の対象物に対して「照射量」と「比例する因子」とが管理されていな

い状態であったとしても）「対象物」の代表的な、若しくは保守的なフルエ

ンス率（Φ）を設定できれば、照射時間（t）から「照射量」を決定できます。 

⇒ 中性子照射期間中配置の変更がなく、中性子照射期間中の代表的、若しくは

保守的な中性子フルエンス率が設定しやすいものに適用します。この場合、

管理指標 Bは「運転期間」になります 。（主な適用対象：シュラウド、核計

装管） 

換算係数法の評価式：A＝R×B 

換算係数 R：放射能濃度は管理指標に比例し，放射能濃度と管理指標との比例係

数 

管理指標 B：評価対象物の中性子の照射量（Φ×t）に比例する因子 

換算係数法の管理指標の例示については、適用可能とした根拠を解説等に明確に

することが望まれる。 

b)「D.1.2 換算係数法」の(2)式は、換算係数に管理指標を乗じることで放射能濃度を

算出するとしているが、管理指標としては、累積照射時間、燃焼度が例として示され

ている。対象物の放射能濃度に影響を与える管理指標が複数ある場合の換算係数Ｒ

及び変数Ｂの設定方法について、日本原子力学会は次のように説明している100。 

管理指標として、対象の放射能濃度に影響を与える複数の因子がある場合、つま

り、燃焼度と累積照射時間、照射量と累積照射時間がある場合は、情報量が多い燃

焼度、照射量を利用します。 

例えば、制御棒の評価事例においては、管理指標として照射量を利用します。換

算係数法の評価式は、以下のとおりとなります。 

A ＝ R × B（換算係数×管理指標） 

R = N × σ×λ 

B = Ф × t 

N：親核種の照射前の原子数密度（cm-3） 

σ：親核種の放射化断面積（cm2） 

λ：生成核種の崩壊定数（s-1） 

φ×ｔ：中性子照射量（n/cm2） 

ここで、照射量（φ×ｔ）については、管理指標として、制御棒の寿命の観点か

 
 
100 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 3-1 回答 4(4) 
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ら、各サイクルでの制御棒の配置位置、制御棒の挿入位置（挿入・引抜き）に基づ

く制御棒先端部の中性子照射量が、中性子輸送計算/拡散計算によって算出され管

理されています。また、放射化断面積σについては、制御棒の挿入・引き抜きによ

り断面積が変動しますが、Dバンク位置（定格出力時の挿入位置）又は ARO バンク

位置（定格出力時の全引抜き位置）のいずれかのうち、生成核種に対する反応断面

積が大きくなる方にて代表設定します。 

換算係数法は附属書「J.1.2 放射化計算の条件の設定」の「a)元素成分条件」にお

いて、「各元素の濃度の代表値を 1 点設定する」と規定されているが、濃度比法は各

元素の濃度をランダムサンプリングした複数点で評価している。区間推定法として

の適用可能範囲が異なるので、「D.1.1 区間推定法の種類」にはそれぞれの適用可能

範囲と制限事項について明確にすることが望まれる。 

②「D.1.3 濃度比法」 

a)「D.1.3 濃度比法」において、濃度比法は難測定核種と Key 核種の比を放射化計算に

より求める方法と規定されている。濃度比を用いて廃棄物の放射能濃度をどのよう

に求めるのか、日本原子力学会は次のように説明している101。 

対象廃棄物の条件（元素、中性子、照射時間）範囲を網羅した放射化計算結果（ス

ケーリングファクタ法のサンプリング・分析データに相当します）によって、評価

対象核種と Key 核種（例えば、Co-60）の「濃度比」を評価し、廃棄体ごとの Key

核種の放射能濃度に、この評価した「濃度比」を乗じることによって、廃棄体の他

の評価対象核種の放射能濃度を決定します。 

なお、廃棄体ごとの Key 核種の放射能濃度を決定する方法としては、次の 2 つの

方法が考えられます。 

① 切断した大型廃棄物を容器に収納した廃棄物（切断片ごと）の Key 核種の放

射能濃度を理論計算によって決定する。（廃棄体に収納した廃棄物の履歴トレ

ースが必要となります） 

② 切断した大型廃棄物を収納した廃棄体の Key 核種の放射能濃度を廃棄体の非

破壊外部測定によって決定する。 

上記①の大型廃棄物を収納した容器とは廃棄体の容器のことであり、放射能濃度

評価のために必要な廃棄体の設計情報は切断前の大型廃棄物の難測定核種と Key 核

種の放射能濃度分布である。その放射能濃度分布から切断位置と収納容器への配分

方法を検討することが必要となるが、適切な廃棄体ごとの評価を行うために必要な

記録の種類及びその内容が示されていない。また、②の非破壊外部測定による Key核

種の放射能濃度評価は、廃棄体容器の材質、厚さ、遮へい材の有無、内部の線源分布

 
 
101 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム 資料 4-2-1 回答 9(1) 
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等に依存するが、現時点において廃棄体の詳細な要件が示されていない。 

したがって、切断した大型廃棄物を収納した廃棄体の Key 核種の放射能濃度を廃

棄体の非破壊外部測定によって決定する方法については、技術評価の対象外として

いる。複数の収納容器に分割配置する廃棄物に濃度比法を用いる場合は、切断前に廃

棄物の難測定核種と Key 核種の放射能濃度分布を評価し、その放射能濃度分布から

切断位置と収納容器への配分方法を検討することが望まれる。 

b) 「D.1.3 濃度比法」の第 2 段落において「対象とする放射化金属等の各部位におい

ては、同一元素組成、同一中性子フルエンス率及び同一照射履歴であることから、核

種の濃度比は基本的に一定であるとの考え方に基づく」とされているが、中性子フル

エンス率及び照射履歴は炉内での位置により異なると想定される。 

中性子フルエンス率及び照射履歴を同一として扱ってよい範囲及びその理由につ

いて、日本原子力学会は次のように説明している102。 

ここでの「対象とする放射化金属等の各部位においては、同一元素組成、同一中

性子フルエンス率、同一照射履歴」とは、放射化計算を行う選定位置における入力

条件のことを示しており、1回の計算における同じ選定位置での放射化計算の入力

条件は、対象物がローテーション（燃料と一緒に移動するチェンネルボックスは、

燃料サイクルごとに炉内で移動すること）によって対象物の炉内の位置が変わっ

ても、各炉内設置位置での照射履歴を集積した同じ中性子フルエンス率及び照射

時間になります。 

したがって、選定位置位での元素組成、中性子フルエンス率、照射時間は、同一

となります。また、区間推定法では、都度、対象とする放射化金属等の評価位置を

選択して、この計算手順を繰り返します。 

なお、附属書 D の式(1)に示すように、放射化によって生成する核種の放射能濃

度は、中性子の照射時間が生成する核種の半減期に比べて短いなどの条件では、式

(1)のように近似的（中性子エネルギー群に単純化）に表わされます。 

A ＝σ × N × Φ×t ×λ .......................... (1) 

ここに， A ： 評価対象とする放射化金属等の放射能濃度 (Bq/cm3) 

σ ： 親核種の放射化断面積 (cm2) 

N ： 親核種の照射前の原子数密度 (cm-3) 

Φ ： 中性子フルエンス率 (n/cm2/sec) 

λ ： 生成核種の崩壊定数 (s-1) 

t ： 中性子の照射時間 (s) 

この式を用いると、評価対象部位の放射能濃度は経時的に変化しても、選択した

評価対象部位では、「同一の中性子フルエンス率、同一の中性子の照射時間」であ

ることから、評価対象核種と Key 核種との濃度比は、一定の定数で示すことができ
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ることになります。 

これらの結果によって評価する核種間の「濃度比」は、附属書 B（下表に抜粋）

に示すように、中性子フルエンス率及び照射時間の差異の影響のパラメータスタ

ディの結果を踏まえると、放射能濃度への影響は大きいものの、濃度比への影響は

小さいことがわかっており、中性子フルエンス率及び照射時間の差異の影響を受

けず「濃度比」は一定となります。 

中性子フルエンス率の濃度比への影響 

図 B.2 より抜粋（4倍の変化の影響） 

照射時間の濃度比への影響 

図 B.5 より抜粋（1日から 60年間の影響） 

 
 

上記の「評価する核種間の「濃度比」は、（中略）中性子フルエンス率及び照射時

間の差異の影響を受けず「濃度比」は一定となる。」について、「附属書 B（参考）放

射化計算の条件が放射能濃度に与える影響の評価例」に例示されている核種以外の

マイナーな核種についても同様である根拠について、日本原子力学会は、理論的根拠

は上記のなお書きと同じとした上で次のように説明している103。 

濃度比法の場合、元素が変わっても、照射に関わる変数である中性子フルエンス

率、中性子の照射時間は濃度比を取ることで影響は消え、残る因子（定数）の比に

なりますので、対象核種が変わろうとも、例以外のマイナーな核種についても、同

じ結果となります。 

中性子の照射時間が生成する核種の半減期に比べて短い条件においても、成立す

るとの説明を受けた。 

c)「D.1.3 濃度比法」の濃度比が一定となる条件について、中性子フルエンス率が同一

であっても、中性子スペクトルが異なると放射化断面積が変化すると想定される。中

性子スペクトルが同一とみなせる範囲をどのように設定するのか、日本原子力学会
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は次のように説明している104。 

本標準では、附属書 Bの図 B.4「放射化計算結果への主な計算条件の影響評価結

果（放射化断面積の影響）」の脚注 b)に示すように、放射能濃度の評価結果への影

響が 2～3倍程度以内の場合は、放射能濃度への影響が小さく、濃度比を一定とす

る場合の中性子スペクトルを同等とみなせるとしています。 

中性子スペクトルの変化が大きくなる代表的な例としては、附属書 B の図 B.4

「放射化計算結果への主な計算条件の影響評価結果（放射化断面積の影響）」にお

いて、評価上、保守側に ARO バンクの放射化断面積を設定して評価した例が挙げら

れます。上記の事例における中性子フルエンス率を同一とした場合の中性子スペ

クトルの変化による放射化断面積の放射能濃度への影響を下表に示します。Dバン

クに対する ARO バンクの放射能濃度は、Co-60 で 2.1～2.2 倍、Ni-63 で 3.2 倍を

示しています。 

 

 
 

なお、中性子スペクトルが同等とみなせる範囲は、平均的な炉心条件における中

性子輸送計算結果から、炉心の径方向及び軸方向の放射化金属等の内部の中性子

スペクトルに関して横並びに比較して評価します。中性子スペクトルのうち、特に

放射化反応が起こることが多い熱群に着目し、また評価対象核種に高速群で生成

する核種がある場合には高速群にも着目して、スペクトルの割合を確認し、スペク

トルが同等とみなせる放射化金属等の範囲を設定します。 

 63Ni／60Co 

解析結果 a) 
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計算条件 

PWR 制御棒の次の条件を想定して重み付けした放射化断面積を利用し

て，放射化計算を実施。 

放射化断面積 1：ARO バンク位置を模擬 

放射化断面積 2：D バンク位置を模擬 

影響の程度 b) 
放射能濃度への影響：小 

濃 度 比 へ の 影 響：小 

注 a) 放射化計算コード：ORIGEN2，ライブラリ：JENDL Activation File [ 59Co（n，γ）60Co ]，JENDL3.2 

[ 62Ni（n，γ）63Ni ]シリーズ 
b) 影響の程度は，“小：2～3 倍程度以内の差異を生む”を意味する。 

図 B.4－放射化計算結果への主な計算条件の影響評価結果（放射化断面積の影響） 

中性子スペクトルについては、同一と見なす場合の条件について明確にすること

が望まれる。 

d) 「D.1.3 濃度比法」の末尾に「評価対象とする放射化金属等が特定されれば、中性

子の照射履歴の詳細情報が明確でない場合でも、Key 核種濃度を測定すれば、適用で

きる」とあるが、この条件が当てはまるのは照射履歴が濃度比を計算した際の照射履

歴の範囲に収まる場合と推定される。 

照射履歴の詳細情報が明らかでない場合に、濃度比法が適用できることについて、

日本原子力学会は次のように説明している105。 

ここで示します「評価対象とする放射化金属等が特定されれば、中性子の照射履

歴の詳細情報が明らかでない場合でも、Key 核種濃度を測定すれば適用できる」と

は、標準のこの文章の前段において、「対象とする放射化金属等の照射履歴（照射

終了後の減衰含む）を考慮した平均的な難測定核種と Key 核種との濃度比を評価

していることから」と示していますように、事前に区間推定法による評価を行った

上で、適用しているものです。 

このため、例えば、切断した容器に収納した「個々の放射化金属の切断片ごと」

の詳細情報（切断片ごとの放射化金属等の種類、材質、部位（形状寸法含む）、中

性子条件、照射条件、減衰条件）のいずれかが特定できなくとも、廃棄体に収納す

る「切断する前の放射化金属等」としての条件範囲の情報（種類、材質、中性子条

件、照射条件、減衰条件の範囲）は把握できますので、区間推定法の計算に必要と

なる入力条件は設定できます。 

したがって、この条件範囲を網羅した放射化計算によって得られた「濃度比」を

使用して、かつ、廃棄体の Key 核種の放射能濃度を非破壊外部測定することによ

って、評価対象核種の放射能濃度を評価できることを意味しています。 

日本原子力学会は、「中性子の照射履歴の詳細条件が明確でない場合」とは、「断片

ごとの放射化金属等の種類、材質、部位（形状寸法含む）、中性子条件、照射条件、
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減衰条件のいずれかが特定できない場合」としていることから、これらの制約条件を

明確にすることが望まれる。 

③「D.1.4 濃度分布評価法」 

a)第 2段落において、「この方法における放射化計算方法は、基本的に個別の廃棄物の

放射能濃度を計算する場合と同等であるが、評価の対象とする放射化金属等のグル

ープを代表する放射能濃度（例えば、平均放射能濃度）を保証できることが適用の前

提となる。」と規定されている。「放射能濃度を保証する」具体的な方法について、日

本原子力学会は次のように説明している106。 

そのグループの個々の廃棄物について、下記の条件にあることです。 

・材料が同一規格仕様のものであること 

（鋼材検査証明書などの材料製造単位の品質証明ができるもので、品質変化

が無いことの確認を行う） 

・中性子フルエンス率がある一定の範囲内にあること 

（原子炉内の中性子フルエンス率の分布を中性子輸送計算などで事前に評価

し確認する） 

・中性子照射条件が同一であること 

（評価対象物の一部交換、移動履歴が無いことの確認を行う） 

放射化計算方法において、評価の対象とする放射化金属等のグループを代表する

放射能濃度（例えば、平均放射能濃度）が「材料が同一規格仕様のものであること」、

「中性子フルエンス率がある一定の範囲内にあること」、「中性子照射条件が同一で

あること」が確認できていることを適用の前提条件とするとされているが、放射能濃

度決定標準には、これらが規定されていない。 

なお、「5.2.3.4 濃度分布評価法」では「炉内の固定された放射化金属等は、元素

成分条件が同じ」ことを前提条件としているが、上記回答は「材料が同一規格仕様の

ものであること」としており、供用中や廃止措置期間中に付着する元素成分の影響が

無視できない場合が考慮されていない。 

「評価の対象とする放射化金属等のグループを代表する放射能濃度（例えば、平均

放射能濃度）を保証できることが適用の前提となる。」とは、元素成分条件が同じで

あること、中性子フルエンス率がある一定の範囲内にあること及び中性子照射条件

が同一であること、を追記する等、利用者の理解が深まるような見直しを行うことが

望まれる。 

b)「D.1.4 濃度分布評価法」第 2段落の末尾に「計算条件（例えば、中性子フルエンス

率）の変動範囲がある一定の範囲内となることが必要となる。」と規定されているが、
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「ある一定の範囲内」の意味について、日本原子力学会は次のように説明している107。 

「ある一定の範囲内」とは、例えば中性子フルエンス率については、炉心を構成

している機器、機材を評価対象とする場合には、その機器、機材の位置に応じた中

性子フルエンス率が炉心計算等により評価されているという意味です。 

この中性子フルエンス率は、炉心計算等によって評価され、最大値、最小値間の

分布が確認できていることから、この状態を「ある一定の範囲内」にあるという表

記にしています。 

炉心計算等によって評価され、最大値、最小値間の分布が確認できている中性子フ

ルエンス率の範囲を「ある一定の範囲内」とするとしているが、廃棄体に収納した廃

棄物の放射能濃度を保証するには、「ある一定の範囲内」が当該廃棄物の計算条件の

変動範囲と一致していることが重要である。 

「ある一定の範囲内となること」は、「個々の廃棄体内の当該廃棄物の計算条件の

変動範囲と一致していること」であることを明確にすることが望まれる。 

c)中性子フルエンス率は中性子スペクトルの影響を受けると想定される。上記に関連

して、例示された中性子フルエンス率以外の変動要因となりうる計算条件について、

日本原子力学会は次のように説明している108。 

対象とする固定された大型の炉内構造物に対して、変動要因となりうる計算条

件としては、中性子フルエンス率だけであると考えております。 

計算条件の変動要因になりうるものは中性子フルエンス率だけであれば、それを

明確にした記載とすることが望まれる。 

d) 「D.1.4 濃度分布評価法」の第 3段落において「放射能濃度の平均値などの決定に

当たっては，計算条件の変動範囲が計算結果に与える影響が小さいことが明らかな

条件については、複数の計算条件を設定せずに一つの値（代表的な値又は保守的な値）

を設定できる。」と規定されているが、「計算結果に与える影響が小さいことが明らか

な条件」について、日本原子力学会は次のように説明している109。 

「計算結果に与える影響が小さいことが明らかな条件」としては、評価対象の機

器又は部材を移動、交換していないことと考えます。 

これによって、中性子照射条件（照射時間、停止時間）は、原子炉内に運転開始

（試運転）から運転終了まで存在している種々の構造物に対して相違はなく、ひと

つの値（同一の条件）を設定できます。 

「計算結果に与える影響が小さいことが明らかな条件」が、評価対象の機器又は部
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材を移動、交換していないことを意図するのであれば、それを明確にした記載とする

ことが望まれる。 

e)「D.1.4 濃度分布評価法」の末尾において「複数の放射化計算結果が一定の範囲内に

安定して分布していることを評価し判断することが適切である。」と規定しており、

「安定して分布している」ことの評価方法について、日本原子力学会は次のように説

明している110。 

評価の対象とする放射化金属等の放射能濃度を評価した結果である放射能濃度

分布を代表する放射能濃度（例えば、平均放射能濃度）の信頼性が、計算の回数（総

数）を増加させても向上しないという意味です。 

具体的には、放射化計算によって評価した放射化金属等の放射能濃度分布の平

均放射能濃度の 95%信頼上限値は、実施した放射化計算の数量に応じて変化し、計

算の回数が少ないとより大きな値を示します。しかし、計算の回数を多くすること

で「平均放射能濃度」と「平均放射能濃度の 95%信頼上限値」の差は、下図（附属

書 K の図 K.5 及び K.6 から抜粋）に示しますように、差異が小さくなって漸近し

て一定の差の状態になります。この状態を「安定して分布している」と表記しまし

た。 

 

Nb-94 の放射能濃度分布評価法による結果 Nb-94 の平均値の信頼上限の漸近性 

 
算術平均値 2.9×106（Bq/t） 

対数平均値 5.9（対数）7.9×105（Bq/t） 

標準偏差 1.0（対数） 

 

また、「安定して分布している」とは、「平均放射能濃度」と「平均放射能濃度の 95%

信頼上限値」の差が小さくなって漸近して一定の差の状態になることを指すとして

いる。「「平均放射能濃度」と「平均放射能濃度の 95%信頼上限値」の差が小さくなっ

て漸近して一定の差の状態になる」について、「一定の差の状態」とは計算回数を増

加させた場合、両者の差の変動幅が何パーセント以内に収まることをいうのか、日本

原子力学会は次のように説明している111。 
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「附属書 K（参考） 濃度分布評価法によって決定する場合の計算例」の「図 K.5

－放射能濃度評価値の安定性及び充足性の確認（原子炉停止直後）」に示しました

ように、計算の数量を多くすることで、「平均放射能濃度」と「平均放射能濃度の

95%信頼上限値」の差異が小さくなる傾向が見られます。これは両者の値が一定の

値に近づく結果によるものです。 

第 2 回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準

の技術評価に関する検討チーム資料 2-1-1 の 11(4)で回答しましたように、両者の

差異が小さくなって漸近して一定の差の状態になる状態を、「安定して分布してい

る」と表記しましたが、誤解を生じさせる回答となっていました。 

「安定して分布している」と表記したのは、両者の値が一定の値に近づく状態を

指しているものです。その判断は、本書別紙「Ⅱ．附属書に関する気付き事項」の

「９．附属書 I（参考） 濃度比を用いる場合の計算例」②j)」の「＜放射化計算の

充足数として、40 点で良いのか＞について」の回答と同様に、統計値の安定性で

評価します。すなわち、附属書の図 K.5 に示しますように、統計値安定後の濃度の

平均値と 95％信頼上限値がほとんど変化しない状態になっていることを視覚的に

確認することで判断しています。定量的には、計算の数量が 30以上になる段階か

ら各々の値の変化が 10％以内に安定してくることから、このケースでは、10%が定

量的な基準と判断できると考えます。 

上記の説明は、放射能濃度の平均値を例にしたものであり、最大放射能濃度への適

用性については触れていない。放射能濃度の平均値の場合と最大放射能濃度の場合

に分けて記載を充実することが望まれる。 

④「D.2 放射化計算の入力条件の基本設定フロー」 

a)「D.2 放射化計算の入力条件の基本設定フロー」には、点推定法について、「代表的

な値（平均値、保守的な値など）を入力条件として設定する」とあり、解説の「３ 適

用範囲」には、廃棄体の放射能濃度に係る技術基準の「最大放射能濃度を超えないこ

と」を満足していることを確認することを目的としている旨の記載がある。点推定法

の代表的な値を「平均値」としている理由について、日本原子力学会は次のように説

明している112。 

標準の「3 適用範囲」の詳細を示しています解説の「3 適用範囲」に、「第二種

埋設事業規則の第八条第2項第二号注に定める廃棄体の放射能濃度に係る技術基準

を満足していることを確認するとともに，同規則第六条第 1 項第一号に定める事

業所に埋設された放射性物質の放射能の総量を超えていないことを確認するため

の標準的な放射能濃度決定方法を規定することを目的」と示しております。 

 
 
112 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検
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また、「附属書 M（参考）廃棄体中の放射能濃度の確認に対する基本的な考え方」

の表 M.1(下記参照)に示しますように、標準においては、先に示しました廃棄体の

「最大放射能濃度」（保守的な値を代表値とする）だけでなく、埋設する廃棄体の

「埋設総放射能量」（すなわち、平均放射能濃度（平均値を代表値とする）×総廃

棄体重量）を評価するための入力条件として、「平均値」に関しても、もう一つの

代表的な値としております。 

表 M.1－第二種廃棄物埋設規則上の廃棄体中の放射能濃度に係る基準 

基準項目 最大放射能濃度 埋設総放射能 

埋設規則条項 第八条第 2 項第二号注記 第六条第 1 項第一号 

確認対象 廃棄体 廃棄物埋設施設 

対象範囲 廃棄体ごと 埋設された放射性廃棄物全体 

確認内容 

放射能濃度が申請書等に記載した最

大放射能濃度を超えないこと。 

埋設を行うことによって，廃棄物埋

設施設を設置した事業所に埋設され

た放射性廃棄物に含まれる放射性物

質の種類ごとの放射能の総量が申請

書等に記載した放射性物質の種類ご

との総放射能を超えないこと。 

要求される 

条件 

廃棄体ごとのばらつきの考慮 

（又は保守性 a）） 

廃棄体全体（平均値）としての 

妥当性（又は保守性 a）） 
注 a) 放射能濃度評価結果が大きな値をとるような安全祐度の考慮。 

注記 現在、第二種埋設事業規則が改正され、第八条第 2 項第三号となっている。 

最大放射能濃度を求める場合と埋設総放射能量を求める場合とで「代表的な値」の

意味が異なるとしていることから、最大放射能濃度を求める場合と埋設総放射能量

を求める場合とに区分した文章とすることにより適切な表現の規定とすることが望

まれる。 

b)「D.2 放射化計算の入力条件の基本設定フロー」において引用する「図 D.1―区間推

定法による放射化計算の入力データの基本設定フロー」（別添１参照）は、評価対象

とする放射化金属等の元素濃度分布、中性子フルエンス率及び照射履歴を網羅する

複数の入力条件を準備する区間推定法のための基本設定フローを示し、各入力条件

の設定は「代表的な条件」又は「ランダムサンプリング」とされている。「最大放射

能濃度を超えないこと」とした場合に必ずしも「保守的な条件」としなくてよい理由

について、日本原子力学会は次のように説明している113。 

標準は、最大放射能濃度及び総放射能量の評価を対象としており、「代表的な条

件」（保守的な条件での最大放射能濃度の評価）、または「ランダムサンプリング」

（放射能濃度分布などの評価）を適用することによって、これらを評価します。 

この「ランダムサンプリング」は、評価対象の全体を網羅する条件範囲からラン

ダムに入力データの抽出を行って入力条件を設定しますので、その計算結果が示
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す放射能濃度の分布（分布から平均値、最大値が評価可能）、又は濃度比の分布（分

布から平均値、最大値が評価可能で、スクリーニングレベルのような制限の考え方

も適用可能）を使用することによって、廃棄体の最大放射能濃度を評価することが

可能です。 

評価対象となる放射化金属等を網羅する条件範囲からランダムサンプリングを行

うことで、廃棄物全体の放射能濃度の分布を求めることができ、当該分布から最大放

射能濃度を評価することが可能とするものである。ただし、評価対象となる放射化金

属等に対応したランダムサンプリングの条件範囲の設定については、根拠をもって

説明できることが必要であり、そうでない（そうした検討ができない）場合は、むや

みにランダムサンプリングを行う条件設定にすることは適切でない。その場合は、明

らかに保守的と判断できる条件を設定するなどの対処が適切であることから、記載

を充実することが望まれる。 

c)「図 D.1―区間推定法による放射化計算の入力データの基本設定フロー」（別添１参

照）において、「代表的な条件」と「ランダムサンプリング」を使い分ける際の条件

及び同一の放射化金属等について、「代表的な条件」と「ランダムサンプリング」そ

れぞれの手法で計算した際の計算結果の同等性について、日本原子力学会は次のよ

うに説明している114。 

標準は、示しています各手法間の同等性を求めているものではありません。また、

保守性を確保した評価方法とする基本的な考え方としては同等ですが、適用する

保守性の取り方によっては、各手法で評価した結果は必ずしも一致するものでは

ありません。 

なお、入力条件の設定方法は、評価方法と密接に関係しますので、適用する評価

方法（点推定法か区間推定法か）によって、次のような選択になります。 

点推定法： 代表的な条件（保守的な条件での最大放射能濃度の評価に適用） 

区間推定法： ランダムサンプリング（放射能濃度分布などの評価に適用） 

日本原子力学会は、区間推定法については、「ランダムサンプリング（放射能濃度

分布などの評価に適用）」であるとしている。しかし、「図 D.1―区間推定法による放

射化計算の入力データの基本設定フロー」を引用している「D.2 放射化計算の入力条

件の基本設定フロー」の「b) 評価対象とする放射化金属等の内部における評価位置

の選択（評価位置）」から「e) 中性子の照射時間の選択」までにおいては、ランダム

サンプリングすると規定し、「図 D.1」においてもそれぞれランダムサンプリングと

記載しているが、詳細に規定している「D.3 評価対象放射化金属等の評価位置の選

択」から「D.6 照射条件の設定」までにはランダムサンプリングの記載は見当たらな
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い。「D.2 放射化計算の入力条件の基本設定フロー」と「D.3 評価対象放射化金属等

の評価位置の選択」から「D.6 照射条件の設定」間の整合性を図ることが望まれる。 

d)「図 D.1―区間推定法による放射化計算の入力データの基本設定フロー」（別添１参

照）の「評価位置の選択」の枠内に「評価位置の存在確率分布の設定」があるが、「D.3

評価対象放射化金属等の評価位置の選択」には記載がない。存在確率分布の設定方法

について、日本原子力学会は次のように説明している115。 

評価位置の存在確率分布の設定は、附属書 D の表 D.2(下記参照)に示していま

す。原子炉内での機器などの設置方向に応じて、基本的に設置方向が軸方向の場合

は「一様分布」、径方向の場合は「該当部の面積比に応じた分布」で設定します。 

 

表 D.2―評価対象放射化金属等の内部における照射位置の設定に関わる基本的な考え方 

評価対象とする

放射化金属等の 

形状及び設置方向 a) 

考慮する条件 b) 

評価対象とする

放射化金属等の

一例 c) 

考慮する照射位置の

出現確率の分布 

原子炉の 

軸方向 

評価対象とする放射化金属等

自身の炉心軸方向の設置状態 

チャンネルボッ

クス，制御棒，

シュラウドなど 

一様分布 

原子炉の 

径方向 

評価対象とする放射化金属等

自身の炉心径方向の設置状態 
上部格子板など 

該当部の面積比に 

応じた分布 

注 a) 評価対象とする放射化金属等自身の形状及び原子炉内外での設置方向（原子炉の軸

方向に沿って設置，原子炉の径方向に沿って設置など）。 
 b) 中性子フルエンス率，中性子スペクトルとして特段の考慮116が必要な評価対象とする

放射化金属等の形状及び設置方向があれば，必要に応じて考慮。 
 c) 原子炉内の軸方向，及び径方向に広がる形状で設置されている代表的な廃棄物の例。 

なお、原子炉内の中性子フルエンス率は、原子炉内を円筒状に見た場合、同一円

周上はほぼ一定と考えることが出来ますので、軸方向に沿って、挿入されている円

筒状や長尺状の機器／機材は、代表的に軸方向の分布を考慮します。（チャンネル

ボックスのように、原子炉内径方向のローテーションがある機器／機材は、これも

考慮します） 

一方、原子炉の径方向に設置した機器／機材は、径方向の半径に応じた同心円状

の面積は、軸方向の長さのように一様ではなく、外側に行くほど大きくなりますの

で、径方向の外側に向かって行くに従って面積が増える条件を加味して、評価する

照射位置の選択・設定を行う際に面積比（径に比例）を乗じることで重み付け考慮

しています。 
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「図 D.1―区間推定法による放射化計算の入力データの基本設定フロー」に示す

「存在確率分布」の設定について明確にすることが望まれる。また、「表 D.2―評価

対象放射化金属等の内部における照射位置の設定に関わる基本的な考え方」に示す

「出現確率の分布」が同じものを指すのであれば用語を統一することが望まれる。 

e)「図 D.1―区間推定法による放射化計算の入力データの基本設定フロー」（別添１参

照）でランダムサンプリングを行う場合の計算の繰り返し回数の考え方について、日

本原子力学会は次のように説明している117。 

ランダムサンプリングを行う場合の計算の繰り返し回数は、標準 6.1.3.3.2 に

示します次の考え方で、データ数の充足度の評価によって安定と判断されるまで

の計算回数になります。 

6.1.3.3.2 区間推定法 

実施した放射化計算結果の数が，放射能濃度決定のための評価データとして十

分かについては，放射化計算を行った数とその放射化計算結果とが示す統計値

の安定性の推移を踏まえて判断する。 

なお、この考え方は、附属書 A で引用しております「ISO 16966:2013 Theoretical 

activation calculation method to evaluate the radioactivity of activated 

waste generated at nuclear reactors」に示されています次の考え方と同じです。 

4.3.1 Determining the number of calculations 

The number of calculations can be determined by one of two methods:（略） 

b) Range method 

“When the range method is applied, the number of activation calculation 

results obtained should be adequate for their use as evaluation data for 

determining the radioactivity concentrations. Whether their number is 

adequate or not can be judged in consideration of the number of the 

activation calculations made and the changes in the stability of the 

statistical values obtained from these activation calculation results. 

また、具体的には、附属書 A の「A.4.3 計算の実施段階」に示しますように、統

計値（下図は相関係数の例）の安定性（図 A.2 では平均値と 95%信頼下限の差異の

漸近性：これ以上計算回数を増やしてもそれによって得られる統計値はほとんど

変わらない）を評価する方法で行います。 
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A.4.3 計算の実施段階（略） 

区間推定方法に必要な放射化計算結果の数は，図 A.2に示す放射化計算の数によるKey

核種濃度と難測定核種濃度間との相関係数の安定性の評価などによって，把握できる。 

 

凡例 
-○- 相関係数の平均値 -∆- 相関係数の 95%信頼下限値 
r 相関係数 n 計算数 

図 A.2―放射化計算数の増加に伴う相関係数（平均，95 %信頼下限）の 

安定性のイメージ[1] 

ランダムサンプリングを行う場合の計算の繰り返し回数については、最大放射能

濃度を求める場合において、相関係数の平均値と 95%信頼下限値から相関係数を決め

る等の定量的な判断基準を追加することが望まれる。 

f)「図 D.1―区間推定法による放射化計算の入力データの基本設定フロー」（別添１参

照）において、「中性子フルエンス率の設定」の枠と「放射化断面積の設定」の枠の

間が両矢印となっている。その意味について日本原子力学会は次のように説明して
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いる118。 

「中性子フルエンス率の設定」のボックスと「放射化断面積の設定」のボックス

の間が両矢印になっていますのは、放射化計算結果である放射能濃度は中性子フ

ルエンス率と放射化断面積（中性子スペクトル）とによって影響を受けますので、

標準 6.1.2.3 b)に示しますように、相互の関係を把握した上での設定が必要なた

め、矢印を両方向にしているものです。 

6.1.2.3 中性子条件（中略） 

評価対象とする放射化金属等に対する次の中性子フルエンス率・中性子スペクトル，及

び放射化断面積を設定する。 

注記 詳細は，附属書 F 及び附属書 G 参照。 

a) 中性子フルエンス率・中性子スペクトル 中性子フルエンス率・中性子スペクトルは，

原子炉及び燃料の配置を考慮した中性子輸送計算コードなどによって適切に評価し

て設定する。中性子輸送計算コードは，詳細モデルの要求レベル及び精度の要求レベ

ルと合わせて適用することが適切である。 

b) 放射化断面積 a) の条件を考慮して，次のいずれかの方法で設定する。 

― 使用する放射化計算コードに内蔵又は附属されている放射化断面積ライブラリか

ら選択する。このとき，最新の計算コード及び放射化断面積ライブラリを確認する。 

― 中性子フルエンス率の評価結果から，放射化範囲の中性子スペクトルの特性を考

慮して放射化断面積を設定する。 

6.1.2.3 b)の記載のみでは中性子フルエンス率と放射化断面積とが相互に関係し

ているとは読めないので記載の見直しが望まれる。 

g)「図 D.1―区間推定法による放射化計算の入力データの基本設定フロー」（別添１参

照）の「入力データの充足性の評価」の枠については、「A.4 妥当性確認の例」におい

て、「なお、区間推定方法に必要な放射化計算結果の数は、図 A.2 に示す放射化計算

の数による Key 核種濃度と難測定核種濃度間との相関係数の安定性の評価などによ

って、把握できる。」と規定され、「図 A.2 放射化計算数の増加に伴う相関係数（平均、

95%信頼下限値）の安定性のイメージ」が示されている。具体的にどのように充足性

を判断するのか、日本原子力学会は次のように説明している119。 

入力データ数（すなわち、計算回数に相当します）の充足性を判断する方法とし

ましては、標準 6.1.3.3.2 に示します次の考え方によって判断します。 

6.1.3.3.2 区間推定法 

実施した放射化計算結果の数が，放射能濃度決定のための評価データとして十分かにつ

いては，放射化計算を行った数とその放射化計算結果とが示す統計値の安定性の推移を

踏まえて判断する。 

注記 詳細は，A.4.3 参照。 

なお、具体的な判断の方法は、前記④e)の回答を参照ください。 

 
 
118 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料３－１ 回答 6(5) 
119 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料３－１ 回答 6(6) 
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「D.2 放射化計算の入力条件の基本設定フロー」の「h)放射化計算用の入力データの

設定」の注記には、「入力データ数の充足の評価方法は，6.1.3.3 による。」と規定し、

「6.1.3.3.2 区間推定法」は上記のとおり「詳細は，A.4.3 参照」としている。「A.4.3 

計算の実施段階」は前述の濃度比法の Key 核種濃度と難測定核種濃度間との相関係数

のことを記載しており、全ての区間推定法を対象とした記載ではない。本文と各附属書

間の整合性を図ることが望まれる。 

⑤ 「D.2 放射化計算の入力条件の基本設定フロー」における評価対象放射化金属等の形

状及び設置方向による照射位置の設定は「D.3.1 評価対象放射化金属等の形状及び設置

方向による照射位置の設定」に、設置位置の移動を踏まえた照射位置の設定は「D.3.2 

評価対象放射化金属等の原子炉内での設置位置の移動を踏まえた照射位置の設定」に

規定している。いずれも評価対象とする放射化金属等の形状及び設置方向を考慮した

放射化計算の照射位置を設定する場合の基本的な考え方を示したものであり、評価対

象放射化金属等の内部における照射位置の設定に関わる基本的な考え方を「表 D.2―評

価対象放射化金属等の内部における照射位置の設定に関わる基本的な考え方」のとお

りとしている。また、評価対象放射化金属等の炉内外での配置位置の設定に関わる基本

的な考え方を「表 D.3―評価対象放射化金属等の炉内外での配置位置の設定に関わる

基本的な考え方」のとおりとしている。 

a)「表 D.2―評価対象放射化金属等の内部における照射位置の設定に関わる基本的な考

え方」における「照射位置の出現確率」とは何か、日本原子力学会は次のように説明

している120。 

評価対象とする照射位置は、附属書 Dの表 D.2(前出)に示しますように、原子

炉内に設置される放射化金属等の原子炉軸方向（径方向の一定位置に、軸方向の

長さをもった機器／機材の場合）や径方向（原子炉の水平断面に横置きの平板形

状の機器／機材の場合）の位置で設定できます。 

標準では、これらの機器／機材において、機器／機材中の評価する位置をラン

ダムに選択する際に、放射化金属等全体から機器／機材中の評価位置を選択す

る確率を「照射位置の出現確率」と呼んでいます。 

「照射位置の出現確率」は、基本的には円筒状の機器、軸方向に設置する長尺

の機器に関しては、軸方向の評価位置を選択する確率は一様分布です。 

一方、径方向に設置する円盤状の機器／機材に関しては、径方向の同心円状に

面積の広がりを示しますので、評価位置を選択する確率は軸方向のように一様

でなく、径（選択した円周の位置）に依存（径に比例）しますので、確率に関し

てこの面積比による重み付けを考慮して選択・設定できるようにするために、面

 
 
120 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 3-1 回答 7(1) 



 

117 
 

積比を反映します。 

「照射位置の出現確率」のような特異な用語については。脚注等で説明を記載する

等の工夫が望まれる。 

b)「表 D.2―評価対象放射化金属等の内部における照射位置の設定に関わる基本的な考

え方」の「考慮する照射位置の出現確率の分布」について、原子炉軸方向に設置した

放射化金属等については一様分布、原子炉の径方向に設置した放射化金属等につい

ては該当部の面積比に応じた分布としているが、この設定の根拠について、日本原子

力学会は次のように説明している121。 

第 3 回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標

準の技術評価に関する検討チーム参考資料 3-1 の回答 6(3)のなお書きと同じで

す。 

- なお、原子炉内の中性子フルエンス率は、原子炉内を円筒状に見た場合、

同一円周上はほぼ一定と考えることが出来ますので、軸方向に沿って、

挿入されている円筒状や長尺状の機器／機材は、代表的に軸方向の分布

を考慮します。（チャンネルボックスのように、原子炉内径方向のロー

テーションがある機器／機材は、これも考慮します） 

上記の回答 6(3)は前記④d)において記載しているが、例えば上部格子板について

原子炉の径方向を「該当部の面積比に応じた分布」とした場合に、どのような分布に

なるのか具体例を示して、理解しやすくすることが望まれる。 

c)「表 D.2―評価対象放射化金属等の内部における照射位置の設定に関わる基本的な考

え方」の「評価対象とする放射化金属等の形状及び設置方向」の欄には、放射化金属

等の設置方向についての記述しかない。放射化金属等の形状をどのように設定する

のか、日本原子力学会は次のように説明している122。 

原子炉における中性子の分布を評価する中性子輸送計算においては、標準

「6.1.2.3 中性子条件」(前出)に示しておりますように、原子炉及び燃料の配置、

すなわち、炉内構造物の配置条件（機器／機材の形状、材質（減速））に関して、

放射化金属等の形状を考慮しモデル化して設定します。 

なお、放射化計算の対象とする評価位置（座標）は、放射化金属等の形状を踏

まえた原子炉内の軸方向と径方向の位置で決定します。したがって、評価対象と

する機器の評価位置は、軸方向の位置と径方向の位置を考慮することで、入力条

件とする中性子フルエンス率を選択する位置が決定できます。 

D.3.1 の題目は「評価対象放射化金属等の形状及び設置方向による照射位置の設定」

 
 
121 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 3-1 回答 7(2) 
122 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 3-1 回答 7(3) 
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であるが、評価対象とする放射化金属等の形状についての考え方について記載がな

いことから、「表 D.2―評価対象放射化金属等の内部における照射位置の設定に関わ

る基本的な考え方」の記載の見直しが望まれる。 

d)「D.3.1 評価対象放射化金属等の形状及び設置方向による照射位置の設定」におい

て、照射位置の選定については、「評価対象とする放射化金属等の形状及び原子炉内

での設置方向、配置位置を考慮した照射位置を選定した上で」とされている。照射位

置は、中性子フルエンス率と中性子スペクトルの変動との関係にも依存するため、照

射位置の設定の方法において、その影響をどのように考慮するのか、日本原子力学会

は次のように説明している123。 

中性子条件の変動に関しては、原子炉内の中性子フルエンス率と中性子スペク

トルの評価及び評価位置の選択の 2 つのステップによって、以下のように考慮さ

れます。 

イ）原子炉内の中性子フルエンス率と中性子スペクトルの評価 

原子炉内の軸方向及び径方向の位置ごと（軸方向 24 区分、径方向（炉心中央、

最外周及び中性子の変動を与える制御棒近傍におけるコントロールセルを含む

3 区分））における中性子フルエンス率と中性子スペクトルを、検証された中性

子輸送計算コードを使用した中性子輸送計算を用いて、炉内の構造条件なども

踏まえて個々に評価し、原子炉内の中性子の分布をマッピングします。これによ

って、原子炉内における中性子フルエンス率と中性子スペクトルの変動を考慮

した中性子の分布が評価できます。（（附属書 Dの「D.2 放射化計算の入力条件の

基本設定フロー」の「f）中性子フルエンス率の設定」参照）） 

ロ）放射化計算用の評価位置の選択（イで評価した中性子の分布から選択するため

の位置の決定） 

原子炉内に設置されている放射化金属等の放射能濃度を評価するため、上記イ）

でマッピングされた中性子の分布から、評価対象放射化金属等原子炉内の位置

（軸方向及び径方向）を、放射化金属等の設置状態を踏まえて評価する照射位置

を選択します。これによって、選択した放射能濃度を評価する位置における中性

子フルエンス率と中性子スペクトルを決定することが出来ます。（附属書 D の

「D.2 放射化計算の入力条件の基本設定フロー」の「b）評価対象とする放射化

金属等の内部における評価位置の選択（評価位置）」参照） 

ロ）における区間推定法の評価対象とする放射化金属等の原子炉内の軸方向及

び径方向の照射位置の選択は、「D.2 放射化計算の入力条件の基本設定フロー」の

「b）評価対象とする放射化金属等の内部における評価位置の選択（評価位置）」に

 
 
123 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 4-1「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 3 



 

119 
 

示しますように、「評価対象とする位置に関する存在確率分布」から、ランダムサ

ンプリングによって選定することで、その影響を含めた放射能濃度分布を評価し

ます。 

なお、「評価対象とする位置に関する存在確率分布」は、「表 D.2―評価対象放射

化金属等の内部における照射位置の設定に関わる基本的な考え方」（前出）に示し

ますように、評価対象物の原子炉内での軸方向、径方向の設置方向を踏まえて、設

定します。 

ランダムサンプリングを行うための軸方向と径方向の評価対象とする位置に関

する存在確率分布は、対象とする放射化金属等の放射能濃度分布（同一体積単位で

評価した放射能濃度分布）を評価するために、表 3-1 に示す分布を考慮し、この分

布からランダムサンプリングを行い、評価位置を設定します。 

 

表 3-1 評価対象とする位置に関する存在確率分布のイメージ 

軸方向に設置される放射化金属等 径方向に水平に設置される放射化金属等 

チャンネルボックスなど 上部格子板など 

 

 

 

 

 

 

有効燃料部を 24 分割し、炉外の 1 分割を加え

た 25 分割で評価する。 

 

面積比のイメージ図（平面図） 

（分割数はイメージのため簡易的に示したもの） 

軸方向の一様分布からランダム選択 

同心円状の部分の面積比 1)による 

存在確率の重み付けを考慮した 

径方向の位置をランダム選択 

注 1 各面積比の数値が中心部と各部位の面積比の

重み付けの値を示す。 

放射化金属等の対象物の原子炉内での設置状態をモデル化し、検証された中性子

輸送計算コードを用いて対象物における軸方向及び径方向の位置ごとの中性子フル

エンス率及び中性子スペクトルを評価した結果を踏まえて、放射化金属等の照射位

置を決定していることの説明を受けた。照射位置の設定の方法について記載を充実

することが望まれる。 

e) 「D.3.1 評価対象放射化金属等の形状及び設置方向による照射位置の設定」におけ

る「評価位置」と「照射位置」との違いについて、日本原子力学会は次のように説明

24 

分 

割 
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している124。 

ここに示しています「評価位置」と「照射位置」ですが、次のようになりますが、

評価する対象位置での照射条件を考える場合は、両者は同じ位置となります。 

評価位置：評価対象物の放射能濃度を評価する位置 

照射位置：中性子の照射によって照射される放射化金属等の位置 

「評価位置」と「照射位置」の違いが分かるよう定義することが望まれる。 

f)「D.3.2 評価対象放射化金属等の原子炉内での設置位置の移動を踏まえた照射位置

の設定」は、運転サイクル等による設置位置の移動の有無を踏まえて、評価対象とす

る放射化金属等の照射位置（放射化計算をする位置と理解）を設定する方法を示した

ものであり、評価対象放射化金属等の炉内外での配置位置の設定に関わる基本的な

考え方を「表 D.3―評価対象放射化金属等の炉内外での配置位置の設定に関わる基本

的な考え方」のとおりとし、「考慮する照射位置の出現確率の分布」において、配置

が固定された放射化金属等（シュラウド、上部格子板）については固定値としている。 

 

表 D.3―評価対象放射化金属等の炉内外での配置位置の設定に関わる基本的な考え方 

評価対象とする放射

化金属等の形状及び

設置方向 a) 

考慮する条件 評価対象とする放射

化金属等の一例 

考慮する照射位置の

出現確率の分布 

配置の移動 運転サイクルごとの

ローテーションなど

による配置位置変化 

チャンネルボックス
b)，など 

配置位置のローテー

ションなどの実際の

分布又は代表的なパ

ターン f) 

燃焼制御のための挿

入位置などの配置位

置変化 

PWR 制御棒 c)， 

BWR 制御棒 d) など 

挿入位置などの実際

の分布又は代表的な

パターン f) 

配置が固定 照射期間中は，配置

位置の変化がないこ

と 

シュラウド，上部格

子板など e) 

固定値 

注 a)評価対象とする放射化金属等の原子炉内外でのローテーションによる配置位置の移

動の有無の条件。 
b)原子炉内での運転サイクルごとにローテーションした配置位置（中央部，最外周な

ど）ごとの考慮が必要である。 
c)PWR 制御棒では，定格出力運転時の原子炉の軸方向の配置位置（定格出力運転時の

制御位置，及び定格出力運転時の制御棒全引抜き位置）ごとの考慮が必要である。 
d)BWR 制御棒では，原子炉内での配置位置，及び定格出力運転時の炉心内挿入位置に

対応する挿入時間の考慮が必要である。 
e)全照射期間において，原子炉内外で固定された状態で照射される。 
f)ローテーションした配置位置，挿入位置などの実際の頻度分布にて設定，又は代表

的な（例えば，放射能濃度評価結果が大きくなるような）配置位置のパターンにて設
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定する場合もある。 

「考慮する照射位置の出現確率の分布」について、配置位置が移動する場合には実

際の分布又は代表的なパターンを用いるとしているが、代表的なパターンとはどの

ように代表性が担保されているのか（例えば、炉型の違い、運転サイクルの違い）に

ついて、日本原子力学会は次のように説明している125。 

これまでの BWR プラントの運転実績から、BWR チャンネルボックスの代表的な配

置位置のパターンとして、附属書 Iの「表 I.11－ZrTN804D（BWR チャンネルボック

スの本体）の配置位置の設定」に示すような配置位置のローテーションの種類があ

ります。これを踏まえて、放射能濃度の評価結果が大きくなるように、配置位置の

ローテーションから中性子フルエンス率分布を考慮して、運転サイクル数ごとに

ローテーションを代表的な配置位置のパターンとして設定します。 

また、PWR 及び GCR の制御棒についても、BWR チャンネルボックスの場合と同様

に配置位置のローテーションを行いますが、代表性の担保の考え方は BWR チャン

ネルボックスの場合と同様に実績を踏まえます。 

運転サイクルごとにローテンションの種類に応じた代表的な配置位置が、中性子

フルエンス率分布との関係で決定され、保守的な放射能濃度として評価されている

ことを具体的に示すなど、評価方法に対する適用例についての記載の充実が望まれ

る。 

g)「代表的なパターン」とは「表 D.3―評価対象放射化金属等の炉内外での配置位置の

設定に関わる基本的な考え方」の脚注 f)によると「例えば、放射能濃度評価結果が

大きくなるような」とあるが、「D.4.1 元素成分条件の設定方法の選定」には「代表

的な元素分析データ（元素分析データの平均値など）」と規定されている。放射能濃

度決定標準全体を通じて「代表的」の意味について、日本原子力学会は、以下のよう

に説明している126。 

附属書 D の「表 D.3―評価対象放射化金属等の炉内外での配置位置の設定に関わ

る基本的な考え方」において使用しております「代表的なパターン」の「代表的」

とは、次の考え方です。 

最大放射能濃度の評価： 保守的に設定（放射能濃度が大きくなるように設定） 

総放射能量の評価  ： 平均的な設定 

「代表的」の意味が最大放射能濃度の評価と総放射能量の評価で異なる場合は、そ

れが分かるような表現とすることが望まれる。 

h) 「表 D.3―評価対象放射化金属等の炉内外での配置位置の設定に関わる基本的な考
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え方」の各項目における「など」の内訳について、日本原子力学会は次のように説明

している127。 

「ローテーションなど」には、照射期間中に使用済燃料プールにて一旦保管した

のち、再度配置位置を変更して照射されることがあるもの（例えば、バーナブルポ

イズン）を含んでいます。 

「挿入位置など」には、制御位置、全引き抜き位置を含んでいます。 

「チャンネルボックスなど」には、バーナブルポイズン、プラギングデバイスが

含まれます。 

「PWR 制御棒、BWR 制御棒など」には、GCR 制御棒が含まれます。 

「シュラウド、上部格子板など」には、核計装管、炉心槽、黒鉛ブロックが含ま

れます。 

放射能濃度決定標準の利用者が容易に類推でき誤解をする恐れがない場合は「な

ど」の表現も許容されると思われるが、可能な範囲で明確に記載することが望まれる。 

⑥「D.4 元素成分条件の設定」 

a)日本原子力学会は、「D.4.1 元素成分条件の設定方式の選定」において、「収集した元

素分析データ及び放射能濃度決定方法の種類に応じて次のいずれかが選択できる」

としている。 

－評価対象とする放射化金属等の代表的な元素分析データ（元素分析データの平均

値など）で設定する方式。 

－評価対象とする放射化金属等の元素分析データの濃度分布又は濃度範囲を設定

する方式。 

「附属書 D(参考)区間推定法のための放射化計算の入力データ設定の推奨方法」は

区間推定法のデータ設定方法を規定しものであるが、総放射能濃度を求める場合と

最大放射能濃度を求める場合とでは、選択方法も異なることから、区別して記載する

ことが望まれる。 

b)「表 D.4―対象とする放射化金属等の元素成分濃度の分布タイプの設定に関わる基本

的な考え方」（別添１参照）において、不純物成分元素及び微量成分元素については、

自然での濃度分布が材料中の各元素の濃度分布にも反映されるとして対数正規分布

に従うとしている。その根拠について、日本原子力学会は次のように説明している128。 

標準では元素成分条件の入力データ設定用の濃度分布の評価及び設定を行うた

めに、次のステップで評価を行います。 

イ）分析データの収集、正規性の評価段階：分析データを収集し、附属書 D の「表 

D.4―対象とする放射化金属等の元素成分濃度の分布タイプの設定に関わる基
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本的な考え方」の基本的考え方に示す元素の濃度分布の基本形状（正規分布又は

対数正規分布）を適用して分布形状の評価（平均、標準偏差、正規性）を進める。 

ロ）入力データ設定用分布の設定段階：放射化計算用の入力データを選定するため

に設定する濃度分布は、収集した分析データが示す最も適切となる分布形状を

確認して設定する。 

したがって、微量成分元素に関しましては、製造工程中で調整などが行われてい

ませんので、原材料中の分布形状が維持されていると考えられるものです。このた

め、「表 G.13－元素の濃度分布を対数正規分布として扱う例」（別添１参照）に示

しますように、基本的な考え方として「対数正規分布」として扱うことが適切です。 

製造工程中で調整などが行われない微量成分元素について、原材料中の分布形状

が維持されるとの考えを採用するのであれば、評価の信頼性の向上のために、この考

え方の前提についての科学的知見を文献の引用ではなく放射能濃度決定標準に直接

記載することが望まれる。 

c)「表 D.4―対象とする放射化金属等の元素成分濃度の分布タイプの設定に関わる基本

的な考え方」（別添１参照）では、不純物元素について、その濃度上限が管理される

ものであるにも関わらず、その上限値ではなく対数正規分布に従うと設定している

ことについて、日本原子力学会は、以下のように説明している129。 

不純物元素に関しましては管理上限値があり、酸化物としてスラグに取り込む

ことなどで低減させるなどの精錬を行い分布が歪む可能性がありますが、分布形

状そのものは上限値のような点でなく、①に示しましたように、まず「対数正規分

布」として、評価を進めます。 

ただし、附属書 Gの「G.1.2.3.2 各元素の濃度分布基本形状の設定例」に示しま

すように、実際に入力データとして適用する元素の濃度分布は、ロ）に示しました

ように、最終的には実際のデータによって評価し、いずれの分布形状に属している

かを判断した上で設定することを求めており、「不純物元素」に関しては、元素分

析によって得られた実際の分析データの範囲が狭く「正規分布」で評価することの

方が適切と判断した場合は、「正規分布」を入力データ設定用分布の設定に適用し

ます。 

濃度上限が規定されている不純物元素については、裾切りありの分布形状を考慮

することが望まれる。 

d)説明資料「L1 放射能評価標準に規定されている評価方法の概要及び理論的方法の技

術的ポイント」130では正規分布に従うとして設定している。同説明資料には、「主成
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分元素については、分布の上限値に近い濃度のデータが正規分布よりも多く出現す

る一様分布を保守的に適用することもある。」とあり、管理範囲がある主成分元素に

対して、一様分布ではなく正規分布となる場合はどのような場合かについて、日本原

子力学会は次のように説明している131。 

放射化金属等の主成分元素の濃度分布は、製品である鋼材の品質管理（成分濃度

の管理）のために成分管理目標値（JIS 規格で既定されている許容変動幅の範囲内

となるように設定される成分管理の目標値）を定め、%オーダーでの成分調整が行

われます。このため、SUS304 の Fe 及び Ni などの主成分元素の濃度は、基本的に

は、この%のオーダーでの成分管理目標値を中心としたばらつきを示す「正規分布」

（下図 I.6 の Fe を参照ください）となると考えられます。 

これに対して、主成分元素は JIS 規格によって製品の品質の許容性を示すため

の管理範囲が、Ni の場合比較的狭いため（Ni の場合：質量分率 8.0%～質量分率

10.5%）、下図のように、この管理範囲内で「一様に分布」していると設定すること

で、より濃度の高い領域の確率を高めて設定することが出来ますので、標準では、

SUS304 の Ni の計算例に対してこの一様分布を適用しています。 

 

Fe Ni 

  

正規分布 
平均値＝質量分率 72%，標準偏差＝4% 

主成分（JIS 規定の残部） 

正規分布 
平均値 8.7wt％、標準偏差 0.57wt％ 

元素成分設定：一様分布 
JIS 規格規定範囲：質量分率 8.0%～10.5% 

図 I.6－SUS304 の元素分析データ及び濃度分布条件設定結果（主成分 Fe 及び Ni の抜粋） 

 

「４．４．１ 元素成分条件の設定方法」④において述べたように、SUS304 材料

の主元素 Feについては添加元素により化学成分量の上限及び下限は制限されている

ので、上記図 I.6 に示す正規分布曲線の両裾（＜約 66.2%、＞74.0%）がない分布と
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なる。各元素の分布形状は対数正規分布、正規分布、一様分布等から適切なものを選

択するとしても、存在を想定する微量元素を含めて、元素成分の制限値の範囲を超え

ないように分布を設定し、データの信頼性を確保できるように記載を見直すことが

望まれる。 

e)「D.4.3 元素分析データ数量に応じた濃度分布条件設定」には、元素分析データ数が

「十分にある場合」、「比較的少ない場合」、「非常に少ない場合」に分けて規定されて

いる。「非常に少ない場合」は元素分析データ数が 1～2点とあるが、「十分にある場

合」及び「比較的少ない場合」の具体的なデータ数について、日本原子力学会は次の

ように説明している132。 

基本的な考え方は、「第 2回会合における日本原子力学会への説明依頼事項に対

する回答」の回答 14(2)（下表）を参照ください。 

取得検出 

データ数 
検出下限値のみ 

非常に少ない 

（1,2 点の検出数） 

比較的少ない 

（3 点以上十分未満） 
十分にある場合 

平均値 ①検出下限値で設

定 

②検出下限値以下

の領域で設定（下

限値から 2σの位

置） 

①検出値で設定 

②検出値以下の領

域で設定（検出値

から 2σの位置） 

平均値の信頼上限で

設定 

得られた検出デ

ータの平均値で

設定 

標 準 偏 差

の 適 用 の

考え方 

①－ 

②同一の元素又は

化学的性質が類似

した元素の分布を

踏まえて設定（信

頼下限） 

①同一の元素又は

化学的性質が類似

した元素の分布を

参考にして設定

（信頼上限） 

②同左 

得られた検出データ

の標準偏差の信頼上

限で設定 

得られた検出デ

ータの標準偏差

で設定 

注記 ①②は、各々の場合の平均値と標準偏差の適用の考え方において、それぞれ対

比している。 

注記 「3点」は、統計値として標準偏差が計算できる最低数量。 

なお、標準では定量的な数値は示しておりませんが、「十分にある場合」のデー

タ数は、元素によっても異なると考えられますが、分布が安定するデータ数として

概ね数十点程度と考えます。 

上記⑥k)の回答を踏まえて、「比較的少ない」場合を 3 点以上十分未満としている

ことについては、明確にすることが望まれる。 

f)「D.4.3 元素分析データ数量に応じた濃度分布条件設定」の「b)元素分析データ数が

比較的少ない場合」において、「保守性を加味した平均値、標準偏差を適用すること

で、評価対象とする元素成分濃度分布を設定できる」としている。例示の図(下図参

照)では、検出データの平均値の 95%信頼上限を設定平均値とした「保守的な範囲を
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設定した分布」が示されているが、この元素成分濃度分布のどの範囲を用いて放射化

計算を行うか、日本原子力学会は次のように説明している133。 

 

例 元素分析データ数が比較的少ない場合の濃度分布の設定のイメージ 

 

検出データの平均値の 95%信頼上限を設定平均値とするなどによって設定した

「入力用設定分布」の分布範囲全体（平均値と標準偏差による分布の設定を行った

もの）を使用して、その中から、「入力用基礎データベース」の分布形状に応じた

確率分布の全体からランダムサンプリングによって、1 つずつの入力データを選定

し、この選定操作を入力データ数として充足するまで続け、入力条件を作り上げま

す。 

これによって、「入力用設定分布」の部分的な範囲でなく、保守的に設定した濃

度分布の全体範囲を網羅した入力条件とすることが出来ます。 

理論的方法 
元素成分条件 

(本文 6.1.2.2) 

点推定法 

(特定放射化物の代表

データによる設定） 

入力用基礎データベースの起源元素濃度分布を踏まえ、

保守性（信頼上限値の適用など）を勘案して設定する。 

区間推定法 

（放射化物の範囲を

網羅する複数の入力

データの設定） 

 

入力用設定分布からのランダムサンプリング 

・分析などにより収集された起源元素の入力用基礎デ

ータベースから設定した入力用設定分布（保守性考慮し

た分布）からのランダム抽出によって設定する。 

・必要な放射化計算用の数を満たすまで繰り返して設

定する。 

・ランダム抽出方法は、JIS Z 9031 に示される方法。 

例示の図は両裾の遠い部分にも元素データが分布したものとなっているが、材料

の規格制限値を考慮した分布におけるランダムサンプリングの方法について明確に

することが望まれる。 

g)「D.4.3 元素分析データ数量に応じた濃度分布条件設定」の「c) 元素分析データ数
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が非常に少ない場合の設定方法」は、二つの仮定方法のいずれかで平均値、標準偏

差を設定する方法があるとしている。それぞれの設定方法に基づく評価結果の同等

性について、日本原子力学会は次のように説明している134。 

－ 元素分析データの検出値の平均値を推定分布の平均値と仮定し，保守的な標準

偏差を適用して，濃度分布を仮定する。 

－ 元素分析データの検出最大値以下の濃度の低い濃度領域で，濃度分布を仮定す

る。 

標準は、元素成分の濃度分布を設定する各手法間に同等性を求めているもので

はありません。また、上記の 2つの設定方法は、いずれも真値に対して、保守的な

評価結果を得るための方法です。このため、適用する濃度分布の設定方法によって

保守性が変わります。 

したがって、適用する入力条件の設定方法によって保守性の考え方が異なりま

すので、評価結果は、設定方法①＞設定方法②となります。 

設定方法① 

元素分析データの検出値

の平均値を推定分布の平

均値と仮定し，保守的な

標準偏差を適用して， 

濃度分布を仮定する 

(表 D.5 の例 1) 
 

設定方法② 

元素分析データの 

検出最大値以下の濃度の

低い濃度領域で， 

濃度分布を仮定する。 

(表 D.5 の例 2に 

実際の分布を加筆) 

 
設定方法①は検出した場合、設定方法②は検出限界以下の場合であるので、最大放

射能濃度を求める場合と総放射能濃度を求める場合に区別して、使い分けを明確に

することが望まれる。なお、検出値から求める分布形状の推定においては、規格上の

制限値があることは上述のとおりである。 

h)「表 D.5―元素分析データが非常に少ない元素の濃度分布条件設定方法」（別添１参

照）中の図「例 2 検出最大値から分布を評価する場合のイメージ」について、1～2

点の検出データから得られた濃度を「検出最大値（保守的）」として、推定分布の平

均濃度（設定値）を検出最大値（保守的）の－2σに設定している。 

 
 
134 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 3-1 回答 10 
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この方法が適用できるのは、検出下限値（以下「ND 値」という。）のデータ数が十

分にある場合と想定されるが、そのデータ数について日本原子力学会は次のように

説明している135。 

検出下限値のデータ必要数を定量的に評価することは、難しいと考えます。 

ただし、元素分析において「検出下限値のみ」又は「1，2点の検出データ」とな

るおそれのある元素は、「表 D.4―対象とする放射化金属等の元素成分濃度の分布

タイプの設定に関わる基本的な考え方」（別添１参照）に示しますように、検出す

ることが比較的難しい「微量成分元素」であり、その濃度分布は、附属書 G の「表

G.13―元素の濃度分布を対数正規分布として扱う例」（別添１参照）に示します多

くの文書にありますように「対数正規分布」を示すと考えられます。 

その分布の信頼性を左右する検出下限値の妥当性は、種々の文献での材料種類、

分析方法の情報によって評価することは可能であることから、標準ではこの入力

データの設定の考え方を示しております。 

このため、検出下限値以下又は 1，2 点の検出値以下の濃度領域での対数正規分

布を設定して評価することは、適切であると考えています。 

元素分析データが非常に少ない元素の濃度分布条件設定方法については、考え方

を整理することが望まれる。 

i)「表 D.5―元素分析データが非常に少ない元素の濃度分布条件設定方法」（別添１参

照）の方法ではサンプリングの不確かさ、分析の不確かさがあるため、数点の検出デ

ータのみでは、その平均を推定分布の検出最大値と仮定することは非保守的となる

場合がある。ND 値のデータが多くあり、かつ、数点の検出データがあるのであれば、

当該検出データを推定分散の検出最大値と仮定することは一定の合理性を持つが、

実運用として、何点の ND 値があれば当該手法を適用可能と考えているのか、日本原

子力学会は次のように説明している136。 

検出限界値以下の濃度領域で検出できない元素濃度分布を設定して評価する場

 
 
135 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-1 回答 14(1) 
136 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-1 更問 14(1)への回答② 
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合に、その濃度分布の領域を把握するために、必要と考えられる化学分析数につき

ましては、標準には示しておりませんが、例えば、表 14(1)-1 に示します考え方が

適用できるものと考えます。 

表 14(1)-1 検出下限値を含む分析における必要データ数 

前提条件 確率的に設定する。 

検出できない濃

度分布などの設

定の模式図 

 
必要データ数の

設定の考え方 

上図のように、検出下限の値（検出できない濃度分布の平均＋標準偏

差 Nσ注１の位置）を超える領域にある数量（例えば、平均値＋Nσ超と

なる領域での分析データ数が 1 点と仮定）から母集団の数量を正規確

率（例 2σを超える確率：2.3%）によって評価する。 

必要データ数の

評価結果注３ 

推定する平均値の位置を検出下限値から 1σの位置とする場合： 7 点 

推定する平均値の位置を検出下限値から 2σの位置とする場合： 44

点 

注 1：「Nσ」とは、標準偏差の 1σ、2σ、3σの数値の意味（N=1, 2, 3） 

注 2：「推定する平均値の位置」とは、検出下限から低い濃度領域で分布を設定

する際に適用する検出下限から Nσの標準偏差を加味した位置で決定する平

均値の意味。 

注 3：具体的には、検出下限値を超えるデータ数が１点未満となる条件を想定し、

推定する平均値の位置を検出下限値から 1σの位置とする場合：正規分布で検

出下限値を超えるデータ数が最少の 1 点未満となるとなるためには、分布の

平均値から±1σ（68.3％）の範囲の上側（検出下限値を超える）にある領域

のデータの存在確率（上側領域の存在確率は 15.8%以下とする）である条件で

考えると、総データ数は 7 点(6.3 点以上)が必要である。 

推定する平均値の位置を検出下限値から 2σの位置とする場合：正規分布で

検出下限値を超えるデータ数が最少の 1 点未満となるためには、分布の平均

値から±2σ（95.4％）の範囲の上側（検出下限値を超える）にある領域のデ

ータの存在確率（上側領域の存在確率は 2.3%以下とする）である条件で考え

ると、総データ数は 44点（43.5 点以上）が必要である。 

検出下限が含まれる場合の総データ数については、その考え方を明確にすること

が望まれる。 

j)「D.4.3 元素分析データ数量に応じた濃度分布条件設定」において、元素の検出下限

値は、分析に用いた試料量や測定器の性能・測定方法等、化学分析の方法に依存する。

対象となる放射化生成物の放射能、放射化断面積及び照射条件から逆算し、起源元素

をどの程度の濃度レベルで評価するべきかを明らかにした上で、その値に対してど

の程度の検出下限値を目標とするかによっても扱いが変わると考えられる。化学分

析法の妥当性の評価のほか、目標とする検出下限値について、日本原子力学会は次の
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ように説明している137。 

元素の検出下限値は、分析に用いた試料量や測定器の性能・測定方法等、化学分

析の方法に依存します。放射化生成物の放射能（放射化学分析による核種濃度の分

析値）、放射化断面積及び照射条件から逆算し、起源元素の濃度レベルを推定する

ことは、理論上は可能です。しかし、材料中の不純物元素等の微量元素によっては、

生成する放射化生成物は濃度が低く放射化学分析において検出下限値以下になる

場合があります。このような微量元素は、逆算により起源元素の濃度レベルを明ら

かにすることができないため、検出下限値の目標を設定することはできません。 

金属材料中の元素分析（核種濃度を分析する放射化学分析ではなく、元素組成の

定量分析）に適用する化学分析法は、既に確立した方法（JIS に準拠した分析法等）

を基本とした、原子力分野以外の分野でも普及している方法であり、化学分析法と

して妥当な方法です。 

【JIS の分析法の例】 

・ JIS K0133（2007） 高周波プラズマ質量分析通則 

・ JIS K0116（2014） 発光分光分析通則 

・ JIS G1239（2014） 不活性ガス融解赤外線吸収法 

検出下限値は、金属材料中の妨害元素（対象とする元素と化学的性質が類似し分

離し難い元素）の含有状況、適用する分析手法（妨害元素の分離操作方法、分析装

置の種類）によって異なります。このような状況から、目標とする検出下限値は、

過去の分析実績から設定されています。 

検出技術の進歩により、昔は検出限界以下だったものが検出可能になることが想

定される。年代の古い文献等における検出下限値は参考にすることはできるものの、

データの信頼性を高める観点から最新の分析技術に基づく方法を採用することが望

まれる。 

k)「表 D.5―元素分析データが非常に少ない元素の濃度分布条件設定方法」（別添１参

照）において、検出データが 1 点の場合に、元素濃度分布の標準偏差σの決定方法に

ついて、日本原子力学会は, 以下のように説明している138。 

起源元素の濃度を分析によって 1、2 点程度しか検出できなかった場合は、実

施したサンプリング分析の結果からでは、標準偏差を設定することできません。こ

のため、「表 D.5―元素分析データが非常に少ない元素の濃度分布条件設定方法」

及び「表 D.6―元素分析データに検出下限値しかない元素の濃度分布条件設定方

法」（別添１参照）に記載する「同一の元素又は化学的性質が類似した元素の分布

 
 
137 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 8(2) 
138 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-1 回答 14(2) 
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を参考にした標準偏差」で設定する方法を適用します。 

（分布の設定方法について） 

濃度分布の設定方法は、附属書 H に示しますように、「同一の元素又は化学的性

質が類似した元素の分布」の収集方法、適用条件及び評価方法を踏まえて設定しま

した「標準偏差」を適用します。 

これを用いた濃度分布の設定は、下図に示すとおり、保守的に 1～2点の検出最

大値を、濃度分布の上側限界値（例 上側限界値＝平均＋2σ（標準偏差）の濃度）

とし、同一の元素又は化学的性質が類似した元素の既知の濃度分布（別途、文献値

などによって収集した濃度分布）から“平均的な標準偏差”などの濃度分布条件を

設定した上で、平均濃度を設定する方法を示しています。 

なお、通常、推定される濃度の分布は、検出最大値以下の領域で検出最大値から

約 3σの位置を平均値とした分布で存在すると考えられます。これを検出最大値か

ら 2σの位置を平均値とした分布で上側にスライドすることで、保守性を加味しま

す。  

 
（標準偏差σの設定方法について） 

標準では、附属書 D に示しますように、濃度分布の設定に必要となる“平均値”、

“標準偏差σ”を元素分析によって得られたデータ数量に応じて保守性を加味し

て設定する考え方を、下表のように示しています。 

取得検出 

データ数 
検出下限値のみ 

非常に少ない 

（1,2 点の検出数） 

比較的少ない 

（3 点以上十分未満） 
十分にある場合 

平均値 ①検出下限値で設

定 

②検出下限値以下

の領域で設定（下

限値から 2σの位

置） 

①検出値で設定 

②検出値以下の領

域で設定（検出値

から 2σの位置） 

平均値の信頼上限で

設定 

得られた検出デ

ータの平均値で

設定 

標 準 偏 差

の 適 用 の

考え方 

①－ 

②同一の元素又は

化学的性質が類似

した元素の分布を

踏まえて設定（信

頼下限） 

①同一の元素又は

化学的性質が類似

した元素の分布を

参考にして設定

（信頼上限） 

②同左 

得られた検出データ

の標準偏差の信頼上

限で設定 

得られた検出デ

ータの標準偏差

で設定 
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注記 ①②は、各々の場合の平均値と標準偏差の適用の考え方において、それぞれ対

比している。 

注記 「3点」は、統計値として標準偏差が計算できる最低数量。 

上記の“標準偏差”を同一の元素又は化学的性質が類似した元素の分布を参考に

して設定する考え方は、収集、選定した元素濃度データを利用し、検出困難元素の

標準偏差を評価上の保守性などを踏まえた上で、信頼下限区間を考慮した標準偏

差で設定します。この標準偏差の設定方法の例を、附属書 H の「図 H.3－平均的な

標準偏差の設定方法のイメージ図（例）」（下図）及び「表 H.1－検出困難元素の平

均的な標準偏差の設定方法の例」（略：標準偏差の設定方法として、平均値、99%信

頼下限値及び最小値を記載）で示します。 

基本的には、図 H.3 に示すように、標準偏差をより小さく設定することで保守性

を考慮することが出来ますが、表 H.1 に示すように、標準偏差のデータが示す正規

性を評価することで 99%信頼下限の標準偏差を適用できると考えます。 

 
注記 上記の標準偏差の分布は、文献などから収集した検出された元素濃度デ

ータをデータ群（産地及び種類ごとに分類した元素濃度データのグルー

プ）として分類し、各々のデータ群（例 Cl では 168 のデータ群、1 群は

複数のデータを含む）で標準偏差を計算した結果をヒストグラムで表示す

るイメージを示す。 

検出技術の進歩により、過去に検出限界以下だったものが、その後検出可能になる

ことが想定される。年代の古い文献等における標準偏差の値も変わることが予想さ

れることから、さらに検討することが望まれる。 

l)「D.4.3 元素分析データ数量に応じた濃度分布条件設定」の「d)元素分析データに検

出下限値しかない場合」は、三つの方法のいずれかで平均値、標準偏差を設定できる

としている。それぞれの設定方法に基づく評価結果の同等性について、日本原子力学

会は, 以下のように説明している139。 

－ 元素分析データの検出下限値を平均値としてそのまま使用する。 

 
 
139 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 3-1 回答 12 
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－ 元素分析データの検出下限値を最大値とする濃度分布を，既知の類似試料の標

準偏差を利用して設定する。 

－ 照射履歴が明確な評価対象とする放射化金属等の核種の放射能濃度データか

ら，起源元素の濃度を推定する。 

標準は、各手法間に同等性を求めているものではありません。 

附属書 Dの D.4.3 の「d) 元素分析データに検出下限値しかない場合」に示しま

す 3 つの設定方法は、いずれも真値に対して、保守的な評価結果を得るための方法

です。このため、適用する方法によって保守性の考え方が変わります。 

したがって、入力条件の設定方法としての採用する保守性の考え方が異なりま

すので、評価結果は、基本的に設定方法①＞設定方法②＞設定方法③となります。 

設定方法① 元素分析データの検出下限値を平均値としてそのまま使用する 

設定方法② 元素分析データの検出下限値を最大値とする濃度分布を既知の類似

試料の標準偏差を利用して設定する 

設定方法③ 照射履歴が明確な評価対象とする放射化金属等の核種の放射能濃度

データから，起源元素の濃度を推定する 

設定方法①、②及び③については、最大放射能濃度を求める場合と総放射能濃度を

求める場合に区別して、使い分けを明確にすることが望まれる。 

m)「表 D.6―元素分析データに検出下限値しかない元素の濃度分布条件設定方法」（別

添１参照）において、推定分布の平均濃度（設定値）を ND値の－2σに設定している。

この方法が適用できるのは、N.D.値のデータ数が十分にある場合と想定されるが、そ

のデータ数について、日本原子力学会は, 表 D.5（別添１参照）の「ND 値の－2σ」

と同じ理由であると説明している140。 

ND 値を平均濃度として用いるのではなく、それよりも 2σ低い値を平均濃度とし

て用いることができる理由について、日本原子力学会は,次のように説明している141。 

検出下限値をそのまま平均濃度として用いる方法が、第 1 の適用方法として考

えられますが、この方法を適用した場合で、保守性が大きくなりすぎる時は、本項

の⑥k)の回答に示す考え方を適用して、下図に示しますように、検出下限値より低

い領域にある濃度分布を想定し、保守的に検出下限値より 2σ低い値を平均濃度と

して用いる方法を示しています。 

 
 
140 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-1 回答 15(1) 
141 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-1 回答 15(2) 
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上図に示す推定される実際の分布（青破線）より高い濃度領域に入力用設定分布

（黒実線）を仮定して、この分布に保守性を持たせるために、平均濃度の設定位置

（通常、正規分布を示す場合は検出下限値から 3σの位置に平均濃度があると想定

されます）を、検出下限値から 2σの位置を平均値としてより高い濃度側に分布を

設定することとしています。 

さらに、適用する“標準偏差σ”も保守性を持たせるように、分布範囲を狭く設

定するために、標準偏差の信頼下限値を適用する考え方を示しています。これらに

よって、上側にスライドすることでの保守性を加味しています。 

「検出下限値をそのまま平均濃度として用いる方法が、第 1 の適用方法として考

えられます」とのことであるが、その場合標準偏差σはどのように算出するのか、日

本原子力学会は次のように回答している142。 

元素分析データに検出下限値しかない元素の濃度分布条件のうち、標準偏差は、

実施したサンプリング分析の結果からでは、標準偏差を設定することできません。 

このため、本項⑥k)の回答に示しましたように、「同一の元素又は化学的性質が

類似した元素の分布を参考にした標準偏差」で設定する方法を適用します。 

なお、検出下限値しかない元素の実際の元素濃度分布は、検出下限値以下の濃度

領域で分布しておりますので、検出下限値を平均値として設定する保守的な方法

だけでなく、真の分布に近い分布（上記に示しました表 D.6 例 3 のイメージを

参照ください）での評価を行うことが可能であると考えています。 

このため、検出値が得られなかった場合は、少なくとも平均値は検出下限値より

低くなるはずで、かつ、確率分布に正規分布を仮定すれば、最も高い領域での分布

は、検出下限値から 3σ低い値を平均濃度とする分布と考えられます。 

したがって、全て ND であれば、平均値は検出下限より 3σ以上低いと統計的に

推定できます。 

しかしながら、平均値の設定に保守性を加える形で 3σでなく余裕を見て 2σを

適用したものです。 

 
 
142 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-1 更問 15(2) への回答 
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なお、分布の設定に必要なデータ数については、標準では濃度分布の設定方法は、

附属書 D の表 D.6 に示しますように、分析数に応じた保守性を考慮することにし

ており、この分析数に関しては、更問への回答 14(1)②（本項の i））を参照くださ

い。 

（分布の設定方法について） 

濃度分布の設定方法は、附属書 H に示しますように、「同一の元素又は化学的性

質が類似した元素の分布」の収集方法、適用条件及び評価方法を踏まえて設定しま

した「標準偏差」を適用します。 

（分布の設定に必要な分析数について） 

標準では、濃度分布の設定方法は、附属書 Dの表 D.6 に示しますように、分析数

に応じた保守性を考慮することにしております。 

この分析数に関しては、更問への回答 14(1)②（本項の i））を参照ください。 

分析結果がいずれも検出下限値以下の場合に、当該元素の平均濃度を検出下限値

の-2σと想定する考え方であるが、標準偏差σの設定は分析数に応じるとするのは、

分析数が多いほど平均値のばらつきが小さくなり平均値が検出下限値に近づくとい

う逆転現象が生ずる。放射能濃度の算出に適切な保守性は必要であるが過度な保守

性は必要ないことから、標準偏差σの設定方法については更に検討することが望ま

れる。 

n)附属書 Hについても「図 H.1－検出困難元素の濃度分布評価の基本的な考え方」にお

いて、濃度分布の標準偏差σとして、「同一の元素又は化学的性質が類似した元素の

分布を評価して適用」とある。その具体的な求め方について日本原子力学会は,本項

⑥k)の回答と同じ理由であると説明している143。 

o)「D.4.3 元素分析データ数量に応じた濃度分布条件設定」における保守性の見込み方

について、データ群の標準偏差の分布の何％を見込むことを妥当とするのか、及びそ

の根拠について、日本原子力学会は次のとおり説明している144。 

放射化計算の元素濃度の入力用に設定する濃度分布の標準偏差への保守性の見

込み方に関しては、下記の考え方を適用しています。 

  

 
 
143 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-1 回答 15(3) 
144 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 8(1) 
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データが比較的少ない場合 データが非常に少ない場合 

 

附属書 Dの D4.3 の例の図 

検出最大値

平均濃度
（設定値）

元素濃度
（%)

確率密度

2σ
σ:保守的な標準偏差

元素分析の
実際の分布

（推定）

保守的な標準偏差を
適用して仮定した分布

 

附属書 D の表 D.5 の図に加筆 

設定する分布を広くする方が保守的 設定する分布を狭くする方が保守的 

標準偏差としては、上記の考え方を踏まえ、

標準偏差として、標準偏差の分布の95%信頼

上限値を適用 

標準偏差としては、上記の考え方を踏まえ、

標準偏差として、標準偏差（同一の元素又

は化学的性質が類似した元素の標準偏差）

の分布の 95%信頼下限値を適用 

上記表中において、「データが比較的少ない場合」は「95%信頼上限値」、「データが

非常に少ない場合」は「95%信頼下限値」を適用としている。「D.4.3 元素分析データ

数量に応じた濃度分布条件設定」の a)～d)における元素分析データ数の多寡による

信頼上限の採り方については、整合性のある記載にするとともに根拠を明確にする

ことが望まれる。 

⑦「D.5 中性条件の設定」 

a)「D.5.1 中性子条件の設定における基本事項」には、中性子条件を「中性子フルエン

ス率」、「中性子スペクトル」及び「放射化断面積」に大別しており、中性子フルエン

ス率と放射化断面積の設定における基本的な考慮事項が記載されている。中性子ス

ペクトルの設定における基本的な考慮事項について、日本原子力学会は次のように

説明している145。 

中性子スペクトルの設定における基本的な考慮事項としては、附属書 Gの「G.2 

中性子条件の設定例」の「G2.1 概要」に示しますように、附属書 D の「表 D.7－

中性子フルエンス率の設定における基本的な考慮事項」（別添１参照）となりま

す。 

中性子スペクトルの設定における基本的な考慮事項は、「表 D.7－中性子フルエン

ス率の設定における基本的な考慮事項」には見当たらないことから、記載することが

望まれる。 

b)「群定数」及び「1群実効断面積」については「3 用語及び定義」において記載がな

いが、日本原子力学会は、以下のように説明している146。 

 
 
145 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 3-1 回答 13(4) 
146 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 3-1 回答 13(1) 
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群定数は、評価済核データ（JENDL など）を基に、連続エネルギーの核反応断

面積をエネルギー区間ごとに平均化群数分け（離散化）して整備された断面積で、

中性子・光子の輸送計算をする際に利用します。例えば、JENDL-4.0 の群定数に

中性子 199 群、光子 42群にて整備された MATXSLIB-J40 があります。 

1 群実効断面積は、ORIGEN2 コードシリーズにて用いられている核反応断面積

の形式で、エネルギー毎の核反応断面積を対象位置の中性子スペクトルにて 1 群

に縮約したものです。1群縮約においては、各エネルギー群の中性子フルエンス

率（中性子スペクトル）と核反応断面積の掛け合わせの積分値である反応量が保

存されるように、下式のとおり、1群の核反応断面積を作成します。 

例えば、各種炉型や燃料仕様に対する原子炉燃料中の中性子スペクトルに基

づき整備された JENDL-4.0 の 1群実効断面積に ORLIB-J40 があります。 

1＝
・Ф

Ф
 

1： 1 群実効核反応断面積 

： 核反応断面積 

Ф： 中性子フルエンス率 

ΣgФ： 1群の中性子フルエンス率（gは全群に対して積分することを示す） 

「群定数」及び「1群実効断面積」のような専門用語は、説明を追加することが望

まれる。 

c) 「D.5.1 中性子条件の設定における基本事項」第 2 段落の「一方，放射化断面積は，

基本的に，放射化計算コードに内蔵されている既存の断面積ライブラリを使用すれ

ばよいが，中性子スペクトル評価の結果などによって放射化範囲の中性子スペクト

ルの特性を考慮して固有の断面積を作成することもある。」の意味について、日本原

子力学会は次のように説明している147。 

「…を使用すればよいが，…を作成することもある」につきましては、ORIGEN

コードシリーズと ORIGEN2 コードシリーズの場合によって、以下のとおり、使い

分けることを意味しています。 

ORIGEN コードシリーズにおいては、基本的に内蔵の断面積ライブラリを使用

すればよいこととなります。 

ORIGEN2 コードシリーズにおいては、コードに付属する 1 群の断面積ライブラ

リを使用すればよいが、対象範囲外（燃料領域以外）については放射化範囲の中

性子スペクトルを考慮した固有の断面積の作成が必要となります。 

ORIGEN コード又は ORIGEN2 コードを前提とした記載になっているが、解析コード

 
 
147 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 9(1) 
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はそれに限定されるものでもないので、汎用性を考慮して信頼性が確認されたコー

ドの適用とするなど記載の工夫が望まれる。 

d) 「図 D.1―区間推定法による放射化計算の入力データの基本設定フロー」（別添１参

照）の放射化断面積の設定において、ORIGEN、MCNP（PHITS も用いるのであれば、そ

れを含む）を使用する際に、使用する核データライブラリによって計算結果に差異が

生じると想定される。使用を想定している核データライブラリとともに、核データラ

イブラリによって計算結果に差異があるのか、差異があるならば、放射能濃度決定に

おいてどのように考慮するのか、日本原子力学会は次のように説明している148。 

基本的には核データライブラリは日本原子力研究開発機構などの各国の研究

機関において、実験値をベースとして核物理の理論計算値や統計学による推定

値を加えることによってもっとも真値に近づくよう核データを評価された評価

済核データライブラリ 1)であり、また、各種実験データに基づくベンチマーク解

析によって臨界や遮蔽（中性子、ガンマ線）の観点でバージョン間の比較を含め

て検証 2)された信頼性の高いものであることから、どれも使用することは可能と

考えます。 

注 1) https://wwwndc.jaea.go.jp/Labo/index_J.html 

注 2) K. Shibata et al., "Japanese Evaluated Nuclear Data Library Version 

3 Revision-3: JENDL-3.3", J. Nucl. Sci. Technol. vol 39, No.11, p.1125 

(2002). 

核データライブラリの選定においては、その時点での新しい核データライブ

ラリとの比較を行い、差異を確認した上で使用することとなります。もし、核デ

ータライブラリ間での大きな差異があれば、新知見の反映の有無や実測値との

比較によって妥当性を確認することとなります。 

なお、中性子フルエンス率評価、放射化評価において、使用を想定されている

核データライブラリの例は、以下のとおりです。 

JENDL-4、JENDL-3.3、JENDL-3.2、JENDL-3、JENDL/AD-2017 3) 

ENDF/B-Ⅳ、ENDF/B-Ⅴ、ENDF/B-Ⅵ、ENDF/B-Ⅶ 

注 3) https://wwwndc.jaea.go.jp/ftpnd/jendl/jendl-ad-2017/jendl-ad-

2017.html (原子炉施設などの廃止措置に資するため、放射性核種の生成量評

価のために日本原子力研究開発機構にて整備された放射化断面積。「核原料物

質又は核燃料物質の精錬の事業に関する規則に基づく線量限度等を定めた告

示」（原子力規制委員会告示第八号）に記載された放射性核種のうち原子炉施

設に係わる核種に起因する放射能の評価に必要となる 311 核種（親核種数）を

 
 
148 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 4-2-1 回答 12 
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網羅する放射化断面積データベース) 

核データライブラリによって具体的にどの程度の差があるのかの評価例及び差が

ある場合は放射能濃度にどのように考慮するのかについて、日本原子力学会は次の

ように回答している149。 

現状、ライブラリの違いによる放射能濃度への影響の評価データはありません

が、放射化断面積の値の差異により概ね評価結果の差異を推定できます。放射化断

面積の差異を確認した例を以下に示します。 

放射化計算の核データライブラリについて、JEDNL-3.2, JENDL-3.3, JENDL-4.0

を基に日本原子力研究開発機構にて整備され公開されている ORLIBJ32, ORLIBJ33, 

ORLIBJ40 の同一のスペクトルで 1 群に縮約された放射化断面積の値の比をとった

例を以下に示します。BS200, BS270 は BWR の炉心条件、PWR34, PWR47 は PWR の炉

心条件のスペクトルで縮約された放射化断面積です。 

下表の例において、ORLIBJ32、ORLIBJ33、ORLIBJ40 の放射化断面積の値の比較

においては、Cl-36 の例では ORLIBJ32 に対する ORLIBJ40 の値は 0.95～1.30 倍、 

ORLIBJ33 に対する ORLIBJ40 の値は 0.74～1.53 倍のばらつきがあります。Cl-36 の

例では旧ライブラリに対する新ライブラリの断面積の値は 0.74～1.53 倍の影響が

あることが確認され、断面積と比例関係（※1）にある放射能濃度への影響の程度

もおおよそ同程度と推測されます。 

なお、表中では核データライブラリの比較により旧ライブラリに対する新ライ

ブラリの断面積の比が 2～3倍程度以内に収まっていることから大幅な差異はない

（※2）と考えられますが、もし旧版を使用する場合は、最新の核データライブラ

リに対する旧版の不確かさを確認した上で、大幅な差異がある場合にはそれを包

含するように放射能濃度の評価値に補正する方法が考えられます。 

 
（※1）放射能濃度が断面積と比例関係にあるとは、放射化の計算式は以下に示

すとおりであり、断面積（σ）と放射能（Ａ）は比例関係となります。 

放射化計算式(60Co の例) 

A = No σ φ { 1 – exp ( - λ T1 ) }  

 
 
149 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 4-2-1 更問 12 への回答 
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A ：放射化核種（60Co）の放射能（Bq） 

No：ターゲット核種（59Co）の個数（atoms） 

σ：中性子による 59Co の（n,γ）反応断面積（cm2） 

φ：照射中性子束（n/(cm2･s)） 

λ：60Co の崩壊定数（3.6001×10-4/日） 

T1：照射日数（日） 

（※2）大幅な差異がないとは、図 B.4「放射化計算結果への主な計算条件の影

響評価結果（放射化断面積の影響）」の脚注 b)に示すように、放射能濃度への

影響が 2～3 倍程度以内の場合は影響が小さく、大幅な差異はないとしていま

す。 

技術進展に伴う核データライブラリの更新は今後も継続すると想定されることか

ら、核データライブラリによって具体的にどの程度の差があるのかの評価例及び差

がある場合の放射能濃度への考慮事項を明確にすることが望まれる。 

f)「D.5.1 中性子条件の設定における基本事項」第 2 段落の「中性子スペクトル評価の

結果などによって放射化範囲の中性子スペクトルの特性を考慮して固有の断面積を

作成することもある。」とあり、その具体的な方法について、日本原子力学会は次の

ように説明している150。 

「中性子スペクトル評価の結果などによって放射化範囲の中性子スペクトル

の特性を考慮して固有の断面積を作成することもある。」については、ORIGEN2 コ

ードシリーズの手順です。ORIGEN2 コードシリーズについては、原子炉内で照射

される放射化金属等（制御棒、バーナブルポイズン棒などの運転中廃棄物）に対

しては、原子炉内の燃料領域のスペクトルで縮約された既存の 1 群実効断面積

ライブラリ（ORLIB-J40 など）が使用できますが、燃料領域以外など中性子スペ

クトルが異なる位置の放射化金属等（バッフルなどの解体廃棄物）に対しては、

当該位置の中性子スペクトルを反映した 1 群縮約断面積を準備する必要があり

ます。断面積の作成フローを下図に示します。 

 
 
150 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 3-1 回答 13(2) 
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図 1 群実効核反応断面積ライブラリの作成フロー 

 

また、「D.5.1 中性子条件の設定における基本事項」第 2 段落における「中性子ス

ペクトル評価の結果」及び「中性子スペクトルの特性」について、日本原子力学会は

次のように説明している151。 

中性子スペクトルの評価結果は、中性子輸送計算による対象とする放射化金

属等内の中性子スペクトルのことを意味します。 

中性子スペクトルの特性については、中性子のエネルギースペクトルの特徴

である熱群や高速群の中性子スペクトルの割合を意味します。 

専門用語については放射能濃度決定標準内で明確にする工夫が望まれる。 

g)「D.5.1 中性子条件の設定における基本事項」の第 3段落に「原子炉型式及び燃料組

成が類似していればライブラリ間の差異が放射化計算に与える基本的に影響は，小

さいと考えられる」との記載がある。これに関連して、放射能濃度決定標準が対象と

する３つの炉型について、どの炉型に対してどのライブラリを適用するのか、炉型に

応じたライブラリをどのような観点で選択したのか、日本原子力学会は次のように

説明している152。 

ライブラリは、炉型に応じて選択するのではなく、中性子スペクトルを考

慮した断面積に関して、ベンチマークにより妥当性を確認されたものを選択

 
 
151 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 9(2) 
152 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 10(1) 

評価済核データ（JENDL4.0 など） 

放射化断面積 
（多群） 

1 群縮約処理 

 断面積ライブラリ 
（ORIGEN2 用） 

対象核種 

対象位置毎のエネルギー 
スペクトル（多群） 

断面積処理（NJOY） 
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します。 

なお、「附属書 F （参考） 放射化計算を行う場合の計算例」では妥当性が

確認された例として、BWR チャンネルボックスの例の ENDF/B-Ⅵ、PWR 制御棒

の例の RNAL*、GCR 黒鉛減速材の例の JENDL-3 を記載しております。 

*：RNAL（Reference Neutron Activation Library）は IAEA から公開されて

いる評価済核データ 

（URL: https://www-nds.iaea.org/public/rnal/www/） 

また、JAEA 核データセンターでは放射化断面積データベース JENDL/AD-2017 を公

開しており、JENDL/AD-2017 には、JENDL-4.0 には未収納であった基底状態及び準安

定状態に対する評価済生成断面積、及び、JENDL-4.0 の公開以降に評価された核種の

放射化断面積も収納されている。放射化評価において JENDL/AD-2017 をどのように

取り扱うのかについて、日本原子力学会は次のように説明している153。 

例えば、ORIGEN2 にて放射化断面積データベース JENDL/AD-2017 を使用する際

については、基本的に主要な評価済核データファイルである JENDL-4.0 を用い

ますが、JENDL-4.0 に収納されていない生成反応に対しては、特殊目的ファイル

である JENDL/AD-2017 や他の評価済み核データファイル ENDF/B-Ⅶ、JEFF-3.1/A

を用います。ORIGEN-S においては、ORIGEN-S 用の JENDL/AD-2017 ライブラリ*を

用います。 

*：https://rpg.jaea.go.jp/main/ja/MAXSAD-2017/ 

放射化断面積ライブラリについては、中性子スペクトルを考慮した断面積に関し

て、ベンチマークにより妥当性を確認されたものを選択することを明確にすること

が望まれる。 

h)「D.5.1 中性子条件の設定における基本事項」末尾の「1群実効断面積の作成に影響

を与える中性子スペクトルの特性については、あらかじめ把握しておく必要がある。」

に関し、具体的な実施内容と 1群実効断面積のみでよい理由について、日本原子力学

会は次のように説明している154。 

「既存の断面積ライブラリを使用する場合には、原子炉型式や燃料組成が類

似してれば・・・」の部分については、既存の 1 群実効断面積が用意されている

ORIGEN2 コードシリーズについて記載しているため、1 群実効断面積のみの記載

としています。 

ORIGEN2 コードシリーズにおいては、既存の 1群実効断面積ライブラリの使用

の際には、原子炉型式や燃料組成が類似していれば、原子炉内で照射される放射

 
 
153 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 10(2) 
154 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 3-1 回答 13(3) 
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化金属等（制御棒、バーナブルポイズン棒などの運転中廃棄物）に対して使用可

能です。 

 ただし、既存のライブラリと燃料の燃料組成や燃焼度などの条件が異なる

場合については、あらかじめ中性子輸送計算をした結果からそのスペクトルの

差異を把握し適用性を確認することが必要となります。 

ORIGEN2 コードを前提とした記載になっているが、解析コードはそれに限定される

ものでもないので、汎用性を考慮して信頼性が確認されたコードの適用を前提とし

た要件を記載し、ORIGEN2 コードを適用した場合を付記する等記載の工夫が望まれる。

i)「D.5.2 中性子フルエンス率などの設定方法」では、中性子フルエンス率は、適用

する放射能濃度決定方法に応じ、a)個別に条件設定する方法と b)代表条件を設定す

る方法のいずれかの方法による設定とし、その選定は中性子の照射履歴に基づくと

している。その判断基準について、日本原子力学会は次のように説明している155。 

中性子フルエンス率及びスペクトルは、個別に条件設定する方法又は代表条

件を設定する方法の 2 つの方法があります。その設定方法については、照射履歴

に基づき、以下のとおり判断し設定します。 

個別設定： 照射履歴が特定できるすべての評価対象について、評価対象ごとに

個別の中性子フルエンス率及びスペクトルを設定する。 

代表設定： 複数の照射履歴をもつ同種の評価対象（例 CB、BP、制御棒、黒鉛ブ

ロック）について、説明性のある範囲で複数の評価対象を適切に（平

均的に）又は放射能濃度が大きくなるよう代表する中性子フルエンス

率及びスペクトルを設定する。 

代表条件を設定する方法は、複数の照射履歴をもつ同種の評価対象がある場合な

どを想定していることが明確になるよう記載を工夫することが望まれる。 

j)「D.5.2 中性子フルエンス率などの設定方法」の「b)代表条件を設定する方法」にお

いて、「中性子の照射履歴に基づき、複数の評価対象とする放射化金属等を適切又は

放射能濃度評価結果が大きくなるように代表する中性子条件を設定する」とあり、そ

の「適切に代表する中性子条件」について、日本原子力学会は次のように説明してい

る156。 

「適切に代表する中性子条件」を設定する方法とは、本項⑤f)に示しましたよ

うに、放射能濃度評価結果が大きくなるように代表設定する中性子条件、配置位

置のローテーションから中性子フルエンス率分布を考慮して、運転サイクル数

ごとにローテーションを代表的な配置位置のパターンとして設定して代表的な

 
 
155 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 3-1 回答 14(2)及び回答 15 
156 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 3-1 回答 14(1) 
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複数の中性子条件を設定する方法です。 

「適切に代表する」という意味について具体的に記載することが望まれる。 

k)「D.5.2 中性子フルエンス率などの設定方法」の「b)代表条件を設定する方法」第 3

段落において、「さらに、放射化計算の条件の設定を目的とした中性子フルエンス率

の評価を行う場合には、中性子フルエンス率の計算に利用するコード及び群定数に

ついて、利用の目的を十分考慮した上で、適切な手法（信頼性のある放射化計算コー

ド）を適用することがある。」について、中性子フルエンス率を評価するのに放射化

計算コードを適用できる理由について、日本原子力学会は次のように説明している

157。 

炉心内の中性子フルエンス率に関しては、放射化計算コードでは燃料組成、出

力及び燃焼期間をインプットとした燃焼計算を行うことも可能であり、その燃

焼計算時に中性子フルエンス率が付随的に評価されるため、放射化計算コード

を炉心内の中性子フルエンス率の評価にも適用できます。 

特定の放射化計算コードに限定した記述においては、その旨を明確にすることが

望まれる。 

l)「D.5.2 中性子フルエンス率などの設定方法」の「b)代表条件を設定する方法」第 3

段落における「炉心核的性能計算」の具体的な方法について、日本原子力学会は次の

ように説明している158。 

炉心核的性能計算とは、単位燃料集合体核特性計算コードと３次元核熱水力

解析を組み合わせた計算手法です。単位燃料集合体核特性計算コードでは 1 体

の燃料集合体に対し、組成、形状、断面積ライブラリを入力データとして、中性

子の空間的・エネルギー的振舞を計算し、燃焼による組成の変化を繰返し反映し

て、中性子フルエンス率・中性子スペクトル分布を計算します。また、3次元核

熱水力解析よる出力分布・ボイド率分布によって補正して、放射化計算のための

中性子フルエンス率・中性子スペクトルを求めます。 

専門用語については放射能濃度決定標準内で明確にする工夫が望まれる。 

m)「D.5.2 中性子フルエンス率などの設定方法」の「b)代表条件を設定する方法」第 3

段落における「炉心核的性能計算」と「ボルツマンの中性子輸送方程式」との違いに

ついて、日本原子力学会は次のように説明している159。 

炉心核的性能計算の単位燃料集合体核特性計算コードは計算手法のため、ボ

ルツマンの中性子輸送方程式に基づいて核特性計算し、出力分布・ボイド率分布

 
 
157 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 3-1 回答 14(4) 
158 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 11(2) 
159 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 11(3) 
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によって補正して、放射化計算のための中性子フルエンス率・中性子スペクトル

を求めます。 

一方、Sn法、モンテカルロ法、直接積分法などでは、出力分布・ボイド率分布

によって中性子線源強度・領域密度を設定し、ボルツマンの中性子輸送方程式に

基づいて直接中性子フルエンス率・中性子スペクトルを求めます。 

「D.5.2 中性子フルエンス率などの設定方法」の「b)代表条件を設定する方法」第

3 段落の記載と上記回答は整合していないことから見直すことが望まれる。 

n)「D.5.2 中性子フルエンス率などの設定方法」の「b)代表条件を設定する方法」に記

載(下記)する各種中性子計算方法に関し，同等な結果を得るための条件について、日

本原子力学会は次のように説明している160。 

・Sn 法（微分型中性子輸送方程式） 

・モンテカルロ法 

・直接積分法 

上記に加えて使用するもの 

・外挿計算法 

・アルベド輸送計算法 

標準では、適用する中性子計算方法に関して、同等性を求めているものではあ

りません。ただし、それぞれの計算方法において、保守性を考慮した評価条件に

よって計算することで、保守的な計算結果が得られます。その観点において同等

性があります。 

主に使用することを想定しています中性子輸送計算方法は、以下のとおりで

す。なお、外挿計算法及びアルベド輸送計算法は他の計算結果から補正する方法

であるため、「加えて」と表現しています。 

・ Sn 法（微分型中性子輸送方程式） 

計算体系を表示する座標と放射線粒子の進行方向を表す角度座標を離散化

して、偏微分型のボルツマン輸送方程式を解く方法のうち、最も一般的な計算

手法です。 

・モンテカルロ法 

積分型ボルツマン輸送方程式を解く方法であり、発生させた乱数列を用い

て、確率分布にしたがって線源から粒子を放出し、輸送カーネル及び衝突カー

ネルの計算を行うことで放射線束を求める方法です。 

・ 直接積分法 

ボルツマン方程式を放射線の進行方向に沿って直接積分してメッシュごと

 
 
160 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 3-1 回答 14(3) 
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に粒子束を評価するものです。 

・ 外挿計算法 

他の計算結果から外挿して補正する計算方法です。 

・ アルベド輸送計算法 

他の計算結果からアルベドデータで補正する計算方法です。 

中性子輸送計算方法については、単に列記するのではなく、各方法の特徴と注意点

を記載するなど、適切なものを選択するための情報を記載することが望まれる。 

o) D.5.2 中性子フルエンス率などの設定方法」の「b) 代表条件を設定する方法」の例

２において、中性子輸送計算コードの例として MCNP が挙げられている。他のモンテ

カルロシミュレーションコード、例えば、国産の PHITS を用いる場合にどのような手

順になるのかに、日本原子力学会は次のように説明している161。 

PHITS を使用する場合についても、MCNP と同じ手順になるものと考えます。 

また、PHITS と MCNP の違いを踏まえた中性子輸送計算の設定上考慮すべき事項に

ついて、日本原子力学会は次のように説明している162。 

PHITS コードはボルツマン輸送方程式を統計的手法で解く国産のモンテカル

ロコードであり、核燃料輸送物に対するベンチマーク解析において、汎用モンテ

カルロコードの MCNP と解析結果のよい一致が得られることが報告されています

[1]。 

MCNP については本標準の附属書 F において、BWR チャンネルボックスの例、

PWR 制御棒の例にて分析値との比較による妥当性（適用性）確認が行われていま

す。PHITS を使用する際にも、MCNP と同様に分析値との比較による妥当性確認も

含めて実施していくことが必要となります。 

[1]後神 進司,「原子力規制庁長官官房技術基盤グループにおける PHITS コード

改良」,RIST ニュース No.62(2017) 

中性子輸送計算の設定上考慮すべき事項については明確にすることが望まれる。 

p) 「D.5.2 中性子フルエンス率などの設定方法」に関連して、原子炉の運転時は、原

子炉内外の中性子が測定されており、測定結果との比較などにより中性子フルエン

ス率計算結果の妥当性を確認あるいは補正することが考えられる。中性子フルエン

ス率計算結果と中性子測定結果との比較について、日本原子力学会は次のように説

明している163。 

本標準において対象とする放射化対象物は炉内にて発生します。炉内の核計

 
 
161 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-1 回答 16 
162 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 11(5) 
163 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 11(4) 
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装用の中性子検出器には超小型の核分裂電離箱が用いられ、原子炉出力状態に

おける炉心内の出力分布や中性子フルエンス率分布が計測できることから、計

算による中性子フルエンス率分布の確認のため利用することは可能と考えます。 

なお、放射化評価の妥当性確認はサンプル分析値（放射能濃度）との比較によ

り行います。 

中性子測定結果との比較などにより中性子フルエンス率計算結果の妥当性を確認

あるいは補正することを明確にすることが望まれる。 

⑧「D.6 照射条件の設定」 

a)「D.6.1 中性子の照射条件設定の基本的考え方」の「表 D.8―プラント寿命中におけ

る中性子の照射時間及び照射停止時間の基本的考え方」（別添１参照）において、照

射時間（合計）は照射条件の設定方法を、頻度分布による設定の場合については中性

子の照射時間（合計）の実績などで適切な分布形状（例えば、正規分布）を設定する

と規定されている。実際の運転実績から考えられる照射実績は何らかの分布に従う

ものなのか、また分布の選定はどのような判断基準で行うのか、日本原子力学会は次

のように説明している164。 

BWR チャンネルボックスの場合、附属書 I の表 I.14(下記)に示すように、約

13,000 体の燃料集合体の燃焼度の実態調査結果より、燃焼度が正規分布となっ

ていることを把握しています。 

燃焼度が正規分布であれば、燃焼度に比例する照射時間の頻度分布も正規分

布なります。 

 

表 I.14－ZrTN804D(BWR チャンネルボックスの本体)の照射時間の出現頻度分布の設定 

 燃焼度の実態調査 設定頻度分布 
中性子照射時間の

設定条件 a) 

中性子照射 

時間の条件 

約 13,000 体の燃料集合体（すなわち，

付随するチャンネルボックス)の燃焼

度の実態調査結果を踏まえ，次の実態

分布が評価された。 

燃焼度 ： 正規分布 

正規分布 
平均値＝1786 日 

標準偏差＝654 日 

注 a) 中性子照射時間の設定条件は，燃料集合体の燃焼度（実績）に基づき比出力を踏ま

えて算出した。 

なお，比出力にはプラントの設置許可申請書記載値の最小値を利用した。 

 
 
164 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 3-1 回答 16 
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注：事業者より提供されたデータ 

チャンネルボックスの照射日数はプラントの運転計画により決まるので、特定の

日数領域に集中して分布することが想定される。「適切な分布形状」を設定するとの

ことであるが、全体としての正規分布よりは複数の分布グループの集合体として整

理する方法も考えられるので、適切な分布形状の設定方法について記載を充実する

ことが望まれる。 

b)「D.6.2.2 中性子の照射時間」において、中性子の照射時間は「評価対象とする放射

化金属等の放射能濃度を代表できるような照射時間、又は放射能濃度評価結果が大

きくなるような照射時間の条件を設定する」とされているが、放射能濃度を代表でき

るような照射時間の条件設定方法、評価結果が大きくなるような照射時間の条件設

定方法が記載されていない。また、末尾に「比較的短半減期核種との濃度比を用いる

場合には、評価対象とする放射化金属等の中性子の全照射時間の長さに応じて放射

化計算の条件設定を変えるなど、適切に考慮する必要がある」と規定されている。そ

れらの方法について、日本原子力学会は次のように説明している165。 

＜放射能濃度を代表できるような照射時間の条件設定方法、評価結果が大きく

なるような照射時間の条件設定方法＞ 

評価対象物中に生成する放射性核種の放射能濃度は、中性子照射時間に比例

して高くなります。このため、評価する対象の放射能が最大放射能濃度（評価結

果が大きくなるような照射時間を適用）なのか総放射能量（放射能濃度を代表で

 
 
165 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 3-1 回答 17 及び第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子

力学会標準の技術評価に関する検討チーム資料 3-1-1「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 4 

  

0.0E+00

2.0E+02

4.0E+02

6.0E+02

8.0E+02

1.0E+03

1.2E+03

1.4E+03

1.6E+03

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500

CB照射日数（日）

発
生

体
数

（
本

）

0.0E+00

1.0E-04

2.0E-04

3.0E-04

4.0E-04

5.0E-04

6.0E-04

7.0E-04正規分布

（平均1786、標準偏差654）

average σσ



 

149 
 

きるような照射時間を適用）なのかによって設定方法が異なります。このため、

条件設定方法を規定することはせず附属書に場合分けした例を示しています。

また、評価対象物が、チャンネルボックスのような運転廃棄物か、解体廃棄物か

によっても異なります。 

ｲ) 運転廃棄物の場合の照射時間の設定例（別添１の表 D.8 参照） 

ⓐ 代表できるような照射時間：中性子の照射時間（合計）の実績の頻度分

布（例えば、正規分布）を設定し、この頻度分布からランダムサンプリン

グによって選定します。 

ⓑ 放射能濃度評価結果が大きくなるような照射時間：ⓐで設定しました頻

度分布の信頼上限値を平均、標準偏差によって適用します。 

ﾛ) 解体廃棄物の場合の照射時間の設定例（別添１の表 D.8 参照） 

ⓐ 代表できるような照射時間：対象原子炉ごと及び評価対象とする放射化

金属等ごとに中性子の照射実績が同じ場合は、実績を踏まえ個別値の照射

時間を一律に設定します。 

ⓑ 放射能濃度評価結果が大きくなるような照射時間：ⓐと同じです。 

＜比較的短半減期核種との濃度比を用いる場合の設定方法＞ 

「D.6.2.2 中性子の照射時間」の比較的短半減期核種との濃度比の場合の影

響の例は、附属書 B の B.4.1 に示しておりますが、半減期の 2 倍程度の期間を

過ぎると比較的短半減期の短い Co-60 の減衰に起因した影響が顕著に表れてき

ますので、照射期間の長い解体廃棄物に関しては、濃度比法を適用する場合は、

10 年間ごとに区切るなどの計算条件範囲で、各期間の濃度比を評価する必要が

あります。 

 

 比較的半減期が長い核種同士の組合せ 

（90Sr／137Cs）（図 B.6 抜粋） 

半減期が短い核種との組合せ 

（63Ni／60Co）（図 B.6 抜粋） 

解析 

結果 a) 

  
計算 

条件 
長期照射（～60 年連続）条件で放射化計算を実施。 

影響の 

程度 b) 
濃 度 比 へ の 影 響：小 

濃度比への影響： 小（～10 年程度） 
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注 a) 放射化計算コード：ORIGEN2.2，ライブラリ：JENDL3.3 シリーズ 
b) 影響の程度は，“大：1 桁程度以上の差異を生む”，“中：1桁程度の差異を生む”，“小：

2～3 倍程度以内の差異を生む”を意味する。 

放射能濃度を代表できるような照射時間の条件設定方法及び評価結果が大きくな

るような照射時間の条件設定方法並びに比較的短半減期核種との濃度比を用いる場

合の考慮事項については、明確にすることが望まれる。 

c)「D.6.2.2 中性子の照射時間」において、「評価対象とする放射化金属等の放射能濃

度を決定する場合は，評価対象とする放射化金属等の放射能濃度を代表できるよう

な照射時間，又は放射能濃度評価結果が大きくなるような照射時間の条件を設定す

る必要がある。」と記載している。放射能濃度を代表できるような照射時間の条件設

定方法及び評価結果が大きくなるような照射時間の条件設定方法について、日本原

子力学会は次のように説明している166。 

中性子の照射時間の条件設定方法は、基本的には、運転実績値を踏まえて設定し

ます。また、評価対象物に応じて、次のような考え方で設定します。 

 運転廃棄物 解体廃棄物 

照射時間の

特徴 

比較的短期間（数年～10数年）の頻

度で、交換される制御棒、チャンネ

ルボックスなどの種類によって、照

射期間も異なる。 

廃止措置段階で解体工事に伴って発

生する比較的長期間（数十年）の同

じ照射を受けた炉内構造物で、供用

期間の途中で交換されていなけれ

ば、種類に寄らず照射期間は同じと

なる。 

代表できる

ような照射

時間 

点推定法：個々の放射化物の交換さ

れるまでに照射を受けた時間 

区間推定法：交換されるまでに照射

を受けた時間の実績分布を踏まえた

平均値を適用する。 

点推定法及び区間推定法ともに：運

転終了までに照射を受けた時間 

評価結果が

大きくなる

ような照射

時間 

点推定法：交換されるまでに照射を

受けた時間の最大値 

区間推定法：交換されるまでに照射

を受けた時間の実績分布を踏まえた

最大値を適用する。 

点推定法及び区間推定法ともに：運

転終了までに照射を受けた時間 

照射時間の条件設定方法は、最大放射能濃度を求める場合と総放射能濃度を求め

る場合を区別して明確にすることが望まれる。 

d)「D.6.2.2 中性子の照射時間」の第 2段落において、中性子の照射時間の長さが放射

能濃度比に与える影響が比較的小さい範囲として 10 年連続照射以下としているが、

その理由と「比較的小さい放射能濃度比に与える影響」について、日本原子力学会は

次のように説明している167。 

 
 
166 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 12(1) 
167 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 12(2) 
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評価対象核種としては、埋設事業許可変更申請書に記載されます申請核種に

なりますが、想定される申請核種の中で最も半減期が短い核種は Co-60（5.27 年）

と考えられます。 

濃度比法においては、Key 核種として、非破壊外部測定を想定してγ線放出核

種である Co-60 を選定することも考えられますが、この場合、核種の照射による

生成と共に減衰も並行して始まりますので、この減衰の影響を加味する必要が

あります。 

標準では、比較的半減期の短い核種を Key 核種として選定する場合において

は、減衰による影響を％オーダーで止めることを勘案し、2半減期以内での適用

が適切であると考え、「10 年連続照射以下」を推奨しています。 

「図 B.6－放射化計算結果への主な計算条件の影響評価結果（中性子の照射時間の

影響：比較的短半減期核種）」によると、Co-60 の放射能濃度は照射時間が 5 年を超

えると増加の直線性が消え、10 年を超えるとほぼ一定となっている。規定内容はこ

のことを指していると思われるので、記載を充実することが望まれる。 

e)「D.6.2.4 照射停止時間（供用期間中における）」の第 2段落において、「長期間の中

性子の照射停止時間が含まれる場合は、長期照射停止を終了し、再起動したしばらく

の期間は、減衰による放射能濃度低下の影響が大きい場合」とあるが、その「長期間

の具体的期間」及び「再起動したしばらくの期間」は具体的にどの程度を指すのか、

日本原子力学会は次のように説明している168。 

供用期間中における照射停止時間の影響は、下図（附属書 B の「図 B.8－放射

化計算結果への主な計算条件の影響評価結果（中性子の照射停止時間の影響）」

より抜粋）にサイクルごとに停止した場合と集中的に停止した場合での比較的

半減期の短い核種を Key 核種に選定した場合の影響に関して、試算した結果を

示しております。 

このように、「長期間の中性子の照射停止時間」に関しては、5 年程度の集中

停止では、濃度比への影響は比較的小さいと考えられます。5 年以上に停止した

場合は、その期間に応じた試算を行った上で、影響を評価することが必要です。 

また、「再起動したしばらくの期間」に関しても、下図の左の図に示しますよ

うに、放射能濃度の回復に 3 年程度を要していることから、この期間内での評価

となる場合には、この点を考慮した評価が必要となります。 

  

 
 
168 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 13 
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60Co（比較的短半減期核種）放射能濃度 

図 B.8 より抜粋 

濃 度 比（63Ni／60Co） 

図 B.8 より抜粋 

  

中性子の照射停止時間及び中性子の照射停止

パターンによる核種生成量への影響は，基本的

に小さい。（減衰の影響：小） 

濃 度 比 へ の 影 響：小 

注記 1 稼働率 70 %（30 %は，中性子照射停止）とし，70 %に関しては，1 回集中停止，及び各回の中性

子の照射停止時間（パターン）を“均等停止”及び“ランダムな期間の停止”の条件で放射化計

算を実施。 

注記 2 影響の程度は，“小：2～3 倍程度以内の差異を生む”を意味する。 

「図 B.8－放射化計算結果への主な計算条件の影響評価結果（中性子の照射停止時

間の影響）」を引用するなどして記載内容を明確にすることが望まれる。 

 

５．附属書 E（参考） 原廃棄物分析法の基本的な適用方法  

① 「E.2.1 基本的な考え方」の均一混合処理に関連して、解説「6.4.2 貯蔵タンク内の

均一混合処理」では、「解説図 9－貯蔵タンクの配管（循環ライン）の表面線量当量率

と循環時間との関係」の図の注記において、「図は，タンク内のかくはん（攪拌）のた

めに行った廃液の循環の初期から終期まで，配管の表面線量当量率の最大値と最小値

との差異が小さいこと[すなわち，タンク内が均一にかくはん（撹拌）されている状態

であること]を示している。」とされている。横軸の循環時間が 190 分、205 分、225 分

の時点で線量当量率が 2.0E-03mSv/h を超えており、線量当量率は変動している。各時

間における最大値と最小値との差異が小さいこと（図ではプロットが重なって太線の

ように見える。）でかくはん状態を判断することの適切性について、日本原子力学会は、

以下のように説明している169。 

この評価事例は、下記の報告書からの引用になります。この報告書の中で、下記

のように評価されており、標準ではこの結果を引用したものです。 

JNES-EV-2013-9005“中部電力㈱浜岡原子力発電所で製作される均質・均一固化

 
 
169 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 54 
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体の廃棄確認方法について”，（独）原子力安全基盤機構，平成 26 年 2 月 

  

線量当量率の変化が統計的に許容されるばらつきの範囲なのか検定するなどの工

夫することが望まれる。 

② 「E.2.3 使用済樹脂等を想定した代表試料の採取方法の例」において、「表 E.4－JIS 

K 2251:2003 に記載された試料採取方法の主な特徴」(略)の「貯蔵タンク内の試料採取

方法」欄の「試料調整方法（二次試料）」には、「平均試料 など」と記載されている。

「など」の意味について、日本原子力学会は次のように説明している170。 

附属書 E の表 E.4 に示しております「平均試料 など」とは、JIS K 2251 に示

されています 2次試料として定義されている試料として、他にも「単タンク混合試

料」（同一タンク内の各部の試料を混合した試料）がありますので、これを「など」

としたものです。 

なお、標準では「平均試料」の適用を主として示しています。 

JIS K 2251:2003「原油及び石油製品－試料採取方法」に規定する 2 次試料の調整

方法は、平均試料、混合試料、単タンク混合試料、多タンク混合試料及び多タンク定

点混合試料の 5種類であり「など」の記載はないので、適用する JIS 規格の項番号を

記載して明確にするような工夫が望まれる。 

③「E.3 原廃棄物分析法による評価方法」の「a) 廃棄体の放射能濃度として決定する方

法」の 2)に規定する方法は、複数の一次試料の平均値と廃棄物投入量から放射能濃度

を決定している。二次試料の結果を用いない理由について、日本原子力学会は次のよう

に説明している171。 

廃棄体の放射能濃度として決定する方法として、附属書 Eの E.3 a) 2)に示し

ました放射能濃度の平均値（ばらつきを含めた平均値の評価を行いたい）を適用し

たい場合に、二次試料を使用しますと、その時点ですでに平均化されてしまってい

るデータ（1点）となってしまっていますので、個別の試料の放射能濃度の分析結

 
 
170 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「実証的方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 6 
171 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「実証的方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 7 
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果が使用できる一次試料の分析データを使用して評価することを示しています。 

「a) 廃棄体の放射能濃度として決定する方法」は、1)の代表試料による方法と 2)の

複数の一次資料による方法のいずれかとしている。最大放射能濃度を求める場合と総

放射能濃度を求める場合を区別して明確にすることが望まれる。 

 

６．附属書 F（参考） 放射化計算を行う場合の計算例  

① 「F.1.3 放射化計算」の「2)放射化断面積」においては、放射化計算コード ORIGEN-S

に内蔵されている 3群の放射化断面積を THERM，RES，FAST の評価式を用いて補正した

とされている。3 群の放射化断面積及び THERM，RES，FAST の評価式とは何かについて、

また、その放射化断面積の補正方法の適切性について、日本原子力学会は次のように説

明している172。 

3 群の放射化断面積は、熱中性子（≦0.625 eV）、熱外中性子（0.625 eV～1.0 

MeV）、高速中性子（≧1.0 MeV）の 3群の放射化断面積です。附属書 Fの F1.3 b)2)

の(1)～(3)の評価式にて算出した中性子スペクトルのデータ（THERM、RES、FAST）

を ORIGEN-S に入力することで、以下の式にて中性子スペクトルを反映した 1 群実

効断面積が作成され、放射化計算に使用されます。 

THERM については、マクスウェル分布に従った温度補正の式となっていますが、

右辺の第 2 項は熱中性子フルエンス率に対する 2,200 m/s 中性子断面積のときの

反応率であり、右辺の第 2 項及び第 3 項もそれぞれ熱中性子フルエンス率に対す

るそれぞれの反応率となっています。1 群実効断面積に熱中性子フルエンス率を掛

けることで合計の反応率となるため、評価部位によるスペクトルの違いを反映で

きる適切な補正方法となっています。 

σeff ＝ TERM × σ0 ＋ RES × σres ＋ FAST × σfast 

σeff ： 1 群実効断面積 

σ0  ： 熱中性子断面積（2,200 m/s ） 

σres  ： 熱外中性子の平均断面積 

σfast  ： 高速中性子の平均断面積 

注 SCALE: A Modular Code System for Performing Standardized Computer Analyses 

for Licensing Evaluations, ORNL/TM-2005/39, Version 5.1, Vols. I–III, 

November 2006.  

放射化断面積の設定については適切性を確保するため記載を充実することが望ま

れる。なお、注意書きの文献は 2006 年版であるが Version 6 が 2009 年 1 月に発行

 
 
172 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 18 
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されている（2022 年時点の最新版は Version 6.2.4173、2020 年 6 月発行）。 

 

７．附属書 G（参考） 放射化計算の入力条件の設定例  

①「G.1 元素成分条件の設定例」 

a)「G.1.1.2 起源元素の選定の前提条件」の評価対象核種の選定においては、放射化後

に評価対象核種となりうる元素を起源元素として抜けもれなく選定する必要がある。

日本原子力学会は、中深度処分対象廃棄物の政令記載核種及び浅地中ピット処分対

象廃棄物の申請核種を参考に評価対象核種を選定したとしているが、選定された評

価対象核種は政令記載核種及び規則記載核種から一部の核種が追加及び除外された

ものとなっている。評価対象核種として、Nb-94 を加えた理由及び申請核種例の H-3

及び Ni-59 を除外した理由について、日本原子力学会は次のように説明している174。 

附属書 G は、計算例を示すために評価対象核種の代表例として仮に設定した

ものです。なお、ご指摘の「G.1.1.2 起源元素の選定の前提条件」における 3核

種の取捨選択は、次の理由によるものです。 

Nb-94：六ヶ所低レベル放射性廃棄物埋設センター廃棄物埋設事業変更許可申請

書に示されている申請核種の一つである。（表 G.2 参照） 

H-3：例とした放射化金属（精錬された材料で製作されるチャンネルボックス及

び制御棒）には起源元素として含まれないとして、計算例からは除外。 

Ni-59：浅地中処分対象廃棄物と同様に Ni-63 との比の理論計算法で評価できる

として、計算例からは除外。 

「G.1.1.2 起源元素の選定の前提条件」は本文「6.1.2.2.1 起源元素の選定方法」

を補足するものであることから、加えた理由及び除外した理由を記載することが望

まれる。 

b)「G.1.1.3 起源元素の選定手順」においては、一次スクリーニングから四次スクリー

ニングまでの各スクリーニング項目が規定されている。それらの設定根拠について、

日本原子力学会は次のように説明している175。 

b-1) スクリーニング手順の設定に当たって参考にした事例（過去の許認可事例、

海外事例等）の有無について 

起源元素のスクリーニングの手順の参考事例としては、浅地中処分の安全評

価に適用されています下記の事例（出典は表の注 1 参照）があります。 

 
 
173 SCALE 6.2.4 の ORIGEN コードでは ORIGEN-S から-S の名称が削除された。また、数値解法に複雑な崩壊

チェーンに対しても対応可能なチェビシェフ有理近似を導入し、1 群断面積も核異性体を含めて多群断

面積から作成できるようにしている。 
174 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 19 
175 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 4-1「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 4 
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・放射性物質の選定の考え方で「埋設処分の観点から考慮すべきである半減期 30

日以上の放射性物質とし、希ガス及び生成量の極めて小さいものを除く 170 核

種とする。」 

・原子炉構成材料の元素組成については、以下の方法で設定を行った。 

「評価に使用する分析データについては、電気事業者が取得した分析データに

加え、新型転換炉「ふげん」の構成材の元素分析データ及び国内外の文献におけ

る分析データを使用した。評価に使用した材料別の元素組成設定値を第 3 表に

示す。ただし、希ガス元素及び安定同位体が天然に存在しない元素は除外した。」 

b-2) 上記の方法が中深度処分対象廃棄物の起源元素の選定に適用できる根拠に

ついて 

上記の起源元素のスクリーニングの参考事例は、浅地中処分の許認可での事

例ですが、ここでは、標準理解のために、具体的な起源元素の選定例として、L2

許可の核種による評価例を示しているものです。実際には、将来の L1 埋設の事

業許可で対象とされる核種に基づいて、廃棄確認申請のために、起源元素の選定

を行いますので、L1 特有の核種が存在した場合でも対象から漏れることはあり

ません。なお、L2 廃棄体の規制核種の生成源は、炉内の腐食生成物、燃料であ

り、その核種の生成源は、L1廃棄物と同様と考えております。 

b-3)この設定項目で抜け漏れがないこと、スクリーニングの順番が前後すること

で評価結果が変わる可能性がないこと、その他起源元素の選定に関わる影響が

ないことをどのように判断したかについて 

申請核種を生成する起源元素の選定に関しては、全 103 元素から出発します

が、「G.1.1.2 起源元素の選定の前提条件」の「c)起源元素の選定の考え方」(略)

に示しますように、起源元素の選定においてスクリーニングを行います。 

そのスクリーニングの考え方は、表 4-1 に理由を示しますように、まず、対象

元素とならない「初期の起源元素でない放射性同位体（放射化による核種生成後

の崩壊、照射による核種は計算の中に含まれる）」、「評価対象核種を生成しない

元素」及び「材料の精錬時などに揮散する可能性が高いと判断できる元素」は除

外し、加えて、「評価対象核種の総生成放射能に対する寄与が小さい元素」まで

を放射化計算の入力条件に含める必要はないことから除外するものです。 

なお、最初に、材料共通の条件として、評価対象物（中性子による放射化前の

コールド材料が放射化計算の出発点である対象元素となります）に含まれない

「放射性同位体」、及びそもそも放射化によっても評価対象核種を生成すること

のない元素は、その後の三次以降のスクリーニングを行う必要もないことから、

初期の段階でスクリーニングを行うものです。 

次に、三次以降のスクリーニングは、生成量の評価を材料中に存在し評価対象

核種を生成する可能性のある元素に対して行うために、材料の製造工程、化学的
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性質を考慮したスクリーニングを行い、生成した量の全体に占める割合を踏ま

えて、放射化計算の入力条件とすべき起源元素として選定する手順としていま

す。 

表 4-1 スクリーニングの理由など 

スクリーニング 理由・根拠 適用除外 

一次：初期の起源元素

でない放射性同位体 

照射されていない炉内構造物の材料が放射化計算

の出発点であるため、この材料に含まれない放射

性同位体は起源元素から除外できる。1） 

天然に広く存在す

る U，Th は除外し

ない 

二次：評価対象核種を

生成しない元素 

全元素に対して、中性子照射によって生成する核

種を計算評価 2)し、放射化によっても評価対象核

種を生成しない元素は除外できる。 

－ 

三次：材料の精錬時な

どに揮散する可能性

が高いと判断できる

元素 

構造物の材料の製造過程の熱処理（精錬など）、化

学処理（スラグ化、還元処理）によって受ける温

度以下の沸点の元素は揮散、又は化学反応でスラ

グ等に移行させて除去されるため、除外できる。

また、希ガス元素も除外できる 1)。 

添加される元素 

四次：評価対象核種の

総生成放射能に対す

る寄与が小さい元素 

評価対象核種を生成する元素でも、その生成量が

非常に少なく、総生成放射能に対する寄与が小さ

い元素は、除外できる。 

生成比0.01%3)以上

の元素は除外しな

い。 

注 1 放射化計算の対象元素から放射性同位体を起源元素から除外している例と

しては、「補足説明資料 9 廃棄物埋設施設における許可基準規則への適合

性について第十条 廃棄物埋設地のうち第四号(廃止措置の開始後の評価)

線量評価パラメータ-パラメータ根拠集-2021 年 6 月 日本原燃株式会社の

添付資料 2 総放射能量の設定について」において、「評価に使用した材料

別の元素組成設定値を第 3 表に示す。ただし、希ガス元素及び安定同位体が

天然に存在しない元素は除外した。」と同様な適用を行っている。 

また、この原子炉構成材料の元素組成は、中深度処分対象廃棄物である。 

注 2 放射化計算条件は，計算コード：ORIGEN2.2，断面積ライブラリ：PWR41J33，

照射時間：30y，中性子フルエンス率：4.72×1014cm-2/s，元素量：各元素と

も等量（0.001kg）として、評価対象核種（ここでは、仮に 14C，36Cl，60Co，

63Ni，90Sr，94Nb，99Tc，129I，137Cs，全αを評価対象核種とした例で示してい

る） 

注 3 生成比のスクリーニングの判断指標は，放射化計算結果の放射能濃度又は

濃度比の最終的な値の有効数字が 2 桁であると想定し，これに推定存在濃

度レベル評価の不確定性を考慮（1 桁を想定）し，生成比 0.01 %未満（有効

数字 5 桁以下に影響）とした。 

また、標準には示しておりませんが、第 3次スクリーニングにおける除外理

由とその根拠に関して、表 4-2 に示します。 
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表 4-2 第 3 次スクリーニングの根拠 

第 3 次スクリーニング項

目 
元素を除去対象とできる根拠 

スラグとして除去 

原料である鉱石に含まれ

るが、高炉などで原料を溶

解分離したときのスラグ

として大半は除去 

化学反応による除去（反応式（S+3(CaO) =(CaS)+O)、及び

（2P+3(CaO)＋5O=3(CaO‧P2O5）で示されるようにスラグ-メタル間の

化学反応）のため反応が続きます。 

なお、炭素鋼の例となりますが、副原料である石灰石（5～10%の

配合 1））の Ca（アルカリ金属類）に着目して、製鋼過程でスラグに

移行せず鉄鋼中に残存する Ca は 0.0001%以下 1)、SUS304 で 0.0004% 

2)であることを踏まえると、スラグに移行せず金属中に残る元素の残

存率（製鋼中の Ca／原料中の Ca）は、9E-5～2.6E-4 程度と考えられ

ることから、十分低減できると考えます。 

低沸点による揮発 

高炉の温度が 2000℃近く

となることを考慮すると、

揮発する可能性が高い 

材料によって、製造工程で受ける温度条件は異なるが、材料が製

造中に受ける温度に対して元素の沸点（Rb：688℃～Sb：1,635℃）3)

を比較することで、微量成分である沸点の低い元素の揮散の有無が

確認できます。 

また、鉄鋼の場合、高温での処理時間も高炉で約 1,500～2,000℃、

約 6～8 時間に加え、転炉で約 1,200～1,600℃、30 分程度、SUS の

精錬に適用されている VOD（Vacuum Oxygen Decarburization）で約

1,650℃、50～100 分程度 4)、と脱気に対しての十分な時間が掛けら

れています。 

さらに、転炉に当たる SUS 及びジルカロイの溶解・精錬工程では、

真空脱気又は Ar 吹込みによる脱気操作も加えられ、より脱気を容易

にしています。 

希ガス 

岩石・鉱物に微量含まれる

が、希ガスが不純物として

金属に混入する可能性は、

低い 5) 

化学的に不活性なガス物質であり、溶鋼に溶解しないとして、溶

存ガスや介在物の分離浮上を促進するためのバブリングガスとして

多量に使用されていることからも金属に混入する可能性は低い。 

また、希ガスである Ar の炭素鋼への溶解度を評価した結果

（1.569E-8cm3-Ar／cm3-Fe(1580℃)）6)を踏まえると、鉄鋼中の存在

量は、3.6E-10%程度であり、存在量としては無視できるレベルと考

えられます。 

希少元素 

希少性が高く、不純物とし

て金属に混入する可能性

は、低い 

希少元素（ルテニウム Ru）の白金族鉱物（Ru の主な産出源となる

鉱物）及び地殻中の存在濃度の例を下表に示しますが、主に白金族

鉱石に含まれて、採掘される Ru は、その鉱石中の濃度も低く、微量

元素として存在する地殻中の濃度は、さらに低いことから、SUS など

の原料に含まれる不純物（制限値は最も低い U で 3.5ppm）として混

入する濃度も同様に低いと考えられます。 

 

白金族鉱石 7) SUS304 分析 2) 地殻 8) 

0.18～57.75 ppm <1 ppm 0.01 ppm 
 

還元性雰囲気による除去 

高炉における還元性雰囲

気によって、精錬過程で除

去 

化学反応による除去（炭素による熱還元 Fe： 

 Fe2O3→ 高炉(過剰還元)→転炉(部分酸化)→粗鋼 

フェロアロイ(Fe-M 合金，M：Ni，Cr，Si，Mn)： 

 (Fe,M)Ox→電気炉→粗 Fe-M 合金) 

脱硫：(CaO)＋[S]=(CaS)＋[O]又は(CaO)＋[S]＋[C]=(CaS)＋CO のた

め、反応物質が十分であれば反応が続きます。 

また、鋼質の向上を図るためには、精練過程における溶鋼の脱酸、

脱硫管理が重要で管理されており、溶鋼中の酸素濃度は脱酸、脱硫

後で 1E-3～4E-3 %程度との文献 9)もあり、十分に除去されると考え

られます。 
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注 1 鉄鋼の原料：社団法人日本鉄鋼連盟， 

https://www.jisf.or.jp/kids/shiraberu/03.html 及び JSS 日本鉄鋼認証

標準物質一覧，日本鉄鋼連盟 標準化センター 

注 2 「ふげん」発電所の主要構造材元素組成分析，日本原子力学会和文論文誌，

Vol.9, No.4, p.405～418 (2010) 

注 3 化学便覧 第六版 日本化学会編 

注 4 ステンレス鋼便覧−第 3版− ステンレス協会編 

注 5 希ガス元素を起源元素から除外している例としては、「補足説明資料 9廃棄

物埋設施設における許可基準規則への適合性について第十条 廃棄物埋設

地のうち第四号(廃止措置の開始後の評価)線量評価パラメータ-パラメー

タ根拠集-2021年 6月 日本原燃株式会社の添付資料2総放射能量の設定に

ついて」において、「評価に使用した材料別の元素組成設定値を第 3 表に示

す。ただし、希ガス元素及び安定同位体が天然に存在しない元素は除外し

た。」と同様な適用を行っている。 

注 6 北大 石井ら，溶融鉄中のアルゴン溶解度と添加元素効果，科学研究費助成

事業 1994 年度 

注 7 世界の PGM 資源の探査・開発・技術動向の調査・情報提供事業，国際鉱物資

源開発協力協会、平成 16年 3 月 

岸本，資料 ソ連の白金鉱床，地質調査所月報（第 26巻第 3 号） 

Platinum-Group Elements in Sulphide Minerals, Platinum-Group 

Minerals, and Whole-Rocks of the Merensky Reef (Bushveld Complex, 

South Africa): Implications for the Formation of the Ree、JOURNALOF 

PETROLOGY, Vol48, No8, 2007 

注 8 中川，レアメタルテキスト：(2) 白金族元素，資源地質，60(2), 2010 

注 9 材料設計技術研究所，鋼中の酸素濃度と酸素分圧について，平成 25年，及

び LD-AOD 法によるステンレス鋼製造法，鉄と鋼，67(1981) 

b-4) 二次スクリーニングにおける放射化計算条件の設定根拠について 

「表 G.3―放射化計算による核種生成の有無の評価例（二次スクリーニング

評価）」の注記 2 に示します計算条件は、下記のような考え方で、中性子フルエ

ンス率が比較的高い PWR プラントの条件で、起源元素のスクリーニング用の放

射化計算条件を設定しています。 

表 G.3―放射化計算による核種生成の有無の評価例（二次スクリーニング評

価）(抜粋) 

注記 2 放射化計算条件は，計算コード：ORIGEN2.2，断面積ライブラリ：

PWR41J33，照射時間：30y，中性子フルエンス率：4.72×1014cm-2/s，元素

量：各元素とも等量（0.001kg） 

ｲ) 断面積ライブラリ：PWR41J33 
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ORLIBJ33 のライブラリで JENDL-3.3 に基づいた ORIGEN2 用断面積ライブラ

リです。 

https://wwwndc.jaea.go.jp/jendl/j33/j33appli/orlibj33.html 

ﾛ) 照射時間：30y 

40 年間稼働（設備利用率を約 80%）を想定した正味照射時間は、約 30 年間

に相当するものです。 

ﾊ) 中性子フルエンス率：4.72×1014cm-2/s 

下記の燃料の燃焼条件での燃焼時に発生する中性子フルエンス率の変化を

踏まえ、平均値で設定したものです。 

 

表 4-3 中性子フルエンス率の変化 

評価条件： 

燃料：            U 1000 kg 

              [濃縮度 4.1 wt%] 

比出力：     54 MW/tU 一定 

最大燃焼度：     44,000 MWd/tU 

断面積ライブラリ：PWR41J33 

 
平均値：4.72×1014cm-2/s 

ﾆ) 元素量は、放射化計算による核種生成の有無を評価する目的としているこ

とと、4次スクリーニングで材料別の各元素の推定存在濃度レベルを基に生

成比を評価するため、一律 1gでの評価としています。 

b-5) 有効数字 2 桁と 3 桁での違い について 

「有効数字は 2 桁で、かつ切り上げて評価値を決める」ことで規定していま

すので、このレベルに影響を与えない「生成比 0.01%未満」でスクリーニングす

ることで問題はないと考えております。 

なお、有効数字 3 桁とした場合でも、3 桁目を切り上げて有効数字 2 桁とし

た結果で保守的にカバーされると考えます。 

また、親元素は全 103 元素から始めており、かつ、規制される申請核種を生

成しない元素は、1次スクリーニングを行わず、対象に加えて放射化計算を行っ

ても起源元素の対象から落ちることになりますので、結果としては同じになる

と考えております。 

b-6)どの程度揮散するかについて  

沸点以上の温度を長時間加えることで、揮散すると考えておりますが、揮散量

までを示すことは難しいため、表 4-4 に示す元素に関しての鉄鋼中の存在量か

ら、低沸点の元素は、ほとんど揮散すると考えられます。 
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表 4-4 鉄鋼中の存在量 

 Rb Sr Sb Te Cs Ba 

SUS3041) 0.00003% 0.00042% 0.0012% <0.00001% <0.000005% 0.00002% 

高純度鉄 3種 2) － － <0.0002% <0.0001 % － － 

出典１：「ふげん」発電所の主要構造材元素組成分析，日本原子力学会和文論

文誌，Vol.9, No. 4, p.405～418 (2010) 

出典 2：JSS 日本鉄鋼認証標準物質一覧，日本鉄鋼連盟 標準化センター 

b-7)金属も同じ観点でスクリーニングが可能である理由について 

b-3)の回答に示しましたスクリーニングの基本的な考え方は、汎用的な考え

方を示しており、特定の材料（ジルカロイ、SUS）に限ったものではないと考え

ております。ただし、影響の程度は、個別審査で確認することになると考えます。 

評価対象元素のスクリーニングにおける除外理由とその根拠については、利用者

の理解を助けるために明確にすることが望まれる。 

c)「G.1.1.3 起源元素の選定手順」の「b) 二次スクリーニング（材料共通）」に示す

「表 G.3―放射化計算による核種生成の有無の評価例（二次スクリーニング評価）」

の注記 3 には、「ORIGEN 上の閾値（CutOff）は，3.7Bq (=1.0×10-10 Ci )とした（た

だし，照射時間 60y での生成量で核種生成の有無を判断）。」と規定されている。しか

し、同表によると起源元素 V による評価対象核種 60Co が 1.13Bq、Kr による 90Sr が

2.51Bq 及び Sb による 137Cs が 0.325Bq として集計されている。ORIGEN 上で閾値を設

けることの適否について、日本原子力学会は、以下のように説明している176。 

附属書 G は計算例を示したもので、計算条件が示されていれば良いものです。 

なお、閾値（Cut Off）3.7Bq は、生成比で考えれば、最も生成量が小さいもの

（I-129 の 6.84×104Bq）でも、有効数字 2 桁目に影響するものではありません。 

上記の「計算条件が示されていれば良い」とは、実際の廃棄確認段階では、申請

核種に基づき、起源元素の選定が実際に行われ、これが審査対象となります。標準

の附属書では、これを行うための手順の例を示しているものですので、その際の計

算条件を明示することが重要ですという意味です。 

「適切性」に関しては、なお書きに示しています。 

起源元素 Vによる評価対象核種 60Co が 1.13Bq、Kr による 90Sr が 2.51Bq 及び Sbに

よる 137Cs が 0.325Bq を閾値として集計していることについても理由を明確にするこ

とが望まれる。 

d)「G.1.1.3 起源元素の選定手順」の「c) 三次スクリーニング（材料別）」に示す「表

G.5―三次スクリーニングで除外対象とできる元素例（ZrTN804D，SUS304 の場合の

例）」には、「原料である鉱石に含まれるが、高炉などで原料を溶解分離したときのス

 
 
176 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 20(1) 
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ラグとして大半は除去」と規定されており、例えば Srは当該項目及び「低沸点によ

る揮発」に該当しており、他方、Y は「スラグとして除去」のみが該当しているが、

両者とも第三次スクリーニングで除外対象となっている。第三次スクリーニングで

除外できる元素の判断基準について、日本原子力学会は、以下のように説明している

177。 

第三次スクリーニングとしては、いずれかの条件に当てはまる場合は、起源元

素から除外できるものです。 

ご指摘の Sr と Y の差異の「低沸点による揮発」に関しましては、Yの沸点は、

3,336℃と高炉の温度 2,000℃を大きく上回るために、このスクリーニング項目

での対象とはなっていないものです。なお、Y はスラグに移行しますので「スラ

グとして除去」の項目で、除外されるものです。 

この「低沸点による揮発」の判断基準は、SUS の場合、元素の沸点が精錬温度の

2,000℃以下です。 

「表 G.5―三次スクリーニングで除外対象とできる元素例（ZrTN804D，SUS304 の

場合の例）」に示す「精錬時にスラグとして除去」等の観点 6項目については、「○」

記号で該当する元素のみの根拠を記載しているが、該当しないものは「－」記号のみ

であり適否が判別できない。例えば、Ru は「希少元素」及び「用途が限定される」に

「○」記号が付されているが、スクラップ材の利用を考慮すると上記観点で除外する

ことが適切か判断できない。「表 G.5―三次スクリーニングで除外対象とできる元素

例（ZrTN804D，SUS304 の場合の例）」の記載の充実が望まれる。 

e)「G.1.1.3 起源元素の選定手順」の「d) 四次スクリーニング(材料別)」3)において、

各起源元素の総生成放射能に対する寄与率を生成比として「生成比 0.01%未満の元素

をスクリーニング対象（評価対象元素から除外）とした。」としている。「生成比 0.01 %

未満」を本文に規定しないことについて、日本原子力学会は次のように説明している

178。 

四次スクリーニングにおける判断基準として示しています「生成比 0.01%未満」

は、附属書 G の G.1.1.3 d) 3)に示しておりますように、下記の考え方による

ものですが、起源元素選定の一連の起源元素の選定手順の中に示した方が良い

と考え、附属書 G に示しているものです。 

「生成比のスクリーニングの判断指標は，放射化計算結果の放射能濃度又は

濃度比の最終的な値の有効数字が 2 桁（3 桁目を切り上げ）であると想定し，

これに推定存在濃度レベル評価の不確定性を考慮（1 桁を想定）し，生成比

 
 
177 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 20(6) 
178 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 5(4) 



 

163 
 

0.01 %未満（有効数字 5 桁以下に影響）とした。」 

炉内等廃棄物に含まれる放射性物質の多くは 10 万年程度で十分な減衰を期待でき

るものの、長半減期核種の濃度が比較的高いものも含まれる。四次スクリーニングの

判断指標としては、生成比による判断のみならず、線量への寄与率による評価の要否

及び生成比の閾値 0.01%未満について長半減期核種の種類によって異なる値とする

必要がないか検討し、本文に具体化することが望まれる。 

f)「表 G.5―三次スクリーニングで除外対象とできる元素例（ZrTN804D，SUS304 の場合

の例）」には、各評価項目の該当/不該当の基準が定性的に規定化されている。基準に

ついて定量的に選定することについて、日本原子力学会は、以下のように説明してい

る179。 

第三次スクリーニングとしては、鋼材の製造過程の調査結果を踏まえて、下

表（附属書 Gの表 G.5 より抜粋したものに追記）に示す除外できる理由に該当す

る元素かどうかを判断することとしており、その選択過程も明確に示している

ことから、定性的であっても恣意的な選択にはならないと考えております。また、

除外出来る理由に該当するかが明確でない場合は、除外せず、第四次スクリーニ

ング段階で評価します。 

なお、定量的な判断理由は、上記 b)を参照ください。 

スクリーニング対象 除外できる理由 

スラグとして除去 

アルカリ族、アルカリ土族、希土族の元素として原料である鉱石

に含まれるが、高炉などで原料を溶解分離したときに化学反応 1)に

よってスラグとして大半は除去される。 

低沸点による揮発 

製造過程における受ける温度環境（高炉では温度が 2,000 °C 近

くとなる）を考慮すると、沸点から揮発する可能性が高い元素は除

去される。（すなわち、鋼の場合：沸点が 2,000 °C以下の元素が

対象） 

希ガス 

岩石・鉱物に微量含まれるが、製造過程（温度環境（製洗、製鋼工

程で受ける 2,000℃程度の温度）、脱ガス処理（真空脱ガスなど）

など）によって、希ガスが不純物として金属に混入する可能性は低

い。 

希少元素 

希少性が高く，これ自体が不純物として金属に混入する可能性は低

い。対象の白金族金属の Ru は、ハードディスク用の磁気記録膜の

下地層として利用が発見され希少価値が高まったもので、白金の副

産物として年間数 10 t しか産出されない。 

還元性雰囲気による

除去 

高炉における還元性雰囲気（鉄鉱石（Fe3O4、Fe2O3など）の天然鉱

石の H2又は CO の吹付などによる還元操作）によって、精錬過程で

除去される。 

ただし、酸素を吹付けて脱炭する場合もあるため、この場合は除外

しない。 

 
 
179 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 20(7) 
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用途が限定される 

特定の用途に利用する場合だけに含まれる元素は除外される。 

（アルカリ族の Rb はレアメタルであり、リチア雲母からリチウム

を精製する際の副産物で原子時計などの用途、Ru は白金の副産物

で、ハードディスク用の磁気記録膜の下地層や触媒などの用途、ハ

ロゲン元素の I は、天然ガスとともに汲み上げられるかん水が原料

で殺菌剤やレントゲン造影剤などの用途）。 

注 1：化学的影響の一例として、精錬工程での脱硫、脱りんは、反応式（S+3(CaO) 

=(CaS)+O)、及び（2P+3(CaO)＋5O=3(CaO‧P2O5）で示されるようにスラグ-メタ

ル間の化学反応で S 及び P が除去されることが挙げられる。 

（出典：鉄の高純度化精錬，まてりあ，Vol.33，No.1 (1994)） 

精錬工程での脱硫、脱燐は鋼材の不純物低減の目的で通常行われるようになって

来たが、完全に除去されることはない。また、これらの設備の導入前に製造された材

料も存在する。「表 G.5―三次スクリーニングで除外対象とできる元素例（ZrTN804D，

SUS304 の場合の例）」は製造時期も考慮した記載とすることが望まれる。 

g)「表 G.5―三次スクリーニングで除外対象とできる元素例（ZrTN804D，SUS304 の場合

の例）」の注 a)には、「ZrTN804D の元素のうち、O は、機械的強度向上を目的とした

添加が行われているため、評価対象（三次スクリーニング対象外）とした」と規定さ

れている。機械的強度向上を目的とした添加の場合三次スクリーニング対象外とな

る理由について、日本原子力学会は次のように説明している180。 

このスクリーニングで重要なのは、元素の「添加」であり、「機械的強度向上

を目的」は添加の理由を示したものに過ぎません。したがって、酸素が製鋼過程

で添加されていることを踏まえ、スクリーニングの対象外とし、評価対象元素と

して残したものです。 

本文「6.1.2.2.1 起源元素の選定方法」の補足の一部が「G.1.1.3 起源元素の選定

手順」の「c) 三次スクリーニング（材料別）」であることを考えると、「表 G.5―三

次スクリーニングで除外対象とできる元素例（ZrTN804D，SUS304 の場合の例）」の各

評価項目の該当/不該当の基準については、明確にすることが望まれる。 

h) 「表 G.5―三次スクリーニングで除外対象とできる元素例（ZrTN804D，SUS304 の場

合の例）」は、金属材料を想定しているが、「G.1.1.3 c）三次スクリーニング」では

コンクリートの場合は、三次スクリーニングに低沸点による揮発、希少元素、用途が

限定されている元素の適用が想定されるとしている。コンクリートの場合は高温に

よる精錬プロセスがないと考えられるが、考慮すべき低沸点元素（化合物として存在

する場合も含む）としてどのような元素が考えられるのか及びそのスクリーニング

基準について、日本原子力学会は次のように説明している181。 

 
 
180 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 20(8) 
181 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 20(4) 
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コンクリートの場合に考慮すべき低沸点元素に対するについて具体的に例示

が求められていますが、第 2 次スクリーニングまでを行い、残った元素を設定し

ないと、明確には言及できませんが一例を示します。 

セメントの製造においては、次図に示しますように、原材料は製造工程中で、

最高温度 1,450 度で焼成されます。 

このため、附属書 G の表 G.5 の金属材料を例で示しております第 3 次スクリ

ーニングでは、「低沸点による揮発」で除外されている Sr，Sb，Ba は除外されな

い点と、「スラグによる除去」及び「還元性雰囲気による除去」は、コンクリー

トには適用されないと考えられます。 

 

セメントの製造工程 セメントの製造の概要 

 

主原料である石灰石、粘土、珪石などを調合

し、予熱機から巨大な回転窯（ロータリーキル

ン）に投入し、高温焼成した後、空気で急冷す

るとセメントクリンカと呼ばれる 1cm 程度の

火山岩のような黒い塊になります。 

これに適量の石膏を添加し、さらにミルで粉

砕し、セメントが完成する。 

主原料の石灰石は 100%国内調達されてお

り、キルン内の温度は最高 1,450℃にも達す

る。 

（一社 セメント協会ホームページなどより） 

コンクリートはセメント材、骨材、混和材、水で構成されているので、セメントだ

けの記載は不十分であり、骨材、混和材、水を考慮したスクリーニングについて記載

を充実することが望まれる。 

i)「G.1.1.3 起源元素の選定手順」の「d) 四次スクリーニング（材料別）」に示す「表

G.6―起源元素の推定存在濃度レベル例（オーダー）」の推定存在濃度レベルの導出方

法について、分析データ及び文献値よりも低い値が推定存在濃度レベルとなってい

るものがある。例えば、表下段の SUS304 において、JIS の規定値は Mn≦2.00%である

が、分析データ平均値が 1.5%、文献データ平均値が 1.3%であるのにかかわらず、推

定存在濃度レベルが 1.0%（有効数字 2 桁の指数表示）と評価されている。推定存在

濃度レベルの評価方法の妥当性について、日本原子力学会は、以下のように説明して
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いる182。 

附属書 G は計算例を示したもので、ここでの推定存在濃度レベル例（オーダ

ー）として考える（表では、1 及び 5に丸めて設定）こととしており、オーダー

で示しています。 

このため、1 %のオーダーと設定しています。 

なお、ご指摘の切り捨て設定のように受け取られています Mn の 1.0 %の設定

が、全て実測されている「不純物成分元素」である Mnの分析結果である 1.5%を

適用したとしても、結果としては、0.00822%ですので、結果としては同じとなり

ます。 

また、「不純物成分元素」は、JIS 規格に示される制限値より小さくなるよう

に管理されますので、Mnの分析値は実態を良く表していると考えられます。 

Mn 推定量を 2.0%とすると、「表 G.8―四次スクリーニング評価結果例（生成比の評

価による除外）（SUS304 の例））」における Mnによる 60Co の生成比 0.00548%が約 2倍

となり 0.01%を超え、四次スクリーニングで除外できなくなる。また、ステンレス鋼

（SUS304）の Mn、C、Si は添加元素であり不純物元素として扱うのは適切でない。金

属材料の成分設計に基づき不純物元素と添加元素の区別を明確化することが望まれ

る。 

j)「G.1.2 元素成分条件の設定における考慮事項及び例」の「G.1.2.1 概要」に示す

「図 G.3―元素成分条件（濃度分布）の設定方法の概念フロー」は、図中央部の「各

元素の濃度分布基本形状選択における基本的な考え方」において、元素の種類は主成

分、不純物成分及び微量成分に区分されている。材料特性改善のための添加元素は何

に区分されるのか、日本原子力学会は次のように説明している183。 

標準で示しています「主成分」及び「不純物成分」は、JIS 規格に「許容変動

幅」が示されているもの及び「制限値（最大値）」が示されるものです。これ以

外の元素を「微量成分」と区分しています。 

なお、ご指摘の鋼材、元素が分かりませんと正確な回答はできませんが、

SUS304 の強度改善のために添加される N は管理範囲のある「主成分」として管

理されており、下図のように使用実績のある SUS316 鋼材の精錬の際に耐食性向

上などのために、添加される Mo，Cu などとしますと、これらも成分量が管理さ

れる「主成分」と考えられます。 

 
 
182 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 20(2) 
183 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 20(3) 
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出典 講義 鉄鋼材料概論(7)，金属表面技術 Vol.31, No.3, 1980 より抜粋 

材料特性改善のための添加元素は主成分扱いとしているが、「表 G.11―ZrTN804D 

の化学成分の製造管理目標値（不純物成分）」（別添１参照）及び「表 G.12―SUS304 

の化学成分の製造管理目標値」（別添１参照）に記載する不純物成分は上記回答と整

合していないことから、見直すことが望まれる。 

k)「G.1.2.2 元素成分データの収集例」において、評価対象とする放射化金属等を「適

切に代表できる」と「保守的に代表できる」方法で収集とある。その違いについて、

日本原子力学会は次のように説明している184。 

附属書 G の「G.1.2.2 元素成分データの収集例」に示しています適切又は保

守的に代表できる方法は、下記のとおりです。 

適切に代表できる方法： 評価対象の放射化金属と「同じ材料種類」の分析デー

タを収集する方法 

保守的に代表できる方法： 評価対象の放射化金属と「同じ材料種類」に加え、

「同種の材料種類」、「鉱物・岩石などからの試料」の分析データを収集し、

保守性を加える方法 

本技術評価書の「４．２．６濃度比法」（２）でも述べているように、「同種の材料

種類」を加えることが最大放射能濃度又は総放射能濃度を求める場合において真に

保守的なのか疑問が残るところである。信頼性の高い元素成分データの収集を目的

とした記載に見直すことが望まれる。 

l)「G.1.2.3.1 元素成分条件の設定方式の選定例」において、「評価対象とする放射化

 
 
184 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 21 
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金属等の元素成分条件の設定方式は，収集した元素成分データ及び放射能濃度決定

方法の種類に応じて，次のいずれかが選択できる。」として、評価対象とする放射化

金属等の代表的な元素成分データ（元素成分データの平均値など）で設定する方式と

評価対象とする放射化金属等の元素成分データ群によって濃度分布を設定する方式

が規定されている。これらの使い分け又は評価手法の同等性について、日本原子力学

会は次のように説明している185。 

元素成分条件の選定する設定する方式（附属書 G の「表 G.9―元素成分条件

の設定方式及び元素成分データの種類の放射能濃度決定方法に対する組合せの

例」（別添１参照））には、次の 2種類を標準では規定していますが、次のように

理論計算法の種類によって、使い分けを行うことになります。 

ｲ) 点推定法の場合 

評価対象とする放射化金属等の代表的な元素成分データ（代表値）で設定す

る次の方式： 

・代表分析値： 同一ロットの品質サンプルなどの元素分析値を適用する方法 

（対象物を個別に評価する場合が想定される） 

・分析データ群： 元素成分の分析データ群の平均値、最大値を適用する方法 

（対象廃棄物グループを評価する場合が想定される） 

ﾛ) 区間推定法の場合 

評価対象とする放射化金属等の元素成分データ群によって濃度分布を設定す

る次の方式： 

・分析データ群の代表分析値：複数の同一種類及び品質の元素成分データの濃度

分布を使用し、この分布から平均値、最大値を適用する方法 

・分析データ群：複数の同一種類及び品質の元素成分データの濃度分布を使用し、

この分布からランダムサンプリングを適用 

また、双方の元素成分条件の設定方式は、評価対象の放射能（最大放射能濃度

又は放射能量）に応じて設定するものであり、同等性を求めたものではありませ

ん。 

ただし、それぞれの評価する放射能（最大放射能濃度及び総放射能量）に対し

て、表 5 に示します元素データを使用します。 

 

表 5 適用する元素データ 

 最大放射能濃度 総放射能量 

点推定法 ・元素分析データ群の最大値 ・元素の代表分析値 

・元素分析データ群の平均値 

区間推定法 ・元素分析データ群の最大値 ・元素分析データ群の分布からランダ

 
 
185 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 4-1「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 5 
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・元素分析データ群の分布か

らランダムサンプリングに

よる設定（信頼上限値） 

ムサンプリングによる設定（平均値） 

・元素分析データ群の分布から平均値 

補足：換算係数法の元素成分条件の設定方式と設定例について 

換算係数法を用いる場合の元素成分条件の設定方式については、「表 G.9―元

素成分条件の設定方式及び元素成分データの種類の放射能濃度決定方法に対す

る組合せの例」（別添１参照）に示すように、分析データ群と濃度分布による設

定の組み合わせとなります。同表の注 c)に記載する「換算係数法を用いる場合

は，設定した濃度分布によって各元素の代表値（起源元素ごと）を設定する。」

の具体例としては、平均放射能濃度（総放射能濃量）を求める計算例として「附

属書 J（参考） 換算係数を用いる場合の計算例」の「J.2.2.1 元素成分条件」の

「ｂ) 元素成分条件の設定」に分析データの平均値を設定する例があります。 

なお、換算係数法の元素成分条件の設定方式について、附属書 J は平均放射能

濃度を評価する例を示しているため代表値で設定していますが、標準では代表

値、ランダムサンプリングどちらでも設定可能としており、最大放射能濃度の評

価では入力条件をランダムサンプリングとすることを考えています。 

元素成分条件の設定方式は、最大放射能濃度を求める場合と総放射能濃度を求め

る場合に区別して明確にすることが望まれる。また、「附属書 J（参考） 換算係数を

用いる場合の計算例」は、「J.1.2 放射化計算の条件の設定」の「a)元素成分条件」

において「附属書 Gに示す方法で，評価対象廃棄物ごとに起源元素を選定し，各元素

の濃度の代表値を 1 点設定する。」としているので、ランダムサンプリングによる元

素成分条件に対して換算係数法が有効なのか判断することはできない。ランダムサ

ンプリングした元素成分条件を使って換算係数法で評価した事例の記載を拡充する

ことが望まれる。 

m)「G.1.2.3.1 元素成分条件の設定方式の選定例」の「表 G.9―元素成分条件の設定方

式及び元素成分データの種類の放射能濃度決定方法に対する組合せの例」（別添１参

照）には、元素成分条件の設定方式の一つである「代表値 a)による設定」について、

注 a)において「点推定法による評価対象とする放射化金属等（廃棄物単一及び単一

廃棄物グループ）の放射化計算に使用する元素ごとの濃度の代表値を一つ設定する

ことを意味する。」とある。「単一廃棄物グループ」とは何か、日本原子力学会は次の

ように説明している186。 

附属書 G の表 G.9 の注 a）に示します「点推定法による評価対象とする放射

化金属等（廃棄物単一及び単一廃棄物グループ）の放射化計算に使用する元素ご

との濃度の代表値を一つ設定することを意味する。」の「廃棄物単一及び単一廃

 
 
186 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 22(1) 
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棄物グループ」は、下記のとおりです。 

廃棄物単一： 評価対象とする放射化金属 1 体の意味です。 

単一廃棄物グループ： 評価対象とする同じ原子炉から発生した同じ種類の放射

化金属を 1 つのグループとして扱う意味です。 

「単一廃棄物グループ」の意味が理解できるような記載にすることが望まれる。 

n)「G.1.2.3.2 各元素の濃度分布基本形状の設定例」の「表 G.10―ZrTN804D の化学成

分の製造管理目標値（主成分）」及び「表 G.11―ZrTN804D の化学成分の製造管理目

標値（不純物成分）」（別添１参照）には、ジルカロイ 4の起源元素 O（酸素）が含ま

れていない。「JIS H 4751:2016 ジルコニウム合金管」の「表 2－化学成分」には「酸

素含有量は，受渡当事者間の協定による」とされ、許容変動値が 0.020%と規定され

ている。また、「表 G.5―三次スクリーニングで除外対象とできる元素例（ZrTN804D，

SUS304 の場合の例）」の注 a)において、「ZrTN804D の元素のうち，O は，機械的強度

向上を目的とした添加が行われているため，評価対象（三次スクリーニングの対象外）

とした」とされている。「表 G.10―ZrTN804D の化学成分の製造管理目標値（主成分）」

又は「表 G.11―ZrTN804D の化学成分の製造管理目標値（不純物成分）」に酸素の記

載がないことについて、日本原子力学会は、以下のように説明している187。 

附属書 G の「表 G.10―ZrTN804D の化学成分の製造管理目標値（主成分）」及

び「表 G.11―ZrTN804D の化学成分の製造管理目標値（不純物成分）」には、「O」

は含まれておりません。これは、本表に引用した JIS H 4751:1998 では、化学成

分の表に「O」の記載が無かったことによるものです。 

なお、ご指摘のように最新の JIS H 4751:2016 では、表 2 化学成分の規定値

は JIS H 4751:1998 と同じく定められておりませんが、許容変動値に「O」が加

えられています。 

ただし、ZrTN804D 起源元素の選定において、表 G.5 の注 a)に示しますように、

製造工程で「O」の添加が考えられるため、標準では表 G.10 に加え、「O」も起源

元素として考慮することとしております。 

 

表 G.10―ZrTN804D の化学成分の製造管理目標値（主成分）[3] 

元素 Sn Fe Cr Fe+Cr Zr 

化学成分 

（質量分率%） 
1.2～1.7 0.18～0.24 0.07～0.13 0.28～0.37 残部 

[3]JIS H 4751:1998 ジルコニウム合金管 

（注記 酸素含有量は、受渡当事者間の協定によるとされている） 

解説の「1.2 今回（2017 年）の改定の経緯」にあるように、放射能濃度決定標準の

改定作業は 2017 年以降に行われているが、上記 JIS 規格は 2016 年に改正されてい

る。規格策定／改定時における JIS 等の適用年版の考え方について、日本原子力学会
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は、以下のように説明している188。 

JIS の年版適用ですが、製造メーカは最新の JIS に従って製造管理を行うこと

になりますので、鋼材の製造時点での JIS に準拠していることが基本的な考え

方となります。 

「G.1.2.3.2 各元素の濃度分布基本形状の設定例」は、材料製造時の JIS 年版を記

載したというのであれば、受渡当事者間の協定による添加元素についても記載し、

「表 G.5―三次スクリーニングで除外対象とできる元素例（ZrTN804D，SUS304 の場

合の例）」の記載と整合させることが望まれる。 

o)「G.1.2.3.2 各元素の濃度分布基本形状の設定例」の「表 G.11―ZrTN804D の化学成

分の製造管理目標値（不純物成分）」（別添１参照）及び 「表 G.12―SUS304 の化学成

分の製造管理目標値」（別添１参照）には、不純物成分元素の製造管理目標値が示さ

れているが、「表 D.4―対象とする放射化金属等の元素成分濃度の分布タイプの設定

に関わる基本的な考え方」（別添１参照）には、不純物成分元素の濃度分布として対

数正規分布を選択できると規定されている。製造管理目標値と対数正規分布の関係

について、日本原子力学会は次のように説明している189。 

一般に、鉱物などに含まれる「不純物成分元素」や「微量成分元素」は、調整

が行われない限り、基本的に「対数正規分布」で存在すると考えられます（別紙

「Ⅱ．附属書に関する気付き事項」の「４．附属書 D（参考） 区間推定法のため

の放射化計算の入力データ設定の推奨方法」⑥ｋ）の回答参照）。 

しかしながら、制限管理が行われる「不純物成分元素」に関しては、製造管理

目標値以下とするために、スラグ中に元素の一部を移行させる処理が行われた

場合のように、濃度分布が歪められる可能性がありますので、放射能濃度決定標

準「6.1.2.2.3 起源元素の成分条件の設定方法」に示しますように、実際の鋼材

の「収集した起源元素の分析データの濃度分布」を踏まえ、この点を確認するこ

ととしております。 

上記 j)でも述べたように、「表 G.11―ZrTN804D の化学成分の製造管理目標値（不

純物成分）」及び 「表 G.12―SUS304 の化学成分の製造管理目標値」では、微量添加

元素を不純物元素として扱っているものもある。金属材料の成分設計に基づき不純

物元素と添加元素の区別を明確化することが望まれる。 

p)「G.1.2.3.2 各元素の濃度分布基本形状の設定例」の「表 G.12―SUS304 の化学成分

の製造管理目標値」（別添１参照）の参考文献の最新版である「JIS G 4305:2021 冷

間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯」の「表 2－化学成分」には、SUS304 系鋼板として

 
 
188 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検
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Cu、N 又は Nbが添加された種類の記号が規定されている。「表 G.12―SUS304 の化学

成分の製造管理目標値」に示す化学成分は、SUS304 そのものの元素管理目標値であ

るが、上記添加元素ありの鋼板が規格化される前は、添加元素ありの材料であっても

表示記号が SUS304 という場合も考えられる。上記添加元素を微量元素とすることの

適切性について、日本原子力学会は次のように説明している190。 

JIS G 4305：2005（制定は 1959 年、規定鋼種の変遷は下表を参照ください）

には、化学成分の表に規定されていない元素に関しては、「規定されていない元

素の許容変動値については，受渡当事者間の協定による」とありますように、基

本的に、勝手に元素添加は行われることはないと考えられます。 

さらに、起源元素の選定を踏まえて選ばれた元素に関しては、元素の分類区分

（主成分、不純物成分）に関係なく、分析データの収集が行われますので、分析

後の段階で対象起源元素の濃度分布が把握、設定されることになります。 

 

JIS G 4305 冷間圧延ステンレス鋼及び鋼帯の規定鋼種の主な変遷 

鋼種 鋼種の追加理由など 
制定 

1959 年 

改正 

1981 年 

改正 

1991 年 

改正 

2005 年 

SUS304，

SUS304L 

メインの鋼材 
○ ○ ○ ○ 

SUS304N 系 窒素添加（主成分）

で強度を高めた鋼

種、LN は Nb 制限 

－ ○ ○ ○ 

SUS304J 系 深絞り性の改善（Cu

添加（主成分））など 
－ － ○ ○ 

SUS304Cu 生産量多い（Cu 添

加） 
－ － － ○ 

材料メーカが「勝手に元素添加は行われることはない」とのことであるが、添加元

素ありの材料記号は実績を踏まえて規格化されているので、新たな材料記号の制定

前から受渡当事者間の協定により元素添加が行われている場合があり得る。微量添

加元素の分布の考え方について見直すことが望まれる。また、「表 G.12―SUS304 の

化学成分の製造管理目標値」には Fe の記載がないが、Fe が残部である旨明確にする

ことが望まれる。 

②「G.2 中性子条件の設定例」 

a)「G.2.1 概要」において、「中性子フルエンス率・中性子スペクトルを計算で求める

には，実際の状況に基づいた計算モデルを作成し，必要な精度，中性子場の形成状況

などを考慮した上で，目的に合った計算コード及び群定数を用いて計算する必要が

ある。」と記載している。全ての評価対象核種について計算を求めているのか、日本
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原子力学会は次のように説明している191。 

評価対象とするすべての核種に対する生成反応の放射化断面積を確認・整備

した上で、放射化計算を行います。 

中性子フルエンス率・中性子スペクトルを計算で求めるのは評価対象とする全て

の核種であることを明確にすることが望まれる。 

b)「G.2.1 概要」に示す「例」において、「中性子フルエンス率・中性子スペクトルを設

定する場合に考慮が必要となる基本的な事項は、表D.7に示した次による。」とあり、

表 D.7 と次の部分だけが異なる表が記載されている。項目欄の「その他」に「考慮す

る必要のある主な事項」として「表 D.7-中性子フルエンス率の設定における基本的

な考慮事項」（別添１参照）に記載のある「温度分布」が記載されていない。また、

項目欄の「炉内位置」が「評価対象廃棄物の位置」に変わっている。その理由につい

て、日本原子力学会は次のように説明している192。 

附属書 G は附属書 Dの具体的な設定例を示す位置づけとしています。附属書 G

で選定している例はチャンネルボックス本体と制御棒であり、附属書 G で例示

している放射化計算では温度分布は不要なため表 D.7 での記載を削除したもの

としています。また、対象廃棄物を特定していることから「評価対象廃棄物」と

いう記載としています。 

附属書 G は放射化計算の入力条件の設定例を示したものであり、チャンネルボッ

クス本体と制御棒に限定した附属書とはなっていない。参考に示しているチャンネ

ルボックス本体と制御棒の中性子条件は上記「例」の後の段落において記載されてい

るので、「例」で示す表に温度条件を除外してよいとする理由はない。「例」に示す表

を削除又は表 D.7 を再掲し、「G.2.1 概要」の後段に記載するチャンネルボックス本

体と制御棒の設定例に関する記述において、温度条件は考慮事項から除外している

旨の記載とする等整理することが望まれる。また、「評価対象廃棄物の位置」と「炉

内位置」は、同じ意味であれば、用語を統一することが望まれる。 

また、「G.2.1 概要」に記載する内容は「D.5.1 中性子条件の設定における基本事

項」と重複する部分が多いことについて、日本原子力学会は「附属書 D の D.5.1 に戻

らずに一通りの考え方を理解頂くために重複した記載」193としたとのことであるが、

異なる部分のみを記載する等わかりやすい記載とすることが望まれる。 

c)「G.2.1 概要」の中段に「1群実効断面積の作成に影響を与える中性子スペクトルの

特性については，あらかじめ把握しておく必要がある。」とある。具体的にどのよう
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な確認が必要か、日本原子力学会は次のように説明している194。 

既存の 1 群実効断面積ライブラリが準備されている ORIGEN2 コードシリーズ

においては、既存の 1群実効断面積ライブラリの使用の際には、原子炉型式や燃

料組成に応じて炉内で照射される放射化金属等（制御棒、バーナブルポイズン棒

などの運転中廃棄物）に対して使用可能と考えます。 

ただし、既存のライブラリと燃料の燃料組成や燃焼度などの条件が異なる場

合については、あらかじめ中性子輸送計算をした結果からそのスペクトルの差

異を把握し適用性を確認することが必要となります。 

中性子スペクトルの特性把握について注意事項を明確化することが望まれる。 

また、上記に続けて「断面積ライブラリ（核データ）としては，例えば，日本原子

力研究開発機構の JENDL，米国ブルックヘブン国立研究所の ENDF/B，文献[40]があ

る。」としているが、文献[40] S.F. Mughabghab, “BNL-325 5th edition”, National 

Nuclear Data Center Brookhaven National Laboratory (2006).をもって妥当と判

断できる理由について、日本原子力学会は次のように説明している195。 

 

ENDF/B は米国 NNDC（National Nuclear Data Center, Brookhaven National 

Laboratory）で整備・維持されています。文献[40]も NNDC が作成しており、代

表例として掲載したものであり、妥当性を論じたものではありません。 

使用する断面積ライブラリは、信頼性が確認された評価済核データライブラリ

から作成されたものを使用すると明確にすることが望まれる。 

d-1)「G.2.1 概要」の中性子条件の設定方法について、「a)個別に条件設定する方法」

及び「b)代表条件を設定する方法」が規定されている。これらの評価結果の同等性

について、日本原子力学会は次のように説明している196。 

中性子条件の設定について、個別の評価対象ごとに詳細設定する場合と複数

の評価対象を代表する適切（平均的）又は放射能濃度を大きくするよう保守側に

条件設定する場合とでは、以下に示す CB、制御棒などの例のとおり、中性子条

件の設定の考え方が異なりますが、いずれにおいても適用する保守性のとりか

たによって保守的な評価結果となり、その観点において同等となります。 

個別設定：複数の照射履歴をもつ同種の放射化金属（CB、制御棒など）について、

照射履歴が特定される個別の評価対象ごとに、個別の中性子フルエン

ス率、スペクトルを設定する。 

 
 
194 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検
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代表設定：複数の照射履歴をもつ同種の放射化金属（CB、制御棒など）について、

複数の評価対象を代表する適切（平均的）又は放射能濃度を大きくす

るよう保守側に条件設定する。 

「個別に条件設定する方法」と「代表条件を設定する方法」とでは評価結果が異

なると推定されること及び最大放射能濃度を求める場合と総放射能濃度を求める

場合とでは条件設定の方法が異なるので、明確にすることが望まれる。また、濃度

比法と濃度分布評価法の場合については記載されているが換算係数法の場合は明

確でないので、換算係数法の場合の条件設定方法についても明確にすることが望ま

れる。 

d-2)「G.2.1 概要」の「b）代表条件を設定する方法」には、「照射履歴に基づき，複数

の評価対象とする放射化金属等を適切又は放射能濃度評価結果が大きくなるよう

に代表する中性子条件を設定する方法。」とある。放射能濃度評価課結果が大きくな

るように設定する方法のほかに、適切な方法であることをどのように判断するのか、

日本原子力学会は次のように説明している197。 

「照射履歴に基づき、複数の評価対象とする放射化金属等を適切又は放射能

濃度評価結果が大きくなるように代表する中性子条件を設定する方法」につい

ては、適切に代表する中性子条件を設定する方法と、放射能濃度が大きくなるよ

う代表する中性子フルエンス率及びスペクトルを設定する方法の 2 通りがあり

ます。 

前者の複数の評価対象とする放射化金属等を適切に代表する中性子条件を設

定する方法については、平均的な炉心条件における評価対象の平均的な中性子

フルエンス率、スペクトルを設定します。 

平均的な放射能濃度を求める場合と大きな放射能濃度を求める場合を明確にした

記載とすることが望まれる。 

e)「G.2.1 概要」の後段に「この評価においては，BWR チャンネルボックス及び PWR 制

御棒の照射位置ごとの中性子フルエンス率・中性子スペクトルを評価しているが，実

際の放射化計算の条件の設定を目的とした中性子フルエンス率・中性子スペクトル

の評価を行う場合には，中性子フルエンス率・中性子スペクトルの計算に利用するコ

ード及び群定数について，利用の目的を十分考慮した上で，適切な手法（信頼性のあ

る計算コード）を適用することがある。」とある。「適用することがある」のはどのよ

うな場合か、また、「信頼性のある計算コード」の具体例について、日本原子力学会

は次のように説明している198。 

 
 
197 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検
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「D.5.2 中性子フルエンス率などの設定方法」の「b) 代表条件を設定する方

法」の記載と同様となりますが、「信頼性のある放射化計算コード」のことを指

しております。 

炉心内の中性子フルエンス率を評価する場合に、放射化計算コード（ORIGEN2

コードシリーズ）は燃料組成、出力および燃焼期間をインプットとした燃焼計算

も可能であり、その燃焼計算時に中性子フルエンス率が付随的に評価され、それ

を適用することがあります。 

したがって、ここでの「信頼性のある計算コード」とは、ORIGEN2 コードシリ

ーズとなります。 

「適切な手法（信頼性のある計算コード）を適用することがある」という表現につ

いては、記載を充実することが望まれる。 

f)「G.2.2 BWR チャンネルボックスの中性子条件の設定例」の「a) 設定手順」に示す

計算手法は、3 次元解析を回転体の 2次元解析で代替したもののように記載されてい

る。完全な 3次元解析の場合と比較した場合の計算手法の適切性について、日本原子

力学会は次のように説明している199。 

BWR チャンネルボックスの中性子条件の設定において、原子炉径方向の中性子

漏れを少なくするため、通常、炉心最外周には燃焼の進んだ反応度の低い燃料を

装荷するため、炉心中央部及び最外周部における軸方向分布を考慮した中性子

フルエンス率・中性子スペクトルを設定しています。 

単位燃料集合体核特性計算コードによって、軸方向分布を考慮してチェンネ

ルボックス位置の中性子フルエンス率・中性子スペクトルを算出し、3 次元核熱

水力解析によって、炉心中央部及び最外周部におけるボイド率で内挿、出力密度

補正を行い、炉心中央部及び最外周部における軸方向分布を考慮した中性子フ

ルエンス率・中性子スペクトルを設定します。 

3 次元解析から中性子フルエンス率・中性子スペクトルを直接設定していませ

んが、3 次元核熱水力解析によって、炉心中央部及び最外周部におけるボイド率

で内挿、出力密度補正を行っており、適切な評価手法となっています。 

3 次元解析と回転体の 2次元解析とでの定量的な比較結果を添付する等、放射能濃

度決定標準の記載を充実することが望まれる。 

g)「G.2.2 BWR チャンネルボックスの中性子条件の設定例」の「b) 評価結果」に「放

射化断面積は，放射化計算コードに内蔵されている値の適用を前提とした。」とある

が、「6.3.1.1 妥当性確認の方法」には注記 1 において「妥当性確認は，放射化計算

方法を周知のテストケース，既に妥当性確認された計算方法などと比較することな

 
 
199 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 25(1) 
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どで行うことができる。また，放射化計算方法に関する妥当性確認は，AESJ-SC-

A008:2015200を参照する」とされていることとの整合性（適切性）について、日本原

子力学会は次のように説明している201。 

「放射化断面積は、放射化計算コードに内蔵されている値の適用を前提とし

た。」については、内蔵された放射化断面積は妥当性が確認されたものであるこ

とを A.4.2「計算の準備段階」において確認することを指しています。 

「放射化計算コードに内蔵されている値の適用を前提とした」という記述は、適否

の判断無く無条件に採用すると受け取られる可能性があるので記載の適正化が望ま

れる。 

また、上記に続いて「中性子条件については，必要に応じて変動を考慮した。」と

ある。考慮した変動の内容について、日本原子力学会は次のように説明している202。 

3 次元核熱水力解析によって、炉心中央部及び最外周部におけるボイド率で内

挿、出力密度補正を行ったことを指しています。 

「必要に応じて変動を考慮した」という記載は、「G.2.2 BWR チャンネルボックス

の中性子条件の設定例」の例示としては不明確であり、記載の見直しが望まれる。 

h)「G.2.2 BWR チャンネルボックスの中性子条件の設定例」の「c) 中性子条件設定の

考え方」の規定は、「適用する放射能濃度決定方法の種類に応じて，個別条件又は代

表条件の設定が必要となる」とあるが、何を参照して条件設定をするのか記載されて

いない。これについて、日本原子力学会は次のように説明している203。 

チャンネルボックスを個別に評価するときは個別の配置位置を参考にし、代

表で評価するときには附属書 Iの「表 I.11－ZrTN804D（BWR チャンネルボックス

の本体）の配置位置の設定」に示すようにグループにおける配置位置を参考にし

て、放射能濃度評価結果が大きくなるように、代表条件を設定します。 

「適用する放射能濃度決定方法の種類」に応じた中性子条件設定の考え方を記載

することが望まれる。 

i)「G.2.3 PWR 制御棒の中性子条件の設定例」の「b) 評価結果」には、「なお，制御棒

の放射能評価においては，原子炉起動時及び停止時の制御棒挿入状態での照射量は，

定格出力時の ARO バンク，Dバンクの制御棒が受ける照射量と比べて無視できるほど

小さく，考慮する必要はない。」と記載されている。廃棄体の放射能濃度の観点から、

制御棒の放射能濃度を軸方向の部位ごとに評価しないことの適切性について、日本

 
 
200 AESJ-SC-A008:2015 シミュレーションの信頼性確保に関するガイドライン 
201 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 25(2) 
202 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 25(2) 
203 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 25(3) 
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原子力学会は次のように説明している204。 

制御棒の放射能濃度については、附属書 G の「図 G.13―PWR 制御棒の燃料有

効部上端近傍から上方に関する全中性子フルエンス率分布（2ループプラントの

例）」に示すとおり、制御棒に照射される中性子フルエンス率分布は先端部から

0.75m 以上については先端部から 2 桁以上減衰しており先端部に比べて放射能

濃度は十分低くなると考えられることから、制御棒の軸方向のすべてについて

位置ごとに評価しないことについては適切です。 

廃棄体の最大放射能濃度を決定する観点からの説明であるが、点推定法を用いる

場合を考慮した記載の充実が望まれる。 

j)「G.2.3 PWR 制御棒の中性子条件の設定例」の「b) 評価結果」には、上記に続いて、

「また，制御棒の軸方向の放射能濃度分布が，図 G.13 に示す制御棒の軸方向の中性

子フルエンス率分布と同様の分布であると仮定すると，制御棒の先端から 0.75m の

位置から上方の放射能は，制御棒全体の 1 %未満であるため，放射能評価におけるこ

の部分の重要性は低い。」と記載されている。「図 G.13―PWR 制御棒の燃料有効部上

端近傍から上方に関する全中性子フルエンス率分布（2 ループプラントの例）」は横

軸が「燃料有効部上端からの距離」とされており、制御棒の先端から 0.75m の位置が

どこであるか明確ではない。この位置について、日本原子力学会は次のように説明し

ている205。 

附属書 G の「図 G.13―PWR 制御棒の燃料有効部上端近傍から上方に関する全

中性子フルエンス率分布（2 ループプラントの例）」において、制御棒の先端か

ら 0.75m の位置は以下の位置となります。（図 G.13 に追記） 

 
 
204 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 25(5) 
205 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 25(4) 
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注記 図 G.11206に示す燃料有効部上端 0.25 m までの MCNP による中性子フルエンス率分布

の平均値を基に，0.25 m から上方については，二次元輸送計算コード DORT による

中性子フルエンス率分布を接続している。 

図 G.13―PWR制御棒の燃料有効部上端近傍から上方に関する全中性子フルエンス率分布 

（2 ループプラントの例）に追記したもの 

 

図 G.13 は G.2.3「 b）評価結果」のみに引用されているので、b）の記載内容と図

の整合性を図るように記載を充実することが望まれる。 

③「G.3 照射条件設定における考慮事項」 

a)「G.3 照射条件設定における考慮事項」には、「例」として「照射条件を設定する場合

に考慮する必要のある基本的な事項は表 D.9 に示した次による。」とあるが、具体例

が記載されていない。「G.3 照射条件設定における考慮事項」の必要性について、日

本原子力学会は、以下のように説明している207。 

放射化計算の入力条件の設定項目として、元素条件、中性子条件、照射条件と

して記載している項目です。考慮事項は、附属書 Dに示しているため、これを引

用する形としたものです。 

 
 
206 放射能濃度決定標準では注記は図 G.12 と記載しているが、文脈からは図 G.11 が正と思われる。 
207 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 26 
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制御棒先端から0.75m(Dバンク) 
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「附属書 G(参考) 放射化計算の入力条件の設定例」に記載する「G.1 元素成分条

件の設定例」及び「G.2 中性子条件の設定例」については、表又は図を用いた説明が

行われているが、附属書の題目からすれば「G.3 照射条件設定における考慮事項」は

「G.3 照射条件の設定例」とし、また、「G.3 照射条件設定における考慮事項」は附属

書 D と重複していることから、整理することが望まれる。 

 

８．附属書 H（参考） 検出困難元素の濃度分布評価方法  

①「図 H.1－検出困難元素の濃度分布評価の基本的な考え方」においては、「附属書 D（参

考）区間推定法のための放射化計算の入力データ設定の推奨方法」の理解のために検出

困難元素の濃度分布を仮定して設定する方法の例を示しているが、「表 D.4－対象とす

る放射化金属等の元素成分濃度の分布タイプの設定に関わる基本的な考え方」（別添１

参照）では、検出困難元素の濃度分布が対数正規分布を示すという考え方を採っている。

同図の横軸が元素濃度(log%)ではなく元素濃度(%)であることについて、日本原子力学

会は次のように説明している208。 

附属書Hなどに示しています濃度分布図は、基本的に10のべき乗表記（1×1010

又は 1E10）としておりますので、軸の単位は、元素濃度(%)で誤解は生じないと

考えます。 

利用者に誤解を与えないよう、図 H.1 の横軸は対数座標であることを明確にする

ことが望まれる。 

②「H.2 基本的な考え方」 

a)「H.2.1 考え方」では、「ただし、鉱物、岩石などからの試料の元素濃度データを検出

困難元素の標準偏差の設定に利用するためには、次の確認が必要である。」として産

地及び種類によらず標準偏差が同程度の対数正規分布を示すこと及び標準偏差が材

料の製造工程の影響を受けないことを挙げている。 

－ 鉱物，岩石などからの試料の元素濃度データ（濃度分布）は，産地及び種類によ

らず標準偏差が同程度の対数正規分布を示す。 

－ 検出困難元素の標準偏差は，材料の製造工程（例 添加，熱処理，化学処理など）

の影響を受けない。 

これらの条件を満たすことのできない検出困難元素が存在する場合にどのように

評価するのか、「種類」とは何を指しているのか、日本原子力学会は次のように説明

している209。 

「条件を満たすことのできない検出困難元素」の場合は、この設定方法（同一

の元素又は化学的性質が類似した元素の既知の濃度分布から設定する方法）は

 
 
208 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 27 
209 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 28 
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採用できず、附属書Dの「D.4.3元素分析データ数量に応じた濃度分布条件設定」

に示します「検出下限値」を平均値として適用する方法になります。 

また、「種類」とは、収集した分析データの「鉱物・岩石など」の種類で、附

属書 Hの「表 H.2－収集した Cl の元素濃度データの産地及び種類別のデータ群

数」などに示しています種類を意味しています。 

「D.4.3 元素分析データ数量に応じた濃度分布条件設定」においては、「c)元素分

析データ数が非常に少ない場合の設定方法」及び「d)元素分析データに検出下限値し

かない場合」に、検出下限値を平均値として使用する方法と検出下限値以下で濃度分

布を仮定する方法を記載しており、上記回答とは異なっている。「条件を満たすこと

のできない検出困難元素が存在する場合」の考え方について明確にすることが望ま

れる。 

b)「H.2.2 元素濃度データの収集方法」の「a)データ収集方針」には、「元素濃度デー

タは、検出困難元素の特性などを考慮した種類を、可能な限り広範な産地から，収集

する。」とある。どのような特性を考慮に入れることを想定しているか、日本原子力

学会は次のように説明している210。 

まず、どのような特性を考慮に入れるかに関しては、元素濃度データの収集対

象とする「鉱物、岩石などからの試料の元素濃度データ」は、検出困難元素の特

性として、「化学的性質」、「放射化金属等の原鉱物及び精錬工程における熱及び

化学的影響注１」を踏まえて、天然の鉱物、岩石、精錬後の金属から広く収集する

ことを基本としています。 

注 1 化学的影響の一例として、精錬工程での脱硫、脱りんは、反応式

（S+3(CaO) =(CaS)+O)、及び（2P+3(CaO)＋5O=3(CaO‧P2O5）で示されるようにス

ラグ-メタル間の化学反応でＳ及びＰが除去されることが挙げられる。 

（出典：鉄の高純度化精錬，まてりあ，Vol.33，No.1 (1994)） 

次に、上記の「化学的性質」の考慮すべき内容としては、起源元素の属する周

期表上の同じ族としての性質や製造時に受ける化学反応（酸化・還元、スラグ化）

に対する性質があげられます。ただし、検出困難元素の濃度分布評価は、『「同一

の元素」又は「化学的性質が類似した元素」』への適用を想定していますが、今

回の適用事例及び将来的な適用計画においては、「同一元素」のみでの適用を考

えております。 

さらに、「放射化金属等の原鉱物及び精錬工程における熱影響」の考慮すべき

内容は、放射化金属等の母材となるまでの製造工程で受ける表 7(1)-１のような

温度履歴の影響（「図 H.18－ZrTN804D の製造工程を考慮した Cl，Th 及び U の

 
 
210 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 4-1「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 7(1) 
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標準偏差の設定例」及び「図 H.19－ZrTN804D の製造工程及び製造工程中の Cl，

Th 及び U の挙動調査結果（一例）」などから作成）があります。 

 

表 7(1)－1 材料製造工程中に受ける温度履歴 

 SUS の場合 ZrTN804D の場合 

原材料・銑鉄工程 溶融還元：約1,500～約2,000℃ － 

溶解・精錬工程 溶銑：約 1,200～約 1,650℃ 一次塩化： 約 1,000～1,300℃ 

真空蒸留分解： 約 900～950℃ 

真空溶解： 1,700℃以上 

加工工程 熱間圧延：約 1,100～1,250℃ 鍛造： 約 850～950℃ 

熱間押出： 約 650～880℃ 

また、標準には示しておりませんが、「炉内構造物として使用されている材料」

の分析できた元素濃度分布が示す標準偏差と「鉱物、岩石などからの試料」の元

素濃度データが示す標準偏差について、炉内構造物として使用されている材料

（SUS）で分析可能であった Mo及び Nb に関して、下図 7(1)－1（Mo の例）のよ

うに比較しており、標準偏差では、「鉱物、岩石などからの試料」の方が小さく、

検出下限値以下の元素濃度分布に適用する設定する標準偏差としては、分布を

より狭く評価することとなるため、過小評価になる分布とはならないと考えら

れます。 

モリブデン Mo ニオブ Nb 

  
図 7(1)－1 自然界の物質と材料との分布の標準偏差の比較 

注記 「材料中データ（参考）」は 8 件の一般文献で収集した SUS304 の元素デー

タ 
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出典 北海道電力株式会社ほか，“平成 25 年度 検出困難元素の濃度分布評価

について”，平成 26 年 7月 

補足：同一元素に対する適用に関して 

①「化学的性質が類似した元素」への適用は、現状、具体的にはありません。全て、

同一元素に対しての適用を想定しています。 

②他の金属などに関する熱的影響に関しては、個別審査で確認するものと考えて

おります。 

③材料製造工程中に受ける温度履歴の出典は、以下に示す通りです。 

 SUS の場合 出典 

原材料・

銑鉄工程 

溶融還元：約 1,200

～約 2,000℃ 

焼成工程：約 1,200℃～岩佐ロータリーキルンパンフ

レット 

フェロニッケル製造工程：約 1500℃：大平洋金属株式

会社 フェロニッケル製造工程パンフレット 

溶解工程：～約 2000℃：鉄を作るプロセス，化学工学

会夢化学委員会 

溶解・精

錬工程 

溶銑：約 1,500～約

1,650℃ 

溶銑：約 1500℃：ステンレス鋼製造技術の進歩 -新日

鉄技法第 351 号(1994) 

精錬：～約 1,650℃：ステンレス鋼便覧第 3版(1994) 

加工工程 熱間圧延：約 1,100

～1,250℃ 

ステンレス鋼圧延技術の進歩 鉄と鋼 第 59 年(1973) 

第 13 号 

例示された図 7(1)－1 の Mo 及び Nb はステンレス鋼の添加元素であり自然界の分

布と比較するものではない。微量元素を含む不純物元素については添加元素との区

別をして、検出困難元素の特性として考慮すべきものについて明確にすることが望

まれる。 

c)「H.2.2 元素濃度データの収集方法」の「b）適用除外データ」において、「a)の方針

で収集した元素濃度データであっても，検出困難元素の標準偏差の評価に適さない

と判断したデータは，除外する。」とされている。「検出困難元素の標準偏差の評価に

適さないと判断したデータ」とはどのようなデータを想定しているか、日本原子力学

会は次のように説明している211。 

検出困難元素の標準偏差の評価に適さないと判断するデータは、附属書 H の

「H.3.1 元素濃度データの収集」の「b)適用除外データ」に示しますように、次

のデータがその対象となります。 

－ 分析結果の集計値（平均値など）だけが示されている文献は、対数正規分布に

関する評価が行えないため、除外する。ただし、対数正規分布による平均値及

び標準偏差が示されている場合は除外しない。 

－ 元素濃度データが 3 点未満の文献は、標準偏差を算出できないため、除外す

る。 

 
 
211 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 4-1「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 7(2) 



 

184 
 

－ 生物、液体（海水、地下水など）の元素濃度データに関する文献は、除外する

（生物では代謝活動による影響、液体では元素の溶解度などによる影響があり、

微量成分元素の元素濃度データとして適切でない可能性があるため）。 

－ Th 及び U の元素濃度データに関する文献では、ウラン鉱山及びジルコンに関

する文献は、除外する（ウラン鉱山及びジルコンでは、Th及び U が部分濃集し

ており、微量成分元素の元素濃度データとして適切でない可能性があるため）。 

－ 元素濃度データのデータ群に、検出下限値が含まれていた場合は、該当するデ

ータ群を除外する。 

なお、各データ群間の比較（同等性、正規性）を行うため、この統計処理を行

う上で、3点未満のデータ群は評価が出来ませんので除外しているもので、デー

タ群の全体統合が可能と評価された段階では、ご指摘のように、収集した評価は

可能であると考えます。 

ただし、次の d)に示しましたように、データ群のデータ数が 20点を未満の場

合は、データの少なさによるばらつきも大きい状態のため、標準偏差の決定に使

用するデータ群としての適用は避けています。 

「H.3.1 元素濃度データの収集」の「b)適用除外データ」に記載する内容は、放射

能濃度決定標準の参考文献「平成 25 年度 検出困難元素の濃度分布評価について」で

の例を示したものであり、「H.2.2 元素濃度データの収集方法」の「b）適用除外デー

タ」においては、検出困難元素の標準偏差の評価に適さないデータと判断する方法は

明確でない。検出困難元素の標準偏差の評価に適さないと判断する方法を明確にす

ることが望まれる。 

d)「H.2.3 元素濃度データの適用条件」には、「a) 標準偏差の同等性の確認 鉱物，岩

石などからの試料の元素濃度データ（濃度分布）が産地及び種類によらず同程度の標

準偏差を示すことを確認する。また，各データ群の標準偏差に濃度依存性がないこと

も確認する。」とある。同程度であることはどのように評価するのか、当該評価に必

要なデータ数について、日本原子力学会は次のように説明している212。 

各データ群の標準偏差に濃度依存性がないことの確認ですが、附属書 H の

「H.3.2 元素濃度データの適用性の確認」(略)に示しておりますように、「標準

偏差の同等性の確認」及び「対数正規性の確認」によって行います。 

標準偏差の同等性の確認： 標準偏差の平均、元素濃度に対する移動平均の濃度

依存性のないこと、及び産地、種類ごとの標準偏差を

比較して差異が小さいことを確認する。（下図（図 H.4

に追加したもの）及び表 8-1 参照） 

対数正規性の確認：正規性の検討と,平均値・標準偏差が近似的に推定出来る正

規確率紙 1)上のプロットが、おおむね直線関係にあること。 

 
 
212 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 4-1「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 8 



 

185 
 

注 1) 正規確率紙による方法，獣医科学と統計利用，No.2，3-6(1978) 

分布型のはなし―正規分布型―，獣医科学と統計利用，No.11，33-37(1978) 

確率分布の適合度の図式判定法について，土木学会論文集，No.357，243-

246(1985) 

この「標準偏差が同程度であること」を判断するための具体的な判断基準は、

次に示します図 H.4 の標準偏差の産地、種類ごとの比較及び表 8-1 の標準偏差

の平均値の比較によって、総合的に判断します。 

 

 産地別の比較１） 種類別の比較１） 

Cl 

の例 

 
図 H.4 より抜粋 

 
図 H.4 より抜粋 

日

本 
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欧
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そ

の

他 

 

土

壌 

 

図 H.4－Cl の全データ群の元素濃度分布及び標準偏差の濃度依存性（産地・種類別の全体図） 

（分類区分ごとの標準偏差の分布図は、事業者から提示された平均値と標準

偏差のデータを使用して作図） 

出典 北海道電力株式会社ほか，“平成 25 年度 検出困難元素の濃度分布評

価について”，平成 26年 7 月 

注 1 分散分析の結果では、各グループ間での有意差なしと評価されている。 

 

表 8-1 塩素、トリウム及びウランのデータ群の標準偏差及び標準偏差の平均値 

元素 塩素（Cl） トリウム（Th） ウラン（U） 

データ群の標準偏差 

（データ数が 5点以下のデー

タ群を除いた場合） 

0.01～0.82 

(0.01～0.46) 

0.01～0.51 

（0.03～0.44） 

0.02～0.63 

（0.03～0.63） 

標準偏差の平均値 0.22 0.22 0.19 

区分（産地／種類）ごとの 

標準偏差の平均値 
0.19～0.25 0.15～0.24 0.19～0.24 

出典 北海道電力株式会社ほか，“平成 25 年度 検出困難元素の濃度分布

評価について”，平成 26 年 7 月 

次に、「必要なデータ数」に関してですが、標準には示しておりませんが、図 H.4

及び表 8-1 の評価には、統計値（標準偏差）が算出できるデータ数として 3点以上

のデータ群によって評価を行っています。 

また、最終的には、上記確認を行った上で、検出困難元素の濃度分布の設定に必

要となります標準偏差を決定するための基礎データとする各データ群の必要なデ

ータ数としては、下図（図 H.21）に示しますデータ数の増加による統計値の安定

性を評価した結果から、標準には規定していませんが、データ数が 20 点以上のデ

ータ群だけを、検出困難元素の濃度分布の評価用の標準偏差の設定に適用してい

ます。 
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図 H.21－Cl の各データ群の相関係数の平均と相関係数の 99%信頼下限値の平均との関係 

 

「H.3.2 元素濃度データの適用性の確認」に記載する内容は、放射能濃度決定標準

の参考文献「平成 25 年度 検出困難元素の濃度分布評価について」での例を示したも

のであり、「H.2.3 元素濃度データの適用条件」においては「a) 標準偏差の同等性の

確認」の方法は明確でない。標準偏差の同等性の確認方法を明確にすることが望まれ

る。また、必要なデータ数についても明確にすることが望まれる。 

e)「H.2.3 元素濃度データの適用条件」の「c)材料の製造工程の影響の確認」において

引用する「図 H.2－製造工程を考慮した検出困難元素の標準偏差の基本的な設定方法」

には、スクラップ材が混入している場合の材料のフローが記載されていないが、「図

H.17－SUS304 の製造工程及び製造工程中の Cl，Th 及び U の挙動調査結果（一例）」

には、原材料・銑鉄工程にスクラップ（購入スクラップ、リターンスクラップ）材が

含まれている。スクラップ材には意図しない循環性元素（トランプエレメント）の存

在が否定できず、濃縮されて検出可能レベルの濃度に達している可能性もある。循環

性元素の濃度分布評価方法について、日本原子力学会は次のように説明している213。 

評価の対象は、製品となった後の鋼材（鉱石、スクラップを製鋼した鋼材）中

の起源元素に選定された元素です。示しています製造工程の説明は、精錬工程の

温度条件、化学条件を把握する意味で示しているものです。 

なお、この鋼材中の起源元素の濃度分布の設定においては、基本的な考え方に

沿った濃度分布（正規分布及び対数正規分布）での評価で進めますが、まくまで

 
 
213 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 29(1) 
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も鋼材（品質保管サンプルが主体）の元素分析データで確認を行うこととしてお

りますので、この段階で検出できる元素は把握されます。 

「H.2.1 考え方」においては、鉱物、岩石、土壌、堆積物などの試料による元素濃

度データを利用するとしており、スクラップ材の混入元素が考慮されていない。「図

H.2－製造工程を考慮した検出困難元素の標準偏差の基本的な設定方法」の出典であ

る参考文献「平成 25年度 検出困難元素の濃度分布評価について」は、スクラップ材

を考慮していないので、そのまま適用するものではない。「c)材料の製造工程の影響

の確認」においては、スクラップ材の影響を考慮した記載とすることが望まれる。 

f)「H2.4 検出困難元素の濃度分布評価方法」の「a)利用する元素濃度データの選定」

において、「1)元素濃度データの代表性」には「検出困難元素の標準偏差の設定に利

用する元素濃度データは，鉱物，岩石などからの試料を適切に代表している（標準偏

差に産地・種類・濃度の依存性がないなど），又は設定する標準偏差の特性などを鑑

みた適切な範囲から収集されていることを，あらかじめ確認しておく必要がある。」

とある。下線部の「鉱物、岩石などからの試料を適切に代表している」及び「設定す

る標準偏差の特性などを鑑みた適切な範囲から収集されている」の適切な範囲につ

いて、日本原子力学会は、以下のように説明している214。 

附属書 H の「表 H.3－収集した Th の元素濃度データの産地及び種類別のデー

タ群数」(略)に示しますように、全て検出下限値を含まないデータで、種類及び

産地を広く収集できていることによって評価します。 

この評価指標の区分としました「産地」及び「種類」ですが、下記の観点で分

類した指標となっています。 

産地：可能な限り広範な産地から元素分析データを収集して影響を把握するた

め、日本及び大陸別で分類した収集対象とした。 

種類：可能な限り広範な環境条件から元素分析データを収集して影響を把握す

るため、各種材料の原材料である鉱物に加え、岩石（火成岩、堆積岩）及び河

川などの堆積物、土壌を収集対象とした。 

具体的には、標準には示しておりませんが、鉱物、岩石などからの試料を適切

に代表している点に関しまして、産地に関しては、表 9-1 [1]に示しました広範囲

の分類区分のデータを収集することで、種類に関しても、表 9-2[1]に示しました

広範囲の分類区分のデータを収集することで、代表性を確保しています。 

なお、この考え方を踏まえて、附属書 Hの「H.2.1 考え方」に示します検出困

難元素の特性（放射化金属等の原鉱物及び精錬工程における熱及び化学的影響、

化学的性質）を踏まえて、天然の鉱物、岩石、精錬後の金属から収集することを

 
 
214 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 4-1「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 9 
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踏まえたものとなっています。 

出典[1] 北海道電力株式会社ほか，“平成 25年度 検出困難元素の濃度

分布評価について”，平成 26年 7月 

 

表 9-1 産地の分類区分表 

 

*1 分類 5の情報が無く、かつ、分類 4 のみが異なる産地については分類 4内

分類1 分類2 分類3 分類4*1 分類5
日本 日本 日本 （都道府県）

岩手県 北上山地
熊本県 雲仙
群馬県 南牧川流域
高知県 足摺岬エリア
秋田県 秋田鉱山
大分県 大崩山(土岩)
大分県 大崩山(環状岩

脈)長野県 高遠町北部地域
兵庫県 神戸市
北海道 虻田鉱山

北米 カナダ Abitibi緑色岩地帯 （北側外部火山地域、並びにQuévillon、Val-d’Or、Normétal、Joutel、Selbaie、
Matagami、Hunter、Noranda、Bousquet、Gemini-Turgeon及びChibougamauの各地域)

オンタリオ州 （Clergue Township、Midlothian Township、McCool Township、German Township、
Bartlett-Geike Township、サドバリー）

ケベック州 Pontiac 郡
サスカチュワン州 Cantuar
ニューファンドランド州 Lewis Hills
ニューブランズウィック州 南西部
ノースウエスト準州
ブリテッシュコロンビア州 Telegraph Creek area
ユーコン準州 （南西部、西部）

米国 アイオワ州 Sioux
アイダホ州 American Falls
アラバマ州
イリノイ州 hardin
ウィスコンシン州 （Calumet、Iron）
ウエストバージニア州 （Brooke、Ohio、Wayne）
オクラホマ州 Birch Lake area
カリフォルニア州 （サンフランシスコ郡、Eureka Valley、Clear Lake地域）

カンザス州 (Friederich、Finn、OZ、Poersch)

ケンタッキー州 Fulton
コロラド州 (El Paso郡、Jefferson郡）
ジョージア州 ピエモント
テキサス州 (Llano郡、西部)
テネシー州
ニューメキシコ州 (Santa Fe、サンファン郡)
ニューヨーク州 (Rockland、Genesee)
ノースカロライナ州 Surry
バージニア州
バーモント州 (Grand Isle、Chittenden、Grand Isle）

フロリダ州 Hillsborough
ペンシルバニア州
ミシガン州 (Alger、Dickinson、Keweenawan、Greenstone Flow)

ミネソタ州 (Merritt hole、Arko hole、Duluth)

メイン州 Sagadahoc
ユタ州 (Bingham District、南西部、Uintah郡、トゥーイル郡)
ワイオミング州 (ララミー、Iron Mountain、Leucite Hills)

ワシントン州 Mount St. Helens
北太平洋(沿岸) ファン・デ・フカ

米国隣接地域
欧州 パンノニア北部火山域 パンノニア北部火山域 パンノニア北部火山域

アイスランド アイスランド シンクベトリル
アイスランド アイスランド

イタリア ﾄﾚﾝﾃｨｰﾉ=ｱﾙﾄ・ｱﾃﾞｨｼﾞｪ州 Valsugana
トリエント州 Cima d’Asta-Caoria
アブルッツォ州 グラン・サッソ
カンパーニア州 カンパーニア州
イタリア (ストロンボリ、Vulcano島、Lipari島)

ギリシャ ギリシャ (サントリーニ島、シロス島)
グリーンランド グリーンランド 南グリーンランド
スイス スイス Mont Russelin
スウェーデン スウェーデン ストックホルム県
スペイン アンダルシア州 アルメリア県

ウエルバ Neron
カナリア諸島州 グラン・カナリア島

ソ連
ロシア イルクーツク州 スリュジャンカ

サハ共和国 ヤクーチア
フィンランド フィンランド南部 フィンランド南部
ポルトガル ポルトガル中央部 ポルトガル中央部
大西洋 大西洋 Iberian Abyssal Plain
ティレニア海 ティレニア海 ティレニア海

その他 イラン イラン イラン北西部
ヤズド州 バーフク郡

インド マドラス州 セーラム県
ｱｰﾝﾄﾞﾗ・ﾌﾟﾗﾃﾞｰｼｭ州 クリシュナ県

インドネシア インドネシア Barito
インド洋 インド洋 南西インド洋海嶺
オーストラリア ﾆｭｰｻｳｽｳｪｰﾙｽﾞ州 (ローズビル、ストラトフォード)
ケニア ケニア ナクル=ナイバシャ地域
ジャマイカ ジャマイカ ジャマイカ
スリナム スリナム スリナム
チリ Los Lagos Region Fresia

Mantos de Oro Chimberos
パプアニューギニア Manus海盆東部
ハワイ諸島 ハワイ諸島 (オアフ島、カウアイ島、ハワイ島、マウイ島)

ブラジル ブラジル ブラジル
ベネズエラ ベネズエラ ベネズエラ
ペルー ペルー イカ県
ロシア(極東) クリル諸島 クリル諸島

カムチャツカ (Sredinny Ridge、東カムチャッカ火山帯)

西インド諸島 西インド諸島 西インド諸島
太平洋 太平洋 (hess deep rift valley、Guatemala Slope)

大西洋 大西洋 (MAR-Kane、MAR-FAMOUS)

中国 湖南省 南岳衡山
江蘇省 清浦区
浙江省 麗水市
遼寧省 北票市
甘粛省 (Yindongzi-Daxigou、Tongmugou)
江西省 銀山（Yinshan)鉱床

南アフリカ共和国 Koffiefontein Koffiefontein
南極 ｾｰﾙﾛﾝﾀﾞｰﾈ山地 ｾｰﾙﾛﾝﾀﾞｰﾈ山地
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に括弧書きで示した。 

出典；北海道電力株式会社ほか，“検出困難元素の濃度分布評価について”，平

成 26年 7月 

 

表 9-2 種類の分類区分表 

 

*1 分類 5の情報が無く、かつ、分類 4 のみが異なる種類については分類 4内

分類1 分類2 分類3 分類4*1 分類5
鉱物 イノケイ酸塩鉱物 角閃石グループ (普通角閃石、バロワ閃石、パーガス閃石)

輝石グループ エジリン輝石
テクトケイ酸塩鉱物 柱石

長石 (長石、アルカリ長石、斜長石、玻璃長石)

ネソケイ酸塩鉱物 かんらん石
フィロケイ酸塩鉱物 雲母 (雲母、金雲母、黒雲母)

緑泥石グループ
リン鉱物 ミネット鉱
リン酸塩鉱物 燐灰石グループ 燐灰石

酸化鉱物 スピネルグループ
ルチルグループ バデレアイト
SiO2鉱物 石英

炭酸塩鉱物 苦灰石グループ 苦灰石
硫化鉱物 輝安鉱グループ 輝安鉱

濃紅銀鉱
アルミニウム鉱石 ボーキサイト
鉄鉱石 褐鉄鉱

鉄鉱石
火山ガラス
鉱床試料

火成岩 深成岩 gladesville斑れい岩
metatonalite
アプライト
かんらん岩 (かんらん岩、ダンかんらん岩、蛇紋岩化かんらん岩)

キンバーライト
花崗岩 (花崗岩、黒雲母花崗岩、モンゾ花崗岩)

花崗閃緑岩 花崗閃緑岩
高遠花崗閃緑岩 黒雲母花崗閃緑岩

角閃石黒雲母花崗閃緑岩

黒雲母花崗閃緑岩
蛇紋岩
深成岩類風化土壌
閃長岩
閃緑岩
斑れい岩
斑岩 （斑岩、角閃石黒雲母花崗岩斑岩）

優白花崗岩
火山岩 ショショナイト

デイサイト
テフライト
ラタイト
ランプロアイト
安山岩
輝緑岩
珪長岩
玄武岩
玄武岩質安山岩
粗面ドレライト
粗面岩
粗粒玄武岩
流紋岩

火山砕屑岩 凝灰岩 （凝灰岩、溶結凝灰岩）
変成岩(交代変成岩)

変成岩(広域変成岩) エクロジャイト
結晶片岩 （結晶片岩、葉状片岩）
砂泥質片麻岩
千枚岩 変質千枚岩
片麻岩
緑色岩

変成岩(接触変成岩) 珪岩
閃緑岩
変斑れい岩

変成岩 変成安山岩
変成玄武岩

堆積岩 砕屑岩 角礫岩
砂岩
泥岩 （泥岩、シルト岩、泥灰岩、粘土岩）
粘板岩
頁岩

粘土岩 ベントナイト
頁岩
変成岩(広域変成岩) 角閃岩

結晶片岩 （結晶片岩、泥質片岩）
片麻岩

堆積物(河
川･湖沼)

河川堆積物
土壌 Aiken土壌統

Altamont土壌統
Holland土壌統
Imperial土壌統
Kettlemen土壌統
Maymen土壌統
Merced土壌統
Watsonville土壌統
チェルノーゼム
ラトソル
暗栗色土
黄色土
褐色森林土
黒ぼく土
砂丘レゴゾル
砂土
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に括弧書きで示した。 

出典；北海道電力株式会社ほか，“検出困難元素の濃度分布評価について”，平

成 26年 7月 

「H.3.1 元素濃度データの収集」の「c)データ群の作成」に記載する内容は、放射

能濃度決定標準の参考文献「平成 25 年度 検出困難元素の濃度分布評価について」で

の例を示したものである。「設定する標準偏差の特性などを鑑みた適切な範囲から収

集されている」の適切な範囲については示されていない。また、対象廃棄物の化学成

分としては当該原料の産地のデータに限定する方が、データの信頼性が高まると予

想される。「H2.4 検出困難元素の濃度分布評価方法」の「a)利用する元素濃度データ

の選定」において、「1)元素濃度データの代表性」の「鉱物、岩石などからの試料を

適切に代表している」及び「設定する標準偏差の特性などを鑑みた適切な範囲から収

集されている」の適切な範囲については明確にすることが望まれる。 

g)「H2.4 検出困難元素の濃度分布評価方法」の「b)平均的な標準偏差の設定方法」に

おいて、「図 H.3－平均的な標準偏差の設定方法のイメージ図（例）」が示されている。

横軸が対数でない標準偏差データの分布形状に、各データ群の標準偏差データ（対数

正規分布）が分布するとしていることについて、日本原子力学会は次のように説明し

ている215。 

図の横軸（標準偏差）は、対数正規分布の場合は対数で、正規分布の場合は実

数を意味しています。（あくまでも模式図ですので、横軸を単に標準偏差として

簡易に示しています） 

対数正規分布の場合及び正規分布の場合に併用できる図とするのであれば、横軸

は対数又は実数（真数）であることを明確にすることが望まれる。 

h)「H2.4 検出困難元素の濃度分布評価方法」の「c)検出困難元素の濃度分布評価」に

おいて、「検出困難元素の濃度分布として，平均値及び標準偏差を設定する。平均値

は，(略)を利用して設定する。濃度分布の上限値の位置（例 濃度分布の上限値＝平

均値＋2σの濃度）は，放射化計算で得られる廃棄物濃度の保守性などを踏まえ，適

切に設定する。」とある。濃度分布の上限値設定の具体的方法について、日本原子力

学会は次のように説明している216。 

入力条件を設定するための濃度分布の上限値の位置（すなわち、標準偏差を踏

まえて定める平均値の位置との差）は、放射化計算で得られる廃棄物濃度の保守

性を考慮すると、元素分析条件は、平均値は高く、標準偏差は小さく評価するこ

とによって、より保守性が得られるため、次のような考え方で附属書 D の「表

 
 
215 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 29(2) 
216 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 29(3) 
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D.6―元素分析データに検出下限値しかない元素の濃度分布条件設定方法」（別

添１参照）に示す濃度分布条件設定方法及び分析数に応じて、設定平均と標準偏

差に保守性を加えて設定します。 

この保守性の例としては、下記のような例が考えられます。 

設定平均値：「検出下限値＝設定平均値＋2σ」の位置の濃度を、さらに、「検出

下限値＝平均値＋1σ」の位置の濃度で評価する。 

設定標準偏差：鉱物，岩石などからの試料の元素濃度データの標準偏差の平均値

を、標準偏差の平均値の信頼下限で評価する。 

検出困難元素の濃度分布上限値の設定方法について明確にすることが望まれる。 

i)「H.2.5 化学的性質が類似した元素濃度データの利用」において、「評価対象とする

検出困難元素が,不純物成分元素又は微量成分元素であれば,検出困難元素の元素濃

度データの一部に,評価対象とする検出困難元素と化学的性質が類似した元素の濃

度データを加えることも可能である。」とされている。具体的にどのように選定する

かについて、日本原子力学会は、以下のように説明している217。 

「化学的性質が類似」とは、起源元素の属する周期表上の同じ族としての性質、

や製造時に受ける化学反応（酸化・還元、スラグ化）に対する性質があげられま

す。 

ただし、放射能濃度決定標準では検出困難元素の濃度分布評価は、『「同一の元

素」又は「化学的性質が類似した元素」』を適用範囲としていますが、実際の適

用事例及び将来的な検出困難元素の濃度分布評価への適用計画においては、「同

一元素」に対する適用のみを考えております。 

このため、「類似していること」に対する判断基準は、示しておりません。 

日本原子力学会の回答を踏まえれば、「H.2.5 化学的性質が類似した元素濃度デー

タの利用」は不要となるので、削除する方向で検討することが望まれる。 

③「H.3 検出困難元素の濃度分布の評価例」 

a)「H.3 検出困難元素の濃度分布の評価例」には、「平成 25年度 検出困難元素の濃度

分布評価について」にて行われた Cl,Th,U の評価方法及びその結果が示されている

が、これらは鉱物中及び部材中に含有量が比較的多い元素になる。この方法のその他

の元素への適用性について、日本原子力学会は次のように説明している218。 

鉱物、岩石などからの試料の分析データを利用して、検出困難元素の元素濃度

分布を評価する方法は、適用対象元素を Cl, Th（微量成分元素）、U（ZrTN804D

では不純物成分元素、SUS304 では微量成分元素）の検出が難しい元素に限った

 
 
217 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 4-1「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 10 
218 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 4-1「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 11 
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ものでなく、対象元素の特性（化学的性質、放射化金属等の原鉱物及び精錬工程

における熱及び化学的影響）を考慮した分析データ収集結果（検出下限値を含ま

ないデータ）に基づいて評価する方法です。 

このため、上述の②d)での元素濃度データの適用条件に示しました「標準偏差

の同等性の確認」「対数正規性の確認」及び「材料の製造工程の影響の確認」を

行うことで、その他の元素にも適用できます。 

なお、この「検出困難元素の濃度分布の評価」は、検出困難な元素が対象（特

に、検出限界値しか得られなかった元素）に対して適用するものです。このため、

「製造管理により部材中の含有範囲の狭い元素」に関しましては、主成分元素と

考えられますので、適用は想定しておりません。 

また、部材中の含有量の少ない元素として、放射能濃度決定標準で例示しまし

た下記の評価対象核種（附属書 G 参照）の条件では、起源元素のうち、「Cl，Th

及び U」が検出困難元素としての適用対象元素であり、その他の元素は、検出で

きる可能性のある元素のため、「Cl, Th 及び U」が対象となります。 

評価対象核種：14C，36Cl，60Co，63Ni，90Sr，94Nb，99Tc，129I，137Cs，全α 

将来的に、申請核種が決まった段階で、新たな起源元素が検出困難元素となっ

た場合は、「Cl, Th 及び U」と同じ手順で文献データを収取した上で、適用性を

判断することとなります。 

過去の検出困難元素も分析技術の進歩により検出可能となることも考えられるの

で、起源元素のうち、何が検出困難元素としての適用対象元素であるかを明確にする

ことが望まれる。 

 

９．附属書 I（参考） 濃度比を用いる場合の計算例 

①「I.1 基本的な考え方」 

a)「I.1.4 適用方法」の「a) Key 核種の選定」において、次の 1)又は 2)のいずれかに適

合する Key 核種を選定するとしている。理論計算法ではすべての核種の放射能濃度を

放射化計算により求めるところ、2）で Key 核種を選定する理由及び 2)について放射能

濃度を放射化計算によって算出できない核種の詳細について、日本原子力学会は次の

ように説明している219。 

1) 外部から検出が比較的容易なγ線放出核種である。 

2) 評価対象廃棄物ごとの放射能濃度を放射化計算によって算出できる核種である。 

附属書 Iの I.1.4 a)に示しています濃度比法に適用する Key 核種の選定は、

具体的には、下表に示す方法を想定しているものです。 

このため、当たり前の条件ですが、選定方法ごとの条件として記載したもので、

 
 
219 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 31(1) 
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放射化計算によって算出できない核種を想定しているものではありません。 

Key 核種の選定方法 条件 

非破壊外部測定で測定 外部から検出が比較的容易なγ線放出核種である。 

理論的方法で決定 評価対象廃棄物ごとの放射能濃度を放射化計算によって算出

できる核種である。 

日本原子力学会の回答を踏まえると、「次の 1)又は 2)のいずれかに適合する Key 核

種」よりは「次の 1)及び 2)に適合する Key 核種」の方が適切と思われることから、

記載を見直すことが望まれる。 

b)「I.1.4 適用方法」の「c)濃度比の決定方法」の「2)濃度比決定のための放射化計算

結果（評価データ）の充足性」において、「評価対象廃棄物中の難測定核種及び Key 

核種の濃度比の値を決定するための放射化計算結果の数が，十分であるかどうかの

判断は，ISO 21238:2007220に示されている適切なデータ数の取得の考え方を踏まえた

次の判断を適用できる。」とし、その判断について「得られた放射化計算結果の数に

応じた放射化計算結果群（データベース）が示す統計値の安定性に関して，放射化計

算の追加によって統計値の安定性に明確な向上が見込めなければ，十分と判断して

よい。」としている。「適切なデータ数の取得の考え方」について ISO 21238:2007 に

示されている内容、及び「放射化計算の追加によって統計値の安定性に明確な向上が

見込めなければ，十分と判断してよい」とする数値の判断基準について、日本原子力

学会は次のように説明している221。 

日本原子力学会への説明依頼事項（その 1）への回答の回答 6（4）を参照くだ

さい。（「Ⅱ．附属書に関する気付き事項」の「４．附属書 D（参考） 区間推定法

のための放射化計算の入力データ設定の推奨方法」の「④「D.2 放射化計算の入

力条件の基本設定フロー」」e)）の回答を参照ください。また、判断基準ですが、

第 3 回会合における日本原子力学会への説明依頼事項に対する回答の回答

13(4)の追加質問（放射化計算の充足数として、40 点で良いのかへの回答（上記

②j)を参照願います。 

「適切なデータ数の取得の考え方」について、定量的な判断基準を追加することが

望まれる。 

②「I.2 計算例」 

a)「I.2.1 事前準備」の「c)放射化計算コードの選定」において、放射化計算コードと

して ZrTN804D（BWR チャンネルボックス本体）には ORIGEN-S、 SUS304（PWR 制御棒

被覆管）には ORIGEN2 が選定されていることについて、日本原子力学会は次のように

 
 
220 ISO 21238:2007 Scaling factor method to determine the radioactivity of low- and intermediate-

level radioactive waste packages generated at nuclear power plants 
221 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 31(2) 
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説明している222。 

BWR チャンネルボックスの放射化計算に ORIGEN-S を適用するために、附属書

F の図 F.1 の計算フロー、表 F.1 の計算条件を用いて、チャンネルボックスでの

中性子スペクトル（附属書 G の図 G.5（別添１参照）～図 G.7）を考慮して放射

化断面積を設定しています。このため適切な評価と言えます。さらに、F.1.4 で

は、ORIGEN-S を用いた放射化計算結果と、放射化分析結果を比較して、適切性

（妥当性）を確認しています。 

PWR 制御棒の放射化計算に ORIGEN2 を適用するために、図 F.4 の計算フロー、

表 F.2 の計算条件を用いて、制御棒吸収材内での中性子スペクトル（図 G.12）

を考慮した放射化断面積（評価では b）D バンクにて代表）を設定しています。

このため適切な評価と言えます。さらに、F.2.4 では、ORIGEN2 を用いた放射化

計算結果と、放射化分析結果を比較して、適切性（妥当性）を確認しています。 

例示として適用した放射化計算コードが複数ある場合は、その選定理由を記載す

ることが望まれる。 

b)「I.2.2.1.2 元素成分条件の設定」の「表 I.3－各元素の元素分析データ収集結果

（ZrTN804D）」（別添１参照）の注記 1 において、「対数正規分布の標準偏差は，“平均

値＋1σ”で表示」とあるが、平均値を加算する意味について、日本原子力学会は次

のように説明している223。 

対数正規分布の場合、対数による表記では、標準偏差自体を数値（例 ±1.0）

で示しても、誤解は生じませんが、実数（例 1.0E10）で平均値を示した場合、

標準偏差を±の実数で示すことが出来ませんので、標準偏差の大きさを把握し

てもらうために、“平均値＋1σ”の値を標準偏差の値の代わりに上片側のみ示し

たもので、「1σ」を加えることを意味したものではありません。 

「表 I.3－各元素の元素分析データ収集結果（ZrTN804D）」において、対数正規分

布の平均値及び標準偏差は対数値を括弧付き表示、真値(実数値)を括弧なし表示と

しているが、元素 N の対数値を正として標準偏差（平均値＋1σ）の真値を逆算する

と、対数での平均値が-2.5、標準偏差が 0.08 であるので、10^(-2.5+0.08)=3.80×10-

3となり、同表に記載する 3.7×10-3とは一致しない。対数正規分布であれば対数値が

正と思われるが、併記する場合は真値と対数値のどちらが優先されるか明確にする

ことが望まれる。 

c)「I.2.2.1.2 元素成分条件の設定」の「表 I.6-実際の元素分析データを踏まえ設定し

た濃度分布基本形状」において、Ni、Cu ともに「基本的考え方による設定」は対数正

 
 
222 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 32 
223 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 33(3) 
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規分布だが、「実際の元素分析データを踏まえた設定」は正規分布となっている。「基

本的考え方による設定」の位置付け及び Ni、Cu の元素分析データを踏まえた分布形

として対数正規分布を採用しない理由と考え方について、日本原子力学会は次のよ

うに説明している224。 

「主要成分元素」は、組成調整が行われますが、その他の「不純物成分元素」

及び「微量成分元素」は、組成調整は行われないため、基本的には、本来の元素

濃度の分布である対数正規分布が維持されます。 

この元素濃度の分布の基本的考え方は、別紙「Ⅱ．附属書に関する気付き事項」

の「４．附属書 D（参考） 区間推定法のための放射化計算の入力データ設定の

推奨方法」の⑥h)の回答に示しましたように附属書 G の「G.1.2.3.2 各元素の濃

度分布基本形状の設定例」(略)の考え方（「表 G.13―元素の濃度分布を対数正規

分布として扱う例」（別添１参照））です。 

しかしながら、「不純物成分元素」に関しては制限値があり、精錬過程におい

て制限値を満足させるための管理（除去）が行われ、分布が歪むことも考えられ

ますので、分布形状の評価に当たっては、標準では「6.1.2.2.3 起源元素の成分

条件の設定方法」(略)に示しますように分析データによる元素成分の入力用の

データには、分布形状を踏まえた設定を求めています。 

このため、元素成分条件の入力データ設定用の濃度分布の評価及び設定を行

うために、次のステップで評価を行います。 

① 分析データの収集、正規性の評価段階： 分析データを収集し、附属書 D の

「表 D.4―対象とする放射化金属等の元素成分濃度の分布タイプの設定に関

わる基本的な考え方」（別添１参照）に示す元素の濃度分布の基本形状（正規

分布又は対数正規分布）を適用して分布形状の評価（平均、標準偏差、正規性）

を進める。 

② 入力データ設定用分布の設定段階： 放射化計算用の入力データを選定する

ために設定する濃度分布は、収集した分析データが示す最も適切となる分布

形状を確認して設定する。 

この結果、ジルカロイの Ni、Cu に関しては分析結果の分布の実態を踏まえて、

下表（「表 I.6－実際の元素分析データを踏まえ設定した濃度分布基本形状」に

朱書き部を追記したもの）に示すように、分布形状を「正規分布」としたもので

す。 

  

 
 
224 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 4-1「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 12 
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材 料 ZrTN804D 

元 素 Ni Cu 

元素成分の区分 不純物成分元素 不純物成分元素 

基本的な考え方 

による設定 
対数正規分布 対数正規分布 

実際の元素分析データ 

を踏まえた設定 
正規分布 正規分布 

理 由 

濃度分布の 

推定範囲 

（±3σ） 

質量分率 2.9×10-3 % 

～質量分率 7.1×10-3 % 

（約 2.5 倍） 

質量分率 2.7×10-4 % 

～質量分率 3.7×10-3 % 

（約 14 倍） 

実際の 

元素分析 

データ 

の分布 

 
濃度範囲が非常に狭く（±3σでも

2.5 以内），上図の正規確率紙上で

も，正規性を示したため。 

基本的考え方から選択した

“対数正規分布”を仮定する

と，JIS 規格で規定されている

上限値（不純物成分元素とし

ての許容範囲）を大幅に超え

てしまうため，正規分布を適

用した。 

基本的考え方とは異なる分布形状を適用した Ni 及び Cu に関して、基本的考

え方に沿って評価した結果と、分析データの実態を踏まえて決定した分布形状

の評価結果に関して、表 12-1 に示します。 
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表 12-1 Ni 及び Cu の対数正規性と元素分析データに基づく分布の決定 

 Ni Cu 

基 本 的 な

考 え 方 に

基づく、分

布 形 状 の

評価 

対数正規

分布によ

る評価 

[1] 

－ 

（3 点のデータ（0.001%，

0.002%，0.002%）で、かつ 2

点が同じ濃度のため、対数正

規確率図が作成できない） 

 分析結果 

の範囲 

 

 

収集データ数：11点（分析値） 

平均濃度：4.2×10-3 % 

濃度範囲：3.5×10-3 % 

～4.8×10-3 % 

（約 1.4 倍） 

収集データ数：3 点（文献値） 

平均濃度：1.6×10-3 % 

濃度範囲： 1.0×10-3 % 

～2.0×10-3 % 

（約 2倍） 

 判断 分析結果の濃度範囲が非常に

狭く（最大／最小で 1.4）、数桁

での範囲の分布評価に適用性

を示す対数正規分布ではなく、

実数軸範囲での正規分布の評

価の方が適切と考えられた。 

濃度範囲も狭く、ジルカロイ 4

の JIS 規格（JIS H 4751）の Cu

制限値である 0.005%以下に対

して、対数正規分布を当てはめ

ると「平均＋3σ」の濃度で

0.0053%と材料規格の制限値を

超えてしまう分布となり、対数

正規分布ではない方が適切と

考えられた。 

分 析 実 績

を 踏 ま え

た 入 力 用

成 分 条 件

（ 濃 度 分

布）の設定 

正規分布 

による評価 

(標準から

抜粋) 

 
（表 I.6 より抜粋） 

 
（図 I.5 より抜粋） 

 判断 濃度範囲が非常に狭く、正規確

率紙上でも，正規性を示す。 

濃度範囲が狭く、正規分布の方

がより適切。 

 適用分布 正規分布 正規分布 

出典 1 事業者より提示を受けた対数正規確率紙プロット図 

ZrTN804D の Cu について、「“対数正規分布”を仮定すると，JIS 規格で規定されて

いる上限値（不純物成分元素としての許容範囲）を大幅に超えてしまうため，正規分

布を適用した」と記載しているが、不純物元素は上限値があるので上限ありの対数正

規分布として扱うことも検討することが望まれる。Ni についても対数正規分布を否

定するものではないことから、上限ありの対数正規分布として扱うことも検討する
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ことが望まれる。 

d)「I.2.2.1.2 元素成分条件の設定」の「d)各元素の濃度分布条件の設定」では「2)元

素分析データ数が非常に少ない元素」において、なお書きに「標準偏差には，全ての

元素の標準偏差の分布の小さいほうから 90%の範囲を包含する条件（ここでは，対数

正規分布として，標準偏差＝0.5（対数））を設定することで，保守性を見込む。」と

ある。標準偏差の累積度数分布の 90%に相当する標準偏差値（対数）を設定し、95%

としない根拠について、日本原子力学会は次のように説明している225。 

附属書 Iの I.2.2.1.2 での設定の例は、附属書 Dの「表 D.5―元素分析データ

が非常に少ない元素の濃度分布条件設定方法」（別添１参照）に示します「検出

値を平均値として使用する方法」に、さらに保守性を考慮した標準偏差（分布を

広めに設定する）の適用例を示したものです。 

この標準に示しております標準偏差への保守性の見込み方に関して、標準に

掲載しています分析データ（附属書 Iの「表 I.3－各元素の元素分析データ収集

結果（ZrTN804D）」（別添１参照）及び「表 I.4－各元素の元素分析データ収集結

果（SUS304）」）の対数正規分布で評価している下記の元素のデータの標準偏差を

例に、標準で言及している例としての標準偏差の設定の考え方と設定標準偏差

を示します。 

 

標準偏差の試算例に適用した元素 

ZrTN804D SUS304 

N，O N，S，Co，Cu，Nb，Mo 

この試算例では、標準偏差を大きく設定する方がより保守的であることから、

「小さいほうから 90%の範囲を包含する条件」は、「平均標準偏差の信頼上限値」

より保守的な設定ができるものです。 

 

保守的な標準偏差の設定の考え方と適用試算例 

標準偏差の 

設定方法 

条件設定の考え方 

（保守性の考え方） 

設定標準偏差 

（対数） 

標準偏差の平均値 

（基本） 

収集したデータ群の標準偏差の平均値で設

定するもの。 

（データ数が十分にある場合） 

0.3 

平均標準偏差の 

信頼上限値 

保守性は、平均に対して見込み、99%信頼上限

の標準偏差で設定する保守性を見込むもの。 
0.4 

小さいほうから 90%の

範囲を包含する 

標準偏差 

保守性は、標準偏差の平均（0.3）に対して、

標準偏差の小さい方から累積を取った場合

の 90%を超える（計算例では 93％）標準偏差

0.5 

 
 
225 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 33(1) 
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（0.44）を適用することで見込む。（例では丸

めて適用） 

標準偏差の分布の＋2σ

の標準偏差 

保守性は標準偏差の平均に対して見込み、約

95%の範囲をカバーする上側の 2σで設定す

ることで見込む。 

0.6 

 

「表 D.5―元素分析データが非常に少ない元素の濃度分布条件設定方法」の 90%は

例示であり根拠ではない。95%を採用しない根拠について記載を充実することが望ま

れる。 

e)「I.2.2.1.2 元素成分条件の設定」の「d)各元素の濃度分布条件の設定」では「3)元

素分析データに検出下限値しかない元素」において、「実際の元素濃度分布は，検出

下限値より低い濃度領域にあるが，ここでは，元素濃度分布がより高い濃度で分布す

るように，検出下限値が元素濃度分布の＋2σ（分布の 95.4 %を包含する範囲の上限

値）の位置と仮定し，濃度分布の標準偏差を利用した平均値を設定」とあり、「図 I.3

－元素分析データに検出下限値しかない元素の濃度分布条件の設定方法及び結果」

において、不純物 Co、Nb、Mo は濃度分布基本形状として対数正規分布を選択してい

る。不純物 Co、Nb、Mo について、検出下限値しかない元素に分類したこと及び濃度

分布基本形状を対数正規分布と選択したことについて、日本原子力学会は次のよう

に説明している226。 

＜参考＞ 

・「D.4.2 各元素の濃度分布基本形状の設定」において、不純物成分元素は材料製造

時に成分管理目標値などを定めて調整を行うもの、微量成分元素は成分管理目標

値などが定まっていないものと区別されている。 

・ZrTN804D を規定する JIS H 4751:2016 においては、化学成分及び不純物の分析試

験方法について、O、H 及び N 以外は受渡当事者間の協定によると規定しており、

検出下限値は明確でない。 

・JIS 規格等において不純物の許容値及び許容変動値を規定していることは、不純物

が許容値を上回る原材料が含まれることもあるが、製錬工程において混合させる

ことで希釈又は脱処理し全体として許容値以下を達成していると考えられる。 

ZrTN804D の JIS 規格（JIS H 4751）における化学成分条件を踏まえますと、

不純物成分に該当する Co、Nb、Mo に関しましては、附属書 I の「表 I.3－各元

素の元素分析データ収集結果（ZrTN804D）」（別添１参照）に示しますように、実

際の元素分析結果において許容値の約 1 桁低い検出下限値でも分析による検出

値が得られておりません。このため、検出下限値しかない元素として扱っていま

 
 
226 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 33(2) 
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す。 

さらに、このような低い濃度領域においては、濃度分布の分布形状の基本的考

え方として示しました対数正規分布を適用することで評価できると考えます。

（対数正規分布に関しましては、別紙「Ⅱ．附属書に関する気付き事項」の「４．

附属書 D（参考） 区間推定法のための放射化計算の入力データ設定の推奨方法」

の⑥h）の回答を参照ください。） 

 

元素 不純物の許容値（%） 元素分析での検出下限値（%） 

Co 2 E-3 以下 3.3E-4 

Nb 1 E-2 以下 2.9E-3 

Mo 5 E-3 以下 3.3E-4 

放射能濃度決定標準は過去の事例を紹介しているが、分析技術の進歩により検出

限界が向上していることを踏まえて、分析することを優先する記載とすることが望

まれる。 

f)「I.2.2.2 中性子条件」の「c)中性子条件の設定」において、「表 I.11-ZrTN804D(BWR

チャンネルボックスの本体)の配置位置の設定」に示されたローテーションの種類は、

1980 年代後半以降に採用されたもの227であり、それ以前は外周部に新燃料を配置し

ていた可能性がある。1980 年代後半以前に発生したチャンネルボックスの評価方法

について、日本原子力学会は、以下のように説明している228。 

BWR では初期のプラントから炉心最外周には燃焼が進んだ燃料を装荷してお

り、1980 年代後半以前に新燃料を外周部に配置する運用は確認できませんでし

た。 

チャンネルボックス内の燃料集合体配置を外周低濃縮型燃料から外周高濃縮型燃

料に変更する場合や、炉心全体での高反応度燃料と低反応度燃料の最適装荷パター

ンを採用するといった技術進歩が、チャンネルボックスの評価方法に影響ないか確

認することを記載することが望まれる。 

g)「I.2.2.3 中性子照射条件」の「I.2.2.3.1 ZrTN804D（BWR チャンネルボックス）」

では、「表 I.14－ZrTN804D(BWR チャンネルボックスの本体)の照射時間の出現頻度分

布の設定」において、中性子照射時間の設定条件は、平均値＝1,786 日、標準偏差＝

654 日としている。また、「I.2.2.3.2 SUS304（PWR 制御棒）」では「表 I.15－SUS304

（PWR 制御棒の被覆管）の中性子照射時間の出現頻度分布の設定」において、中性子

照射時間の設定条件は、D バンクが指数分布で y＝534.12e－0.8254x（x：中性子照射時

間（年），y：発生頻度）、ARO バンクが正規分布で平均値＝7.68 年、標準偏差＝2.92

年としている。これらの数値の設定理由について、日本原子力学会は次のように説明

 
 
227 BWR 新型炉心燃料の適用と開発, 日立評論 Vol.70, No.4, (1988-4) 
228 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 4 
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している229。 

「表 I.14－ZrTN804D（BWR チャンネルボックスの本体）の照射時間の出現頻度

分布の設定」の照射時間の設定については、約 13,000 体の燃焼度の実態調査結

果を踏まえ、下図に示すとおり、照射期間の分布形状にフィットするような正規

分布を仮定し設定しています。 

「表 I.15－SUS304（PWR 制御棒の被覆管）の中性子照射時間の出現頻度分布

の設定」の照射時間の設定については、PWR 全電力の制御棒（7百数十体）の中

性子照射履歴の実態調査により、下図に示すとおり、その実態の照射期間の分布

形状にフィットするような正規分布、指数分布を仮定し設定しています。 

 

事業者から提示のあった BWR チャンネルボックス照射時間の分布 

 
 
229 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 34 

  

0.0E+00

2.0E+02

4.0E+02

6.0E+02

8.0E+02

1.0E+03

1.2E+03

1.4E+03

1.6E+03

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500

CB照射日数（日）

発
生

体
数

（
本

）

0.0E+00

1.0E-04

2.0E-04

3.0E-04

4.0E-04

5.0E-04

6.0E-04

7.0E-04正規分布

（平均1786、標準偏差654）

average σσ



 

203 
 

 

チャンネルボックスや PWR 制御棒は複数の廃棄体容器に収納すると想定されるこ

とから、全体としての分布形状を想定することについては検討が必要である。廃棄体

ごとの最大放射能濃度及び総放射能濃度を求める観点に基づき、評価方法のあり方

を検討することが望まれる。 

h)「I.2.4.3 濃度比の決定方法」の「a)濃度比の算出」において、濃度比は幾何平均又

は算術平均で算出するとしている。廃棄体の放射能濃度が第二種廃棄物埋設に係る

許可を受けたところによる最大放射能濃度を超えないことを確実にするための算出

値の処理方法について、及び「平均」と記載しているもの230は「幾何平均」又は「算

術平均」のいずれであるかについて、日本原子力学会は、以下のように説明している

231。 

濃度比法における濃度比の設定に適用する「平均」の考え方は、適用する評価

 
 
230 用語「幾何平均」は標準中に 11 箇所（図 B.6、表 G.13、I.2.4.3、図 I.8、図 I.9、K.1.4）記載されて

いるが、その他は「平均」と記載されている。 
231 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 4-1「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 13(1) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業者から提示のあった PWR 制御棒の中性子照射時間の分布 

Dバンクでの照射時間の度数分布（全プラント）
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対象の放射能に合わせて、以下のとおりに使い分けます。 

算術平均： 最大放射能濃度を評価する場合の濃度比の設定に適用 

算術平均は保守性をもった平均値である。（本項②j）の回答も参照） 

幾何平均： 平均放射能濃度及び総放射能量を評価する場合の濃度比の設定に適

用 

幾何平均は全体の放射能濃度の平均を適切に評価する平均値である。 

（上記②j）の回答 も参照） 

なお、濃度比法と濃度分布評価における最大放射能濃度の評価方法に関しま

しては、表 13(1)に示しますように、評価用の係数の設定と濃度分布からの濃度

の設定によって適用する平均値に差異があります。 

 

表 13(1)-1 最大放射能濃度を超えていないことを確認するための放射能濃度の決定方法 

 濃度比法の場合 濃度分布評価法 

評価方法の概要 放射化計算によって評価対象核種

と Key 核種の濃度比を設定し、Key

核種の放射能濃度に濃度比を乗じ

て評価対象核種の放射能濃度を決

定する。 

放射化計算によって評価対象核種

の放射能濃度分布を評価し、この

放射能濃度分布を使用して、評価

対象核種の放射能濃度を決定す

る。 

利用

する

対象 

評価係数 
濃度比には「算術平均」を適用す

る 
－ 

放射能濃

度分布 
－ 分布の平均と標準偏差を適用する 

放射能濃度の決

定 

Key 核種濃度（非破壊外部測定又

は、放射化計算結果を適用）に算

術平均濃度比を乗じて評価する 

放射能濃度分布を評価した計算結

果の最大値を用いて放射能濃度を

評価する 

適用する区間推定法と求める最大放射能濃度又は総放射能濃度により、「平均」の

意味を明確にすることが望まれる。 

i)「I.2.4.3 濃度比の決定方法」の「a)濃度比の算出」において、「評価対象廃棄物全体

の放射能濃度は，様々な放射化条件下にあり，数桁にわたる広範囲の放射能濃度で分

布するものもあり，一般に，難測定核種及び Key 核種の放射能濃度は，対数正規分布

で評価される。また，難測定核種及び Key 核種の濃度比も基本的に相関関係をもつ二

変量対数正規分布に従うため，」と記載されている。「評価対象廃棄物全体」とは、ど

のような範囲か、「一般に，難測定核種及び Key 核種の放射能濃度は，対数正規分布

で評価される。」の根拠、及び「難測定核種及び Key 核種の濃度比も基本的に相関関

係をもつ二変量対数正規分布に従う」の意味とその根拠について、日本原子力学会は

次のように説明している232。 

＜評価対象廃棄物全体＞について 

 
 
232 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 4-1「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 13(3) 
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附属書 I の「I.2.4.3 濃度比の決定方法」に示しています「評価対象廃棄物全

体」は、放射能濃度を求める対象とする放射化金属の一つ又は一部ではなく、放

射化金属の全体を意味しています。 

（例 チャンネルボックスであれば、1 体だけでなく全チャンネルボックス、シ

ュラウドであれば、切断片でなくシュラウド全体） 

＜難測定核種及び Key 核種の放射能濃度は、対数正規分布で評価される＞につ

いて 

標準の例では、濃度比法における個々の核種の放射能濃度分布は示しており

ませんが、同じ区間推定法の放射能濃度分布評価法の例（図 13(3)-1 参照（附属

書 K の「図 K.6－放射能濃度の決定（原子炉停止直後）」の一部を抜粋））におい

て放射能濃度の分布を示しており、対数正規分布であることが観察されていま

す。 

（上記②c）の回答及び次の回答での注 2に示す引用文献も参照ください。） 

 

図 13(3)-1 放射能濃度分布評価法の例 
60Co 36Cl 

  

 

＜難測定核種と Key 核種の濃度が二変量対数正規分布に従う＞について 

「二変量対数正規分布」1)は、難測定核種と Key 核種の双方の核種の放射能濃

度分布がそれぞれ正規性を示し、かつ双方の核種間に相関関係を利用した分布

モデルであり、次式で示されますように、2つの正規分布を示す変数の間で相関

関係がある場合の分布で扱うモデルです。 

 

( , ) = 1
2 1 − − 12(1 − ) ( − ) − 2 ( − )( − )

+ ( − )
 

ここで、μ1、μ2は変量 x，y の平均値、σ は変量 x，y の分散、ρ は変量 x，y

の相関係数である。 

一般的に放射能濃度の分布は数桁に及ぶため、対数正規分布を示す 2)ことか

ら、評価対象核種と Key 核種間との相関性を評価することによって、この「二変
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量対数正規分布」の考え方が適用できます。このため、その適用性の判断は、各

核種の濃度分布の正規性と核種間の相関性で評価します。 

なお、参考までに、標準に示しました計算結果を整理した結果の一例を「図

13(3)-2 相関性及び対数正規性を示す図の例」に示します。 

注 1 二変量正規分布及びその解析手法を利用して、評価している例としては、

下記があります。 

・海底地殻変動観測の統計的な精度評価手法，海洋情報部研究報告 第 53号 平

成 28年 3月 1日 

・L20002，放射性廃棄物処分におけるベントナイト層の透水係数の合理的な品質

管理手法の提案－地球統計学手法の適用性に関する検討－，電力中央研究所，

2021/03 

・稲田，CTA 大口径望遠鏡初号機の光学性能最適化に向けた分割鏡測定とその配

置の検討，東京大学大学院理学系研究科物理学専攻，平成 29 年 1 月 

・八巻，巻き込み 2 変量正規分布に従う位相スペクトルをもつ 2 信号間の位相

限定相関関数の統計的性質，計測自動制御学会 東北支部 第 294 回 研究集会，

2015 

・森地，情報提供システム評価のための交通行動分析手法に関する研究，交通工

学 Vol30, No3，1995 

注 2 濃度等の分布が対数正規性を示していると報告された文書（一例） 

[1] 福島第一原子力発電所事故 事務局長報告書（引用 UNITED NATIONS, 

FAO/IAEA Food Database, UNSCEAR 2013 Report, Attachment C-8 of Annex 

A:, Levels and Effects of Radiation Exposure Due to the Nuclear 

Accident After the 2011 Great East Japan Earthquake and Tsunami, 

Scientific Committee on the Effects of Atomic Radiation (UNSCEAR), 

UN, New York (2014).） 

[2] JAEA-Technology 2015-009 JPDR 保管廃棄物に対する放射能濃度評価方法の

検討（2） 

[3] 日本保健物理学会専門研究会報告書シリーズ Vol.7 No.2，射線安全の新し

いパラダイム検討専門研究会報告書（引用 United Nations Scientific 

Committee on the Effects of Atomic Radiation. Sources and effects 

of ionizing radiation, UNSCEAR 1993 Report (1993)） 

[4] 平成 30 年度補正予算「廃炉・汚染水対策事業費助金（固体廃棄物の処理処

分に関する研究開発）」2019 年度成果 技術研究組合 国際廃炉研究開発機

構（IRID） 
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 36Cl 94Nb 

60Co との 

相関図 

による 

評価 
（図 I.8 

より抜粋） 

  

濃度分布 

による 

評価 

   

放射能濃度の

正規確率 

による評価 

  

濃度比の 

正規確率 

による評価 
（他の 3 核

種の例が 

図 I.10 には

示されてい

る） 
  

図 13(3)-2 相関性及び対数正規性を示す図の例 

注記 1  濃度分布及び正規確率の図は、現行の標準での記載はない。附属書 I

の「表 I.17 －ZrTN804D の元素成分条件の放射化計算用データの設定

結果」及び「表 I.21 －ZrTN804D の放射化計算結果（BWR チャンネル

ボックスの本体）」（別添１参照）に示す放射化計算結果を用いて今回あ

らたに作図したもの。 

注記 2  60Co との相関図による評価において、相関係数の（）内の「○記号」

は t 検定によって相関関係が認められたことを意味する。 



 

208 
 

濃度比法における難測定核種及び Key 核種の放射能濃度は対数正規分布というこ

とについては、対象元素成分の分布が一様分布の場合でも成立するのか、対象元素成

分の分布状態との関係を明確にすることが望まれる。 

j) 「I.2.4.3 濃度比の決定方法」の「a)濃度比の算出」において、「難測定核種及び Key

核種の濃度比も基本的に相関関係をもつ二変量対数正規分布に従うため，複数回の

放射化計算結果を使用して濃度比を算出する場合には，幾何平均の適用が適切であ

る。」と記載されている。濃度比が対数正規分布に従っているとした場合、濃度比と

して幾何平均を用いると難測定核種の放射能濃度が必ず保守的になるか、及び難測

定核種と Key 核種が二変量対数正規分布であるとして濃度比を幾何平均で求めた場

合、二変量対数正規分布と判断した濃度範囲の廃棄物全体が同一の処分場あるいは

処分場の同じ区画に埋設されることを担保する方法、又は当該廃棄物全体が一つの

廃棄体に入っていることが担保される方法について、日本原子力学会は次のように

説明している233。 

＜幾何平均による保守性＞について 

濃度比に幾何平均を使用する考え方は、過剰な保守性を排除するために、適用

するものです。 

ここで、Key 核種の濃度分布から難測定核種との相関関係を踏まえ、難測定核

種の放射能濃度分布を推定評価するには、主に線形の関係を基本とした図

13(4)-1 に示す下記の 2種類の算出式による評価方法があります。 

① 算術平均濃度比による難測定核種の評価 

② 幾何平均濃度比による難測定核種の評価 

 
 
233 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 4-1「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 13(4) 
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図 13(4)-1 難測定核種の放射能濃度の評価に適用する算出式による差異のイメージ 

注 Key 核種は分析が容易な核種であるが、難測定核種は分析が難しく検出限

界の影響を受けて濃度分布範囲が若干狭まることを踏まえ、傾きを 1よ

り小さくした。 

上図に示した 2 種類の評価方法について、その特徴を表 13(4)-1 に整理しま

した。まず、「算術平均」は、濃度分布のばらつきを加味できるため、スクリー

ニングレベルと組み合わせることで、「最大放射能濃度」の評価に適します。 

一方、「幾何平均」は、濃度分布を適切に評価できるため、「放射能量の総量」

を算出するための放射能濃度の評価に適します。 

 

表 13(4)-1 算術平均濃度比と幾何平均濃度比による評価の比較 

算出方法 算術平均濃度比による評価 幾何平均濃度比による評価 

基 本 的 な 

適用範囲 

算術平均は、「正規分布」に従う変数

に対して望ましい平均値である。 

幾何平均は、「対数正規分布」に従う

変数に対して望ましい平均値であ

る。 

濃 度 比 を 

適 用 し て 

評 価 し た 

分布の結果 

ばらつきの影響が加味され、分布の

形状はあまり変えないものの、濃度

の大きい方向にスライドさせる形で

の評価分布となる。 

分布の中心は変わらず、濃度の大小

の方向に若干拡張させる形での評価

分布となるが、ばらつきに大きく影

響されない。 

適した評価

対象 

 

分布のばらつきを加味するため、こ

れに保守性を加えることにより、『最

大放射能濃度』の評価に適する。 

分布の中心を正しく評価し、かつ、

分布の線形の傾きが 1 未満の場合、

保守性も加わり、『放射能量算出のた

めの放射能濃度』の評価に適する。 

相関係数=0.7 を示す難測定核種と Key 核種の放射能濃度データを 300 点生成

し、この各データが、個々の廃棄体の放射能濃度のデータであると想定して、

「各々の難測定核種濃度のデータの値」と、各々の「Key 核種濃度に濃度比を乗
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じて算出した難測定核種の放射能濃度の値」とを比較評価した結果を「図 13(4)-

2 スケーリングファクタ算出方法の違いが放射能量評価結果に与える影響（規格

化したデータを使用した評価）」に示します。 

その結果、濃度比として、「算術平均」を適用した場合、算出式が示す推定放

射能濃度分布への影響の特徴（「図 13(4)-1 難測定核種の放射能濃度の評価に適

用する算出式による差異のイメージ」参照：スケーリングファクタ―法の例示で

すが、濃度比法にも適用できます）で示しますように、放射能濃度分布を大きい

方向にスライドさせた評価となり、設定した放射能量の 8.4 倍の放射能量の評

価結果を示し、ばらつきを過度に加味した大きな保守性を含むことになります。 

一方、「幾何平均」を適用した場合、濃度分布の平均濃度は変わりませんが、

放射能濃度の高い領域を大き目に評価する特徴（図 13(4)-1 参照）から、実際の

放射能量の 1.4 倍程度の放射能量評価結果となり、保守性を確保しつつ、より実

態（難測定核種の放射能濃度分布と放射能量の真値）に近い評価結果を得ること

ができており、「幾何平均」を適用した方が、放射能量の総量の評価に関しては、

実態をより適切に評価できていることが分かります。 

 

基本とした相関図 算術平均濃度比による評価 幾何平均濃度比による評価 

   

相関係数 = 0.70 放射能量比 = 8.2 放射能量比= 1.4 

注：放射能量比=スケーリングファクタを適用し算出した難測定核種の放射能量

（Estimated Activity）／ 規格化データの難測定核種の真値（Actual 

Activity） 

図 13(4)-2 スケーリングファクタ算出方法の違いが放射能量評価結果に与える

影響（規格化したデータを使用した評価） 

( 出 典 ) H.Masui, M.Kashiwagi and H.Ozaki, Rationalization of 

radioactivity concentration determination method for Low-level 

radioactive waste generated at Japanese nuclear power plants, 

(International Conference on Environmental Remediation and 

Radioactive Waste Management: ICEM’01, Bruges, Belgium, 2001) 

IAEA Nuclear Energy Series, No. NW-T-1.18, Determination and Use of 
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Scaling Factors for Waste Characterization in Nuclear Power Plants (2009) 

＜濃度比法を使用した場合の不確かさとして、ばらつきはどこまで許容できる

か＞について 

「ばらつき」は、最大放射能濃度の評価に対して必要になります考慮事項です。

この点に関して、本項②i)の回答の「図 13(3)-1 放射能濃度分布評価法の例」に

示しています評価対象核種と Key 核種の濃度比ばらつきを最大値・最小値の範

囲で示しますと、Cl-36 で 14 倍、Nb-94 で 38 倍と平均の±1桁以内（すなわち、

100 倍以内）に入っており、かつ算術平均値に対する最大値のばらつき範囲は Cl-

36 で 2.5 倍、Nb-94 で 4.1 倍と算術平均値の＋1 桁を超えるものではありませ

ん。1) 

このため、最大放射能濃度の評価に適します濃度比に対する「算術平均値」の

適用に加え、スクリーニングレベル（例 1 桁）を適用することで、「ばらつき」

を考慮した最大放射能濃度の確認が行えるものと考えます。 

注 1）計算例で最もばらつきが大きい Np-237 でも算術平均値に対する最大値の

ばらつき範囲は 4.9 倍であった。 

＜放射化計算の充足数として、40点で良いのか＞について 

放射化計算数の充足度は、40 点といった規定値でなく、計算回数を増やして

いった場合の計算結果が示す統計値の安定性（「図 13(4)-3 放射化計算数の充足

度の統計値による評価」のように、統計値安定後の濃度比はほとんど変化しない）

で評価します。 

 

相関係数の安定

性 

（C-14/Co-60） 

相関係数 0.82 

図 I.12 より抜粋 

 
○：相関係数の平均値  △：相関係数の 95 %信頼下限値の平均値 

濃度比の安定性 

（C-14/Co-60） 

濃度比 2.5×10-3 

図 I.13 より抜粋 

   
○：濃度比の平均値  △：濃度比の 95 %信頼上限値の平均値 

図 13(4)-3 放射化計算数の充足度の統計値による評価 

この判断方法は、第 1回検討チーム回答での「資料 1-1 L1 放射能評価標準に
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規定されている評価方法の概要及び理論的方法の技術的ポイント」の 37 頁から

38 頁に示しておりますように、相関係数の統計値の安定性によって判断するも

のです。 

これを踏まえ、標準では、附属書 I の「図 I.12－相関係数の安定性の評価（放

射化計算結果の数（評価データ数）及び相関係数の統計値の推移による評価）」

(略)に示しています「相関係数の安定性の評価（放射化計算結果の数（評価デー

タ数）及び相関係数の統計値の推移による評価）」で評価していますが、本項②

i)の「図 13(3)-2 相関性及び対数正規性を示す図の例」に示しています Cl-36、

Nb-94 に関する Co-60 との相関係数の統計値の推移を「図 13(4)-4 濃度比法にお

ける Cl-36 と Nb-94 の計算回数の充足度の評価」に示します。 

この計算例の図のように、計算数が 30 点を超えた段階で統計値は安定してい

ることから、これ以上計算回数を増やしても、計算結果に変化は見られないこと

を示しており、計算例では 40点の計算による評価で確認できることを示してい

ます。 

Cl-36（相関係数：0.85） Nb-94（相関係数：0.83） 

  

図 13(4)-4 濃度比法における Cl-36 と Nb-94 の計算回数の充足度の評価 

出典  事業者から提供された推移図を示す。 

放射能濃度決定標準に記載されている内容ではありませんが、必要計算数の

考え方としましては、次の考え方が適用できます。 

必要計算数の考え方の例として、IAEA Nuclear Energy Series No. NW-T-1.18

に示されるスケーリングファクタの評価に必要な分析データの充足数に関する

引用文献[1]があり、図 13(4)-5 の評価結果（相関係数 0.8 の場合の 100 点のデ

ータまでの統計値の推移を評価した例）などを踏まえ、理論計算の計算数を増し

続けても、計算結果の信頼性の指標となる統計値（相関係数などの 95%信頼下限

値）の向上率が、図 13(4)-5 のように徐々に低下し、計算数を向上したとしても

その効果が得られなくなっていきます。 

このように計算数を増やした場合に得られる計算結果の信頼性の向上率が小

さくなり、安定した段階が、計算数が充足したと判断できる数量と考えます。こ

の計算数としての充足性を満たす数量（引用文献ではスケーリングファクタ法

における必要データ数）に関して、0.6 以上の相関係数ごとに「表 13(4)-2 

Required number of data according to the correlation coefficient and 
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based on a 95% confidence limit」に示されており、このデータ数の充足性を

満たす数量の考え方が、同じ統計値（相関関係を踏まえた濃度比）を利用して評

価する理論的方法にも適用することが可能です。 

 

 
図 13(4)-4 The changes in correlation coefficient with the number of samples  

(相関係数 0.8 の例[1]） 
 

 

表 13(4)-2 Required number of data according to the correlation coefficient and 

based on a 95% confidence limit [1] 

 Correlation Coefficient 

0.6 0.7 0.8 0.9 0.95 

Required number 

of data 
40 35 30 25 20 

出典 1  KASHIWAGI M., MÜLLER W., LANTÈS B., “Considerations on the activity 

concentration determination method for low-level waste packages and 

nuclide data comparison between different countries”, Safety of 

Radioactive Waste Management (Proc. Int. Conf. Cordoba, 2000), IAEA, 

Vienna (2000) 175–179. 

＜判断した濃度範囲の廃棄物全体が同一の処分場あるいは処分場の同じ区画に

埋設されることを担保する方法など＞について 

埋設段階の廃棄体の管理、運用に関しましては、申請を行う各事業者が計画し、

管理を行うことになります。 

その管理に関しては、埋設する各廃棄体は整理番号によって管理され、さらに、

各廃棄体に収納した放射化金属等の種類、廃棄物量、放射能濃度も廃棄体の整理

番号によって管理されますので、評価対象とした廃棄体に関する埋設管理が可

能になります。 

したがって、「濃度比法」を適用した廃棄体に関しては、放射能評価方法を適

用するためにも、廃棄体と情報との 1 対 1 の連関管理（整理番号と記録との管

理）を行うことで、廃棄体の埋設管理及び実際の廃棄確認によって、担保される
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ことになります。 

また、廃棄体の埋設総放射能量及び埋設区画ごとの放射能量も、この管理によ

って把握され、必要な制限値（区間ごとの総放射能量には許容範囲が設定される）

を満足していることを確認することとなります。 

この際に、現行埋設施設で言う埋設設備 1 基ごと、又は埋設設備の群単位内

に、同一の幾何平均濃度比を適用して平均放射能濃度を評価した同一廃棄物グ

ループが埋設されることを確認することになります。 

放射能濃度分布が一様でない評価対象廃棄物が複数の廃棄体容器に分割収納され

る場合に、濃度比法を用いた廃棄体個々の放射能濃度の最大値及び廃棄体に含まれ

る放射性物質の種類ごとの放射能量の評価方法を明確にすることが望まれる。 

k)「I.2.4.3 濃度比の決定方法」の「b)放射化計算結果（評価データ）の充足性」にお

いて、40 点のデータで濃度比を決定するデータ数としては充足していると評価され

ているが、当該計算で求めた核種比が実際のものと同等あるいは保守的になってい

るかについて、日本原子力学会は次のように説明している234。 

標準では、区間推定法による放射化計算の結果と分析値の比較は行っており

ません。 

しかしながら、分析を行ったサンプル採取位置と区間推定法でランダムサン

プリングした評価位置は、一致するものではありませんが、濃度比法による計算

結果に分析値をプロットしたものを参考までに、図 13(2)-1(1)～(3)（「図 I.8－

ZrTN804D（BWR チャンネルボックスの本体）の難測定核種及び Key 核種（60Co）

の散布図（放射化計算結果）」の一部に分析データをプロットしたもの）に示し

ます。 

なお、図中の「●」は、チャンネルボックスの中央部から採取した試料を放射

化学分析した結果ですので、これと比較する計算結果は、比較的高い放射能濃度

領域（赤破線の○で囲った部分）の計算値プロットである「〇」との比較になり

ます。 

ただし、Tc-99、I-129、Np-237 は分析結果が検出下限値となっています。 

さらに、比較に適用した元素濃度の分析値は、図 13(2)-2（「図 I.5－ZrTN804D

の元素分析データ及び濃度分布条件設定結果）から抜粋）に示しますように、検

出下限値しか得られていませんので、区間推定法の元素濃度の設定は、検出下限

値から設定した濃度分布からランダムサンプリングした元素濃度であることに

も留意が必要です。 

 

 
 
234 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 4-1「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 13(2) 
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36Cl 94Nb 

  

図 13(2)-1(1)（図 I.8－ZrTN804D（BWR チャンネルボックスの本体）の難測定核種及び

Key 核種（60Co）の散布図（放射化計算結果）から抜粋 ） 

（●は分析値を示す。Co-60：3.3E+12Bq/t，Cl-36：1.4E+7Bq/t，Nb-94：

4.4E+7Bq/t） 

注記 1 36Cl 及び 94Nb の放射能濃度は、標準には示していない事業者から提供

された分析データを使用している。 

注記 2 分析したサンプルは CBの中央部からの採取であり、最も高い濃度を示

す部位からの採取と考えられる（したがって、計算結果の最大領域の結

果（赤破線の○で囲った部分）との比較となる）。 

注記 3 濃度比法の計算に適用した元素 Cl、Co 及び Nbの濃度分布は、元素分

析の検出下限からの対数正規分布で設定したもの（図 13(2)-2 参照） 

注記 4 相関係数の右の（ ）内は相関関係の t検定を行った結果で、○：相関

関係が認められる。×：相関関係が認められない。 
14C 63Ni 

  

図 13(2)-1(2)（図 I.8－ZrTN804D（BWR チャンネルボックスの本体）の評価対象核種及
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び Key 核種（60Co）の散布図（放射化計算結果）から抜粋） 

（●は分析値を示す。Co-60：3.3E+12Bq/t，C-14：1.6E+10Bq/t，Ni-63：

9.9E+10Bq/t） 

注記 1 14Cl 及び 63Ni の放射能濃度は、標準には示していない事業者から提供

された分析データを使用している。 

注記 2 分析したサンプルは CBの中央部からの採取であり、最も高い濃度を示

す部位からの採取と考えられる（したがって、計算結果の最大領域の結

果（赤破線の○で囲った部分）との比較となる）。 

注記 3 C-14 及び Ni-63 の起源元素である N 及び Ni は元素の分析結果が得ら

れている。 

注記 4 相関係数の右の（ ）内は相関関係の t検定を行った結果で、○：相関

関係が認められる。×：相関関係が認められない。 

90Sr 137Cs 

  

図 13(2)-1(3)（図 I.8－ZrTN804D（BWR チャンネルボックスの本体）の評価対象核種及

び Key 核種（60Co）の散布図（放射化計算結果）から抜粋） 

（●は分析値を示す。Co-60：3.3E+12Bq/t，Sr-90：6.0E+8Bq/t，Cs-137：

1.4E+8Bq/t） 

注記 1 90Sr 及び 137Cs の放射能濃度は、標準には示していない事業者から提

供された分析データを使用している。 

注記 2 分析したサンプルは CB の中央部からの採取であり、最も高い濃度を

示す部位からの採取と考えられる（したがって、計算結果の最大領域の

結果（赤破線の○で囲った部分）との比較となる）。 

注記 3 相関係数の右の（ ）内は相関関係の t 検定を行った結果で、○：相関

関係が認められる。×：相関関係が認められない。 
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Cl Co Nb 

   
図 13(2)-2（「図 I.5－ZrTN804D の元素分析データ及び濃度分布条件設定結果」から抜粋） 

 

「図 I.8－ZrTN804D（BWR チャンネルボックスの本体）の難測定核種及び Key 核

種（60Co）の散布図（放射化計算結果）」（濃度比法）では、分析値が Co-60：3.3E+12Bq/t，

Cl-36：1.4E+7Bq/t，Nb-94：4.4E+7Bq/t に対して、計算値がそれぞれ 2 桁程度高く

なり、保守的となっているが、「第 1 回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法

に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検討チーム」資料 1-1 の 39 頁（点推

定法）には、分析結果 Co-60：3.3E+12Bq/t に対して計算結果が Co-60：3.4E+12Bq/t、

分析結果 Ag-108m：2.5E+14Bq/t に対して計算結果が Ag-108m：2.6E+14Bq/t とほとん

ど保守性が見られない。これらの違いはどこにあるのか、日本原子力学会は次のよう

に回答している235。 

附属書 F で示しております点推定法による計算結果と分析結果の比較と、上記

の附属書 I に示しました区間推定法による計算結果と分析結果の比較は、下記の

ように比較対象としている評価の内容が異なりますので、差異が出ているもので

す。 

① 計算方法の妥当性確認（附属書 F の点推定法による計算結果と分析結果の比

較） 

② 放射能評価における保守性／不確かさ（附属書 I の区間推定法による計算結

果と分析結果の比較） 

この両者の違いに関して、表 13(2)-1 に示します。 

表 13(2)－1 計算方法の妥当性確認の評価結果と放射能評価上の保守性／不確かさの違い 

 計算方法の妥当性確認 放射能評価における保守性／不確かさ 

評価方法 

評価対象物の同一位置における計

算結果と採取サンプルの分析結果

の比較（保守性は入っていない） 

区間推定法による放射能濃度の評価結

果の不確かさの評価 

（実際の適用事例で、保守性が入って

いる） 

計算コード

の検証 

ORIGEN、MCNP などの計算コードの開

発段階でのベンチマーク試験結果

などによる確認 

同左 

適用手法 点推定法 区間推定法 

 
 
235 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 4-1「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 13(2) 
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入
力
デ
ー
タ 

元素 

条件 

評価対象物の品質管理材で、かつこ

の元素分析で分析結果が得られた

元素から生成する核種のみでの比

較を行う 

評価対象物と同一材質の全起源元素の

分析データの分布（検出下限値がある

場合は、これを考慮して設定するため、

バイアスが加わる）からのランダムサ

ンプリング 

中性子

条件 

評価対象物の評価位置（ローテーシ

ョンがあれば、その移動条件の詳細

を含める）における中性子フルエン

ス率、中性子スペクトル及びこれら

から設定した放射化断面積 

①評価対象物を分割した区間（軸方向、

径方向）ごとに評価した中性子フル

エンス率、中性子スペクトル（放射化

断面積）を評価 

②放射化物の評価位置をランダムサン

プリング（移動があれば、パターン化

して設定）し、①でマッピングされた

分布から中性子条件を選択して設定 

照射 

条件 

評価対象物が実際に受けた照射時

間（ローテーションがあればその移

動条件、照射停止時間も含める） 

評価対象物の照射時間の実績分布及び

代表的な照射パターンを適用した照射

条件からのランダムサンプリング 

評価結果の 

妥当性又は

保守性など 

の評価 

チャンネルボックスの Co-60 の例： 

分析値： 3.3×1012 Bq/t 

計算値： 3.4×1012 Bq/t 

濃度比法適用した場合： 

元素データの ND 値によるバイアスに

加え、評価した平均放射能濃度として

は、99%信頼上限値まで約 1.7 倍のばら

つきを有する。 

「図 13(2)-1(1)～(3)では分析データが１点しか示されていないが、サンプリング

の不確かさや分析の不確かさを踏まえても計算によって求めた核種比が実測によっ

て求めた核種比と同等あるいは保守的であるか、日本原子力学会は次のように説明

している236。 

（１）サンプリングの不確かさ 

チャンネルボックスからのサンプリングにおいては、任意の位置から採取で

きる専用のサンプリング装置を設計、製作し、CB のシリアル番号（炉内位置、

使用履歴）を確認した上で、所定の面と高さから円盤状のサンプル（Φ4.5cm）

を採取しており、採取位置のズレは mm単位です。また、放射化計算で放射能濃

度を評価した領域はサンプリング位置の中心 1.0cm×1.0cm で実施しています。

図 13(2)-3 にサンプリング位置と MNCP にて解析した熱中性子束分布の計算例を

示します。 

図に示すようにサンプリング位置における熱中性子束分布は平坦であり、サ

ンプルの大きさ（Φ4.5cm）と計算の評価領域(1.0cm×1.0cm)の違いによる影響

は無視できます。 

 

 

 

 
 
236 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 4-1「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 13(2) 
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（数値は１粒子あたりに規格化された値） 

図 13(2)-3 MNCP にて解析した熱中性子束分布の計算例：9×9 燃料 

事業者から提供されたデータ 

（２）分析の不確かさ 

核種分析においては、試料調整時の秤量、定容(希釈)、核種計測において不確

かさが含まれます。チャンネルボックスの Co-60 分析において、拡張相対不確か

さ（相対不確かさ×包含係数（k=2））は 15%以下の実績があります。 

したがって、表 13(2)－1に示しました計算値／分析値の誤差 3%には、約±15%

程度の不確かさが含まれますので、計算値／分析値は-10％～+21%程度の範囲内

での 3%誤差と言えます。 

「４．４．１ 元素成分条件の設定方法」④において述べたように、「表 I.17 ｰ

ZrTN804D の元素成分条件の放射化計算用データの設定結果」に示す値は、Zr の許容

最大値を超えるデータが使用されており、放射化計算結果の散布図の妥当性を確認

することは困難である。適切な元素成分データに基づき再評価することが望まれる。 

 

１０．附属書 J（参考） 換算係数を用いる場合の計算例  

①「J.1 基本的な考え方」 

a)「J.1.1 考え方」の後段に、「評価対象廃棄物のもつ管理指標の値の範囲を考慮して

代表的な中性子照射量を設定し，平均的又は放射能濃度評価結果が大きくなるよう

な中性子条件で放射化計算を実施する。」とされている。「平均的な中性子条件」と「放

射能濃度評価結果が大きくなるような中性子条件」での換算係数を用いた結果が同

等となるのか、日本原子力学会は次のように説明している237。 

 
 
237 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 35 

第 2 面 

第
1
面

 第
3
面

 

第４面 

CB 

ＣＢ面と制御棒位置の関係イメージ 

CB サンプリング位置（Φ4.5cm） 

放射化計算の評価領域(1.0ｃｍ×1.0cm) 
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平均的な結果を得たいのか保守的な結果を得たいのかの評価目的によって設

定すべき中性子照射量を選定するという意図であり、大小関係において同等と

なるということを意味してはおりません。 

換算係数法に用いる中性子条件については、最大放射能濃度を求める場合と総放

射能濃度を求める場合とを区別して明確にすることが望まれる。 

b)「J.1.2 放射化計算の条件の設定」の「a)元素成分条件」において、換算係数法は「各

元素の濃度の代表値を 1点設定する」としている。濃度比法との同等性を確保する観

点から，換算係数法においても各元素の濃度を多点設定する場合の条件を明確にす

ることが望まれる。 

c)「J.1.2 放射化計算の条件の設定」の「b)中性子条件」において、換算係数法は、炉

心内での配置が変動するものも対象にしているが、燃焼度（燃料集合体あたりの核分

裂反応（熱出力）の積分値をウラン燃料重量で除した値）が同じでも中性子スペクト

ルが異なれば、放射化によって生成される核種量も異なる。炉心核的性能計算におい

て、どのような場合に中性子スペクトルを同じものとみなすことできるか、日本原子

力学会は、次のように説明している238。 

c-1)中性子スペクトルの変動幅とそれに応じた放射化放射能量の変動幅との定量的

な関係について 

BWR における径方向の炉心配置位置の違いによる中性子スペクトルの変動幅

は炉心中央平均の軸方向中性子スペクトルに対して、0,9 倍～1.4 倍（-10%～+40%）

の範囲となります。この変動幅による放射化放射能量の変動幅は－9%～＋36%程

度となります。評価結果の詳細については別添２「換算係数法計算例（ＢＷＲチ

ャンネルボックス）の中性子条件設定について」239に示します。 

c-2)最大放射能濃度評価（及び埋設総放射能量評価）の観点から、許容される放射化

放射能量の変動幅、或いは変動幅の設定の方法について、 

最大放射能濃度評価の観点からは、換算係数法を用いて計算を実施した事例

はありませんが、中性子条件の設定手順としては、附属書 J の「表 J.1－換算係

数を用いる場合における中性子条件設定の考え方」に示すように、評価対象廃棄

物自身の全領域に一つの保守的（放射能濃度評価結果が大きくなるような）代表

値を設定します。 

総放射能量評価の観点からは、区画別放射能量の確認を受ける評価単位の設

定によって許容される変動幅が異なってきます。具体的には区画ごとに放射性

物質の種類ごとの埋設放射能量が不確かさ（元素条件、中性子条件、照射条件、

 
 
238 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 4-1「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 1(1) 
239 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 4-2「資料 4-1 別紙」の別紙 2 
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計算）を加味しても申請書の放射能量を超えないことの定量的な評価は、申請核

種の特定や、埋設施設の区画毎の埋設運用方法を踏まえたうえで実施する必要

があります。このため、現時点では許容できる変動幅を提示することはできませ

ん。 

なお、総放射能量評価においては附属書「M.3.2 最大放射能濃度を超えないこ

との確認における評価精度への対応の考え方」に示すように廃棄体個々の放射

能濃度のばらつきは、平均放射能濃度を中心とした対称的な分布を示すことか

ら、全埋設廃棄体の総放射能としては、放射能濃度のばらつきは最終的に相殺さ

れるため、埋設放射能の確認においては評価結果である個々の廃棄物の放射能

濃度及び平均放射能濃度の妥当性が確認されれば、得られた評価はそのまま適

用できると考えています。 

ＢＷＲチャンネルボックスの平均放射能度の評価に炉心平均の中性子条件を

適用することの妥当性については、別添２のとおり炉心配置位置の違いによる

放射化放射能量の変動幅が十分小さいことを確認した上で適用しています。 

c-3)熱中性子フルエンス率と高速中性フルエンス率或いは熱外中性子フルエンス率

との比が 2倍以内とした根拠について 

現在想定している申請核種の起源元素に対し、炉心配置位置の違いによるス

ペクトルの変動範囲に応じた放射化放射能量の変動幅の評価結果は、炉心平均

の中性子条件で評価した結果に対して－9%～＋36%となります。詳細結果を別添

２に示します。なお、想定している申請核種に変更がある場合には、同様な感度

解析を実施し影響評価を実施したうえで、中性子条件を設定することになりま

す。 

c-4)上記 c-2)及び c-3)を踏まえて、一定とみなすことのできる中性子スペクトルの

範囲について 

最大放射能濃度の評価では、評価対象廃棄物自身の全領域に一つの保守的（放

射能濃度評価結果が大きくなるような）代表値を設定します。 

総放射能量評価では、別添２に示した手順で平均的な中性子条件の適用性を

確認しますが、回答 2)にありますとおり、申請核種の特定や埋設施設の区画毎

の埋設運用方法を踏まえたうえで評価する必要があり、現時点では一定とみな

すことのできる中性子スペクトルの範囲を提示することはできません。 

c-5)「表 J.6－BWR チャンネルボックスの評価条件（45GWd/t）」の熱群（FT）中性子

スペクトルインデックス値が、軸方向位置１～２４において 0.64 で一定とする根

拠について 

熱群（FT）中性子スペクトルインデックスは熱中性子フルエンス率に対する比

率ではなく、熱群スペクトル形状の温度補正に関するファクタであり、当該領域

の温度差は 10K 程度であり表 J.6 の注 b)の FTの式に従うと 1%以下の変動であ
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るため、軸方向位置において一定としています。 

参考 表 J.6 注 b)（標準からの抜粋） 

 
ここに， 

FT ： 熱中性子フルエンス率に対するスペクトルインデックス（THERM） 

FR ： 熱外中性子フルエンス率に対するスペクトルインデックス（RES） 

FF ： 高速中性子フルエンス率に対するスペクトルインデックス（FAST） 

Eg ： g 群のエネルギー（eV） 

T ： 媒質の温度 (K) 

T0 ： 293.16 (K) 

φg ： g 群240の中性子フルエンス率 (n/cm2/s) 

φth ： 熱群241の中性子フルエンス率 (n/cm2/s) 

c-6.1）「表 J.6－BWR チャンネルボックスの評価条件（45GWd/t）」の熱中性子フルエ

ンス率と類似のものが「図 G.5―BWR チャンネルボックスでの熱中性子フルエンス

率軸方向分布の例」（別添１参照）（28GWd/t のもの）に示されている。燃焼度が 1.6 

倍異なることを考慮して表 J.6 の熱中性子フルエンス率の値を 1.6 で除しても

10^13 を下回るものはないが、図 G.5 の軸方向位置 24では最外周及び炉心中央部平

均でも 10^13 を下回っている理由について 

c-6.2）「図 G.6―BWR チャンネルボックスでの高速中性子フルエンス率の熱中性子フル

エンス率に対する比の例」の縦軸（高速中性子フルエンス率／熱中性子フルエンス率）

の値は、「表 J.6－BWR チャンネルボックスの評価条件（45GWd/t）」の熱中性子フル

エンス率に中性子スペクトルインデックスの「高速群（FF)／熱群（FT)」比を乗じた

ものと相関があるように見えない（図G.6 は右肩上がり、表J.6 だと軸方向位置23、

24 で下がる）。表 J.6 と図 G.6 の関係について 

上記 c-6.1)及び c-6.2)をまとめて回答しますが、表 J.6 は換算係数法を用い

る場合の計算例であり、管理指標として集合体平均燃焼度であるため、燃焼度変

化に応じたノードごとに計算した中性子フルエンス率・中性子スペクトルを設

定しています。一方、図 G.5 （別添１参照）及び図 G.6 は特定の評価方法に限

定しないときの計算例であり、代表燃料断面における中性子フルエンス率・中性

子スペクトルを補正して設定しています。 

1）上記のとおり異なる計算例であるため、表 J.6 と図 G.5 は整合していません。 

 
 
240 中性子スペクトルが多群エネルギー構造で得られているため、その個々のエネルギー群を「g 群」と記

載（第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する

検討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 39） 
241 「熱群」とは中性子スペクトルが多群のエネルギー構造で得られているため、それらの群のうち、0.625eV

以下のものを示す。（第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技

術評価に関する検討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不

確かさ」回答 39） 
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2）ノードごとの計算結果と代表燃料断面における計算結果の違いにより、表 

J.6 と図 G.5 では軸方向出力及びボイド率で補正しているが天然ウランとな

る 23、24 ノードで違いが生じています。 

換算係数法における中性子条件の設定については、別添 2 で回答させていた

だきます。 

最大放射能濃度を求める観点及び総放射能濃度を求める観点を区別して換算係数

法の記載を充実することが望まれる。 

d)「附属書 J（参考）換算係数を用いる場合の計算例」において、軸方向の中性子スペ

クトルの違いが反映されているが、径方向の違いがどのように反映されているかは

示されていない。燃焼度が同じで中性子スペクトルが異なる場合、放射化放射能濃度

が同一とみなせる中性子スペクトルの範囲について、日本原子力学会は次のように

説明している242。 

炉心内の中性子スペクトルは、炉心最外周では熱中性子に対する高速中性子、

熱外中性子の比率が下がるため、同じ燃焼度でも最外周に配置したチャンネル

ボックスの放射化放射能量は炉心中央部と比較して小さくなります。ただし炉

心内の配置位置による中性子スペクトルの影響は附属書Gの図G.6～図G.7に示

すとおり炉心中央部と最外周部で 2 倍以内であることから放射化放射能量への

影響は小さく、炉心平均の中性子条件を適用することは問題ありません。 

燃焼度が同じで中性子スペクトルが異なる場合に、放射化放射能濃度が同一とみ

なせる中性子スペクトルの範囲について明確にすることが望まれる。 

e)「J.1.4.2 換算係数の決定方法」の「b)換算係数の妥当性の評価」において、「換算係

数の妥当性は，詳細計算とサンプリングによる測定結果との比較などによって，その

妥当性を，適用前にあらかじめ検証しておくことが必要」とある。「詳細計算」の方

法について、日本原子力学会は次のように説明している243。 

附属書の「J.1.3 放射化計算」には、換算係数を設定する場合の計算条件が整

理されています。J.1.4.2 で述べた「詳細計算」とは、これらの計算条件を詳細

化した場合に対応しており、以下の条件のように整理されています。 

― 元素成分条件：「サンプリングによる測定」を行う計算対象の元素成分 

― 中性子条件：「サンプリングによる測定」を行う計算対象位置の中性子フ

ルエンス率・中性子スペクトル 

― 中性子照射条件：「サンプリングによる測定」を行う計算対象の中性子照

射停止時間 

 
 
242 第３回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム資料 3-1-1「適用範囲と理論的方法の特徴」回答 1(2) 
243 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 36 
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「J.1.3 放射化計算」は元素成分条件、中性子条件及び中性子照射条件について代

表点を設定すると規定しており、「J.1.4.2 換算係数の決定方法」の「b)換算係数の

妥当性の評価」に規定する詳細計算のことと解釈するのは困難である。記載を充実す

ることが望まれる。 

②「J.2 計算例」 

a)「J.2.4.2 換算係数の決定方法」では、「図 J.2－ZrTN804D（BWR チャンネルボック

ス）の換算係数の例（管理指標：集合体平均燃焼度）」及び「図 J.3－SUS304（PWR 制

御棒の被覆管）の換算係数の例（管理指標：中性子の照射量）」を例示するだけで換

算係数の決定方法についての記述がない。換算係数の決定方法について、日本原子力

学会は次のように説明している244。 

換算係数を用いる場合の評価手順の概略を「図 J.1－換算係数を用いる場合の

評価手順の概略」に記載しています。 

 
換算係数の決定については次のとおりです。 

図 J.1 の 3 つ目の手順「管理指標から設定される代表的な照射点と平均的若

しくは保守的な中性子条件などで、放射化計算を実施」を行い、図 J.1 の 4つ目

の手順「管理指標と放射能濃度の関係から換算係数を算出」により、「図 J.2－

ZrTN804D（BWR チャンネルボックス）の換算係数の例（管理指標：集合体平均燃

焼度）」(略)及び「図 J.3－SUS304（PWR 制御棒の被覆管）の換算係数の例（管理

 
 
244 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 37 
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指標：中性子の照射量）」(略)に示す管理指標に対する換算係数の値として決定

します。 

「J.2.4.2 換算係数の決定方法」の記載は結果のみであり、「４．２．４区間推定

法」（２）②の表中における換算係数法の「基礎データ模式図」に示すような計算結

果のばらつきが省略されており、最大放射能濃度を求める観点から妥当性の確認を

行うことが困難である。記載を充実することが望まれる。 

b)「J.2.4.3 放射能濃度の決定方法」では、「図 J.4－ZrTN804D（BWR チャンネルボック

ス）の放射能濃度の評価例（管理指標：集合体平均燃焼度）」及び「図 J.5－SUS304

（PWR 制御棒の被覆管）の放射能濃度の評価例（管理指標：中性子の照射量）」を例

示するだけで放射能濃度の決定方法についての記述がない。放射能濃度の決定方法

について、日本原子力学会は次のように説明している245。 

放射能濃度の決定については、a)に示す「図 J.1－換算係数を用いる場合の評

価手順の概略」の 5 つ目の手順「評価対象廃棄物がもつ管理指標の値から放射能

濃度を決定」において、上記 a)の回答で決定した換算係数と評価対象廃棄物の

管理指標をかけ合わせることで、放射能濃度を決定します。 

「J.2.4.3 放射能濃度の決定方法」では、「J.2.4.2 換算係数の決定方法」と同様

に、記載を充実することが望まれる。 

 

１１．附属書 K（参考）濃度分布評価法によって決定する場合の計算例  

①「K.1 基本的な考え方」において、「廃棄物グループの元素分析データから元素成分条件

の変動範囲が把握できることから，その変動範囲を考慮して複数の元素成分条件を適

切に設定できる。」とある。具体的にどのようなことか、日本原子力学会は次のように

説明している246。 

評価対象とした廃棄物グループに対して、収集した元素分析データの平均値・

標準偏差を求め、これらを基に放射化計算の入力条件に用いる入力用の元素成

分データの分布を設定した上で、この分布からランダムサンプリングすること

によって、入力用の複数の元素成分条件を設定できることを意味しています。 

具体的には、「図 K.3－元素分析データ及び濃度分布条件設定結果」の棒グラ

フが元素分析データであり、これらの元素分析データから平均値・標準偏差を計

算し設定した入力用の元素分布を表したものが同図の曲線になります。この分

布からランダムサンプリングによって入力条件として設定した元素成分条件が

「表 K.12－元素成分条件の放射化計算用入力データの設定結果」になります。 

 
 
245 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 38 
246 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 40 
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このように収集した元素分析データを基に、統計的手法を用いていることに

よって複数回の計算に使用するための元素成分条件を適切に設定できます。 

「K.1.1 考え方」に示す元素成分条件の設定は、選定された評価対象核種の起源元

素量が全て化学分析によって得られた場合の記載である。区間推定法は濃度比法、換

算係数法及び濃度分布評価法のいずれでもよいとしていることから、検出困難元素

を含む場合を想定した記載に充実することが望まれる。 

②「K.2 計算例」 

a)「K.2.1 事前準備」の「表 K.1－評価対象廃棄物の選定」に記載されている黒鉛減速

材の「ペシネ 1級」について、解説「6.3 濃度分布評価法を用いる場合の基本的な考

え方及び計算例」にペシネ 3 級との違いが説明されている。微量元素及び不純物元素

の観点から「ペシネ 1 級」について、日本原子力学会は次のように説明している247。 

ペシネ 1 級黒鉛とペシネ 3 級黒鉛の違いについては、解説 6.3 のとおり、か

さ比重を高めるための工程（石油ピッチ浸透・仮焼成工程）の回数が異なります。 

また、「JIS R 7221:1962 高純度黒鉛素材」（2011 年廃版）では、ペシネ 1級黒

鉛は原子炉用カーボン 1 級、ペシネ 3 級黒鉛は原子炉用カーボン 2 級になりま

す。 

なお、不純物元素に関係する項目としては、ホウ素含有量、灰分含有量の上限

値についての記載があり、ホウ素含有量はペシネ 1 級が 0.1 ppm 以下、ペシネ 3

級が 0.5 ppm 以下、灰分含有量はペシネ 1級が 0.002 %以下、ペシネ 3級が 0.07 %

以下となっており、ペシネ 3 級が大きい値となっています。 

放射能濃度決定標準に記載する評価対象の材料仕様については適用規格等を記載

して内容が理解できるようにすることが望まれる。 

b)「K.2.2.2 中性子条件」の「b)放射化断面積の設定」において、「黒鉛減速材用黒鉛の

評価では，ORIGEN2 を適用する」としている。その適切性について、日本原子力学会

は次のように説明している248。 

ORIGEN2 コードを黒鉛減速材の放射化計算に適用するためには、黒鉛減速材部

での中性子スペクトルに基づいた放射化断面積が必要ですが、「図 F.9－黒鉛減

速材の放射化計算フロー図」の計算フロー、「表 F.3－放射化計算の計算条件」

の計算条件を用いて、JENDL-3 に基づき「F.12 黒鉛減速材部での中性子スペクト

ル」を用いて、黒鉛減速材部での放射化断面積を設定しています。このため、黒

鉛減速材の放射化計算に ORIGEN2 コードを適用することは、適切な評価と言え

ます。 

 
 
247 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 41 
248 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 42 
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さらに、「F.3.4 核種分析値と放射化計算結果との比較」では、ORIGEN2 を用い

た放射化計算結果と、同じ評価位置における採取試料の放射化分析結果を比較

して、適切性を確認しています。 

放射能濃度決定標準は ORIGEN2 コードが前提の記載になっているが、計算コード

及び核データライブラリの進歩に対応した記載とすることが望まれる。 

 

１２．附属書 L（参考）不確かさなどによる計算結果の評価 

①「L.2 点推定法」において、「化学組成，中性子フルエンス率及び中性子の照射条件に

対する設定値の不確かさを，事前に評価することが望ましく，この不確かさについては，

評価された値に関連させて，信頼区間を設定することが望ましい。」とある。「評価され

た値に関連させる」とは、具体的に何をするのか、日本原子力学会は次のように説明し

ている249。 

点推定法による放射化計算の結果を得るために設定した入力条件である元素

成分条件、中性子条件及び照射条件は、保守性を考慮して設定されるため、「評

価された値として平均値」の評価を行った場合は、そのばらつきを考慮した信頼

区間の評価が重要になります。 

一方、点推定法の場合、ほとんどの評価は、最大値の評価に適用されると想定

されますが、この「評価された値として最大値」の評価を行った場合は、各入力

条件には、基本的に保守性を確保するためのバイアスが加わった状態で評価さ

れているため、信頼区間というより、不確かさに占めるバイアス量の評価が重要

となります。 

平均値の評価：各入力設定値のばらつきを考慮した信頼区間の評価 

最大値の評価：各入力設定値の保守性を考慮したバイアスの評価 

回答によれば「評価された値」とは「設定された値」のことと解釈されるので、適切

な表現への見直しが望まれる。 

 

１３．附属書 M（参考） 廃棄体中の放射能濃度の確認に対する基本的な考え方  

①「M.3 評価精度に対する要求に対する対応」 

a)「M.3.1 埋設放射能の確認における要求評価精度の考え方」において、「全埋設廃棄

体の総放射能としては，放射能濃度のばらつきは，最終的に相殺されるため，埋設放

射能の確認においては，評価結果である個々の廃棄物の放射能濃度及び平均放射能

濃度の妥当性が確認されれば，得られた評価は，そのまま適用できる。」とある。評

価結果をそのまま適用すると、埋設廃棄体の総数の程度によっては確率的に偏りが

 
 
249 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 43 
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生ずることも懸念される。個々の廃棄体についての裕度の必要性について、日本原子

力学会は次のように説明している250。 

総放射能量の評価に適用する考え方で、あくまでも「評価結果である個々の廃

棄物の放射能濃度及び平均放射能濃度の妥当性が確認された」上での適用を想

定しています。 

さらに、適用する対象数量は浅地中処分の実績では、ドラム缶 20 万本相当の

埋設処分量が総量ですので、対象とする廃棄体の母数は、相当大きいと言えます。

このため、平均放射能濃度を評価する上では、最大放射能濃度の評価のように、

さらなる裕度を加える必要性は低いと考えます。 

評価結果である個々の廃棄物の放射能濃度及び平均放射能濃度の妥当性が確認さ

れることが前提である旨を明確にすることが望まれる。 

b)「M.3.2 最大放射能濃度を超えないことの確認における評価精度への対応の考え方」

の「b)評価精度の提示方法」において、「廃棄物グループを代表する平均的な放射能

濃度を決定する方法における廃棄体個々の放射能濃度のばらつきの程度を意味する

評価精度は，次のいずれかの方法などによって提示することが可能である。」として、

その一つの「1) 推定放射能濃度のばらつきの分布の偏差によって評価精度を提示す

る。」の例に「区間推定法によって評価した廃棄物グループの濃度分布などのばらつ

きの標準偏差から，得られる平均値の信頼区間による提示など。」とされている。平

均値の信頼区間により個々の廃棄体の評価精度が提示できるかについて、日本原子

力学会は、以下のように説明している251。 

評価対象物の放射能濃度に関して区間推定法による評価を行うことで、個々

の廃棄体の放射能濃度のばらつきを加味した信頼区間（上限及び下限）を把握で

きますので、この信頼性を考慮した放射能濃度の評価値として決定できます。 

ただし、最大放射能濃度を超えないことに対する対応としては、これに加え、

信頼区間を超えるばらつきに対応するために、浅地中処分対象廃棄体の放射能

濃度評価に使用していますスケーリングファクタ―法に適用しているスクリー

ニングレベルによる制限を掛けることもあります。 

最大放射能濃度を超えないことの確認における評価の精度において、平均値の信

頼区間により個々の廃棄体の評価精度が提示できるとすることについては、具体的

な記載を充実することにより理解されやすい規定とすることが望まれる。 

c) 「M.3.2 最大放射能濃度を超えないことの確認における評価精度への対応の考え方」

の「c)最大放射能濃度を超えないことの確認」について、換算係数法、濃度比法及び

 
 
250 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 44 
251 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 45 
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濃度分布評価法の裕度の確保方法を日本原子力学会は次のように説明している252。 

最大放射能濃度に対する裕度の確保方法に関しては、濃度比法には、濃度比に

算術平均を適用することに加え、浅地中処分対象廃棄体の放射能濃度評価に使

用していますスケーリングファクタ―法に適用しているスクリーニングレベル

（濃度比法では Key 核種濃度制限）による制限を設けることによって、信頼区間

を超えるばらつきを考慮した最大放射能濃度に対する裕度を確保できます。 

一方、濃度分布評価法は、濃度の分布自体を評価しますので、その評価結果の

最大値、若しくは 3σ濃度（約 99.7%をカバーできる濃度）を適用することで、

分布全体に対しての裕度を確保します。 

「c)最大放射能濃度を超えないことの確認」については、換算係数法、濃度比法及

び濃度分布評価法に適用する具体を記載することが望まれる。 

 

１４．附属書 N（参考）理論計算法の記録の例 

①冒頭において、理論計算法の記録の例としての内容の詳細は、「ISO16966:2013 

Theoretical activation calculation method to evaluate the radioactivity of 

activated waste generated at nuclear reactors」の Annex E を参照するとしている。

ISO16966:2013 の Annex E を適用する範囲とその内容及び適用できる根拠について、日

本原子力学会は次のように説明している253。 

ISO16966:2013 の適用範囲は、第 2 回検討チーム会合の資料 2-1-5「L1 対象廃棄

物の放射能評価方法の国際標準、海外での取り込み－日本原子力学会標準と ISO 標

準との関係－海外規格との相違点（変更点）など」に示しました下記になります。 

なお、ISO 標準の内容は、理論計算法に関しては、学会の標準と同じ対象範囲（放

射化物に関する放射能濃度の評価）に対する内容となっていますので、その記録

（附属書 Nの N.1）に関しても、適用できるものです。 

1 Scope 

This International Standard gives guidelines for a common basic 

theoretical methodology to evaluate the activity of radionuclides in 

activated waste generated at nuclear reactors using neutron activation 

calculations.  

The evaluation of any additional activity contributed by deposited 

contamination is not addressed in this International Standard. 

「附属書 N（参考）理論計算法の記録の例」の冒頭の記載は放射能濃度決定標準より

も「ISO16966:2013」を優先すると読めるため、規定としては不明確であり、見直しす

ることが望まれる。 

 
 
252 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 46 
253 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 47(1) 
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②「N.1 結果の記録内容」には、記録することが望ましい項目として a～hが示されてい

る。理論計算法の計算条件は a～hのどこに含まれるのかについて、日本原子力学会は、

以下のように説明している254。 

下表に a)～h)の各項目に含まれる計算条件（放射化計算の入力条件は下線で示

しました）を示します。 

記録すべき内容 理論計算法における計算条件及び結果の記録 

a) 理論計算の内容及び範

囲 

 目的（評価対象範囲：放射化物、核種） 

 評価対象の基本条件：炉型（燃料条件含む） 

 制限条件 

b) 評価対象とした放射化

金属等の説明 

 評価対象放射化金属等の種類、材質、形状、炉

内設置位置、質量 

 分析データ、中性子条件、照射条件などの基礎

データ 

c) 放射線（線量率）測定方

法の説明（放射線測定を

適用した場合） 

 － 

（国内では基本的には想定していない項目） 

d) 理論計算方法の説明  適用した理論計算法（点推定法、区間推定法：

濃度比、換算係数、濃度分布評価） 

 適用した計算コードに関する説明 

e) 理論計算の結果の要約  入力用の設定条件（材料の元素、中性子、照射） 

 放射化計算の結果 

 計算結果を使用した区間推定法の評価係数の

結果（区間推定法の場合） 

 廃棄体の放射能濃度の決定値 

f) 結果の妥当性確認，及び

／又は不確定性の検討 

 適用した計算コードの妥当性確認の結果 

 評価結果の信頼区間などによるばらつきの評

価結果 

g) 参考文献（含むことが望

ましい） 

 適用する計算コード 

 構造図 

 原子炉運転データ（構造物の照射履歴含む） 

h) 評価，検証などの結果  理論計算のまとめの作成者、確認者、承認者 

「c)放射線（線量率）測定方法の説明（放射線測定を適用した場合）」については、

国内では基本的には想定していない項目とされており、放射能濃度決定標準に規定す

ることについては検討が望まれる。また、記録すべき内容の具体については例示等で明

確にすることが望まれる。 

 

１５．附属書 O（参考）原廃棄物分析法の記録の例 

①「附属書 O（参考）原廃棄物分析法の記録の例」の「O.1 結果の記録内容」の「f)結果

の妥当性確認，及び／又は不確定性の検討」において、JIS Z 8402-2:1999「測定精度

 
 
254 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 47(2) 
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及び測定結果の精確さ（真度及び精度）－第 2 部：標準測定方法の併行精度及び再現精

度を求めるための基本的方法」に記載されているグラッブスの検定などを（中略）適用

してもよいとされているが、「2 引用規格」には当該 JIS 規格は記載されていない。ま

た、JIS K 2251:2003「原油及び石油製品－試料採取方法」についても同様である。引

用規格に記載する範囲について、日本原子力学会は、以下のように説明している255。 

本文に示しています「2.引用規格」に関しましては、規定対象となります本文及

び附属書（規定）に引用しています規格を示すこととしております。 

このため、現段階で附属書（参考）となっています附属書に関しては、「2.引用

規格」には示していないものです。 

なお、附属書の参考文献として引用しています。 

標準作成ガイドライン：2020 AESJ-SC-M001:2020 より抜粋 

7.3.3 引用規格 

a) 標準の規定の一部を構成するために必要な JIS 規格，原子力学会標準，機械学会基

準，電気協会規格，国際規格（EU 規格を含む），外国国家規格（及びそれに準ずるも

の）などを列記する。引用規格の箇条は，必須要素とする。引用規格がない場合は，

定型文“この規格には，引用規格はない。”を用いる。 

規格以外に，他の標準，文献なども引用規格として列記することが可能である。ただ

し，規定の一部を構成するので，本体及び附属書（規定）の中で引用しているものに

限定する。 

IAEA Guide，IAEA safety standard，IAEA Tech. Report series，ICRU report，ICRP 

publication は，引用規格とはせず，参考文献とする。 

日本原子力学会の標準作成ガイドラインに基づいているとの説明を受けた。 

  

 
 
255 第４回中深度処分対象廃棄物の放射能濃度決定方法に係る日本原子力学会標準の技術評価に関する検

討チーム参考資料 4-2-2「理論的方法の入力条件の設定方法の具体及び評価結果の不確かさ」回答 1 
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別添１ 別紙に引用されている主な表と図 

１）図 A.1―理論計算法の適用基本フロー２）図 D.1―区間推定法による放射化計算の入

力データの基本設定フロー 

３）表 D.4―対象とする放射化金属等の元素成分濃度の分布タイプの設定に関わる基本的

な考え方 

４）表 D.5―元素分析データが非常に少ない元素の濃度分布条件設定方法 

５）表 D.6―元素分析データに検出下限値しかない元素の濃度分布条件設定方法 

６）表 D.7―中性子フルエンス率の設定における基本的な考慮事項 

７）表 D.8―プラント寿命中における中性子の照射時間及び照射停止時間の基本的考え方 

８）図 E.2－原廃棄物分析法の基本的な適用フロー 

９）表 G.3―放射化計算による核種生成の有無の評価例（二次スクリーニング評価） 

１０）表 G.5―三次スクリーニングで除外対象とできる元素例（ZrTN804D，SUS304 の場合

の例） 

１１）図 G.3―元素成分条件（濃度分布）の設定方法の概念フロー 

１２）表 G.9―元素成分条件の設定方式及び元素成分データの種類の放射能濃度決定方法

に対する組合せの例 

１３）表 G.11―ZrTN804D の化学成分の製造管理目標値（不純物成分） 

１４）表 G.12―SUS304 の化学成分の製造管理目標値 

１５）表 G.13―元素の濃度分布を対数正規分布として扱う例 

１６）図 G.5―BWR チャンネルボックスでの熱中性子フルエンス率軸方向分布の例 

１７）表 I.3－各元素の元素分析データ収集結果（ZrTN804D） 

１８）表 I.18－ZrTN804D の中性子条件及び中性子照射条件の放射化計算用データの設定

結果 

１９）表 I.21－ZrTN804D の放射化計算結果（BWR チャンネルボックスの本体） 
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図 A.1―理論計算法の適用基本フロー 
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図 D.1―区間推定法による放射化計算の入力データの基本設定フロー 
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表 D.4―対象とする放射化金属等の元素成分濃度の分布タイプの設定に関わる 

基本的な考え方 
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表 D.5―元素分析データが非常に少ない元素の濃度分布条件設定方法 

方法 方法の概要 保守性の考慮 

検出値を

平均値と

して使用

する方法 

元素分析データの検出値

の平均値を推定する分布

の平均値として適用し，

加えて，保守性をもつ標

準偏差を適用して，濃度

分布を設定する方法 

例 1 に示すとおり， 

平均濃度: 

検出値の平均値とすることで，保守性を見込

む。 

濃度分布の標準偏差: 

保守的な標準偏差を適用して，保守性を見込む

（例えば，各元素のデータ群の標準偏差の分布

の 90 %までを包含する値など）。 

 
検出値以

下で元素

の濃度分

布を仮定

する方法 

元素分析データの検出最

大値以下の濃度の低い領

域で濃度分布を設定する

方法 

例 2 に示すとおり， 

平均濃度: 

分析した数が比較的多い場合は，保守的に検出

最大値を濃度分布の＋2σ（標準偏差）の位置と

し，逆算して設定する。 

分析した数自体が少ない場合は，分析した数を

考慮して，保守性を考慮する。 

濃度分布の標準偏差: 

平均的な標準偏差などの濃度分布条件を設定す

る（例えば，不純物成分元素及び微量成分元素

であれば，同一の元素又は化学的性質が類似し

た元素の分布を参考にした標準偏差を設定な

ど）。 
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表 D.6―元素分析データに検出下限値しかない元素の濃度分布条件設定方法 
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表 D.7―中性子フルエンス率の設定における基本的な考慮事項 
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表 D.8―プラント寿命中における中性子の照射時間及び照射停止時間の基本的考え方 
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表 G.9―元素成分条件の設定方式及び元素成分データの種類の放射能濃度決定方法 

に対する組合せの例 

 
表 G.11―ZrTN804D の化学成分の製造管理目標値（不純物成分） 

 

表 G.12―SUS304 の化学成分の製造管理目標値 

 

 

  



 

245 
 

表 G.13―元素の濃度分布を対数正規分布として扱う例 

 濃度分布を対数正規分布とした例 

1 

[31] 

作業場内における有害物質の濃度の分布は，時間的にも空間的にも正規型の分布

より左側（低濃度側）にかたよった型になることが多く，次のような理由から正

規型ではなく対数正規型の分布に近いことが予測される。 

a) 環境中有害物質の濃度は広い範囲にわたって分布し，最低値と最高値の比は

しばしば 100 倍から 1 000 倍にもなることがある。 

b) 濃度は物理的に負の値にはなり得ない。 

c) 測定値の変動の大きさは測定された濃度の程度の広がりをもっている。 

d) 飛び離れた非常に大きな値の得られる確率は，あまり大きなものではない。 

2 

[32] 

食品の消費の方も，カドミウムの濃度分布の方も，モデル化というものをしてお

ります。実際にある数字を使うのではなくて，それこそとんでもなく高い濃度と

いうのはどこで出るかわからないということを考えまして，分布の尻尾に当たる

方を非常に長くとるような，例えばもしも計算で間違うのであったら，消費者の

保護がより確保できるような方に間違う方がいいということで，対数正規分布と

いうモデル化をしております。・・・（中略）・・・もちろん，ほかのいろいろな

違う分布をやることもありますが，今，世界では，対数正規分布というのが主に

使われております。 

3 

[33] 

一般に環境中の化学物質の分布は対数正規分布で表すことができるため，・・・

（以下，省略）。 

4 

[34] 

兵庫県下の陸水試料や環境調査としての毛髪試料を精力的に分析した。特に，毛

髪試料では分析法の確立を図りながら非汚染地域の多数の試料を分析し，約 20

元素を定量し，元素ごとの特徴を明らかにした。すなわち，必須元素は正規分布

に，非必須元素は対数正規分布になり，これらの中央値又は幾何平均値が環境試

料中の元素濃度の取扱いに有効であることを示した。 

5 

[35] 

河川水中の微量元素の濃度分析 

全国 55 の河川から集めた 77 試料について希土類元素，トリウム及びウラニウム

（16元素）の濃度の平均値と範囲が明らかにされた。対象としたすべての元素濃

度は非常に低く，高くても 100 ppt レベル，低い場合には，1 ppt 以下となっ

た。各元素の濃度幅は非常に広く 3 桁程度の広がりを示した（津村，1991）。 

わが国の陸水試料約 80 点について超微量元素 38 種類を分析した結果，各元素

とも濃度範囲は非常に広く頻度分布は対数正規分布をすることが分かった。 

6 

[36] 

一般に金属鉱床では，地球化学的な元素の含量の分布の型は対数正規分布ないし

は，二項分布に近い分布をするといわれているが，中津河鉱床の探鉱坑道におけ

るように，比較的狭い範囲から相当多数の新鮮な試料が得られた場合に限って統

計すると，ウランは二項分布型，トリウムは対数正規分布型を示す。 

7 

[37] 

元素の地殻中の品位（濃度）分布は，L.H.Ahrens によれば対数正規分布で，そ

の最多量値は平均地殻存在度の付近にあって，鉱石品位領域では Lasky 法則に従

うと論じた。 

8 

[38] 

Geology and mining. In the Earth’s crust, the concentration of elements 

and their radioactivity usually follow a log-normal distribution. 

Environment. The distribution of particles, chemicals, and organisms in 

the environment is often log-normal. 

9 

[39] 

Frequency distribution plots of K, Rb, Sc, V, Co, Ga, Cr, and Zr in 

Ontario diabase, Sc, V, Ga, Cr, La, and Zr in Canadian granite, K, Rb, 

and Cs in New England granite and F and Mo in granite from various 
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localities are regular, but assume decided positive skewness when 

dispersion is large, hence, distribution of concentration is not normal. 

All distributions become normal, or nearly so, provided the variate 

(concentration of an element) is transformed to log concentration: this 

leads to a statement of a fundamental(lognormal) law concerning the 

nature of the distribution of the concentration of an element in 

specific igneous rocks. 

 

 

図 G.5―BWR チャンネルボックスでの熱中性子フルエンス率軸方向分布の例 
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表 I.3－各元素の元素分析データ収集結果（ZrTN804D） 
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表 I.18－ZrTN804D の中性子条件及び中性子照射条件の放射化計算用データの設定結果 
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表 I.21－ZrTN804D の放射化計算結果（BWR チャンネルボックスの本体） 
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別添２ 換算係数法計算例（ＢＷＲチャンネルボックス）の中性子条件設定について 

 

(1)炉心配置位置の違いによる中性子スペクトルの変動幅について 

ＢＷＲの径方向の炉心配置位置（最外周、コントロールセル（注 1）、炉心中央平均）

の違いによる中性子スペクトルの変動幅の評価として、熱中性子フルエンス率に対する

高速中性子フルエンス率及び熱外中性子フルエンス率の比率がどの程度変動するか評価

した結果を図に示します。 

図に示すとおり、高速中性子、熱外中性子ともに径方向の炉心配置位置の違いによる

中性子スペクトルの変動は、炉心中央平均の中性子スペクトル（下図グラフの青線）に

対して 0.9（グラフの赤線）～1.4 倍（グラフの緑線）（―10%～＋40％）程度の範囲と

なります。 

炉心配置位置による中性子スペクトルの変動範囲 

 軸方向 径方向 

中性子ス

ペクトル 

軸方向の位置における中性

子スペクトルの分布を考慮 

炉心配置位置の違い（最外周、コントロール

セル、炉心中央平均）による熱外中性子スペ

クトル、高速中性子スペクトルの変動範囲を

確認 

変動幅の

評価例 

 

高速中性

子スペク

トル 

 
BWR チャンネルボックスでの高速中性子フルエンス率の 

熱中性子フルエンス率に対する比 
本グラフは標準図G.6に事業者から提示されたコントロールセルのデータを追加したもの 

評価結果：炉心中央平均の高速中性子スペクトルに対し0.9～1.4 倍 
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熱外中性

子スペク

トル 

 
BWR チャンネルボックスでの熱外中性子フルエンス率の 

熱中性子フルエンス率に対する比 
本グラフは標準図G.7に事業者から提示されたコントロールセルのデータを追加したもの 

評価結果：炉心中央平均の熱外中性子スペクトルに対し 0.9～1.4 倍 

注 1：コントロールセルとは、BWR の出力運転中に反応度制御のために制御棒を挿入する

セルをいう。一般的にコントロールセルの位置は限定され、燃焼の進んだ燃料が装

荷される。 

コントロールセルは運転中も制御棒を挿入しているため、当該セルの中性子フルエ

ンス率は低くなり、またスペクトルは炉心平均と比較して高速、熱外中性子の寄与

が高くなる。 

 

(2)中性子スペクトルの違いによる放射化放射能量の変動範囲について 

(1)で評価した炉心配置位置の違いによる高速中性子及び熱外中性子のスペクトルの

変動が放射化放射能量に及ぼす影響を確認するため、スペクトルインデックスを任意に

設定できる ORIGEN79 コードを用い、高速中性子及び熱外中性子のスペクトルインデッ

クスを０～10 倍に振って、放射化放射能量の感度を評価しました。感度解析は、埋設

施設の申請核種を想定した核種に対し実施しました。 

各解析ケースにおいては、基本ケース（F4：基本ケース 1、R2：基本ケース 2）から
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高速中性子、熱外中性子についてそれぞれ桁で振ってスペクトルインデックスの違いに

対する放射化放射能量の感度解析を実施しました。（下表参照：高速中性子スペクトル

インデックスの感度解析条件：F4（基本ケース 1）と F5、熱外中性子スペクトルインデ

ックスの感度解析条件：R2（基本ケース 2）と R4） 

感度解析結果のうち、感度が高かった核種の結果例を下図に示します。Ni-63 と Tc-

99 の放射化放射能量について、各基本ケースに対する比較ケースにおける放射化放射

能量の比を見ると、高速中性子に対して感度はありませんでした。一方、熱外中性子に

対しては、スペクトルインデックスが 10 倍になると Ni-63 の生成量は約 3～8 倍（比

例係数（注 2）で 0.3～0.8）となり、Tc-99 の生成量は約 3～9 倍（比例係数で 0.3～

0.9）となりました。その他の核種についても同様な傾向を示しました。 

以上より、中性子スペクトルの変動による放射化放射能量への影響は、高速中性子ス

ペクトルの変動比率に対しては感度はなく、熱外中性子スペクトルの変動比率に対する

放射化放射能量の変動比率は最大でも 0.9 倍程度であることを確認しました。 

注２：比較ケースの生成放射能比／比較ケースの中性子フルエンス率比 

（各々の比は基本ケースとの比を意味します） 

表 中性子スペクトルの違いに対する放射化放射能量の感度解析条件（ORIGEN index） 

感度解析のケース 
中性子スペクトルインデックス 中性子束（cm-2･sec-1） 

高速中性子熱外中性子 熱中性子 高速中性子熱外中性子 熱中性子 

F4 基本ケース 1

（高速中性子の

影響評価） 

1 0 0.64169 6.9E13 0.0E00 1.0E14 

F5 高速中性子のス

ペクトルインデ

ックスを 10 倍

に設定したケー

ス 

10 0 0.64169 6.9E14 0.0E00 1.0E14 

R2 基本ケース 2 

（熱外中性子の

影響評価） 

0 0.1 0.64169 0.0E00 1.45E14 1.0E14 

R4 熱外中性子のス

ペクトルインデ

ックスを 10 倍

に設定したケー

ス 

0 1 0.64169 0.0E00 1.45E15 1.0E14 

事業者より提供されたデータ 
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中性子スペクトルの変動による放射化放射能量の変動範囲 

高 

速 

中 

性 

子 

ス 

ペ 

ク 

ト 

ル 

の 

変 

動 

に 

対 

す 

る 

生 

成 

量 

の 

影 

響 

評 

価 

例 

（１）63Ni（62Ni(n,γ)63Ni 反応） 

 

63Ni の放射化放射能量は、高速中性子スペクトルインデックスの変動に影響を受け 

なかった。 

（２）99Tc（98Mo(n,γ)99Mo（β－）99Tc 反応） 

 
99Tc の放射化放射能量は、高速中性子スペクトルインデックスの変動に影響を受け

なかった。 

熱 

外 

中 

性 

子 

ス 

ペ 

ク 

（１）63Ni（62Ni(n,γ)63Ni 反応） 
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ト 

ル 

の 

変 

動 

に 

対 

す 

る 

核 

種 

生 

成 

量 

の 

影 

響 

評 

価 

例 

 

熱外中性子スペクトルインデックスの変動比率に対する 63Ni 生成反応の感度は、熱

外中性子の基本ケース(R2)から熱外中性子の 10 倍増に対し、63Ni 放射化放射能量は

約 3～8 倍増（比率 0.3～0.8）であった。 

（２）99Tc（98Mo(n,γ)99Mo（β－）99Tc 反応） 

 

熱外中性子スペクトルインデックス変動に対する 99Tc 生成反応の感度は、熱外中性

子の基本ケース(R2)から熱外中性子の 10 倍増に対し、63Ni 放射化放射能量は約 3～

9 倍増（比率 0.3～0.9）であった。 

事業者より提供されたデータ 

 

(3)炉心配置位置の違いによる放射化放射能量の影響評価 

(1)(2)の結果より、径方向の炉心配置位置の違いによる中性子スペクトルの変動範囲

は、炉心平均のスペクトルに対して高速、熱外ともに 0.9～1.4 倍（-10%～+40％）程度
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となっています。また、スペクトルの変動による放射化放射能量への影響は高速中性子

スペクトルの変動に対しては影響がなく、熱外中性子スペクトルの変動比率に対する放

射化放射能量の感度は最大でも 0.9 倍であることから、炉心配置位置の違いによる放射

化放射能量の影響は、－9%～＋36%程度となることがわかります。 

なお+36%となるのはチャンネルボックスがコントロールセルに配置されている場合と

なりますが、実際にはチャンネルボックスは炉心内をローテーションして使用されます

のでコントロールセルのみに配置されることはなく、炉心配置位置の違いによる中性子

スペクトルの変動によって生じる放射化放射能量への影響はさらに小さなものになりま

す。 

上記評価は、燃料タイプの違い等による影響を考慮する必要があり、また申請核種確

定後に放射化放射能量の感度解析の追加評価が必要になると考えられますが、その場合

でも上記に示した中性子条件設定のための手順を適用できるものと考えています。炉心

平均（径方向）の中性子条件を適用するための確認手順を下図に示します。 

今後、中深度処分施設の事業許可申請が行われる時期までに、実機プラントでの両者

の計算結果の比較例が蓄積され、本手順の妥当性の定量的な根拠がより明確になること

が期待されます。 
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別添３ 放射化計算結果の妥当性確認について 

  

放射化計算結果の妥当性確認として、基本的には分析値と計算結果の比較により妥当性

を確認しますが、すべて分析値と比較する訳ではなく、計算条件の相違点から条件ごとに

結果に与える影響度を評価し、すべての条件による影響が結果に反映されていることの確

認の具体例を説明します。 

 放射化によって生成する核種の放射能は、中性子の照射時間が生成する核種の半減期に

比べて短いなどの条件では、次式のように近似的に表されます。（附属書Ｄ参照） 

 A=σ×N×Φ×t×λ 

 ここに、A：評価対象とする放射化金属等の放射能濃度（Bq/cm3） 

σ：親核種の放射化断面積（cm2） 

N：親核種の照射前の原子数密度（cm-3） 

Φ：中性子フルエンス率（n/cm2/s） 

t：中性子の照射時間（s） 

λ：生成核種の崩壊定数（s-1） 

 さらに、放射能濃度の減衰は下式で考慮できるため、 

 exp(−λ×T)  

 ここに、 

λ：生成核種の崩壊定数（s-1） 

T：冷却時間（s） 

 上記の 2式を合わせると、下記のように時間減衰を考慮した放射能濃度が簡易的に評価

できます。中性子フルエンス率が同じである場合は、①の差異が②～④の影響度の積と同

等であることを確認することで放射化計算結果の妥当性を確認します。 

 A=σ×N×Φ×t×λ×exp(-λ×T)  

  ①   ②     ③          ④ 

 表 I.21（別添１参照）に BWR チャンネルボックスの本体の放射化計算結果が示されてい

ますが、この計算 No.13 及び 38 の 60Co 放射能濃度を参照して、放射化計算結果の妥当性

確認の具体例を説明します。 

 表 I.21 における計算 No.13 及び 38 の 60Co 放射能濃度は表 1 のとおりです。計算 No.13

の放射化計算結果は妥当性確認が済んでいるとして、計算 No.38 の放射化計算結果が計算

No.13 の約 1.77 倍（①に相当）であることが妥当であることを具体例により確認します。 

表１ 表 I.21 における計算 No.13 及び 38 の 60Co 放射能濃度（①に相当） 

計算 No. 60Co  影響度 

13 1.37E+13 - 

38 2.43E+13 1.77 

 この放射化計算条件は表I.17の元素成分条件と表I.18（別添１参照）の中性子条件及び
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中性子照射条件であります。 

 表I.18における計算No.13及び38の中性子条件は共通であるため、この計算条件の影響は

ありません。 

 表I.17における計算No.13及び38のCo濃度は表2のとおりであり、他に計算条件の相違が

なければ、計算No.38の放射化計算結果は計算No.13の約1.85倍（②に相当）となります。 

 また、表I.18における計算No.13及び38の全サイクル合計の照射時間は表3のとおりであ

り、他に計算条件の相違がなければ、計算No.38の放射化計算結果は計算No.13の約0.887

倍（③に相当）となります。 

 さらに、表I.18における計算No.13及び38の全サイクル合計の照射停止時間は表4のとお

りであり、他に計算条件の相違がなければ、60Coの半減期を考慮すると計算No.38の放射化

計算結果は計算No.13の約1.04倍（④に相当）となります。 

表２ 表 I.17 における計算 No.13 及び 38 の Co 濃度（②に相当） 

計算 No. Co  影響度 

13 2.35E-04  - 

38 4.35E-04 1.85 

表３ 表 I.18 における計算 No.13 及び 38 の全サイクル合計の照射時間（③に相当） 

計算 No. 全サイクル合計の照射時間 影響度 

13 2500 - 

38 2217 0.887 

 

表４ 表 I.18 における計算 No.13 及び 38 の全サイクル合計の照射停止時間（④に相当） 

計算 No. 全サイクル合計の照射

停止時間 

60Co の半減期を考慮した照

射停止時間における減衰率 

影響度 

13 1071 0.680 - 

38 950 0.710 1.04 

 表 2～表 4 の影響度をすべて積算すると約 1.71（②③④に相当）であり、表 1の影響度

の約 1.77（①に相当）と同等であるため、計算 No.38 の放射化計算結果は妥当であると判

断します。 

 


